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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 
１．評価対象に関する事項 
法人名 独立行政法人中小企業基盤整備機構 
評価対象事業年

度 
年度評価 令和元年度（第四期） 
中期目標期間 令和元～５年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 経済産業大臣（法人全般に関する評価） 

産業基盤整備業務については財務大臣と共同して担当 
 法人所管部局 中小企業庁 担当課、責任者  
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者  
主務大臣 財務大臣（産業基盤整備業務に関する評価） 

経済産業大臣と共同して担当 
 法人所管部局 大臣官房 担当課、責任者  
 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者  

 
 
３．評価の実施に関する事項 
 
 
 
 
 

 
 
４．その他評価に関する重要事項 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

 
１．全体の評定 
評定 
（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

A （参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 ― ― ― ― 

評定に至った理由 「独立行政法人評価の基本方針（平成２７年３月経済産業省）」に従い、各評価項目に以下の評価比率を配分し、各評点を合算して総合評価を算定した。 
Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 
１. 事業承継・引継ぎ：「A」 
２．生産性向上：「A」 
３．新事業展開の促進・創業支援：「A」 
４．経営環境の変化への対応の円滑化：「S」 

Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項：「A」 
Ⅲ．財務内容の改善に関する事項：「B」 
Ⅳ．その他業務運営に関する重要事項：「B」 

 
２．法人全体に対する評価 
法人全体の評価  

 
 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 
 
 
 

 
３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 
項目別評定で指摘した

課題、改善事項 
 

その他改善事項  

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 
 
 

 
４．その他事項 
監事等からの意見  

 
 

その他特記事項  
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 
調書№ 

備考 
 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別

調書№ 
備考 
 

 元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

    元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度

５ 
年度

  

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  
 事業承継・引継ぎ A〇重     １－１    業務運営の効率化 A     ２－１  

生産性向上 A〇     １－２            
新事業展開の促進・創業支援 A〇     １－３            
経営環境の変化への対応の円滑化 S     １－４            
                  

                   
                  
                  
                  

                   
          Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  
           財務内容の改善 B     ３－１  

                  
                  
                  

                   
          Ⅳ．その他の事項  
           その他業務運営に関する重要事項 B     ４－１  

                  
                  
                  

                   
 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各標語の横に「重」を付す。 

※４ 「項目別調書 No.」欄には、●年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 事業承継・事業引継ぎの促進 

業務に関連する政策・施

策 
全国の事業引継ぎ支援センター及び地域の中小企業支援機関等に

おける事業承継・事業引継ぎ支援に関する支援ノウハウの提供、支

援上の課題への助言、事業の円滑な承継・事業再編を対象としたフ

ァンドへの出資等。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第 15 条第 1 項第 1 号、5 号、23 号 

当該項目の重要度、困難

度 
【重要度：高】現状を放置し、中小企業・小規模事業者の廃業が急

増すると、今後１０年間の累計で約６５０万人の雇用、約２２

兆円のＧＤＰが失われるおそれがあると言われているなか、

「新しい経済政策パッケージ」及び「未来投資戦略２０１８」

において、１０年間程度を事業承継の集中実施期間とした取組

の強化を掲げており、事業承継・事業引継ぎを促進していくこ

とは重要である。  
【優先度：高】中小企業・小規模事業者の廃業が急増すると、日本

経済に多大な影響を及ぼしかねないことから、事業承継・事業

引継ぎの促進は最優先で取り組むべき課題である。 
【難易度：高】事業承継・事業引継ぎが進んでいない要因としては、

後継者の不足、経営者の認識不足、小規模な事業引継ぎ案件を

担う専門家の不在、金融機関から事業引継ぎ支援センターへの

つなぎや広域の事業引継ぎ案件の対応が不十分といった多種

多様な課題が挙げられる。これらの複合的な課題の解決に向け

て、事業承継・事業引継ぎニーズの一層の掘り起こしや早期・

計画的な取組の促し、さらには、専門家の育成、事業引継ぎ支

援センターへの送客、広域の事業引継ぎ案件の増加に向けた取

組など、幅広い対応が求められることから、達成の難易度は高

い。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0390 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

事業引継ぎにおけ

る広域の成約件数

【基幹目標】 

２０２１年度

までに２０１

８年度比２倍

以上、中期目

標期間におい

て、１，１００

 ２１５件      予算額（千円） 別紙３参

照 
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件以上 
令和元年度１

６０件以上 
機構が支援した事

業承継・引継ぎ支

援者数 

１０，０００

者以上 
 １７，４

４３件 
     決算額（千円） 別紙３参

照 
    

         経常費用（千円） 別紙４参

照 
    

         経常利益（千円） 別紙４参

照 
    

         行政コスト（千円） 別紙５参

照 
    

         従事人員数 ７１５人

の内数 
    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 １．事業承継・事

業引継ぎの促進 
２０２５年まで

に７０歳を超え

る中小企業・小規

模事業者の経営

者は約２４５万

人存在し、うち約

半数の１２７万

人が後継者未定

であり、現状を放

置し、廃業が急増

すると、今後１０

年間の累計で約

６５０万人の雇

用、約２２兆円の

ＧＤＰが失われ

るおそれがある

と言われている。 
こうした状況を

踏まえ、「新しい

経済政策パッケ

１．事業承継・

事業引継ぎの促

進 
２０２５年まで

に７０歳を超え

る中小企業の経

営者は約２４５

万人存在し、う

ち約半数の１２

７万人が後継者

未定であり、現

状を放置し、廃

業が急増する

と、今後１０年

間の累計で約６

５０万人の雇

用、約２２兆円

のＧＤＰが失わ

れるおそれがあ

ると言われてい

る。 
こうした状況を

１．事業承継・事

業引継ぎの促進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指

標＞ 
【指標１－１】 
・事業引継ぎに

おける広域の成

約件数を２０２

１年度までに２

０１８年度比２

倍以上、中期目標

期間において、

１，１００件以上

とする。【基幹目

標】（新規設定）

（ [参考 ]２０１

７年度実績：１０

０件） 
 
【指標１－２】 
・中期目標期間

において、機構が

支援した事業承

継・事業引継ぎ支

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定： A 
根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づく

数値目標２項目いずれも達成率１２０％以上

の実績を達成。 
近年の中小企業事業者数の減少、経営者の高

齢化の中で、事業承継・引継ぎは最も喫緊な課

題の一つと考え、関係機関と連携して最大限の

取組みを行った。具体的には事業承継・事業引

継ぎの促進については中小企業・小規模事業者

が直面している事業承継・事業引継ぎに関する

問題を総合的に解決するため、全国の事業引継

ぎ支援センター及び地域の中小企業支援機関

等における事業承継・事業引継ぎ支援に関する

支援ノウハウの提供、支援上の課題への助言、

施策情報の提供、事業引継ぎマッチング支援の

促進等に加え、事業承継・事業引継ぎ等に対す

る資金の供給を円滑にするため、事業の円滑な

承継・事業再編を対象としたファンドへの出資

を行った。 
全国の事業引継ぎ支援センター及び地域の

中小企業支援機関等に対しては、事業承継支援

評定  
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ージ」及び「未来

投資戦略２０１

８」において、１

０年間程度を事

業承継の集中実

施期間とした取

組の強化を掲げ

たところ。 
機構は、中小企

業・小規模事業者

の事業承継・事業

引継ぎを総合的

に支援するため、

全国の事業引継

ぎ支援センター

及び地域の中小

企業支援機関等

への支援ノウハ

ウの提供、支援上

の課題への助言、

施策情報の提供、

事業引継ぎマッ

チング支援の促

進、事業の円滑な

承継・事業再編を

対象としたファ

ンドへの出資等

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

踏まえ、政府

は、「新しい経済

政策パッケー

ジ」及び「未来

投資戦略２０１

８」において、

１０年間程度を

事業承継の集中

実施期間とした

取組の強化を掲

げたところ。 
機構は、中小企

業・小規模事業

者が直面してい

る事業承継・事

業引継ぎに関す

る問題を総合的

に解決するた

め、全国の事業

引継ぎ支援セン

ター及び地域の

中小企業支援機

関等における事

業承継・事業引

継ぎ支援に関す

る支援ノウハウ

の提供、支援上

の課題への助

言、施策情報の

提供、事業引継

ぎマッチング支

援の促進等を行

う。また、事業

承継・事業引継

ぎ等に対する資

金の供給を円滑

にするため、事

業の円滑な承

継・事業再編を

対象としたファ

ンドへの出資を

図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

援者数を５０，０

００者以上とす

る。（新規設定）

（ [参考 ]２０１

５～２０１７年

度実績：２３，９

７６者） 
 
＜目標水準の考

え方＞ 
○指標１－１に

ついて 
事業引継ぎの成

約件数は、２０１

８年度末で約１，

０００件（見込

み）であり、うち

広域の成約件数

は１３０件（見込

み）である。事業

引継ぎに係る目

標として、中小企

業庁は「２０２１

年度に事業引継

ぎ支援センター

における事業引

継ぎ件数２，００

０件／年」を設定

しているが、２，

０００件は、２０

１８年度末見込

みの約１，０００

件の２倍に当た

ることから、広域

の成約件数につ

いても、同様に２

０２１年度末に

おいて、２０１８

年度末の２倍と

なる２６０件を

目指し、中期目標

期間において計

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

能力の向上のための相談・助言、講習会を実施。

事業承継・引継ぎ支援者の支援目標１０，００

０者に対し１７，４４３者、対数値目標１７４．

４％と大きく目標を上回る実績を達成した。 
また、令和元年９月に金融機関、税理士、

M&A 仲介業者等に対してノンネームデータ

ベースへの書き込みを開放。ノンネームデータ

ベースの案件登録数は対前年度１．６倍を達

成。また、データベースに売り情報と買い情報

のマッチングを行うリコメンド機能を追加す

るとともに、ブロック別マッチング会議を拡充

（前年度比１．２倍）。更に、各センターにお

いてより効果的にデータベースが活用される

よう、専門家等に向けたデータベース研修を実

施（７２回、前年度比１．４倍）。これらの取

組みにより、基幹目標である広域成約件数は目

標１６０件に対して実績２１５件、対数値目標

１３４．４％を達成。 
組織的には事業承継支援の強化と組織内の

一体化を推進するため、元年 7 月に「事業承

継・再生支援部」を設置。 
ノンネームデータベースを活用する金融機

関、税理士等も含めた支援者への支援（アウト

プット）を強化した結果、売り案件の登録が増

え、広域成約件数（アウトカム）の増加につな

がった。 
以上のように、各業務において高い水準で目

標を達成していることからＡ評価と判断。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



7 

 
（１）事業承継・

事業引継ぎへの

支援 
機構は、より多

くの中小企業・小

規模事業者の円

滑な事業承継・事

業引継ぎを促進

するため、以下の

取組を行う。 
事業承継にお

いては、経営に関

するノウハウの

継承や後継者の

育成のために早

期・計画的な準備

着手の必要があ

るが、準備を先送

りにしているケ

ースが多い。ま

た、潜在的に事業

承継の問題を抱

えているにもか

かわらず、誰にも

相談せずに承継

時期を迎えてし

まい、廃業してし

まうといった実

態がある。こうし

た実態に対して、

地域の中小企業

支援機関等では、

相談を待ち受け

るだけではなく、

事業承継に係る

問題を認識して

いるものの相談

をしない経営者

や事業承継に係

る問題を認識し

ていない経営者

 
（１）事業承

継・事業引継ぎ

への支援 
①地域の中小企

業支援機関等へ

の支援を通じた

事業承継の促進 
 
より多くの中

小企業・小規模

事業者の事業承

継・事業引継ぎ

を促進するた

め、機構の知見

とノウハウを結

集し、地域の中

小企業支援機関

等が能動的に事

業承継支援を行

うために必要な

支援能力の向上

や継続的な支援

を行うための仕

組み作り等、地

域の中小企業支

援機関等が抱え

る支援上の課題

解決に向けて、

専門家の派遣等

による相談・助

言、講習会、優

良事例の情報共

有等の支援を積

極的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 

 
（１）事業承継・事

業引継ぎへの支援 
①地域の中小企業

支援機関等への支

援 
 
 
 
・より多くの中小

企業・小規模事業

者の事業承継・事

業引継ぎを促進す

るため、機構の知

見とノウハウを結

集し、地域の中小

企業支援機関等の

職員等に対し、能

動的に事業承継支

援を行うために必

要な支援能力の向

上や支援の仕組み

作りに関する相

談・助言、講習会等

を行う。 
これらの取組を通

じ、機構が支援し

た事業承継に関す

る支援者数を５，

０００者以上とす

る。 
 
・地域の中小企業

支援機関等の支援

能力の向上のた

め、中小企業・小規

模事業者の経営

者・後継者に対し

専門家を派遣し、

相談・助言等を行

う。 
 

１，１００件以上

と設定する。 
 
○指標１－２に

ついて 
機構は、以下の取

組を通じて、事業

承継・事業引継ぎ

支援機関の支援

能力向上を図っ

ている。 
・地域本部の事

業承継コーディ

ネーターによる

地域の中小企業

支援機関等向け

講習会 
・中小企業事業

引継ぎ支援全国

本部による事業

引継ぎ支援セン

ター専門家向け

研修 
・中小企業事業

引継ぎ支援全国

本部による事業

引継ぎデータベ

ース登録機関等

向け研修 
・中小企業事業

引継ぎ支援全国

本部による事業

引継ぎ支援セン

ター向け高度・専

門的相談対応 
これらの取組に

よる前中期目標

期間における支

援者数実績は年

間８，０００者、

５年間換算では

４０，０００者と

 
（１）事業承継・事業引継ぎへの支援

 
①地域の中小企業支援機関等への支

援 
○地域の中小企業支援機関に対する

講習会等 
・各地域本部等において、地域の中小

企業を支える支援機関や金融機関

に対し、事業承継に関する支援能力

の向上や支援の仕組み作りをサポ

ートするための、相談・助言、講習

会を実施。 
地域本部の事業承継コーディネ

ーターによる地域の中小企業支援

機関等向け講習会 
 支援者数：８，９７１者 
 講習会開催数：２９７回 
 
〇中小企業・小規模事業者に対する専

門家派遣 
・経営者・後継者等に対する専門家派

遣を通じ、事業者の円滑な事業承継

と同席する地域の中小企業支援機

関への支援ノウハウの移管を実施。

支援企業数：１０４先 
支援回数：２８４回 

 
○事業承継フォーラムの開催 
・事業承継を経験した経営者の取組

を参考として、円滑な事業承継を促

進するため、中小企業・小規模事業

者、支援機関等を対象としたフォー

ラムを開催（東京・大阪）。 
参加者数：４５３人 

 
【事例】Ａ商工会議所 
当会議所においては５年間で１００

者強の会員の脱会、また廃業を検討す

る取引先が増加傾向にあることに危

機感を覚え、機構に支援の要請があっ

た。支援を開始するにあたり支援目標
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に対して率先し

て声掛けを行う

など、問題解決の

ための支援が課

題となっている。

しかしながら、こ

のような課題に

ついて地域の中

小企業支援機関

等の認識が必ず

しも十分ではな

いことから、機構

では支援能力向

上や継続的な支

援ができる体制

構築に向けて、専

門家の派遣等に

よる助言、研修、

優良事例の情報

共有等の支援を

積極的に行う。 
また、事業引継

ぎにおいては、親

族や従業員、後継

者がいない中小

企業・小規模事業

者の経営者にと

って、Ｍ＆Ａ等の

第三者承継が有

効な解決策であ

るとの認識や第

三者承継に関す

る知識を有して

いないために、廃

業してしまうと

いう実態もある。

国が都道府県ご

とに設置する中

小企業・小規模事

業者に対する一

義的な支援機関

である事業引継

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②全国の事業引

継ぎ支援センタ

ーへの支援 
 
後継者不足に

問題を抱えてい

る中小企業・小

規模事業者に対

し、全国の事業

引継ぎ支援セン

ターが実施する

相談・助言及び

マッチング支援

を通じた事業引

継ぎを促進する

ため、中小企業

事業引継ぎ支援

全国本部とし

て、各地の事業

引継ぎ支援セン

ターの支援能力

向上や体制構築

のための助言等

を実施する。 
また、マッチ

ングに至る機会

・事業承継・事業引

継ぎを促進するた

め、中小企業・小規

模事業者等への事

業承継の早期・計

画的な取組の必要

性に関する気付き

を与えるためのツ

ール等の提供を行

うとともに、施策

情報の普及・啓発

を図るためのフォ

ーラム等を行う。 
 
 
 
②全国の事業引継

ぎ支援センターへ

の支援 
・後継者不足に問

題を抱えている中

小企業・小規模事

業者の事業引継ぎ

を促進するため、

全国の事業引継ぎ

支援センター等に

対して、支援能力

向上のための相

談・助言、研修等を

実施する。また、事

業引継ぎの重要性

の周知、事業引継

ぎ支援センターの

認知度向上及び事

業引継ぎ支援の担

い手の育成等を目

的として、地域の

中小企業支援機関

等に対して講習会

等を実施する。 
これらの取組を通

じ、機構が支援し

なるが、その１．

２５倍に相当す

る５０，０００者

を支援すること

を目指す。 
 
＜想定される外

部要因＞ 
想定される外部

要因として、初年

度を基準として、

事業遂行上必要

な政策資源が安

定的に確保され

ること、国内の政

治・経済及び世界

の政治・経済が安

定的に推移し、着

実に成長するこ

と、急激な株価や

為替の変動がな

いことなどを前

提とし、これら要

因に変化があっ

た場合には評価

において適切に

考慮する。 

（能動的な事業承継支援を行うため

の仕組み・運用及びその定着）を設定、

事業承継支援体制の３カ年計画を策

定。機構による勉強会の開催等を通

じ、支援ノウハウの移管、支援体制構

築を行った。結果、商工会議所自らが

会員企業に対して事業承継に関する

声掛けを実施できるようになり、次年

度においては経営者の年齢が６０歳

以上である４００者強の事業者への

フォローアップ診断等の実施を計画。

また、当会議所の指導員が近隣商工会

議所の指導員を支援する体制構築を

検討。 
 
 
②全国の事業引継ぎ支援センターへ

の支援 
〇事業引継ぎ支援センター等への研

修等 
・各都道府県の事業引継ぎ支援セン

ターに対して、中小企業事業引継ぎ

支援全国本部として、実施体制や中

小企業・小規模事業者のＭ＆Ａに関

する高度・専門的な相談助言を実

施。 
  中小企業事業引継ぎ支援全国本

部による事業引継ぎ支援センター

向け高度・専門的相談対応 
  支援者数：４，５９１者 
・事業引継ぎ支援事業における支援

能力の向上のため、事業引継ぎ支援

センターの専門家等に対して研修

を実施。 
  中小企業事業引継ぎ支援全国本

部による事業引継ぎ支援センター

専門家向け研修 
  支援者数：１，４５９者 

開催数：６７回 
・事業引継ぎ支援の担い手育成のた

め、データベースに登録している地

域の支援機関等に対する講習会を
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ぎ支援センター

（以下「センタ

ー」という。）が

個々の中小企業・

小規模事業者を

支援しているが、

機構はセンター

がどのような課

題に直面し、それ

に対応するため

に機構に対して

どのような支援

ニーズを持って

いるかを把握す

ることが重要で

ある。具体的に

は、難度の高いＭ

＆Ａ案件に対応

するため、各地の

センターが蓄積

した支援情報の

相互共有や法務・

税制面等を踏ま

えた高度・専門的

な助言への支援、

各地のセンター

が独力では把握

が困難な、他のセ

ンターや、地域金

融機関、民間仲介

会社等の民間支

援機関（以下「民

間支援機関等」と

いう。）が保有す

る売り手側企業

と買い手側企業

の企業情報数の

増加や、各地のセ

ンターが保有す

る売り手側企業

と買い手側企業

の事業引継ぎの

を増加させるた

め、広域マッチ

ング支援に取り

組むとともに、

事業引継ぎ支援

データベースの

情報量及び情報

の質の充実に向

けて、相談者数

の増加に資する

広報の実施や、

質の高い案件情

報を保有する地

域金融機関、民

間仲介会社等の

民間支援機関に

よるデータベー

スへの案件登録

及びマッチング

への参加を促

す。 
さらに、登録

民間支援機関や

マッチングコー

ディネーター等

の地域における

事業引継ぎ実務

の担い手の育成

等を含め、マッ

チングの促進に

向けた体制整備

を行う。 
なお、事業引

継ぎ支援センタ

ーへの相談案件

の一定割合が経

営改善・事業再

生を必要として

いる現状に鑑

み、中小企業事

業引継ぎ支援全

国本部と中小企

た支援者数を５，

０００者以上とす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
・事業引継ぎ支援

センターへの相談

者数を増加させる

ため、ダイレクト

メール送付、事例

動画等の広報施策

の実施により、経

営者及び地域の中

小企業支援機関等

に対して幅広く訴

求する。 
 
・事業引継ぎの促

進を図るために、

地銀・信金や民間

のＭ＆Ａ仲介会社

等にとっても魅力

的な多くの案件を

有する利便性・信

頼性の高い事業引

継ぎデータベース

を構築・運営する。 
 
・ノンネーム情報

連絡会等を通じ、

県域をまたいだマ

ッチング支援の強

化に取り組む。 
 
・以上の取組を通

じ、事業引継ぎに

おける広域の成約

実施。 
中小企業事業引継ぎ支援全国本

部による事引継ぎデータベース登

録機関等向け研修 
  支援者数：２，４２２者 
  開催数：７２回 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
〇事業引継ぎ支援センターの周知活

動 
・事業引継ぎ支援センターの認知度

向上のため、ポータルサイトリニュ

ーアル、フリーペーパー制作４作

品、動画制作（事例動画２本、解説

動画１本）、ダイレクトメール（送

付件数１０４．６万件）、ＳＮＳ・イ

ンターネット広告、ポスターの制

作、雑誌広告等を実施。 
 
 
〇事業引継ぎ支援データベースの運

営及び新ノンネームデータベース

の稼働による効率的なマッチング

支援体制の構築 
・適切な情報管理の元で事業引継ぎ

支援データベースを運営。 
事業引継ぎ支援データベース登

録件数：４６，０６８件 
 
・登録支援機関に開示する新ノンネ

ームデータベースの活用を促進。 
 新ノンネームデータベース登録件

数：６，１９６件 
 
・上記データベース等の活用による

県域をまたいだマッチング支援を

実施。 
  事業引継ぎにおける広域の成約

件数： 
 ２１５件 
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条件等に係る情

報を補完するた

め、民間支援機関

等が保有する企

業情報の的確な

内容と鮮度の高

い情報の活用と

いったニーズが

ある。 
これらを踏ま

え、機構が担う中

小企業事業引継

ぎ支援全国本部

（以下「全国本

部」という。）で

は、各地のセンタ

ーに対して、Ｍ＆

Ａ案件に対応す

るためのノウハ

ウや法務・税制面

に係る知識を相

談・助言、研修、

優良事例の情報

共有等を通じて

提供する。 
また、全国本部

では、各地のセン

ターや民間支援

機関等に寄せら

れている売り手・

買い手の情報を、

他のセンターが

検索・閲覧等する

ことによって、手

持ち案件のマッ

チングに至る機

会を増やすこと

ができるよう、事

業引継ぎ支援デ

ータベースに掲

載する相談企業

数を増加させる

業再生支援全国

本部の緊密な連

携が取れる体制

での事業マネジ

メントを行うと

ともに、各地の

事業引継ぎ支援

センターが中小

企業再生支援協

議会に経営改善

が必要な案件を

紹介するなど、

双方の一層の連

携強化を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

件数を１６０件以

上とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【事例】広域マッチング事例 
Ｂ社（岡山県）は代表者が高齢（７５

歳）なうえ体調不良のため、廃業を決

意し取引先等に通知していた。 
販売業者であるＣ社（兵庫県）は、売

上の約４割をＢ社が占めていたこと

に加え、得意先からの要請もあったた

め、Ｂ社の事業引継ぎを決断し、岡山

県事業引継ぎ支援センターに相談。 
同センターは、譲受のための新会社の

設立等に関して、両社の代表者と面談

し条件等の擦り合わせを行った。ま

た、Ｃ社の依頼により、岡山県内の金

融機関を紹介、概要説明を行うととも

に、専門家と連携し事業譲渡まで支

援。成約に至った。 
 
【３全国本部の連携】 
中小企業再生支援全国本部、よろず支

援拠点との連携をより深化させるた

め、各事業の評価基準の中に、「他事

業との連携に関する項目」を追加し現

場レベルでの自律的な連携を促進（事

業引継ぎ支援センターについては２

年度評価から実施）。また、全体会議

等への相互出席を徹底することとし、

単なる情報共有に止まらず、事業運営

上の課題の共有等を実施。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
【ノンネームデータベース活用促進】

元年９月に新しいノンネームデータ

ベースを構築。登録している金融機

関、士業等の民間事業者や日本政策金

融公庫等の公的機関の閲覧・書き込み

を可能とし、ユーザーの裾野拡大（ユ

ーザー数：５７６者（旧ノンネームデ

ータベースユーザー比１２２．６％

増））を図った。また、活用促進を図る
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とともに、全国本

部にて注力する

広域マッチング

支援を推進する。 
さらに、全国本

部では、各地のセ

ンターの手持ち

案件について、民

間支援機関等が

把握している独

自情報も活用す

ることでマッチ

ングに至る機会

を増やすため、事

業引継ぎ支援デ

ータベースにお

いて民間支援機

関等が有する企

業情報の的確な

内容と鮮度の高

い情報を取り込

むことによって、

売り案件と買い

案件の希望条件

等の情報の質を

充実させる。 
なお、業況や財

務内容等が芳し

くないことで現

状のままでは売

り手側企業とし

ての魅力に乏し

い相談者につい

ては、マッチング

先の探索の前に

経営改善が必要

であるため、各地

のセンターが中

小企業再生支援

協議会に経営改

善が必要な案件

を紹介すること

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ため、各センターの専門家向けに研修

を実施。 
 
【広域マッチング促進】 
事業引継ぎデータベースに案件リコ

メンド機能を新たに実装し、広域マッ

チングの相手先の検索作業の効率化

を実施。更に、県域を越えた案件の共

有が可能である新ノンネームデータ

ベースのユーザー拡大も広域マッチ

ング促進の要因となっている。これら

に加え、各センターにより地域ブロッ

ク単位のノンネームデータ交換会の

実施を促すなどの取組により、広域マ

ッチング件数が増加。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
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などができるよ

う、中小企業再生

支援全国本部と

の一層の連携強

化を図る。 
 
（２）事業承継フ

ァンドへの出資

の強化 
機構は、事業承

継・事業引継ぎ等

に対する資金の

供給を円滑化す

るため、地域金融

機関等と連携し、

事業承継・事業再

編を対象とした

ファンドへの出

資の強化を通じ

てこれらの円滑

な進展を図る。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
（２）事業承継

ファンドへの出

資の強化 
地域金融機関

等と連携し、事

業承継・事業再

編を対象とした

ファンドへの出

資の強化を通じ

てこれらの円滑

な進展を図り、

事業承継・事業

引継ぎ等に対す

る資金の供給を

円滑化する。組

成したファンド

に対しては、継

続的なモニタリ

ング等を徹底す

ることによりガ

バナンスを向上

させるととも

に、各種情報提

供や事業引継ぎ

支援センターと

の連携等を行う

ことにより、中

小企業・小規模

事業者の事業承

継を支援する。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
（２）事業承継フ

ァンドへの出資の

強化 
・地域金融機関等

と連携し、事業承

継・事業再編を対

象としたファンド

への出資を通じて

これらの円滑な進

展を図り、事業承

継・事業引継ぎ等

に対する資金の供

給を円滑化する。

具体的には事業承

継ファンドを２フ

ァンド以上組成す

る。 
 
・組成後のファン

ドに対しては投資

委員会へのオブザ

ーバー参加やファ

ンド運営者との面

談等を通じて、投

資決定プロセスや

利益相反の確認、

投資先支援活動の

実態把握を行うな

ど、継続的なモニ

タリング等を徹底

するとともに、各

種情報提供や事業

引継ぎ支援センタ

ーとの連携等を行

うことにより、中

堅企業、中小企業・

 
 
 
 
 
 
〇事業承継ファンドの組成促進 
・新たな成長・発展を目指す中小・中

堅企業に対し株式シェアの過半数

を取得する手法で投資を行う事業

承継ファンド等（総額５５５億円）

に対して計１６２億円の出資契約

を実施。 
 
○事業承継ファンド出資実績 
・出資ファンド数 ４ファンド 
・ファンド総額  ５５５億円 
・機構出資契約額 １６２億円 
・元年度投資先企業数 ８社 
・元年度投資金額 １３６億円 
 
 
 
 
〇出資後のモニタリング・フォローア

ップの強化 
・出資ファンドの組合員集会への出

席（３回）のほか、投資委員会への

オブザーバー参加や投資の事前検

討会への参加（９回）、その他キー

マンとの随時面談等を通じファン

ドごとのモニタリングシートを整

備、運営状況を適時・的確に把握。

・ファンドからの投資報告により投

資状況を定期的に把握するととも

に、ファンドの決算資料より投資先

企業の財務状況等から企業の成長

段階を把握。必要に応じて地域本部

の経営支援を行う部署等と機構の

支援ツールの活用について情報交

換。 
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【指標１－１】 
・事業引継ぎに

おける広域の成

約件数を２０２

１年度までに２

０１８年度比２

倍以上、中期目標

期間において、

１，１００件以上

とする。【基幹目

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
【指標１－１】 
・事業引継ぎに

おける広域の成

約件数を２０２

１年度までに２

０１８年度比２

倍以上、中期目

標期間におい

て、１，１００

件以上とする。

小規模事業者の事

業承継を支援す

る。 
・ファンドからの

投資後には、投資

から２年経過後の

投資先の売上高及

び従業者数の増減

率等の調査・分析

等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標】 
・事業引継ぎにお

ける広域の成約件

数：１６０件以上

【基幹目標】 
 
 
 
 
 

〇投資先企業に対する支援 
（支援事例） 
家業の延長上の家族経営の状態に危

機感を抱き、事業承継や売却を模索し

ていたさつまいも加工卸売事業を営

む中小企業に対し、機構出資ファンド

が株式の取得を行って、事業の承継を

支援。ファンド等から執行役員を派遣

して組織体制構築と経営管理強化を

図るとともに、新工場建設などの生産

ライン拡張の支援や営業強化・ブラン

ディング支援等をすることで、売り上

げが拡大した。ファンドからの投資に

併せて、親族内での承継を選択して円

滑に経営の承継を進めるとともに、支

援の結果、家族経営からの脱却が図ら

れ企業経営に変われたこともあって、

大手食品メーカーの子会社化による

事業承継が実現した。 
 
○地域毎の企業への投資状況 
・元年度の事業承継ファンドの投資

先  
合計 
・東京都   ６社 
・関東地域（東京除く）０社 
・近畿地域  １社 
・その他地域 １社  

 
 
 
 
【指標】 
・事業引継ぎにおける広域の成約件

数：２１５件【基幹目標】 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■事業引継ぎにおける広域の成約件数（基幹目

標） 
 令和元年９月に金融機関、税理士、M&A 仲

介業者等に対してノンネームデータベースへ

の書き込みを開放。ノンネームデータベースの

案件登録数は対前年度１．６倍を達成。また、

事業引継ぎデータベースにリコメンド機能を

追加し、効率的なマッチング先の検索を実現し

た。更に、各センターにおいてより効果的にデ

ータベースが活用されるよう、専門家等に向け
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標】（新規設定）

（［参考］２０１

７年度実績：１０

０件） 
 
 
【指標１－２】 
・中期目標期間

において、機構が

支援した事業承

継・事業引継ぎ支

援者数を５０，０

００者以上とす

る。（新規設定）

（［参考］２０１

５～２０１７年

度実績：２３，９

７６者） 

【基幹目標】（新

規設定）（［参

考］２０１７年

度実績：１００

件） 
 
【指標１－２】 
・中期目標期間

において、機構

が支援した事業

承継・事業引継

ぎ支援者数を５

０，０００者以

上とする。（新規

設定）（［参考］

２０１５～２０

１７年度実績：

２３，９７６

者） 

 
 
 
 
 
 
・機構が支援した

事業承継・引継ぎ

支援者数：１０，０

００者以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・事業承継ファン

ド新規組成数：２

本 

 
 
 
 
 
 
・機構が支援した事業承継・引継ぎ支

援者数：１７，４４３者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・事業承継ファンドの新規組成数：４

ファンド 

たデータベース研修を実施（７２回、前年度比

１．４倍）。これらの取組みにより、基幹目標

である広域成約件数は目標１６０件に対して

実績２１５件、対数値目標１３４．４％を達成。 
 
 
■機構が支援した事業承継・引継ぎ支援者数 
全国の事業引継ぎ支援センター及び地域の

中小企業支援機関等に対しては、事業承継支援

能力の向上のための相談・助言、講習会を実施。

事業承継税制の改正等により、全国的に事業承

継支援に対する関心が高まる中、中小機構の事

業承継コーディネーターを増員するなどし、ニ

ーズの増加に的確な対応を行ったことが支援

者数増の要因と思料。事業承継・引継ぎ支援者

の支援目標１０，０００者に対し１７，４４３

者、対数値目標１７４．４％と大きく目標を上

回る実績を達成した。 
 
 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 生産性向上 

業務に関連する政策・施

策 
ＩＴ導入促進支援、多様な経営課題を解決するための相談・助言、

ハンズオン支援、経営の基盤となる人材の育成、地域の中小企業支

援機関等への支援機能及び能力の強化・向上支援、中小企業・小規

模事業者の連携・共同化の促進等。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第 15 条第 1 項第 1 号～6 号、8 号～

15 号、17 号、20 号、22 号、24 号 

当該項目の重要度、困難

度 
【重要度：高】「２０２０年までの３年間で約１００万社に対してＩ

Ｔツール導入促進を目指す」という政府目標の達成に向けて、

ＩＴプラットフォームを通じたＩＴ導入促進が重要である。ま

た、人手不足の環境下においては、労働生産性を向上させるた

め、人材育成にも積極的に取り組むことが重要である。 
【難易度：高】生産性向上に向けた支援は、機構として新規の取組

となること、特にＩＴ導入促進支援については、専門家の不在

や情報不足など、中小企業・小規模事業者のＩＴ導入に向けた

環境が未整備である現状を踏まえると、難易度は極めて高い。

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0390 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

ＩＴプラット

フォームを活

用した中小企

業支援機関数

【基幹目標】 

中期目標期間にお

いて、６，２００機 
関以上 
令和元年度２００

機関以上 

 ４４５機関      予算額（千円） 別紙３参

照 
    

機構が支援し

たＩＴ導入促

進支援者数 

中期目標期間にお

いて、機構が支援

したＩＴ導入促進

支援者数を１０，

０００人以上 
令和元年度１，６

００人以上 

 ６，０２８人      決算額（千円） 別紙３参

照 
    

中小企業大学

校が実施する

研修に研修生

８０％以上  ９７．２％      経常費用（千円） 別紙４参

照 
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を派遣した企

業に対して、研

修終了の一年

経過後にフォ

ローアップ調

査を実施し、研

修生が研修内

のゼミナール

で取り上げた

自社の課題研

究テーマにつ

いて、「自社に

持ち帰った課

題を解決済み、

又は取組中」と 
回答した企業

の比率 
中小企業・小規

模事業者向け

及び中小企業

支援機関等向

け研修受講者

数 

１４，４５０人以

上 
 １７，１０５

人 
     経常利益（千円） 別紙４参

照 
    

         行政コスト（千円） 別紙５参

照 
    

         従事人員数 ７１５人

の内数 
    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ２．生産性向上 

少子高齢化に

よる人口減少、人

手不足に対し、十

分な対応ができ

ず、中小企業・小

規模事業者の労

働生産性は伸び

悩み、大企業との

労働生産性の格

２．生産性向上 
少子高齢化によ

る人口減少、人手

不足に対し、十分

な対応ができず、

中小企業・小規模

事業者の労働生

産性は伸び悩み、

大企業との労働

生産性の格差が

２．生産性向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜主な定量的指標

＞ 
【指標２－１】 
・中期目標期間に

おいて、ＩＴプラ

ットフォームを活

用した中小企業支

援機関数を６，２

００機関以上とす

る。【基幹目標】（新

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ａ 
根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づ

く数値目標 4 項目のうち、3 項目で達成率１

２０％以上の実績を達成。また、１２０％に

達しなかった 1 項目（中小企業者・支援者研

修受講者数）についても、2 月中旬段階で既

に１７，６１６人(対数値目標:１２１．９％)
の受講者を獲得していたが、新型コロナウイ

ルス感染拡大の影響による研修の中止及び

評定  
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差が拡大してい

る状況にあり、中

小企業・小規模事

業者は生産性向

上の課題を抱え

ている。 
今後、更なる人

口減少が見込ま

れるなか、日本経

済の成長のため

には、第４次産業

革命技術の社会

実装などにより

中小企業・小規模

事業者が労働生

産性を高め、「Ｓ

ｏｃｉｅｔｙ５．

０」の実現や「Ｃ

ｏｎｎｅｃｔｅ

ｄ Ｉｎｄｕｓ

ｔｒｉｅｓ」への

変革などを図っ

ていくことが重

要である。 
そのため、「新

しい経済政策パ

ッケージ」及び

「未来投資戦略

２０１８」におい

て「生産性革命」

を掲げ、日本経済

全体の生産性の

底上げを図るこ

ととされたとこ

ろ。 
機構は、中小企

業・小規模事業者

の生産性向上に

貢献し、イノベー

ションや地域経

済の競争力強化・

活性化に資する

拡大している状

況にあり、中小企

業・小規模事業者

は生産性向上の

課題を抱えてい

る。 
今後、更なる人口

減少が見込まれ

るなか、日本経済

の成長のために

は、第４次産業革

命技術の社会実

装などにより中

小企業・小規模事

業者が労働生産

性を高め、「Ｓｏ

ｃｉｅｔｙ５．

０」の実現や「Ｃ

ｏｎｎｅｃｔｅ

ｄ Ｉｎｄｕｓ

ｔｒｉｅｓ」への

変革などを図っ

ていくことが重

要である。 
そのため、政府

は、「新しい経済

政策パッケージ」

及び「未来投資戦

略２０１８」にお

いて「生産性革

命」を掲げ、日本

経済全体の生産

性の底上げを図

ることとしたと

ころ。 
機構は、中小企

業・小規模事業者

の生産性向上に

貢献し、イノベー

ションや地域経

済の競争力強化・

活性化に資する

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

規設定） 
 
【指標２－２】 
・中期目標期間に

おいて、機構が支

援したＩＴ導入促

進支援者数を１

０，０００人以上

とする。（新規設

定） 
 
【指標２－３】 
・中小企業大学校

が実施する研修に

研修生を派遣した

企業に対して、研

修終了の一年経過

後にフォローアッ

プ調査を実施し、

研修生が研修内の

ゼミナールで取り

上げた自社の課題

研究テーマについ

て、「自社に持ち帰

った課題を解決済

み、又は取組中」と

回答した企業の比

率を８０％以上と

する。（新規設定） 
 
【指標２－４】 
・中期目標期間に

おいて、中小企業

大学校等による中

小企業・小規模事

業者向け及び中小

企業支援機関等向

け研修受講者数を

７．５万人以上と

する。（前中期目標

期間実績（２０１

７年度末実績）：２

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

参加者キャンセルにより、予定していた約５

００人の受講者及び通常であれば 2月中旬以

降にも予想された新規受講予約が得られな

かったもので、実質的に達成率１２０％以上

とみなされるべきものと思料。 
生産性向上に関しては、日本の国際競争力

維持・向上のためには、大企業のみならず中

小企業事業者の生産性の向上が不可欠であ

るとの認識から、あらゆる支援を通じて IT導

入や人材育成の促進を図った。具体的には、

ＩＴ導入促進支援、多様な経営課題を解決す

るための相談・助言、ハンズオン支援、経営

の基盤となる人材の育成、地域の中小企業支

援機関等への支援機能及び能力の強化・向上

支援、中小企業・小規模事業者の連携・共同

化の促進等を行った。年明け以降には、補正

予算により中小企業生産性革命推進事業が

創設され、この中においてＩＴ導入補助事業

を開始した。 
中小企業・小規模事業者へのＩＴ導入促進

支援については令和元年１２月に新たなサ

イト「ＩＴプラットフォーム」を創設。中小

企業の IT 化は支援機関の働きかけが重要で

あるため、中小企業だけでなく支援機関が駆

使できるよう、コンテンツや検索項目等の工

夫に加え、支援者の能力向上に係る情報を充

実。一般的なサイトからの質的な転換を図っ

た。また、ＩＴプラットフォーム創設前の年

度当初から地域の支援機関向けの講習会（前

年度比１４倍）等を広く展開。IT 導入支援の

ポイントや支援方法等を記載したサポート

ブックといったツールを用意し、地域本部職

員等に対しても地域支援機関へのアプロー

チ方法等のレクチャーを行い働きかけた結

果、機構が支援したＩＴ導入促進支援者は目

標１，６００人以上に対して６，０２８人（対

数値目標３７６．８％）、ＩＴプラットフォー

ムを活用した支援機関数は目標２００機関

以上に対して４４５機関（対数値目標２２

２．５％）と大きく目標を上回る実績を達成

した。講習会等を通じて支援機関の IT 指導

能力の向上を図った（アウトプット）ことが
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観点から、ＩＴ導

入促進支援、多様

な経営課題を解

決するための相

談・助言、ハンズ

オン支援、経営の

基盤となる人材

の育成、地域の中

小企業支援機関

等への支援機能

及び能力の強化・

向上支援等を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

観点から、ＩＴ導

入促進支援、多様

な経営課題を解

決するための相

談・助言、ハンズ

オン支援、経営の

基盤となる人材

の育成、地域の中

小企業支援機関

等への支援機能

及び能力の強化・

向上支援、中小企

業・小規模事業者

の連携・共同化の

促進等を行う。 
中小企業・小規模

事業者は、働き方

改革や被用者保

険の適用拡大、賃

上げ、インボイス

の導入など、相次

ぐ各種の制度変

更に継続的に対

応していく必要

があることに鑑

み、令和元年度補

正予算（第１号）

により追加的に

措置された交付

金については、中

小企業・小規模事

業者の生産性向

上を図るために

措置されたこと

を認識し、中小企

業・小規模事業者

の設備投資、販路

開拓、ＩＴツール

の導入等への支

援を行う中小企

業支援機関等へ

の助成の制度対

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

０．７万人（無料セ

ミナー及び無料研

修含む。無料分除

くと５．６万人。）） 
 
＜目標水準の考え

方＞ 
○指標２－１につ

いて 
中小企業・小規模

事業者の中にはＩ

Ｔ導入に対する苦

手意識や適切な導

入規模等を知らな

いといった経営者

も多く、そのよう

なＩＴに知見がな

い中小企業・小規

模事業者でも容易

にＩＴの活用がで

きるよう、使いや

すいアプリや活用

事例などをＩＴプ

ラットフォームに

掲載し、快適な閲

覧性を追求すると

ともに、地域の中

小企業支援機関等

と連携して積極的

な情報発信を行

う。その上で、中小

企業・小規模事業

者１００万社に対

するＩＴ導入促進

に向けて、その１

００万社にＩＴプ

ラットフォームを

活用した支援が届

くよう、全国の主

な中小企業支援機

関等（約２，５００

機関）に対し、ＩＴ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

IT プラットフォームを活用する支援機関数

の増加（アウトカム）につながった。 
経営の基盤となる人材の育成については、

大学校施設研修、都市型キャンパス、サテラ

イト・ゼミ、ｗｅｂを活用した研修という４

つの形態で研修を提供する取り組みを元年

度に本格実施に移行し、中小企業・小規模事

業者の利用度向上に取り組んだ。具体的に

は、①これまで研修拠点がなかった北陸、四

国への金沢キャンパス、四国キャンパスの新

設を含め、地域本部に９つの「都市型キャン

パス」を新たに開設。②地域支援機関との連

携によるサテライト・ゼミを対前年度１．４

３倍に拡充。③インターネットを活用した

「ＷＥＢｅｅ Ｃａｍｐｕｓ」を元年度より

本格稼働（対前年度１．３２倍）。コロナ禍に

おいても研修を継続し、2 年 2 月以降申し込

みが倍増している。また、地域本部に人材支

援部を新設するなど組織体制の見直しを実

施。機構の各種事業とより一層連携した研修

事業を展開した。これらの取組みにより、年

度目標を上回る１７，１０５人を達成。本来

は１７，６１６人(対数値目標:１２１．９％)
以上の受講者を獲得していたところだが、新

型コロナウイルス感染拡大の影響による研

修の中止及び参加者キャンセル等により、予

定していた約５００人の受講者等が得られ

なかった。研修後には丁寧なフォローアップ

を実施することにより、研修参加者の企業等

での実践を促し、高い課題解決率（９７．

２％、対数値目標１２１．５％）を達成した。 
中小企業者・支援者のニーズが高い実践的

な研修を実施し、受講者を集める（アウトプ

ット）とともに研修後の丁寧なフォローアッ

プの実施により、高い課題解決率（アウトカ

ム）を達成。 
以上のように、各業務において高い水準で

目標を達成していることからＡ評価と判断。 
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（１）中小企業・

小規模事業者へ

のＩＴ導入促進

支援 
中小企業・小規

模事業者のＩＴ

化は、コスト削

減・省力化のみな

らず、売上拡大・

販路拡大にも効

果をもたらし、中

小企業・小規模事

業者の生産性向

上に貢献するも

のである。 
このため、「新

しい経済政策パ

ッケージ」及び

「未来投資戦略

２０１８」におい

て、３年間で中小

企業・小規模事業

者の約３割に当

応や生産性向上

の取組状況等に

応じた機動的な

実施、制度の内容

や支援策、優良取

組事例の周知・広

報並びにこれら

の事業者の制度

対応や生産性向

上に係る相談対

応及び国内外へ

の事業拡大やＩ

Ｔ化促進等に係

るハンズオン支

援（以下「中小企

業生産性革命推

進事業」）のため

に活用する。 
 
（１）中小企業・

小規模事業者へ

のＩＴ導入促進

支援 
中小企業・小規模

事業者のＩＴ化

は、コスト削減・

省力化のみなら

ず、売上拡大・販

路拡大にも効果

をもたらし、中小

企業・小規模事業

者の生産性向上

に貢献するもの

である。 
このため、政府

は、「新しい経済

政策パッケージ」

及び「未来投資戦

略２０１８」にお

いて、３年間で中

小企業・小規模事

業者の約３割に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）中小企業・

小規模事業者へ

のＩＴ導入促進

支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プラットフォーム

を活用した中小企

業・小規模事業者

へのＩＴ導入促進

の取組を実施する

よう働きかけ、５

年間でのべ６，２

００機関が活用す

ることを目指す。 
 
○指標２－２につ

いて 
政府目標である１

００万社に対する

ＩＴ導入促進への

貢献の一つとし

て、地域の中小企

業支援機関等を通

じたＩＴ化支援に

取り組む。具体的

には、「ＩＴ導入に

よる生産性向上」

に有用なＩＴ導入

事例などの情報や

コンテンツを掲載

したＩＴプラット

フォームを整備

し、地域の中小企

業支援機関等向け

に同プラットフォ

ームの活用方法を

説明する講習会を

開催する。講習会

では、ＩＴに知見

のない地域の中小

企業支援機関等の

職員であっても、

プラットフォーム

を活用すること

で、容易かつ効果

的なＩＴ化支援が

可能となることを

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）中小企業・小規模事業者へのＩＴ

導入促進支援 
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たる約１００万

社に対するＩＴ

ツール導入促進

を掲げたところ。 
こうした状況を

踏まえ、機構は、

ＩＴプラットフ

ォーム（２０１９

年度稼働予定）に

よる情報提供、地

域の中小企業支

援機関等による

ＩＴプラットフ

ォーム活用の促

進、機構の支援の

ツールによるＩ

Ｔ導入促進支援

により、中小企

業・小規模事業者

のＩＴツール導

入を促進し、中小

企業・小規模事業

者の生産性向上

に貢献する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

当たる約１００

万社に対するＩ

Ｔツール導入促

進を掲げたとこ

ろ。 
こうした状況を

踏まえ、機構は、

具体的に以下の

取組を実施する。 
 
①ＩＴプラット

フォームによる

情報提供及び地

域の中小企業支

援機関等による

ＩＴプラットフ

ォーム活用の促

進 
機構は、中小企

業・小規模事業者

のＩＴ導入の裾

野を広げるため、

ＩＴ導入に係る

中小企業・小規模

事業者支援のプ

ラットフォーム

として、中小企

業・小規模事業者

のＩＴ活用の事

例、中小企業・小

規模事業者が安

全・安心に使える

ＩＴツール情報

等を中小企業・小

規模事業者や地

域の中小企業支

援機関等に届け

ることとする。 
また、地域の中小

企業支援機関等

によるＩＴプラ

ットフォームを

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ＩＴプラット

フォームによる

情報提供及び地

域の中小企業支

援機関等による

ＩＴプラットフ

ォーム活用の促

進 
・機構は、中小企

業・小規模事業者

のＩＴ導入の裾

野を広げるため、

生産性向上に関

する経営課題を

ＩＴ導入により

解決に導くため

の情報等を提供

するウェブサイ

トとして、ＩＴ導

入に係る中小企

業・小規模事業者

支援のプラット

フォーム（ＩＴプ

ラットフォーム）

を構築し、 中小

企業・小規模事業

者のＩＴ活用の

事例、中小企業・

小規模事業者が

安全・安心に使え

るＩＴツール情

報等を中小企業・

理解してもらうこ

とを狙いとする。

機構による地域の

中小企業支援機関

等への営業努力と

講習会内容の充実

により、参加者数

１０人、年間２０

０回以上開催し、

５年間で１０，０

００人以上を目指

す。 
 
○指標２－３につ

いて 
人手不足の環境下

において労働生産

性を向上させるに

は、人材育成や業

務効率化に積極的

に取り組むことが

必須である。人材

育成は中小企業・

小規模事業者にと

って重要な経営課

題の一つであり、

特に強化すべきで

あるとともに、中

小企業・小規模事

業者の経営の存続

や持続的成長につ

ながる点で対応が

急務となってい

る。機構の役割は、

中小企業・小規模

事業者の経営者や

管理者のニーズを

踏まえた専門性の

高い、実践的な研

修を実施すること

である。研修の効

果は、研修で学ん

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①ＩＴプラットフォームによる情報提供

及び地域の中小企業支援機関等による

ＩＴプラットフォーム活用の促進 
 
 
 
 
〇アプリケーションソフト情報等の先行

発信 
・中小企業・小規模事業者が容易に導入・

利用できるアプリケーションソフト情

報や、導入事例を、ＩＴプラットフォ

ーム構築に先駆けて情報発信。 
 
〇ＩＴプラットフォームの構築 
・支援機関全国組織や地域の支援機関、

ＩＴベンダー等から活用しやすいアプ

リケーション情報、支援者の支援事例、

事業者のＩＴ導入支援事例等の情報収

集をヒアリングするとともに、ＩＴ導

入促進のための支援ニーズを把握。 
・掲載するアプリケーションについて

は、外部有識者の意見等も踏まえ、価

格の明示、試用やデモの実施ができる

ことなど、事業者とそれらを支援する

支援者が当サイトを活用して、事業者

に適したツールを容易に比較・選定等

おこなうための掲載基準を設定。 
 
〇サイトの充実 
・掲載アプリケーション増のため、随時

公募を実施するともに、アプリベンダ
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活用したＩＴ導

入促進を支援す

るため、当該支援

機関等に対し、相

談・助言、講習会

等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②機構の支援ツ

ールによるＩＴ

導入促進支援 
機構は、中小企

業・小規模事業者

小規模事業者や

地域の中小企業

支援機関等に届

けることとする。

ＩＴプラットフ

ォームの一部で

ある中小企業・小

規模事業者が使

いやすいアプリ

ケーションソフ

ト情報等は、先行

して情報発信を

行う。 
 
・地域の中小企

業支援機関等に

よるＩＴプラッ

トフォームを活

用したＩＴ導入

促進を支援する

ため、当該支援機

関等に対し、相

談・助言、講習会

等を行う。 
これらの取組を

通じて、機構が支

援したＩＴ導入

促進支援者数を

１，６００人以上

とする。また、Ｉ

Ｔプラットフォ

ームを活用した

中小企業支援機

関数を２００機

関以上とする。 
 
 
②機構の支援ツ

ールによるＩＴ

導入促進支援 
・中小企業・小規

模事業者の生産

だ内容を自社で実

践することで初め

て得られるもので

あることから、効

果を検証する仕組

みを構築するもの

である。 
具体的には、研修

について、「課題解

決済み」「課題解決

に取組中」「課題解

決に向け検討中」

「課題解決に取り

組んでいない」の

４肢のうち、上位

２項目を回答した

割合をもって、課

題解決率とし、８

０％以上を目指

す。 
 
○指標２－４につ

いて 
目標の達成に向け

て、ニーズを踏ま

えた専門性の高

い、実践的な研修

を実施する。受講

者の的確な評価を

捕捉し、研修内容

に活かすため、無

料セミナー受講者

数は除くものとす

る。目標数は、前中

期目標期間の実績

を５千人上回るこ

とを目指す。 
 
＜想定される外部

要因＞ 
想定される外部要

因として、初年度

ーを会員等にもつコンピュータソフト

ウェア協会やクラウドサービス推進機

構等の業界団体等束ねる機関への訪問

やサイトの個別説明、公募情報等の周

知を依頼。 
・支援者のＩＴ導入支援事例や事業者の

ＩＴ導入等事例の取材・記事制作を積

極的に実施。 
 
〇サイトの周知・広報 
・支援機関が支援の場で活用できるコン

テンツ（ガイドブック等）の充実を継

続的に実施。 
・サイトの認知度向上を目的にインター

ネット広告、新聞広告やチラシ・ポス

ターの制作・全国の主要支援機関への

配布等による広報活動を継続的かつ積

極的に実施。 
 
〇講習会等 
・地域支援機関等サポート事業におい

て、ＩＴ導入支援を重点テーマと捉え、

上記先行発信情報や、支援者向けＩＴ

導入支援の方法等のコンテンツを整備

し、地域の支援機関等に相談・助言・

講習会等を実施し、広く展開。  
 
ＩＴ導入促進支援者数：６，０２８人

ＩＴプラットフォームを活用した中小

企業支援機関数：４４５機関 
 
 
 
 
 
 
 
②機構の支援ツールによるＩＴ導入促進

支援 
○戦略的ＣＩＯ育成支援事業 
・ＩＴシステム導入による経営課題の解

決・経営改革を計画的に実現するため、
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の生産性向上に

資するＩＴ導入

を促進するため、

地域中核・成長企

業等に対する企

業経営とＩＴに

精通した専門家

による相談・助

言、ハンズオン支

援による長期的

かつ一貫した支

援、中小企業・小

規模事業者及び

地域の中小企業

支援機関等向け

のＩＴ関連研修、

ｅコマース活用

のための情報提

供、相談・助言等

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

性向上に資する

ＩＴ導入を促進

するため、地域中

核・成長企業等に

対する企業経営

とＩＴに精通し

た専門家による

相談・助言、ハン

ズオン支援によ

る長期的かつ一

貫した支援を行

う。 
これらの取組を

通じ、ハンズオン

支援については、

派遣終了後の支

援先に対して所

期の目標達成状

況に関する調査

を実施し、５段階

評価において上

位２段階の評価

を得る割合を７

０％以上とし、派

遣開始から２年

経過後の「売上

高」又は「経常利

益」の伸び率が、

中小企業実態基

本調査のデータ

を１割以上、上回

ることとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を基準として、事

業遂行上必要な政

策資源が安定的に

確保されること、

国内の政治・経済

及び世界の政治・

経済が安定的に推

移し、着実に成長

すること、急激な

株価や為替の変動

がないことなどを

前提とし、これら

要因に変化があっ

た場合には評価に

おいて適切に考慮

する。 

経営戦略に基づくＩＴ化計画の策定及

びその実施に取り組む中小企業・小規

模事業者に対して専門家によるアドバ

イスを行うとともに、企業内ＣＩＯ候

補者の育成を支援。 
・支援企業数１９２社、支援回数９９２

回 
・元年度に派遣を終了した支援企業数４

９社、所期の目標達成率１００％。 
・今年度新たに、専門家との３回の面談

を通して、全体最適の観点から経営課

題・業務課題を整理・見える化し、同

社に最適なＩＴツールの提案を行う

「ＩＴ経営簡易診断」を開発し、本部

にて試行を行った。来年度からは、地

域本部に展開。 
 
（支援事例）戦略的ＣＩＯ育成支援事業

当社は、ステンレス鋼をはじめ、多岐に

渡る材質や形状の特殊鋼鋳造品を製造。

既存顧客の継続的受注で、経営は堅調に

推移しているが、既存システムの「ＡＣ

ＣＥＳＳ」の担当者が辞職し、システム

のフォローができずにいた。競争力確保

のためには、新たな情報システム、管理

の仕組みの整備が喫緊の課題であったた

め、本事業で「現状のシステムの課題と

将来のＩＴ戦略に基づいた実行計画の策

定」の支援を行い、最適なマネジメント

システムの構築を目指すこととなった。

業務フローや課題等を見える化し、重要

課題として、①作業マニュアル②工程管

理③紙ベースの仕事④作業環境⑤原価管

理、を抽出して確認を行った過程で、社

内の検討メンバーが「ＡＣＣＥＳＳ」の

機能に関心を深め、結果として、新たに

システムを構築するのではなく、既存シ

ステムを活用するという結論に至った。

全社の担当者がプロジェクトに参加し、

コミュニケーションが活性化され、本支

援を通じて、社員も大きく成長した事例。
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・中小企業・小規

模事業者及び地

域の中小企業支

・ハンズオン支援事業において、派遣開

始から２年経過後の「売上高」または

「経常利益」の伸び率の加重平均値は、

目標であるベンチマーク（中小企業実

態調査）指標の１１０％を大幅に上回

った。 
（ハンズオン支援事業全体の実績） 
・売上高の推移 
２８年９４，１６１百万円→ 
３０年１００，５６９百万円（６．８％）

 
（参考指標） 
【中小企業実態基本調査の中小企業（法

人）の売上高】の伸び率０．３％×１１

０％＝０．３３％ 
・目標達成率：２，０６２．２％ 
・経常利益の推移 
２８年４，８４７百万円→３０年８，６

８３百万円（７９．１％） 
 
（参考指標） 
【中小企業実態基本調査の中小企業（法

人）の経常利益】の伸び率１３．９％×

１１０％＝１５．３％ 
・目標達成率：５１７．３％ 
※売上高の伸び率と経常利益の伸び率の

目標達成度を加重平均した達成率：１，

２８９．８％ 
 
（参考指標） 
・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁

調べ）結果による中小企業（法人）の売

上高等の状況（２８年度調査と元年度調

査の比較） 
・売上高平均３１１百万円→３１２百万

円（０．３％） 
・経常利益平均９．９百万円→１１．３

百万円（１３．９％） 
 
■ＩＴ・ＥＣ活用支援事業 
〇オンライン講座 
・幅広い層が使用している動画配信イン
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援機関等向けの

ＩＴ関連研修を

行う。   
・ＩＴやｅコマ

ースを活用した

中小企業・小規模

事業者の経営力

の充実を図り、生

産性向上や国内

外の販路開拓の

拡大を目指すた

め、関係団体、民

間団体等と連携

を図り、中小企

業・小規模事業者

向けの相談・助

言、セミナー、Ｉ

Ｔサービス提供

事業者等とのマ

ッチングイベン

ト等を実施する。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

フラ「ＹｏｕＴｕｂｅ」や、中小機構

が運営しているｅｂｉｚなどを活用

し、中小企業・小規模事業者が時間的

制約なく、ＩＴの活用、実践的なＥＣ

製作ノウハウや越境ＥＣについて学習

できるオンライン講座を実施。 
 講座配信数：１１５講座（累計） 
 視聴回数：２４６，４１２回 
 
〇セミナー・ワークショップ      

・無料でモールへの出店や自社サイトを

構築することを最終ゴールに置き、販

売準備にかかわる基礎知識や制作物の

作成から販売開始までを支援する「ネ

ットショップ出店プログラム」を開催

 開催回数：２４回 
 参加者数：３１９人 
 
〇マッチングイベント 
・民間ＥＣ支援事業者等（モール、カー

トＡＳＰ（自社サイト）、物流、決済、

Ｗｅｂマーケティング、翻訳等）と中

小企業のマッチングイベントを開催。

 越境ＥＣ“まるごと”フェスティバル

２０１９ 
 （１）越境ＥＣ課題解決エリア 
   一般来場者：３１０名 
 （２）商談エリア 
   海外ＥＣバイヤー：６４１名 
[独立行政法人通則法第２８条の４に基

づく平成３０年度評価結果の反映状況の

公表] 
 
〇ＥＣ活用支援パートナー制度 
・中小企業のＥＣ、ＩＴの導入等を推進

するには、支援する事業者の協力が不

可欠であることから、支援事業者をＥ

Ｃ活用支援パートナー制度として登録

する。 
ＥＣ活用支援パートナー制度の令和元

年年度末累計登録者数１０７社  
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（２）生産性向上

に向けた多様な

経営課題への円

滑な対応と経営

の基盤となる人

材の育成 
中小企業・小規模

事業者が事業活

動を円滑に行っ

ていく上で直面

する経営上の多

様な課題に適切

に対応し、生産性

向上を図ってい

くためには、中小

企業・小規模事業

者に対する専門

的な相談・助言や

経営の基盤とな

る人材の育成が

必要不可欠であ

る。 
多様な経営課題

への相談・助言に

ついては、従来か

らの取組に加え、

ＡＩ・ＩＴを活用

した新たな経営

相談の仕組みを

構築し、効果的・

効率的に支援を

提供する。また、

機構は、イノベー

ションや地域経

済の競争力強化・

活性化に資する

地域経済を牽引

するような地域

中核・成長企業等

を支援するため、

生産性向上支援

などの政策意義・

（２）生産性向上

に向けた多様な

経営課題への円

滑な対応と経営

の基盤となる人

材の育成 
中小企業・小規模

事業者が事業活

動を円滑に行っ

ていく上で直面

する経営上の多

様な課題に適切

に対応し、生産性

向上を図ってい

くためには、中小

企業・小規模事業

者に対する専門

的な相談・助言や

経営の基盤とな

る人材の育成が

必要不可欠であ

る。 
そのため、機構

は、具体的に以下

の取組を実施す

る。 
①多様な経営課

題への円滑な対

応 
中小企業・小規模

事業者に対する

多様な経営課題

への相談・助言に

ついては、従来か

らの取組に加え、

ＡＩ・ＩＴを活用

した新たな経営

相談の仕組みを

構築し、効果的・

効率的に支援を

提供する。 
また、ＩＴ化、販

（２）生産性向上

に向けた多様な

経営課題への円

滑な対応と経営

の基盤となる人

材の育成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①多様な経営課

題への円滑な対

応 
・中小企業・小規

模事業者に対す

る多様な経営課

題への相談・助言

については、従来

からの取組に加

え、ＡＩ・ＩＴを

活用した新たな

経営相談の仕組

みを構築し、効果

的・効率的に支援

を提供する。 
 

（２）生産性向上に向けた多様な経営課

題への円滑な対応と経営の基盤となる人

材の育成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①多様な経営課題への円滑な対応 
○経営相談事業 
・全国９地域本部にて日常的に経営相談

を実施。 
・経営相談件数５，２０７件 
※地域本部別経営相談件数 
北海道本部１７９件、東北本部２９３件、

関東本部５４６件、中部本部８８８件、

北陸本部２９５件、近畿本部７９４件、

中国本部７４８件、四国本部５６６件、

九州本部４００件、本部４９８件 
・利用者の役立ち度９９．７％ 
・今後の利用希望度９９．２％ 
・１０月に発生した台風１９号に際し、

被害や影響を受けた中小企業・小規模

事業者を対象に、経営等に関する相談
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要請が大きく、よ

り難度・専門性の

高い分野の支援

に重点を置き、専

門家による相談・

助言、ハンズオン

支援を行う。 
また、生産性向上

に資する多様な

経営課題解決の

ため、経営者、管

理者及びこれら

の候補となる人

材などに対し、Ｗ

ｅｂを活用した

研修や地域の中

小企業支援機関

等と連携した研

修などの提供方

法を通じて、事例

研究や演習など

による実践的な

研修等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

路開拓、海外展

開、成長分野参

入、事業承継・引

継ぎ、知的財産、

ものづくり、製品

開発、営業力の強

化等の生産性向

上に関する経営

課題を抱えるイ

ノベーションや

地域経済の競争

力強化・活性化に

資する地域経済

を牽引するよう

な地域中核・成長

企業等を支援す

るため、生産性向

上支援などの政

策意義・要請が大

きく、より難度・

専門性の高い分

野の支援に重点

を置き、専門家に

よる相談・助言、

ハンズオン支援

による長期的か

つ一貫した支援

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・また、ＩＴ化、

販路開拓、海外展

開、成長分野参

入、事業承継・引

継ぎ、知的財産、

に対応するため、地域本部（関東、東

北）に、「台風１９号に関する特別相談

窓口」を設置し、累計５２件の相談対

応を行った。 
 
○オンライン経営相談サービス「Ｅ－Ｓ

ＯＤＡＮ」事業 
・中小企業の経営者などを対象に、ＡＩ

チャットボットを入り口としたオンラ

インの経営相談サービス「Ｅ－ＳＯＤ

ＡＮ」を３１年３月から開始し、８月

までに所定のシステム開発を完了して

本格的な運用に着手。２４時間３６５

日オンラインで相談に対応するシステ

ムを構築。 
・中小機構が保有する経営相談Ｑ＆Ａデ

ータや知識データを活用してＦＡＱを

作成。特に、多くの相談が見込まれる

「営業・販売・マーケティング」につ

いて重点的に学習。 
・また、ＡＩチャットボットでは対応で

きない相談には、有人チャットに切替

え、専門家によるチャットの対応によ

り、課題解決の促進を図った。 
・ウェブサービスとしての展開により、

従来、外部支援を活用していなかった

層へのサービス提供を実現し、利用者

の掘り起しを図った。 
・チャットボットの利用者数６，４５３

人、有人チャットで４９２人対応。 
・新型コロナウイルス感染症で影響を受

ける中小企業に対し、支援情報を迅速

に投入して情報を発信、問合せの多い

事項等についてＪ－Ｎｅｔ２１の記事

作成を行うなど他のツールと連携して

コンテンツの充実を図った。 
 
○専門家継続派遣事業 
・知的財産、ＩＴ化、販路開拓、製品開

発、生産性の向上、営業力の強化等、

多様な経営課題へ円滑に対応するた

め、経営基盤の強化に取り組む中小企
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ものづくり、製品

開発、営業力の強

化等の生産性向

上に関する経営

課題を抱えるイ

ノベーションや

地域経済の競争

力強化・活性化に

資する地域経済

を牽引するよう

な地域中核・成長

企業等を支援す

るため、生産性向

上支援などの政

策意義・要請が大

きく、より難度・

専門性の高い分

野の支援に重点

を置き、専門家に

よる相談・助言、

ハンズオン支援

による長期的か

つ一貫した支援

を行う。 
これらの取組を

通じ、相談・助言

については、その

利用者に対して

「役立ち度」に関

する調査を実施

し、５段階評価に

おいて上位２段

階の評価を得る

割合を７０％以

上とする。ハンズ

オン支援につい

ては、派遣終了後

の支援先に対し

て所期の目標達

成状況に関する

調査を実施し、５

段階評価におい

業・小規模事業者に対して、経営課題

を的確に把握し、ニーズに応じた支援

を実施。 
・全国規模の専門家ネットワークから最

適な専門家を選定し、職員と専門家で

チームを編成。案件毎に、支援計画を

策定し、企業の社内チームと一体的な

プロジェクトチームで支援に取組み、

企業の自立的な成長基盤を強化。 
・支援企業数２６５社、支援回数２，３

９０回 
・元年度に派遣を終了した支援企業数１

６３社、所期の目標達成率９６．９％

 
（支援事例）専門家継続派遣事業 
昭和５５年設立の運送業。港湾立地の強

みを活かし製造加工・保管・運送を一体

とした業態として非運送部門にも進出。

運送部門は高い生産性を維持するが、製

造・保管部門の生産性向上が喫緊の課題。

そこで、本事業により、マニュアル整備

や運送部門と倉庫部門の共通ルールの策

定等の支援を実施した結果、倉庫と運送

の連携により荷下ろし中の破損事故がゼ

ロとなり、在庫差異が解消したことや、

製造部門の洗浄作業が４時間から２時間

に短縮されるなど、社長が掲げる「運送

業から総合物流業」への高付加価値化へ

の転換に向けて足掛かりとなった事例。

 
○戦略的ＣＩＯ育成支援事業 
・ＩＴシステム導入による経営課題の解

支決・経営改革を計画的に実現するた

め、経営戦略に基づくＩＴ化計画の策

定及びその実施に取り組む中小企業・

小規模事業者に対して専門家によるア

ドバイスを行うとともに、企業内ＣＩ

Ｏ候補者の育成を支援。 
・支援企業数１９２社、支援回数９９２

回 
・元年度に派遣を終了した支援企業数４

９社、所期の目標達成率１００％。 
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て上位２段階の

評価を得る割合

を７０％以上と

し、派遣開始から

２年経過後の支

援先の「売上高」

又は「経常利益」

の伸び率が、中小

企業実態基本調

査のデータを１

割以上、上回るこ

ととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・今年度新たに、専門家との３回の面談

を通して、経営課題・業務課題を全体

最適の観点から整理・見える化し、同

社に最適なＩＴツールの提案を行う

「ＩＴ経営簡易診断」を開発し、本部

にて試行を行った。来年度からは、地

域本部に展開。 
 
（支援事例）ＩＴ経営簡易診断事業 
当社は、昭和２２年に合成宝石メーカー

として創業。現在は、サファイアを主と

した酸化物単結晶体のトップメーカーで

原石生産から加工までの一貫生産を行っ

ているほか、光ファイバ部品の製造・販

売も手がける。ＩＴ導入の必要性は認識

していたものの、具体的にどの部門・ど

の業務でＩＴを活用すれば良いかが不明

確であったことから、本事業により、各

種業務における課題とＩＴ利活用の余

地、導入に向けたスケジュールを整理し

た。当社では特に、①利益率の向上、②

組織管理体制の強化の面でＩＴ利活用の

余地が認められ、顧客管理及び在庫管理

といったＩＴツールの情報ツールの整理

及び提案をし、今後のＩＴ実装に向けた

準備へとつながった事例。 
 
○経営実務支援事業 
・中小企業・小規模事業者の経営課題の

解決を図るため、大企業・中堅企業で

豊富な実務経験を積んだ経営実務援ア

ドバイザーを派遣して支援を実施。 
・支援企業数１２８社、支援回数８０８

回 
・元年度に派遣を終了した支援企業数８

１社、所期の目標達成率９６．３％ 
 
（支援事例）経営実務支援事業 
当社は、歯車技術を９０年間伝承し、進

化を続けている。製品は、品種・形状・

サイズともに多品種少量生産。さらに部

品加工工程では、外注加工や委託加工な
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ど複雑に絡み合い、最適な生産計画の立

案は困難であった。そこで、本事業にお

いて、全部署参画の横断型のＰＪ活動を

通じて、本課題に取り組んだ結果、全社

最適の「理にかなった生産管理」の仕組

みが構築でき、現在はさらに効率化を目

指し、新しい生産管理システムの導入活

動が進行。俊敏で高生産性を持つ日本一

の歯車メーカーとして今後益々の飛躍が

期待される事例。 
 
○販路開拓コーディネート事業 
・新規性の高い優れた新製品・新技術・

新サービスを持ちながら販路開拓が困

難な中小企業・小規模事業者に対し、

マーケティング企画のブラッシュアッ

プ支援を行い、首都圏若しくは近畿圏

市場を舞台とした支援を実施。 
・支援企業数１８０社、支援回数８５７．

５回 
・元年度に派遣を終了した支援企業数９

３社、所期の目標達成率９８．９％ 
 
（支援事例）販路開拓コーディネート事

業 
当社は、たわしの製造で創業、国内外の

大手化学メーカーとの提携・共同開発や

外国製製造装置を積極的に導入して最先

端の機能・品質を追求し、業界に先駆け

常に新しい価値を提案してきた。「キレイ

を、楽しく」をテーマに、ストレス軽減・

時短により、顧客の課題を解決する製品

づくりに取組み、家庭用清掃用品を主業

として成長。これまでＢｔｏＣ商材を扱

っていたが、今回初めて、ＢｔｏＢ向け

商材の活動を行った。業務用清掃用具と

しての機能性を市場でニーズ検証し、強

化すべき販路や優先的にアプローチする

市場、今後の製品開発のヒント等の多く

の情報を得たことで支援目標は達成さ

れ、今後展開すべき業界も焦点を絞るこ

とができた。 
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・ハンズオン支援事業において、派遣開

始から２年経過後の「売上高」または

「経常利益」の伸び率の加重平均値は、

目標であるベンチマーク（中小企業実

態調査）指標の１１０％を大幅に上回

った。 
（ハンズオン支援事業全体の実績） 
・売上高の推移 
２８年９４，１６１百万円→ 
３０年１００，５６９百万円（６．８％）

（参考指標） 
【中小企業実態基本調査の中小企業（法

人）の売上高】の伸び率０．３％×１１

０％＝０．３３％ 
・目標達成率：２，０６２．２％ 
・経常利益の推移 
２８年４，８４７百万円→ 
３０年８，６８３百万円（７９．１％）

（参考指標） 
【中小企業実態基本調査の中小企業（法

人）の経常利益】の伸び率１３．９％×

１１０％＝１５．３％ 
・目標達成率：５１７．３％ 
※売上高の伸び率と経常利益の伸び率の

目標達成度を加重平均した達成率：１，

２８９．８％ 
（参考指標） 
・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁

調べ）結果による中小企業（法人）の売

上高等の状況（２８年度調査と元年度調

査の比較） 
・売上高平均３１１百万円→３１２百万

円（０．３％） 
・経常利益平均９．９百万円→１１．３

百万円（１３．９％） 
 
〇研究開発・技術の高度化に取り組むも

のづくり中小企業に対する支援 
・各地域本部にものづくり支援に係る専

門家を配置し、研究開発・技術の高度

化に取り組むものづくり中小企業に対
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・消費税軽減税

率制度の実施に

伴い対応が必要

となる中小企業・

小規模事業者の

円滑な事業活動

を支援するため、

複数税率対応レ

ジの導入や受発

注システムの改

修等に要する経

費の助成等を行

して、戦略的基盤技術高度化支援事業

（以下、「サポイン事業」という）を中

心とした研究開発計画のブラッシュア

ップ支援等を実施。 
 支援件数 ２，６０１件 
 サポイン事業採択件数 ９６件 
・各地域本部が経済産業局等と連携しな

がら研究開発の成果普及や事業化の促

進等を目的としたセミナー・フォーラ

ム・ビジネスマッチング等を開催。 
 地域本部において、イベントを合計２

１回開催 
 支援企業数 １０２社 
セミナー等にあたっては、ものづくり

中小企業の支援ニーズに対応すべく、

地域支援機関と共催での企業向けセミ

ナー、経済産業局と共催での地域支援

機関連携会議、サポイン事業管理機関

向け勉強会等を開催し、各支援機関と

の連携を強化。  
また、サポイン事業の個別プロジェク

トの事業化に向けて、積極的に支援ツ

ールを発信して、機構のハンズオン支

援事業、経営相談、ジェグテック等を

活用した支援を実施。  
[独立行政法人通則法第２８条の４に基

づく平成３０年度評価結果の反映状況の

公表] 
 
 
〇消費税軽減税率導入に伴う中小企業・

小規模事業者対策の実施 
・補助金の交付 
消費税軽減税率制度の実施に伴い対応

が必要となる中小企業・小規模事業者

に対して、複数税率対応レジの導入や

受発注システムの改修および請求書管

理システムの改修等に要する経費の一

部を補助。 
申請件数 １２２，８２５件 
（累計 ２２１，３３７件） 
交付件数  ９４，８７５件 
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う基金の運営等

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・中小企業・小規

模事業者は、働き

方改革や被用者

保険の適用拡大、

賃上げ、インボイ

スの導入など、相

（累計１７４，７８１件） 
交付金額 ２２，９１４，６１２，６

２０円 
（累計４４，６５９，８８６，５８７円）

 
■小規模事業者持続化補助金事業 
○補助金の採択 
・平成３０年度第２次補正予算小規模事

業者持続化補助金事業（一般型）につ

いて、全国事務局の事業実施体制を迅

速に整備のうえ、４７都道府県に地方

事務局（都道府県商工会連合会）を設

置し、適切な事務連携等を図り実施。

申請件数：１８，４５６件 
採択件数：１６，８４６件 

・「令和元年８月の前線にともなう大雨」

の災害に対応し、追加公募（佐賀県災

害対策型）を実施。 
申請件数：７２件 
採択件数：７２件 

・「令和元年台風第１５号」の災害に対応

し、追加公募（千葉県災害対策型）を

実施。 
申請件数：４０１件 
採択件数：３９９件 

 
○補助金の交付 
・補助金の採択同様、４７都道府県の地

方事務局と連携を図り、採択事業者の

補助事業廃止や取り下げにも適切に対

応し、交付手続きを迅速かつ着実に実

施。 
交付件数：１６，４４２件 
交付金額：６，８３２，２３２，１０

２円 
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②経営の基盤と

なる人材の育成 

次ぐ各種の制度

変更に継続的に

対応していく必

要があることに

鑑み、令和元年度

補正予算（第１

号）により追加的

に措置された交

付金については、

中小企業・小規模

事業者の生産性

向上を図るため

に措置されたこ

とを認識し、中小

企業・小規模事業

者の設備投資、販

路開拓、ＩＴツー

ルの導入等への

支援を行う中小

企業支援機関等

への助成の制度

対応や生産性向

上の取組状況等

に応じた機動的

な実施、制度の内

容や支援策、優良

取組事例の周知・

広報並びにこれ

らの事業者の制

度対応や生産性

向上に係る相談

対応及び国内外

への事業拡大や

ＩＴ化促進等に

係るハンズオン

支援（以下「中小

企業生産性革命

推進事業」）のた

めに活用する。 
 
②経営の基盤と

なる人材の育成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②経営の基盤となる人材の育成 
〇経営戦略、組織マネジメント、人事・
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中小企業・小規模

事業者がその経

営力を強化し、生

産性を向上させ

ることを支援す

るため、経営者、

管理者及びこれ

らの候補となる

人材などに対し、

経営戦略、組織マ

ネジメント、人

事・労務、マーケ

ティング・営業強

化、ＩＴ活用・業

務効率化、国の政

策課題への対応

など経営課題解

決に資する実践

的な研修を事例

研究や演習など

を交え実施する。

研修は、基盤とな

る経営知識の修

得に加え、経営に

関する分析力、洞

察力、意思決定力

などの経営に必

要な能力の向上

と専門知識の修

得などとする。 
研修の提供方法

は、受講のための

利便性に配慮し、

Ｗｅｂを活用し

た研修、地域の中

小企業支援機関

等と連携した研

修、地域の都市部

などでの研修及

び中小企業大学

校を活用した研

修などとする。 

・中小企業・小規

模事業者がその

経営力を強化し、

生産性を向上さ

せることを支援

するため、経営

者、管理者及びこ

れらの候補とな

る人材などに対

し、経営戦略、組

織マネジメント、

人事・労務、マー

ケティング・営業

強化、ＩＴ活用・

業務効率化、国の

政策課題への対

応など経営課題

解決に資する実

践的な研修を事

例研究や演習な

どを交え実施す

る。研修は、基盤

となる経営知識

の修得に加え、経

営に関する分析

力、洞察力、意思

決定力などの経

営に必要な能力

の向上と専門知

識の修得などと

する。 
 
・これらを踏ま

えて実施する研

修は、次代の経営

者を目指す経営

後継者に必要な

基本的能力や知

識を実践的に修

得する経営後継

者研修、経営能力

全般を向上させ

労務、マーケティング・営業強化や、

事業承継、ＩＴを活用した生産性向上、

ＢＣＰ等国の政策課題に対応した、経

営課題解決に資する実践的な研修を実

施。 
研修回数６１１回、受講者数１１，４

３９人  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○自社の経営課題抽出と解決策の策定を

少人数ゼミナールや課題研究を通じて

検討し、講師によるきめ細かい指導を

通して、自社の経営革新を実現する実

践力を身に付けることに重点を置いた

経営後継者研修、経営管理者研修・工

場管理者研修等を実施。 
 
（フォローアップ調査での課題解決例）

・工場管理者養成コースを受講し、自動
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また、研修を受講

した企業に対し

て経営指標など

研修の具体的成

果の調査・分析等

を行い、研修の効

果を確認・検証す

ることとする。 
加えて、中小企

業・小規模事業者

や地域の中小企

業支援機関等に

対し、今後中小企

業・小規模事業者

の課題となり得

る環境変化に係

る情報提供等を

行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る経営管理者研

修、ケースメソッ

ド教授法を取り

入れ経営に関す

る分析力や意思

決定力を養うこ

とができる高度

実践型経営力強

化コース、国の政

策課題を踏まえ

た「働き方改革」

等に対応した人

事・労務研修、「生

産性向上」に向け

たＩＴの活用に

資する研修、特定

の経営課題や経

営に関する能力

や知識を修得す

るために、グルー

プディスカッシ

ョンや講師によ

る指導などの研

修などとする。 
 
 
 
・Ｗｅｂを活用

した研修は、Ｗｅ

ｂ会議システム

を活用し経営課

題の解決に向け

遠隔地間でディ

スカッションを

するゼミナール

と経営管理に関

する動画を組み

合わせた研修に

加えて、新たな研

修方法の検討と

試行を行う。ま

た、インターネッ

化・合理化による製造高１５％ＵＰを課

題研究テーマとして取り組んだ。既存の

工程のあり方に固執せず、新たな発想に

より工程の同期化が実現した。結果とし

て、テーマ（目標）を上回る効率ＵＰ２

０％程が達成できた。 
・経営管理者研修を受講し、経営計画の

目標達成を課題研究テーマとして、「自社

分析」と目標に向けて計画し人材育成、

組織化で目標に対して段階的に人の成長

と共に達成できるようにし、２０２０年

２０億売上げ目標、経常利益７％が実現

見込み。 
 
○国の政策課題に対応し、経営後継者が

経営のあり方や求められる役割を学ぶ

研修、ＩＴを活用した生産性向上を目

指す中小企業経営者等に対する研修、

事業継続計画（ＢＣＰ）策定を目指す

中小企業経営者等に対する研修等を実

施。 
 
○機構内の有機的な連携により、中小企

業に対する支援を実施（専門家継続派

遣事業や支援機関支援事業等との連携

等）。 
 
○Ｗｅｂを活用して少人数ゼミナール方

式で双方向型リアルタイムのオンライ

ンで行う研修を実施。（研修回数８７

回、受講者数３７６人） 
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ト等を介し、一元

的に受講履歴や

成果等を可視化

できる学びの仕

組みを検討する

とともに段階的

に導入する。 
 
・地域の中小企

業支援機関等と

連携した研修で

ある「サテライ

ト・ゼミ」に加え

て、地域の都市部

など一部の地域

本部等でも研修

を実施する。 
 
 
・地域の中小企

業支援機関等や

企業に働きかけ、

機構の知見・ノウ

ハウを活用した

自主研修を実施

する。 
 
・Ｗｅｂを活用

して小規模事業

者などの学習意

欲の喚起やノウ

ハウの習得に資

するような動画

を配信する。 
 
 
 
 
 
 
 
・中小企業大学

 
 
 
 
 
 
 
 
○中小企業等のアクセスを改善するた

め、各地域で中小企業支援機関等と連

携した「サテライト・ゼミ」を実施。

（研修回数７６回、受講者数９０４人）

 
○中小企業等のアクセスを改善するた

め、地域の都市部など一部の地域本部

等で研修を実施。北陸、四国において

もキャンパスを設置。（研修回数７７

回 、受講者数１，４９３人） 
 
○機構の知見・ノウハウを活用し中小企

業、業界団体、商工団体等からの要請

に基づく自主研修を実施（研修回数２

０回、受講者数５７５人） 
 
 
 
 
○小規模事業者などの学習意欲の喚起や

ノウハウの習得に資する講座「ちょこ

ゼミ」をＹｏｕＴｕｂｅで配信。元年

度は既存コンテンツの更なる活用を目

的として１４本をリニューアル。（累計

１３８講座、再生回数４１２，８３７

回） 
（講座例） 
「チャレンジしよう シニア起業」 
シニア起業にありがちな「落とし穴」に

ついて概観し、サラリーマンから起業家

へシフトチェンジするための考え方を学

ぶ。 
 
○中小企業大学校が実施する研修に研修
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校が実施する研

修に研修生を派

遣した企業に対

して、研修終了の

一年経過後にフ

ォローアップ調

査を実施し、研修

生が研修内のゼ

ミナールで取り

上げた自社の課

題研究テーマに

ついて、「自社に

持ち帰った課題

を解決済み、又は

取組中」と回答し

た企業の比率を

８０％以上とす

る。 
 
・地域の中小企

業・小規模事業

者、地域の中小企

業支援機関等の

ニーズを把握し

つつ、研修品質の

向上を図るとと

もに、関係機関と

の協力・連携等の

取組により研修

の受講促進を図

ることで、第４期

中期目標に対応

する２０１９年

度の受講者の総

数を１４，４５０

人以上とする。 
 
・中長期間の研

修等を受講した

企業に対し、売上

高や利益等につ

いて、他の企業群

生を派遣した企業に対するフォローア

ップ調査結果 
・ゼミナール等で取り上げた自社の課題

研究テーマについて（課題解決率） 

実施済、実施中  ９７．２％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇大学校施設研修、地域本部等研修、サ

テライト・ゼミ、ｗｅｂを活用した研

修という４つの形態で研修を提供する

ことで、中小企業・小規模事業者のア

クセス改善に取り組む等の取組みによ

り、年度目標を上回る１７，１０５人

を達成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○中長期間の研修等を受講した企業と、

「中小企業実態基本調査」（中小企業庁

調べ）の回答企業における３年間での

１企業当たりの売上高・従業者数の伸

び率を比較。中長期間の研修等を受講
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（３）地域の中小

企業支援機関等

への支援機能及

び能力の強化・向

上支援 
生産性向上に向

けた中小企業・小

規模事業者の経

営課題は、より複

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）地域の中小

企業支援機関等

への支援機能及

び能力の強化・向

上支援 
生産性向上に向

けた中小企業・小

規模事業者の経

営課題は、より複

と比較し、研修の

具体的成果の調

査・分析等行い、

分析結果の確認・

検証することと

する。 
 
・中小企業・小規

模事業者や地域

の中小企業支援

機関等に対し、今

後中小企業・小規

模事業者の課題

となり得る政策

課題、経済動向や

話題性の高い経

営手法等など環

境変化に係る情

報提供等をセミ

ナーにより実施

するとともに、創

業者やベンチャ

ー企業、新製品・

新市場開発担当

者等を対象とし

たセミナー等を

実施する。 
 
 
 
 
 
 
（３）地域の中小

企業支援機関等

への支援機能及

び能力の強化・向

上支援 
 
 
 
 

した企業は売上高９．０％、従業員数

で９．７％の伸び率、「中小企業実態基

本調査」回答企業は売上高－４．４％、

従業員数１．３％の伸び率であった。

 
 
 
○中小企業・小規模事業者の課題となり

得る政策課題、経済動向や話題性の高

い経営手法等など環境変化に係る情報

を提供するセミナーを機構本部等にお

いて実施。 
開催回数 ２１回 
受講者数 ９８８名 

○創業者やベンチャー企業、小規模事業

者等を対象に、東京駅至近の丸の内「Ｔ

ＩＰ＊Ｓ」において、知識・ノウハウ

などの学びに加えて、多様な参加者同

士の対話と交流により「やりたい」と

いう想いに働きかけ、掘り起こすこと

に重点を置いた講座、ワークショップ

等を実施。 
開催回数 １３４回（うち有料講座５

０回）  
受講者数 ３，３１９人（うち有料講

座１，１００名） 
 
〇受講者数合計 
研修回数 ６８１回、 
受講者数 １３，１１４人  
研修受講者の役立ち度 ９７．７％ 
今後の利用希望 ９６．６％ 

 
（３）地域の中小企業支援機関等への支

援機能及び能力の強化・向上支援 
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雑化、多様化、高

度化してきてお

り、地域の中小企

業支援機関等に

は、より専門的な

知識、具体的な提

案能力、幅広いネ

ットワーク等が

求められている。 
機構は、地域の中

小企業支援機関

等に対する施策

情報等の提供、支

援課題に対する

相談・助言、国の

政策課題に則し

た支援能力向上

のための講習会、

中小企業大学校

等による地域の

中小企業支援機

関等の支援人材

への研修等を通

じた地域の中小

企業支援機関等

の支援機能及び

能力の強化・向上

を支援する。ま

た、経営課題等に

関する情報収集、

調査・研究等を行

う。 
 
 
 

雑化、多様化、高

度化してきてお

り、地域の中小企

業支援機関等に

は、より専門的な

知識、具体的な提

案能力、幅広いネ

ットワーク等が

求められている。 
そのため、機構

は、具体的に以下

の取組を実施す

る。 
①地域の中小企

業支援機関等へ

の支援機能の強

化 
地域の中小企業

支援機関等の更

なる支援機能及

び能力の強化・向

上に資するため、

機構の知見とノ

ウハウを結集し、

地域の中小企業

支援機関等に対

する施策情報等

の提供、支援課題

に対する相談・助

言、国の政策課題

に則した支援能

力向上のための

講習会等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①地域の中小企

業支援機関等へ

の支援機能の強

化 
１）地域の中小企

業支援機関等へ

の訪問活動、講習

会等を通じた支

援機能及び能力

の強化・向上 
・地域の中小企

業支援機関等の

支援機能及び能

力の強化・向上に

資するため、当該

支援機関等が中

小企業・小規模事

業者に対して生

産性向上のため

の支援を行うに

あたり、必要な知

識・能力・ネット

ワーク等を把握

し、施策情報等の

提供、支援課題に

対する相談・助

言、国の政策課題

等に則した支援

能力向上のため

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①地域の中小企業支援機関等への支援機

能の強化 
 
 
１）地域の中小企業支援機関等への訪問

活動、講習会等を通じた支援機能及び

能力の強化・向上 
〇地域の中小企業支援機関等の支援機能

及び能力の強化・向上 
〇地域の中小企業支援機関等への支援 
・令和元年度は経営発達支援事業に取り

組む商工会、商工会議所、コンサルテ

ィング機能の強化に取り組む金融機関

を重点支援。 
・地域の中小企業支援機関等を訪問し、

支援施策情報、支援ツール等を提供す

るとともに、支援機関等の支援上の課

題を聴取の上、助言等を実施。 
 訪問回数 ２，２６９回 
・地域の中小企業支援機関等の支援上の

課題やニーズを踏まえ、支援機関等の

担当者向けに講習会等を実施。 
 実施回数 ４０７回 
参加者数 １０，５１６人 
役立ち度 ９５．９％ 

・日本商工会議所、全国商工会連合会等、

支援機関全国組織に対して情報提供等

を実施（２８回）。 
・過年度に作成した「小規模事業者の事
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の講習会等を実

施する。 
上記講習会等に

ついては、受講者

数を６，０００人

以上とする。ま

た、講習会等の実

施後において、講

習会等による受

講機関の課題解

決率を確認し、５

段階評価におい

て上位２段階の

評価を得る割合

を７０％以上と

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２）よろず支援拠

点全国本部事業

の実施 
・よろず支援拠

点の２０１９年

度の体制と地域

の実情等を踏ま

え、よろず支援拠

点の全国本部と

してよろず支援

拠点への支援体

制等の充実、研修

の実施、施策等の

活用についての

情報提供、課題へ

の助言、優れた支

業計画づくりサポートブック」、「創業

サポートブック」、「地域資源を活用し

た売れる商品づくりサポートブック」、

「ＩＴ利活用サポートブック」、「人手

不足対応サポートブック」については、

地域の中小企業支援機関等の担当者向

け講習会で活用普及を促進。 
・地域の中小企業支援機関等が活用でき

るツールやコンテンツ、参考になる取

組を紹介する事例集や事例動画を機構

ＨＰで公開及び配布。 
〇認定経営革新等支援機関への支援 
・認定経営革新等支援機関が抱える支援

上の課題等に対して、専門家による助

言、情報提供等を実施。 
出張相談件数 ２５件 

〇事業分野別経営力向上推進機関への支

援 
・事業分野別経営力向上推進機関が取り

組む生産性向上の普及活動を推進する

ための情報提供を実施。 
情報提供件数 １件 

 ※セミナー実施にあたり、講師の派遣

予定であったが、新型コロナウイル

ス対応のため、資料提供を実施。 
 
２）よろず支援拠点全国本部事業の実施

○拠点ごとのきめ細かな支援の実施 
・本部に担当職員と専門家、地域本部に

担当職員を配置し、よろず支援拠点全

国本部として各拠点の活動支援等を実

施する組織体制を整備。 
・中小企業の喫緊の経営課題である人手

不足問題について、各拠点の効果・効

率的な対応をサポートすることを目的

に、全国本部に人手不足対応広域アド

バイザーを配置。各拠点に寄せられて

いる人手不足問題に関する経営課題や

その解決のためのノウハウを整理し、

「人手不足対応 活用シート集」を策

定するとともに、人手不足対応研修等

を開催してその活用を後押しした。 
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援事例の共有等

を行うことによ

り、よろず支援拠

点が設定する事

業目標を達成で

きるよう支援を

行う。また、よろ

ず支援拠点が実

施する業務の評

価等を行う。 
なお、評価に際し

ては、拠点が活動

基本方針を踏ま

えた事業計画に

基づき、行動指針

に従いながら事

業を遂行してい

るかをフォロー

し、適切に評価を

実施する。 
よろず支援拠点

への研修につい

ては、受講者数を

６００人以上と

する。また、研修

の実施後におい

て、研修による受

講機関の課題解

決率を確認し、５

段階評価におい

て上位２段階の

評価を得る割合

を７０％以上と

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 

・全国本部専門家が担当拠点を訪問する

などして、問題の把握に努め、その解

決に向けた支援を実施。また、相談に

同席し、相談対応に関する気付きにつ

いてフィードバックを実施。 
各拠点への巡回訪問回数 １６２回 

・来訪相談者数に課題を抱えている拠点

については、来訪相談者が多数ある拠

点の取組事例を提供し、当該拠点の所

在する都道府県等の関係機関に対し、

支援の協力を要請。 
・３０年度の評価結果等に基づき要改善

点がある拠点に対して、全国本部専門

家が拠点を訪問するなどして、改善計

画の策定やその実施のための課題整理

や解決のための支援を実施。 
・各拠点の支援ノウハウの習得や知名度

等の向上を目的として各拠点が実施す

る研修等に専門家を派遣する「サポー

ター派遣事業」を実施。同事業では、

経営改善等をテーマに、サポーターを

含めて複数拠点のコーディネーター等

が参加し意見交換も行う勉強会も実

施。 
サポーター派遣回数 ２６回 

・各拠点の支援ネットワークの強化を図

るため、商工組合中央金庫、知財総合

支援窓口、働き方改革推進支援センタ

ー等との連携促進を支援。 
・中小企業再生支援全国本部、中小企業

事業引継ぎ支援全国本部との連携につ

いては、３０年度指摘事項であった３

全国本部の連携の具体化策として、適

時の情報提供等を通じて各事業の理解

を促し、各地の再生支援協議会や事業

引継ぎ支援センターとの連携促進を支

援。  
 
○環境変化等を踏まえ支援に役立つ実践

的な研修の実施 
・各拠点のチーフコーディネーター等を

対象にした全国研修を実施。３１年度
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の事業実施方針の浸透に加えて、国の

政策的重点分野（事業承継、ＩＴを活

用した生産性向上、人手不足対応、消

費税増税・キャッシュレス対応）等、

最新の施策情報を提供するとともに、

他拠点の先進的な取組等を共有するこ

とにより、各拠点の円滑な運営を支援。

全国研修２回、受講者数２１６人、 
役立ち度８６．３％ 

・新任のチーフコーディネーターに対し

て先進的な支援機関の取組み等を学ぶ

研修を実施。 
新任チーフコーディネーター研修１

回、受講者数２人、役立ち度１００％

・２年度のチーフコーディネーター着任

予定者を対象に、着任以降に適切に相

談対応及び課題解決提案を行うことが

できるよう、よろず支援拠点事業のモ

デルとなった支援機関におけるノウハ

ウを学び、支援能力を向上させること

を目的とした研修を実施。 
２年度チーフコーディネーター着任予

定研修１回、受講者６人、 
役立ち度１００％ 

・人材支援部、中小企業大学校東京校と

連携して、新任コーディネーターを対

象にした導入研修を実施。 
コーディネーター研修２回、 
受講者数６１人、役立ち度１００％ 

・よろず支援拠点の支援の柱である「売

上拡大」「経営改善」に、政策的重点分

野である「ＩＴを活用した生産性向上」

「人手不足対応」を加えた４テーマに

ついて、当該分野で活躍するコーディ

ネーター等の支援ノウハウを重点的に

共有化することを目的としたテーマ別

研修を、はじめて企画・実施。 
テーマ別研修回数４回、 
受講者数８３人、役立ち度１００％。

・コーディネーターが、よろず支援拠点

事業のモデルとなった支援機関等にお

ける支援ノウハウを学び、適切に相談
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者への相談対応及び課題解決提案を行

う支援能力を向上させることを目的と

したＯＪＴ研修を実施。（富士市産業支

援センター（ｆ－Ｂｉｚ）、板橋区立企

業活性化センター） 
 ＯＪＴ研修３回、 
受講者数３０人、役立ち度１００％ 

・サポーターが派遣事業の中で拠点の支

援ノウハウ習得等のために研修を実

施。 
 サポーターによる研修２６回、 
受講者数４６６人、役立ち度９６．９％

・本部専門家が拠点を訪問した際に課題

解決のための研修を実施。 
全国本部専門家による研修２０回、 
受講者数２１３人、役立ち度９８．４％

・拠点単位で実施する、拠点運営の基本

的な事項に対応する研修については、

一部を集合形式ではなく、ＴＶ会議シ

ステムを活用したオンライン形式を取

り入れ、より効率的な運営に努めた。

 ＴＶ会議システムによる研修８回 
 受講者数１０７人、役立ち度９４．９％

・中小企業の喫緊の経営課題である人手

不足問題について、各拠点に配置され

た人手不足対応アドバイザーの支援力

の向上を図ることを目的に、全国本部

の人手不足対応広域アドバイザーを講

師とした人手不足対応研修等を各地で

実施。 
 人手不足対応研修９回 
 受講者数１０７人、役立ち度９４．９％

・研修の実施にあたっては、現状の問題

に気づきを与えられるよう事例研究や

ディスカッションをカリキュラムに適

宜盛り込むとともに、先進的な拠点の

取組みの共有化を実施。来訪相談者数

の増加や拠点マネジメントの向上等に

向けた活動を後押しした。 
・上記研修実績の累計 
研修回数７６回、受講者数１，２７６

人、役立ち度９５．２％ 
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課題解決率９３．６％ 
 
○各拠点の広報支援 
・よろず支援拠点と他の支援機関との連

携促進のため、商工団体等の全国組織

にＰＲを実施したほか、支援機関向け

セミナー等においてよろず支援拠点事

業を紹介。 
・機関誌等でよろず支援拠点をＰＲして

もらう等の連携を促進。（全国中小企業

団体中央会「中小企業と組合」、（一社）

全国信用組合中央協会「しんくみ」、日

本専門店会連盟「専門店」、ＴＫＣ「戦

略経営者」等） 
・よろず支援拠点の成果事例集につい

て、新たな案件抽出方法とフォーマッ

トを導入した上で作成（５１事例）し、

関係機関に配布（６７先、１０，００

０部）。 
・よろず支援拠点の取組事例を収集し機

構ホームページで公開（５１事例）。 
・よろず支援拠点事業の理解促進を図る

ため、ホームページで支援事例や支援

実績等の情報を適宜更新。特に３１年

度においては、一部地域でコーディネ

ーター等の担い手不足が顕在化したこ

とから、より優れた人材の登用を目的

に、関心者の裾野を拡大すべく、「仕事

紹介」ページを新設した。 
・「第６回地域おこし協力隊全国サミッ

ト」（総務省主催）に出展しよろず支援

拠点事業のＰＲを実施。 
・地方銀行協会、全国信用保証協会連合

会等の研修にてよろず支援拠点との連

携や利活用方法について解説し、ＰＲ

を図った。 
 
○各拠点の評価の実施 
・３１年度評価方針を策定及び評価委員

会を全国本部に設置し、各都道府県の

よろず支援拠点事業を受託している実

施機関及びチーフコーディネーターへ
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②中小企業大学

校等の研修を通

じた支援能力の

向上 
地域の中小企業

支援機関等の支

援人材に対し、実

践的な研修と国

の政策課題に対

応した研修を行

う。研修の実施に

当たっては、中小

企業・小規模事業

者の成功事例、機

構や地域の中小

企業支援機関等

の支援事例等を

取り入れた研修

教材を開発し、実

践的な研修を行

う。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②中小企業大学

校等の研修を通

じた支援能力の

向上 
・都道府県や地

域の中小企業支

援機関等の職員

等に対し、支援人

材の育成及び支

援能力の向上を

目的とした実践

的な研修や政策

課題に対応した

研修を実施する。

研修の実施に当

たっては、中小企

業・小規模事業者

の成功事例等を

取り入れた研修

教材を開発し、演

習等を交えた実

践的な研修をす

るとともに、ＩＴ

活用の内容も含

む生産性向上支

援、販路開拓支

援、事業承継など

のヒアリングや実績確認により定性

的・定量的な観点から評価を実施。 
・評価にあたっては、顧客満足度調査及

び地域の支援機関による拠点の役立ち

度調査を実施。その結果については、

評価に活用するだけでなく、各拠点に

フィードバックすることにより各拠点

の業務改善に向けた取組みを促進。 
 
○よろず支援拠点の実績（参考） 
上記支援もあって拠点の実績が向上。

・相談対応件数 ３２６，５８４件 
・来訪相談者数 １３９，３６８人 
・顧客満足度 ９４．０％ 

 
②中小企業大学校等の研修を通じた支援

能力の向上 
 
 
〇都道府県や地域の中小企業支援機関等

の職員等に対し、支援人材の育成及び

支援能力の向上を目的とした実践的な

研修や政策課題に対応した研修を実

施。 
 研修回数１３５回  
受講者数３，９９１人 

 
○中小企業のＩＴ化支援に関する相談対

応能力を向上させるため、ＩＴ化の相

談ケースをもとに、対応方法、支援方

法について演習を交えて習得する研修

やＩＴ活用による生産性向上の事例研

究等を交えた研修を実施。 
 
○中小企業の事業承継、経営改善、ＢＣ

Ｐ策定に関する相談対応力や支援手法

習得のため、演習等を交えた研修を実

施。 
 
○創業者が策定するビジネスプランの評

価ポイントや効果的な支援手法を、事

例研究等を交えながら学ぶ研修を実
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の政策課題に対

応した研修も実

施する。 
 
・中小企業等経

営強化法（平成１

１年法律第１８

号）第２６条に規

定する認定経営

革新等支援機関

の中小企業支援

能力の向上のた

めの研修を実施

する。 
・中小企業等経

営強化法におけ

る経営革新等支

援機関の認定に

必要となる中小

企業経営改善計

画策定支援研修

を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域の中小企

業・小規模事業

者、地域の中小企

業支援機関等の

ニーズを把握し

つつ、研修品質の

向上を図るとと

施。 
 
 
 
○中小企業等経営強化法における経営革

新等支援機関として認定を受けるため

に必要な専門的知識や実務経験に関す

る認定申請の資格要件を付与するため

の中小企業経営改善計画策定支援研修

を実施（研修回数１２回、受講者数４

０９人）。 
 
○研修教材等の開発 
・中小企業経営改善計画策定支援研修

（理論研修）の総合演習用ケース教材

を開発。 
 
○研修による具体的な成果 
・東京校の「販路拡大のためのメディア

戦略支援」を受講。地方新聞社以外に

テレビ局へのＰＲというツールを知る

ことや、コンセプトマップ、ＡＢＣ戦

略、ＧＡＰ分析等のツールを活用した

戦略的なプレスリリース支援が可能と

なった。また、本研修で学んだ手法は

プレスリリース支援以外にも応用が可

能であり、支援の幅を広げることとな

った。 
 
■受講者数合計 
研修回数 １３５回  
受講者数 ３，９９１人 
研修受講者の役立ち度 ９７．８％ 
今後の利用希望 ９６．８％ 

 
・地域の中小企業 ・小規模事業者、地域

の中小企業支援機関等のニーズを把握

しつつ、研修品質の向上を図るととも

に、関係機関との協力・連携等の取組

により研修の受講促進を図ることで、

中小企業大学校等による中小企業・小

規模事業者向け及び中小企業支援機関
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もに、関係機関と

の協力・連携等の

取組により研修

の受講促進を図

ることで、第４期

中期目標に対応

する２０１９年

度の受講者の総

数を１４，４５０

人以上とする。

（再掲 ） 
 
③情報収集・提供

の積極的な推進 
・中小企業・小規

模事業者の景気

動向を業種別・地

域別に把捉する

ための「中小企業

景況調査」を行う

ほか、政策課題や

支援のあり方に

関する調査を実

施しＷｅｂ等で

の情報提供を行

う。 
 

等向け研修受講者数は年度目標を上回

る１７，１０５人を達成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③情報収集・提供の積極的な推進 
○中小企業景況調査 
・約１９，０００社の中小企業を対象に

四半期毎に業況判断、売上高、経常利

益等の動向を産業別・地域別等に把握

する「中小企業景況調査」を実施し、

全国及び地域別の結果を公表。 
・調査結果は、中小企業白書に活用され

たほか、日本銀行、総務省統計局、地

方公共団体等に提供。 
 提供先数 １，５０３機関 
 
○政策課題や支援のあり方に関する調査

・中小企業の経営課題に関する最新の情

報や支援ノウハウ、経営ノウハウ等に

関する調査研究を実施。また、機構の

業務に関する政策課題や、施策の有効

性に関する調査研究を実施。 
（調査研究テーマ例） 
・中小企業の事業継続力強化への取組

に関する事例調査結果 
・平成２６年度までに作成した中小企業

診断士養成課程向けのケース教材につ

いては、中小企業診断士養成研修で活

用のほか、教育機関等に提供。 
 提供回数 １８回 
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 （４）中小企業・

小規模事業者の

連携・共同化、経

営の革新、産業集

積活性化の促進 
中小企業・小規

模事業者の生産

性向上のための

連携・共同化、経

営の革新の取組

に対し、機構は、

高度化事業の周

知・支援能力向上

研修の強化やこ

れまでの事業で

培ったノウハウ

を最大限活かす

ことを通じて、新

規案件の組成促

進を図るととも

に、都道府県等と

連携して事業成

果向上のための

診断・助言と資金

支援を行う。 
また、中心市街

地・商店街等が地

域社会・経済に果

たす役割を踏ま

え、これらの活性

化の支援を行う。 

（４）中小企業・

小規模事業者の

連携・共同化、経

営の革新、産業集

積活性化の促進 
①高度化事業の

推進（都道府県等

と連携・協働した

診断・助言と資金

支援） 
都道府県等と連

携・協働して、中

小企業・小規模事

業者の生産性向

上等のための連

携・共同化、経営

の革新を資金面

から支援する。そ

のため、中小企

業・小規模事業

者、地域の中小企

業支援機関等へ

の事業周知活動

の強化、都道府県

等の診断等の支

援能力向上のた

めの研修等の充

実を図るほか、こ

れまでに培った

診断等の経験と

ノウハウを最大

限に活かし、事業

計画の構想段階

から都道府県等

と連携し相談・助

言等を積極的に

行い、新規案件を

組成する。 
また、貸付先の経

営状況を把握す

ることにより、経

営支援が必要な

（４）中小企業・

小規模事業者の

連携・共同化、経

営の革新、産業集

積活性化の促進 
①高度化事業の

推進（都道府県等

と連携・協働した

診断・助言と資金

支援） 
・都道府県等と

連携・協働して、

中小企業・小規模

事業者の生産性

向上等のための

連携・共同化、経

営の革新を資金

面と経営支援の

面から支援する。

特に、中小企業・

小規模事業者の

経営課題の解決

に向けた高度化

事業実施事例を

発信するなど事

業周知活動を強

化するとともに、

都道府県等を対

象とした診断等

の支援能力向上

のための研修等

を企画・開催し、

中小企業者・小規

模事業者が高度

化事業を円滑に

実施できるため

の基盤整備を図

る。 
また、高度化事業

の利用が見込ま

れる中小企業・小

規模事業者に対

 （４）中小企業・小規模事業者の連携・

共同化、経営の革新、産業集積活性化の

促進 
 
 
①高度化事業の推進（都道府県等と連携・

協働した診断・助言と資金支援） 
 
〇制度の普及・ＰＲ及び現地支援 
・制度の継続的なＰＲ活動として、高度

化担当職員が、組合、関係機関等を訪

問し、ＰＲ活動、ニーズの把握等を実

施。 
・都道府県及び支援機関との連携による

組合等に対する現地支援等（制度説明、

助言、診断）を積極的に実施（７４９

件／本部１８９件、地域本部５６０

件）。 
 
○会議におけるＰＲ 
・工場団地組合・卸団地組合のブロック

会議（計１３回）において、上記制度

について情報を提供し、施策をＰＲ。

 
○説明会・研修の実施 
・支援機関職員、中小企業組合等に対し

て高度化事業の説明会を開催（計２２

回）。 
・都道府県、支援機関職員等に対して高

度化事業の研修会を開催（初任者向け

研修６９人、診断実務担当者向け研修

２５人、新規案件初期対応実践研修１

０人）。 
 
○都道府県と連携した診断・助言の実施

・実施計画作成等についての診断・助言

を実施（支援件数３９件、支援先３０

先、支援日１６４人日）。 
 
■貸付実績 
・３１年度実績 
貸付決定額 ３２．７億円 
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貸付先に対して

は、都道府県等と

連携し、相談・助

言及び専門家の

派遣等を行い、経

営状況の改善に

努める。 

しては、事業構想

の初期段階から

都道府県等と連

携して説明会、相

談助言、専門家の

派遣を実施する

など、構想の具体

化から事業実施

計画の策定まで

を支援し、案件組

成につなげる。事

業者が策定した

事業計画に対し

ては助言・診断、

専門家の派遣等

を通じて実現可

能性の高い計画

へとブラッシュ

アップを図る。 

貸付決定先２０先 
資金交付額 ３５．３億円 
資金交付先１７先 

 
○地域中小企業応援ファンド事業及び農

商工連携型地域中小企業応援ファンド

事業の継続について 
・これまで地域における創業や新たな需

要喚起に応える新商品開発等に大きく

貢献してきた両ファンドは２９年度以

降、順次、当初１０年間の償還期限が

到来。 
・平成２９年度から令和元年度に満期を

迎えた６７ファンドのうち、３３ファ

ンドが事業継続。ファンド原資の７～

８割を高度化資金より貸付。 
・地域中小企業応援ファンド（農商工連

携型地域中小企業応援ファンド含む）

に係る貸付規模１４０９．２億円を維

持。 
 
○小規模企業者等設備貸与事業の着実な

実施 
・小規模企業者等に対する設備貸与制度

（割賦・リース事業）の実施に必要な

財源の一部として、１４道府県に対し

て３３億円を貸付け。 
・小規模企業者等に対して、４５１件、

６８．９億円の設備貸与（割賦・リー

ス）を決定。 
 
○市町村高度化実施 
・地域資源活用促進法の認定計画に基づ

く施設・設備等の整備に高度化事業が

活用できることについて、市町村にＰ

Ｒするとともに、市町村における融資

実施体制の整備を支援。日立市の「地

域産業資源支援事業」認定事業に対し、

市町村高度化を活用。元年度、２年度

と２期に渡り高度化を実施予定。  
（令和元年度事業費） 
総事業費  ２３，１１２千円 
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貸付決定額 ２０，０００千円 
 
〇貸付先へのフォローアップ体制と経営

支援 
・高度化貸付先へのフォローアップ体制

の充実 
・貸付後一定期間（３年）経過した利用

者に対する事業目的の達成度、有効度、

満足度に関する高度化成果調査を実

施。 
・２７年度貸付先に対するアンケート調

査結果 
目的達成度１００％ 満足度１００％

（元年度訪問６先による結果） 
 
（事業者の声） 
・事業者は「生産能力の向上」や「施設・

店舗の更新」などを目的に高度化事業

を実施。「売上計画等の経営計画の適正

化」「生産性の向上」等、事業者の経営

課題の解決が図られたなどの調査結果

を得た。 
 
○経営状況の把握 
・正常償還先１９５先の決算書を整理分

析し、経営状況を把握した。 
・債権区分の貸倒懸念債権、要注意債権

を中心に、経営支援に係る重点支援候

補先として、１２４先を選定した。う

ち３６先については、機構が主体的に

支援を行い、経営改善計画の策定や実

行支援、その他課題に対応した支援を

実施。 
 
○アドバイザーによる経営支援の実施 
・貸付先の経営力強化を支援するため、

職員及び専門家を派遣し、支援先８先、

支援日数１１１．０人日の相談助言を

実施。 
・貸付先の経営課題解決のため、職員、

アドバイザーによる経営支援を実施。

支援先 ５４先 
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支援日数２４５．５人日 

  ②中心市街地、商

店街等への支援 
中心市街地・商店

街等が地域社会・

経済に果たす役

割を踏まえ、これ

らの活性化の支

援を行う。 

②中心市街地、商

店街等への支援 
・中心市街地や

商店街等が抱え

る課題の解決を

支援するため、そ

の解決に資する

情報提供を行う。

さらに、必要に応

じ、中心市街地活

性化協議会等に

対して、外部専門

家を派遣し適切

な助言等を行う

ほか、中心市街地

や商店街の活性

化に資する個別

事業等に対し、事

業の実効性を高

めるため、職員や

外部専門家で構

成するプロジェ

クトチームによ

る支援を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ②中心市街地、商店街等への支援 
〇情報提供 
・中小企業庁、日本商工会議所、全国商

店街振興組合連合等関係機関と連携

し、中心市街地活性化協議会支援セン

ターを設置・運営し、中心市街地活性

化協議会の設立、運営について相談等

の対応や情報提供等を行い、支援。 
・相談等対応 
中心市街地活性化協議会、商工会議所、

地方公共団体、まちづくり会社等から

の相談受付（相談等対応件数３４６件）

・情報提供 
ホームページ等による情報提供 
協議会支援センターホームページへの

掲載並びにメールマガジンの配信等に

より、中心市街地活性化協議会の運営

や中心市街地活性化に資する情報を提

供（公式ホームページのビュー数２，

０６４，４４０件）。 
・ネットワーク構築支援 
ⅰ）ブロック交流会 
自立的な協議会活動に資するため、各

地域の協議会が課題や問題点を共有し

解決に向けた意見交換を行うととも

に、協議会間のネットワークの形成を

促進するため、各地域において勉強会

を実施（２回、参加者数１２８人）。 
ⅱ）全国交流会 
各地域の協議会活動の促進を図るため

に、全国交流会を実施（１回、参加者

数１０１人。※２回を予定するも、新

型コロナウイルス感染防止のため直前

中止。） 
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〇協議会等に対する職員・外部専門家の

派遣 
・基本計画等に関して組織・運営体制、

都市機能における位置づけ、地域住民

のニーズ等の観点からヒアリング・調

査や必要な助言等を実施（支援地域数

１０７地域）。 
 
〇専門家の派遣等による助言等 
・中心市街地活性化協議会の抱える様々

な課題に対応するため、機構登録の専

門家を中心市街地活性化協議会等に対

して派遣。 
支援先数 ２６地域 
支援日数 １２８日 
アドバイスの役立ち度１００．０％ 

 
・中心市街地商業活性化に向けた各種の

取組みに対する勉強会・セミナー等の

開催支援（セミナー型）及び個別事業

計画等に関するプロジェクト型の継続

支援（プロジェクト型） 
セミナー型の支援地域数１１地域 
セミナー型実施回数１３回 
参加者数４０９人 
プロジェクト型支援地域数３地域 

 
（支援事例：山口県 周南市） 
ＪＲ徳山駅前地区で第一種市街地再開発

事業が行われるのに併せ、中心市街地活

性化協議会の協力要請を受けて、周辺街

区へ誘客するための空き店舗リノベーシ

ョン、テナントリーシングの仕組みづく

りを支援した。 
 
〇中心市街地施設の運営管理 
・中心市街地活性化に資する施設につい

ては、まちづくり会社と連携し、満足

度向上に向けた入居者への対応を実

施。 
年間平均入居率 ９５．０％ 
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③その他 
・産業用地事業

における残用地

については、地方

公共団体、関係機

関と連携しなが

ら企業誘致活動

を行い、一層の企

業立地を実現す

る。 

２年３月末  １００．０％。 
 
③その他 
・地方公共団体や関係機関と連携して、

首都圏及び域内企業を中心に、設備投

資の動きのある企業へ、企業誘致活動

を実施し、５区画２．８ヘクタールを

譲渡（賃貸からの譲渡も含む）。 

 【指標２－１】 
・中期目標期間

において、ＩＴプ

ラットフォーム

を活用した中小

企業支援機関数

を６，２００機関

以上とする。【基

幹目標】（新規設

定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標２－２】 
・中期目標期間

において、機構が

支援したＩＴ導

入促進支援者数

を１０，０００人

以上とする。（新

規設定） 
 

【指標２－１】 
・中期目標期間

において、ＩＴプ

ラットフォーム

を活用した中小

企業支援機関数

を６，２００機関

以上とする。【基

幹目標】（新規設

定） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標２－２】 
・中期目標期間

において、機構が

支援したＩＴ導

入促進支援者数

を１０，０００人

以上とする。（新

規設定） 
 

【指標】 
・ＩＴプラット

フォームを活用

した中小企業支

援機関数：２００

機関以上【基幹目

標】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・機構が支援し

たＩＴ導入促進

支援者数：１，６

００人以上 
 
 
 
 
 

 【指標】 
・ＩＴプラットフォームを活用した中小

企業支援機関数：４４５機関【基幹目

標】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・機構が支援したＩＴ導入促進支援者

数：６，０２８人 
 
 
 
 
 
 
 

【指標】 
■ＩＴプラットフォームを活用した中小企

業支援機関数（基幹目標） 
元年 12 月に新たなサイト「IT プラットフ

ォーム」を創設。中小企業の IT 化は支援機

関の働きかけがカギ。中小企業だけでなく支

援機関が駆使できるよう、コンテンツや検索

項目等の工夫に加え、支援者の能力向上に係

る情報を充実。一般的なサイトからの質的な

転換を図った。また、インターネット広告、

新聞広告やチラシ・ポスターの制作・全国の

主要支援機関への配布等の広報活動等を通

じて、サイトの認知度の向上及び活用の促進

に注力。これらの活動を通じて、事業者から

のＩＴ導入に係る地域支援機関への相談に

おいて、サイトの検索機能を利用し、複数の

ＩＴツールを提示、比較・選定の上、ツール

の導入を促進。ＩＴプラットフォームの活用

支援機関数は４４５機関（対年度目標２２

２．５％）を達成。 
 
■機構が支援したＩＴ導入促進支援者数 
ＩＴプラットフォーム創設前から地域の

支援機関向けの講習会等を広く展開。IT 導入

支援のポイントや支援方法等を記載したサ

ポートブックといったツールを用意し、地域

本部職員等へ地域支援機関へのアプローチ

方法等のレクチャーを行い働きかけた結果、

機構が支援したＩＴ導入促進支援者は目標

１，６００人以上に対して６，０２８人、対
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【指標２－３】 
・中小企業大学

校が実施する研

修に研修生を派

遣した企業に対

して、研修終了の

一年経過後にフ

ォローアップ調

査を実施し、研修

生が研修内のゼ

ミナールで取り

上げた自社の課

題研究テーマに

ついて、「自社に

持ち帰った課題

を解決済み、又は

取組中」と回答し

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標２－３】 
・中小企業大学

校が実施する研

修に研修生を派

遣した企業に対

して、研修終了の

一年経過後にフ

ォローアップ調

査を実施し、研修

生が研修内のゼ

ミナールで取り

上げた自社の課

題研究テーマに

ついて、「自社に

持ち帰った課題

を解決済み、又は

取組中」と回答し

 
 
 
・窓口相談の役

立ち度：７０％以

上 
 
・ハンズオン支

援における支援

先企業の課題解

決率：７０％以上

 
・ハンズオン支

援における支援

先企業の「売上

高」又は「経常利

益」の伸び率：中

小企業実態基本

調査のデータを

１割以上、上回る

 
 
 
 
 
 
・中小企業大学

校が実施する研

修に研修生を派

遣した企業に対

して、研修終了の

一年経過後にフ

ォローアップ調

査を実施し、研修

生が研修内のゼ

ミナールで取り

上げた自社の課

題研究テーマに

ついて、「自社に

持ち帰った課題

を解決済み、又は

取組中」と回答し

 
 
 
・窓口相談の役立ち度：９９．７％ 
 
 
 
・ハンズオン支援における支援先企業の

課題解決率：９７．７％ 
 
 
 
・ハンズオン支援における支援先企業の

「売上高」又は「経常利益」の伸び率：

売上高の伸び率：６．８％ 
経常利益の伸び率：７９．１％ 

 
（参考指標） 
・「中小企業実態基本調査」（中小企業庁

調べ）結果による中小企業（法人）の

売上高等の状況（２８年度調査と元年

度調査の比較） 
売上高の伸び率：０．３％ 
経常利益の伸び率：１３．９％ 

 
 
・中小企業大学校が実施する研修に研修

生を派遣した企業に対して、研修終了

の一年経過後にフォローアップ調査を

実施し、研修生が研修内のゼミナール

で取り上げた自社の課題研究テーマに

ついて、「自社に持ち帰った課題を解決

済み、又は取組中」と回答した企業の

比率：９７．２％ 
 
 
 
 
 
 
 
 

数値目標３７６．８％と大きく目標を上回る

実績を達成した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■中小企業大学校が実施する研修に研修生

を派遣した企業に対して、研修終了の一年

経過後にフォローアップ調査を実施し、研

修生が研修内のゼミナールで取り上げた自

社の課題研究テーマについて、「自社に持ち

帰った課題を解決済み、又は取組中」と回

答した企業の比率 
■中小企業大学校等による中小企業・小規模

事業者向け及び中小企業支援機関等向け研

修受講者数 
大学校施設研修、都市型キャンパス、サテ

ライト・ゼミ、ｗｅｂを活用した研修という

４つの形態で研修を提供することで、中小企

業・小規模事業者の利用度向上に取り組ん

だ。また、地域本部に人材支援部を新設する

など組織体制の見直しを実施。機構の各種事
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た企業の比率を

８０％以上とす

る。（新規設定） 
 
【指標２－４】 
・中期目標期間

において、中小企

業大学校等によ

る中小企業・小規

模事業者向け及

び中小企業支援

機関等向け研修

受講者数を７．５

万人以上とする。

（前中期目標期

間実績（２０１７

年度末実績）：２

０．７万人（無料

セミナー及び無

料研修含む。無料

分除くと５．６万

人。）） 

た企業の比率を

８０％以上とす

る。（新規設定） 
 
【指標２－４】 
・中期目標期間

において、中小企

業大学校等によ

る中小企業・小規

模事業者向け及

び中小企業支援

機関等向け研修

受講者数を７．５

万人以上とする。

（前中期目標期

間実績（２０１７

年度末実績）：２

０．７万人（無料

セミナー及び無

料研修含む。無料

分除くと５．６万

人。）） 

た企業の比率：８

０％以上 
 
 
・中小企業大学

校等による中小

企業・小規模事業

者向け及び中小

企業支援機関等

向け研修受講者

数：１４，４５０

人以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域の中小企

業支援機関等向

け講習会等によ

る受講機関の課

題解決率：７０％

以上 
 
・地域の中小企

業支援機関等向

け講習会等の受

講者数：６，００

０人以上 
 
・よろず支援拠

点向け研修によ

る受講機関の課

題解決率：７０％

以上 
 
・よろず支援拠

 
 
 
 
・中小企業大学校等による中小企業・小

規模事業者向け及び中小企業支援機関

等向け研修受講者数：１７，１０５人

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域の中小企業支援機関等向け講習会

等による受講機関の課題解決率：９８．

４％ 
 
 
 
 
・地域の中小企業支援機関等向け講習会

等の受講者数：１０，５１６人 
 
 
 
 
・よろず支援拠点向け研修による受講機

関の課題解決率：９３．６％ 
 
 
 
 
・よろず支援拠点向け研修の受講者数：

業とより一層連携させて研修普及に取り組

んだ。これらの取組みにより、年度目標を上

回る１７，１０５人(対年度目標:１１８．

４％)を達成。本来は１７，６１６人(対年度

目標:１２１．９％)以上の受講者を獲得して

いたところだが、新型コロナウイルス感染拡

大の影響による研修の中止及び参加者キャ

ンセル等により、予定していた約５００人の

受講者等が得られなかった。研修後には丁寧

なフォローアップを実施することにより、研

修参加者の企業等での実践を促し、高い課題

解決率（９７．２％、対年度目標１２１．５％）

を達成した。 
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点向け研修の受

講者数：６００人

以上 

１，２７６人 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
 

 

  



57 

 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―３ 新事業展開の促進・創業支援 

業務に関連する政策・施

策 
イノベーションや地域活性化の担い手の創出・成長などイノベーシ

ョンや地域経済の競争力強化・活性化に資する観点から、新たな成

長発展を目標とする中小企業・小規模事業者に投資を行うファンド

の組成、インキュベーション施設の入居企業に対する新事業創出に

向けた事業化の促進等、地域中核企業等の創出のためのベンチャー

企業等に対する支援ネットワークの構築と機構の多様な支援ツー

ル等を活用した資金調達及び事業提携等の実現に向けた支援等。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第 15 条第 1 項第 1 号、2 号、5 号、

6 号、9 号、15 号、21 号、24 号 

当該項目の重要度、困難

度 
【重要度：高】国内の少子高齢化や市場縮小等により、国内市場を

取り巻く環境が変化するなか、中小企業・小規模事業者が成長・

発展していくためには、海外需要を獲得することがより重要で

ある。また、日本の開業率の向上や日本経済を牽引するイノベ

ーションの担い手であるベンチャー企業の創出に向けた貢献

を図るため、地域を牽引する中小企業の創出が重要である。 
【難易度：高】海外企業との取引は、コスト、言語、商習慣、各種

規制、法務、税務の問題など、海外市場独特の参入障壁から難

易度が高い。また、ベンチャー企業の創出についても、上場に

至る年数は企業によりバラつきがあることや経済変動に左右

されることから、難易度が高い。 

関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0390 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

中小企業・小規模事

業者と海外企業と

の商談会終了後の

成約率 
【基幹目標】 

中期目標期間

において毎年

度６％以上増

加させ、最終

年度に成約率

２０％以上 
令和元年度１

６％以上 

 ４ ０ ．

１％ 
     予算額（千円） 別紙３参

照 
    

海外展開支援企業

数 
中期目標期間

において２万

 ５，２０

２社 
     決算額（千円） 別紙３参

照 
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社以上 
令 和 元 年 度

４，０００社

以上 
機構が出資したフ

ァンドの投資先の

中期目標期間にお

ける上場時の時価

総額が５０億円以

上となる割合の平

均 

新興市場全体

の同割合を、

２割以上、上

回る 

 ５．６割      経常費用（千円） 別紙４参

照 
    

起業支援ファンド

及び中小企業成長

支援ファンド新規

組成数 

中期目標期間

において４０

本以上 
令和元年度８

本以上 

 １０本      経常利益（千円） 別紙４参

照 
    

         行政コスト（千円） 別紙５参

照 
    

         従事人員数 ７１５人

の内数 
    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ３．新事業展開の

促進・創業支援 
 
更なる人口減少、

国内市場の縮小

を踏まえると、中

小企業・小規模事

業者が成長・発展

していくために

は、新たな事業展

開や需要の取り

込みが必要とな

っており、これら

の企業が成長分

野への展開や成

長著しい海外市

場等を獲得し新

３．新事業展開

の促進・創業支

援 
更なる人口減

少、国内市場の

縮小を踏まえる

と、中小企業・

小規模事業者が

成長・発展して

いくためには、

新たな事業展開

や需要の取り込

みが必要となっ

ており、これら

の企業が成長分

野への展開や成

長著しい海外市

 ＜主な定量的指

標＞ 
【指標３－１】 
・中期目標期間

において、中小企

業・小規模事業者

と海外企業との

商談会終了後の

成約率（商談継続

中を含む。）を毎

年度６％以上増

加させ、最終年度

に成約率２０％

以上とする。【基

幹目標】（新規設

定） 
 

 ＜評定と根拠＞ 
評定： A 
根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づく

年度目標４項目全てにおいて達成率１２０％

以上の実績を達成。 
機構では、イノベーションの促進や地域経済

の競争力強化・活性化の観点から、新事業展開

の促進・創業支援が極めて重要との認識で、中

小企業事業者の海外展開やベンチャー・スター

トアップの強力な支援を行った。具体的には、

中小企業・小規模事業者の国内外での販路開拓

を支援するＷｅｂマッチングサイトによるビ

ジネスマッチング、これと連動した展示会・商

談会の実施、中小企業・小規模事業者のｅコマ

ース活用のための支援、成長が見込まれる中小

企業・小規模事業者が行う新事業展開への支援

等を行った。また、イノベーションの担い手の

評定  
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たな付加価値を

創出することを

支援することに

より、第４次産業

革命技術の社会

実装による「Ｓｏ

ｃｉｅｔｙ５．

０」の実現や「Ｃ

ｏｎｎｅｃｔｅ

ｄ Ｉｎｄｕｓ

ｔｒｉｅｓ」への

変革などを図っ

ていくことが重

要である。 
そのため、特に海

外展開において

は、「未来投資戦

略２０１８」にお

いて、２０２０年

までに中堅・中小

企業等の輸出額

及び現地法人売

上高の合計額２

０１０年比２倍

を目指すこと及

び中小企業の海

外子会社保有率

を２０２３年ま

でに、２０１５年

比で１．５倍にす

ることを掲げた

ところ。 
こうした状況を

踏まえ、機構は、

海外企業とのビ

ジネスマッチン

グを推進するな

どイノベーショ

ンや地域経済の

競争力強化・活性

化に資する観点

から、国内外での

場等を獲得し新

たな付加価値を

創出することを

支援することに

より、第４次産

業革命技術の社

会実装による

「Ｓｏｃｉｅｔ

ｙ５．０」の実

現や「Ｃｏｎｎ

ｅｃｔｅｄ Ｉ

ｎｄｕｓｔｒｉ

ｅｓ」への変革

などを図ってい

くことが重要で

ある。 
そのため、政府

は、特に海外展

開においては、

「未来投資戦略

２０１８」にお

いて、２０２０

年までに中堅・

中小企業等の輸

出額及び現地法

人売上高の合計

額２０１０年比

２倍を目指すこ

と及び中小企業

の海外子会社保

有率を２０２３

年までに、２０

１５年比で１．

５倍にすること

を掲げたとこ

ろ。 
こうした状況を

踏まえ、機構

は、イノベーシ

ョンや地域経済

の競争力強化・

活性化に資する

【指標３－２】 
・中期目標期間

において、海外展

開支援企業数を

２万社以上とす

る。（２０１５～

２０１７年度実

績：１．１万社） 
 
【指標３－３】 
・機構が出資し

たファンドの投

資先の中期目標

期間における上

場時の時価総額

が５０億円以上

となる割合の平

均が、新興市場全

体の同割合を、２

割以上、上回るこ

ととする。（新規

設定）（[参考]２
０１４～２０１

７年平均：１．８

割）  
 
【指標３－４】 
・中期目標期間

において、起業支

援ファンド及び

中小企業成長支

援ファンド新規

組成数（事業承継

フ ァ ン ド を 除

く。）を４０本以

上とする。（前中

期目標期間実績

（２０１７年度

末実績）：５３フ

ァンド（うち、第

４期中期目標期

間には対象とし

創出に資する観点から、中小企業・小規模事業

者へのリスクマネー供給を円滑化するための

新たな成長発展を目標とする中小企業・小規模

事業者に投資を行うファンドの組成、機構が保

有するインキュベーション施設の入居企業に

対する成長分野への参入及び新事業創出に向

けた事業化の促進、地域中核企業等の創出のた

めのベンチャー企業等に対する支援ネットワ

ークの構築と機構の多様な支援ツール等を活

用した資金調達及び事業提携等の実現に向け

た支援、創業者及び地域の創業支援機関等に対

する支援施策・成功事例等に関する情報提供、

起業の準備者へのＡＩ・ＩＴを活用した情報提

供・助言、中小企業大学校施設を活用した創業

者の育成等を実施した。 
海外展開支援に関しては、海外ビジネスの専

門家によるアドバイス、海外現地への同行支援

により、海外での販路開拓や拠点設立等を目指

す中小企業・小規模事業者の支援を実施したこ

とに加え、Ｗｅｂマッチングサイト「Ｊ－Ｇｏ

ｏｄＴｅｃｈ」(ジェグテック)により、優れた

技術、製品、サービス等を有する中小企業と海

外企業とのビジネスマッチングを推進すると

ともに中小企業・小規模事業者のパートナーと

なりえる海外企業を日本に招聘し、国内にいな

がら海外企業経営者と商談できる機会(海外

CEO 商談会)を提供した。ジェトロ、ＪＩＣＡ

等との連携を深め、海外展開により関心の高い

中小企業を発掘し、海外展開支援先企業数は目

標４，０００社以上に対して５，２０２社（対

数値目標１３０．１％）、を達成した。海外企

業との商談会に際してはＷｅｂ (ジェグテッ

ク) とリアル(海外 CEO 商談会)の連動により

成約率を向上。ジェグテックを活用した面談候

補企業の探索(逆指名：ジェグテック上の英語

情報の日本企業数を１．３４倍とし商談候補日

本企業の探索範囲を拡大)や、システム上での

事前商談機能の活用を徹底し、商談の確度を高

めた結果、商談会終了後の成約率は目標１６％

以上に対して４０．１％(対数値目標２５０．

６％) という高い水準で目標を達成。海外展開

支援先企業の増加（アウトプット）により、よ
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販路開拓を支援

するＷｅｂマッ

チングサイトに

よるビジネスマ

ッチング、これと

連動した展示会・

商談会の実施、ｅ

コマース活用の

ための支援、成長

が見込まれる中

小企業・小規模事

業者が行う新事

業展開への支援

等を行う。 
 
また、日本の開業

率は、微増傾向で

はあるものの４

～５％で推移し、

直近の２０１６

年度に５．６％ま

で改善するも、

「開業率１０％

を目指す」とする

日本再興戦略に

掲げる目標の達

成に向け、より一

層の取組が不可

欠となっている。 
そのため、「未来

投資戦略２０１

８」においては、

創業支援等によ

り、健全な新陳代

謝を促していく

ことを掲げたと

ころ。特に、イノ

ベーションの担

い手であるベン

チャー企業につ

いては、企業価値

又は時価総額が

観点から、中小

企業・小規模事

業者の国内外で

の販路開拓を支

援するＷｅｂマ

ッチングサイト

によるビジネス

マッチング、こ

れと連動した展

示会・商談会の

実施、中小企

業・小規模事業

者のｅコマース

活用のための支

援、成長が見込

まれる中小企

業・小規模事業

者が行う新事業

展開への支援等

を行う。 
 
また、日本の開

業率は、微増傾

向ではあるもの

の４～５％で推

移し、直近の２

０１６年度に

５．６％まで改

善するも、「開業

率１０％を目指

す」とする日本

再興戦略に掲げ

る目標の達成に

向け、より一層

の取組が不可欠

となっている。 
そのため、政府

は、「未来投資戦

略２０１８」に

おいては、創業

支援等により、

健全な新陳代謝

ない事業承継フ

ァンド１１本を

含む。）） 
 
＜目標水準の考

え方＞ 
○指標３－１に

ついて 
商談会を通じて、

海外での販路開

拓や現地拠点の

設立の実現を支

援する。商談内容

には、製品販売以

外に、合弁会社設

立、代理店契約、

技術提携、製造委

託なども含まれ、

成約まで数年要

することもある

ため、商談継続も

含めた目標値と

して、２０％以上

を目指す難易度

の高い目標であ

る。 
 
○指標３－２に

ついて 
基幹目標の達成

に向け、中小企

業・小規模事業者

の海外展開への

取組を補完・支援

するため、機構の

海外展開支援ツ

ールの複合的な

活用促進を図る。

海外展開を初め

て志す者への相

談対応から、海外

との取引開始に

り海外展開に意欲のある有望な企業を引き出

すことで、商談会の成約率向上（アウトカム）

に繋がった。 
中小企業・小規模事業者・地域中核企業等の

成長段階に応じたリスクマネー供給の円滑化

等に関しては、新規組成数８ファンド以上の年

度目標に対し、ＩＴ分野、健康・医療などの成

長分野及び地域の中小企業を支援する政策的

意義の高い１０ファンドを新たに組成し、対数

値目標１２５．０％を達成。ファンド組成総額

は６４２億円、うち機構出資契約額は２０５億

円（機構出資割合３１．９％）で、ベンチャー・

中小企業へのリスクマネー供給の円滑化を図

るための民間資金の呼び水効果としての役割

を発揮。元年度に新興市場でＩＰＯに至った企

業のうち、機構出資ファンドからの投資先企業

の割合が２１％であるのに対し、時価総額が３

８％であることが示すように、機構出資ファン

ドが成長性の高い企業に出資することにより、

機構が出資したファンドの投資先の中期目標

期間における上場時の時価総額が５０億円以

上となる割合の平均が、新興市場全体の同割合

を上回る割合は５．６割（対数値目標２８０％）

という高い水準で目標を達成した。またコロナ

禍の影響により、年度末の決算期に株式市況が

一時底値に近くなったが、それでも元年度は年

度損益で黒字を確保し、累積利益を増加させ

た。組織面では元年 7 月に「創業・ベンチャー

支援部」を新設。新たなファンドへの出資（ア

ウトプット）に際し、積み重ねてきたファンド

GPに対する目利き力を発揮して優秀なキャピ

タリストのいるファンドに出資することによ

り、大きく成長する企業の輩出（アウトカム）

に成功。 
以上のように、各業務において高い水準で目

標を達成していることからＡ評価と判断。 
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１０億ドル以上

となる、未上場ベ

ンチャー企業（ユ

ニコーン）又は上

場ベンチャー企

業の創出を２０

２３年までに２

０社創出という

目標を掲げた。 
こうした状況を

踏まえ、機構は、

イノベーション

や地域活性化の

担い手の創出・成

長などイノベー

ションや地域経

済の競争力強化・

活性化に資する

観点から、新たな

成長発展を目標

とする中小企業・

小規模事業者に

投資を行うファ

ンドの組成、イン

キュベーション

施設の入居企業

に対する新事業

創出に向けた事

業化の促進等、地

域中核企業等の

創出のためのベ

ンチャー企業等

に対する支援ネ

ットワークの構

築と機構の多様

な支援ツール等

を活用した資金

調達及び事業提

携等の実現に向

けた支援を行う。

また、創業者及び

地域の創業支援

を促していくこ

とを掲げたとこ

ろ。特に、イノ

ベーションの担

い手であるベン

チャー企業につ

いては、企業価

値又は時価総額

が１０億ドル以

上となる、未上

場ベンチャー企

業（ユニコー

ン）又は上場ベ

ンチャー企業の

創出を２０２３

年までに２０社

創出という目標

を掲げた。 
こうした状況を

踏まえ、機構

は、イノベーシ

ョンや地域活性

化の担い手の創

出・成長などイ

ノベーションや

地域経済の競争

力強化・活性化

に資する観点か

ら、中小企業・

小規模事業者へ

のリスクマネー

供給を円滑化す

るための新たな

成長発展を目標

とする中小企

業・小規模事業

者に投資を行う

ファンドの組

成、機構が保有

するインキュベ

ーション施設の

入居企業に対す

至るまで一貫し

たハンズオン支

援を行う。基幹目

標に寄与する重

要性を鑑み、２０

１５～２０１７

年度の実績であ

る１．１万社の単

年度平均３，８０

０社の５年間換

算である１．９万

社を上回ること

を目指す。 
 
○指標３－３に

ついて 
ベンチャー支援

強化に係る政府

目標として、「企

業価値又は時価

総額が１０億ド

ル以上となる、未

上場ベンチャー

企業（ユニコー

ン）又は上場ベン

チャー企業を２

０２３年までに

２０社創出」があ

る。一方、機構の

役割は、メガベン

チャーの創出に

直接的に貢献す

ることではなく、

地域を牽引して

いくにふさわし

い中小企業の創

出に向けて、創業

初期のベンチャ

ー企業等に対し

て資金面及び経

営面から支援す

べく、ファンドへ
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機関等に対する

支援施策・成功事

例等に関する情

報提供、起業の準

備者へのＡＩ・Ｉ

Ｔを活用した情

報提供・助言等を

行う。 

る成長分野への

参入及び新事業

創出に向けた事

業化の促進、地

域中核企業等の

創出のためのベ

ンチャー企業等

に対する支援ネ

ットワークの構

築と機構の多様

な支援ツール等

を活用した資金

調達及び事業提

携等の実現に向

けた支援、創業

者及び地域の創

業支援機関等に

対する支援施

策・成功事例等

に関する情報提

供、起業の準備

者へのＡＩ・Ｉ

Ｔを活用した情

報提供・助言、

中小企業大学校

施設を活用した

創業者の育成を

行う。 

の出資を通じて

リスクマネーの

供給の円滑化や

経営支援の促進

を図ることにあ

る。地域を牽引し

ていく中小企業

の規模は一般的

に時価総額５０

億円程度と言わ

れていることを

踏まえ、「機構が

出資したファン

ドの投資先の中

期目標期間にお

ける上場時の時

価総額が５０億

円以上となる割

合の平均が、新興

市場全体の同割

合を、２割以上、

上回る」ことを目

指す。なお、新興

市場全体とは、Ｊ

ＡＳＤＡＱスタ

ンダード、マザー

ズ、ＪＡＳＤＡＱ

グロース、アンビ

シャス、セントレ

ックス、Ｑ－Ｂｏ

ａｒｄの６市場

をいう。 
 
○指標３－４に

ついて 
機構からの出資

が民間資金の呼

び水となり、ベン

チャー企業、中小

企業等へのリス

クマネーの供給

となることを目
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指す。経済環境の

変動によって、フ

ァンドの組成本

数は大きく変動

する状況下にお

いて、機構は安定

してリスクマネ

ーの供給を行う

ため、前中期目標

期間と同等の本

数を目標とする。 
 
＜想定される外

部要因＞ 
想定される外部

要因として、初年

度を基準として、

事業遂行上必要

な政策資源が安

定的に確保され

ること、国内の政

治・経済及び世界

の政治・経済が安

定的に推移し、着

実に成長するこ

と、急激な株価や

為替の変動がな

いこと、海外にお

ける輸入規制、外

資規制の改善な

ど輸出環境の整

備が進むことな

どを前提とし、こ

れら要因に変化

があった場合に

は評価において

適切に考慮する。 
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 （１）販路開拓・

海外展開支援 
販路開拓・海外展

開による中小企

業・小規模事業者

の成長・発展を支

援するため、中小

企業・小規模事業

者の国内外での

販路開拓を支援

するＷｅｂマッ

チングサイトに

よるビジネスマ

ッチング、販路開

拓の実現性を一

層高めるための

Ｗｅｂマッチン

グサイトと連動

した展示会・商談

会、中小企業・小

規模事業者のｅ

コマース活用の

ための情報提供、

相談・助言、民間

のＩＴサービス

提供事業者等と

のマッチング、Ｗ

ｅｂサイトを活

用した商品の一

括プロモーショ

ン等を行う。 
加えて、機構の海

外展開支援機能

を強化するとと

もに、知財を活用

した海外展開支

援における独立

行政法人工業所

有権情報・研修館

との連携、中小企

業・小規模事業者

における高度外

（１）販路開拓・

海外展開支援 
販路開拓・海外展

開による中小企

業・小規模事業者

の成長・発展を支

援するため、中小

企業・小規模事業

者の国内外での

販路開拓を支援

するＷｅｂマッ

チングサイトを

運営し、優れた製

品、技術、サービ

ス等情報の検索、

自社情報の大手・

中堅企業、中小企

業・小規模事業

者、海外企業への

発信、登録企業間

での新規取引や

提携等に関する

情報交換等のＷ

ｅｂマッチング

支援を行う。ま

た、販路開拓の実

現性を一層高め

るため、Ｗｅｂマ

ッチングサイト

と連動した展示

会・商談会等を行

う。なお、展示会・

商談会等におい

ては、ＡＩ・ＩＴ、

医療・介護分野な

どの国内の成長

分野に注力する

など中小企業・小

規模事業者の販

路開拓に向け工

夫を図る。 
また、中小企業・

（１）販路開拓・海

外展開支援 
・優れた製品、技

術、サービス等を

有する国内中小企

業・小規模事業者

と国内外企業を繋

ぐＷｅｂマッチン

グサイト「Ｊ－Ｇ

ｏｏｄＴｅｃｈ

（ジェグテック）」

を運営し、国内外

企業とのＷｅｂを

活用したビジネス

マッチングを推進

する。各種Ｗｅｂ

コンテンツの充実

や登録企業による

情報発信の促進、

ＳＮＳを活用した

情報発信の強化等

によりサイトの活

用を促進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・また、海外展開の

実現性をより一層

高めるため、Ｗｅ

ｂマッチングサイ

トと連動して、日

本の中小企業・小

規模事業者のパー

 （１）販路開拓・海外展開支援 
 
〇Ｗｅｂマッチングサイト「Ｊ－Ｇｏ

ｏｄＴｅｃｈ（ジェグテック）」 
・元年度は中小企業３，６７６社（累

計１７，６７１社）、大手企業９１

社（累計５０２社）、海外企業４９

０社（累計７，３４４社）を新規登

録し、Ｗｅｂマッチング件数７，６

６３件を実現。 
・海外展開支援として、中小企業が海

外企業から注目されるよう自社ペ

ージの充実及び英語ページ作成支

援、海外企業とのマッチングサポー

トを実施（支援数１，８２７社） 
・マッチング件数の増加を図る為、管

理者画面の機能を整理し、支援機関

に自機関の支援先への活用支援を

行ってもらい（ログイン件数９７１

件／月を実現）効率的な運営を進め

たほか、経済産業局等との連携によ

る産業政策に資する先端分野（航空

機や医療機器など）に特化したマッ

チングの実現を進め、２５５件のＷ

ｅｂマッチングを実現した。 
また、利用者へのアンケート等を通

して、海外展開の意向がある企業に

対して専門家がヒアリング、アドバ

イス等のサポートを行うことで更

なる活用の促進と新たな支援先企

業の開拓を図った。 
[独立行政法人通則法第２８条の４

に基づく平成３０年度評価結果の

反映状況の公表] 
 
〇海外企業との商談会等を積極的に

開催 
・日本の中小企業のパートナーとな

りえる海外企業を招聘し、国内にい

ながら海外企業経営者等と商談等

のビジネスマッチングを創出。ま

た、商談会開催に併せ、海外展開等
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国人材活用時の

独立行政法人日

本貿易振興機構

（以下「日本貿易

振興機構」とい

う。）や専門機関

へのつなぎ、地域

の中小企業支援

機関等との連携・

協働など、他機関

とも連携して海

外展開を積極的

に支援する。日本

貿易振興機構と

は、定期的に連絡

調整を行って連

携の強化を図り、

一層効果的な海

外展開支援につ

なげていく。ま

た、必要に応じて

海外に展開でき

るポテンシャル

がある中小企業・

小規模事業者を

日本貿易振興機

構へ紹介すると

ともに、経営相談

などの支援が必

要な中小企業・小

規模事業者を日

本貿易振興機構

から紹介を受け

るなど、両機構の

機能を踏まえた

連携を強化する。 

小規模事業者の

ｅコマース活用

等による国内外

の販路開拓を促

進するため、情報

提供、相談・助言、

民間のＩＴサー

ビス提供事業者

等とのマッチン

グ及びＷｅｂサ

イトを活用した

商品の一括プロ

モーション等を

行う。 
加えて、中小企

業・小規模事業者

がそのリスクに

対応しつつ、競争

力のある製品、技

術、サービス等を

活かした海外展

開を行うことに

対し、海外展開に

関する相談・助

言、研修、さらに

中小企業・小規模

事業者の海外現

地での企業情報

の展開やマッチ

ングなどを通じ

た海外グループ

調査の実施等に

より積極的に支

援する。 
支援の実施に当

たっては、機構の

海外展開支援機

能を強化すると

ともに、知財を活

用した海外展開

支援における独

立行政法人工業

トナーとなる海外

企業との事業連携

を促進するための

商談会等を３００

社以上を対象に開

催する。具体的に

は、海外政府機関

等の協力による海

外企業選定、Ｗｅ

ｂマッチングサイ

トを活用した商談

の事前コーディネ

ート、商談会にお

ける通訳等サポー

ト及び商談後のフ

ォローアップを実

施し、商談継続中

を含めた成約率を

１６％以上とす

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を目指す日本の中小企業者に対し、

ＡＳＥＡＮ各国等の最新の投資環

境や現地の施策情報を説明するビ

ジネスセミナーを開催。講師を海外

政府機関や業界団体等の幹部にお

願いし、現地事情を詳しく解説。よ

り多くのマッチング機会を提供す

るよう、また、より地域の中小企業

者のニーズに応えたものとなるよ

う、地域本部、地方自治体、地銀な

どとの連携も強化して実施。 
日本企業の商談会等参加者数  
５１０社 
商談件数 １，１８７件 
商談成約率 ４０．１％ 
ビジネスセミナー参加者数  
２５５名（４回） 

 
＜開催一覧＞ 

開

催

月 

商談会等

海

外

企

業

数

日

本

企

業

数

商談

件数

４

月 

タイビジ

ネス商談

会ｉｎグ

レータ

ー・ナゴ

ヤ 

１

８

社

２

１

社

４６

件 

５

月 

フィリピ

ン商談会

＆セミナ

ー 

５

５

社

６

５

社

１５

０件

７

月 

ベトナム

商談会ｉ

ｎ高松 

２

１

社

３

３

社

４９

件 

８

月 

ベトナム

ＣＥＯ商

談会 

２

４

社

８

９

社

１６

２件
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所有権情報・研修

館との連携、中小

企業・小規模事業

者における高度

外国人材活用時

の独立行政法人

日本貿易振興機

構（以下「日本貿

易振興機構」とい

う。）や専門機関

へのつなぎ、地域

の中小企業支援

機関等との連携・

協働など、他機関

とも連携して海

外展開を積極的

に支援する。日本

貿易振興機構と

は、定期的に連絡

調整を行って連

携の強化を図り、

一層効果的な海

外展開支援につ

なげていく。ま

た、必要に応じて

海外に展開でき

るポテンシャル

がある中小企業・

小規模事業者を

日本貿易振興機

構へ紹介すると

ともに、経営相談

などの支援が必

要な中小企業・小

規模事業者を日

本貿易振興機構

から紹介を受け

るなど、両機構の

機能を踏まえた

連携を強化する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１

０

月 

先端産業

ＣＥＯ商

談会 

３

２

社

１

２

６

社

３８

２件

１

１

月 

海外ＣＥ

Ｏ商談会

ｉｎ新価

値創造展

２０１９

４

０

社

１

４

９

社

３５

５件

２

月 

インドＣ

ＥＯ商談

会 

８

社

２

７

社

４３

件 

３

月 

【中止】

医療機器

ＣＥＯ商

談会

（※） 

０

社

０

社
０件

合

計 
 

１

９

８

社

５

１

０

社

１，

１８

７件

※コロナウイルス感染拡大防止策と

して開催を中止。 
 
［開催事例］ 
○ベトナム企業との商談会を開催（７

月） 
・国際協力機構及びベトナム日本人

開発インスティチュート（ＶＪＣ

Ｃ）が実施する「経営塾（第１１期、

第１２期）」に参加している２４社

の来日プログラムの一環として、Ｊ

ＩＣＡ及びＶＪＣＣと連携して、日

本企業との商談・交流を実施。日本

企業８９社が参加し、１６２件の商

談を実施。 
・商談後には、ベトナム企業と日本企

業の更なる交流を深めるために、名

刺交換会を実施。 
 
○７カ国との先端産業ＣＥＯ商談会

を東京、名古屋で開催（１０月） 
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・中小企業・小規模

事業者の販路開拓

や生産性向上、海

外展開につながる

支援をするため、

展示会・商談会の

開催などを行う。

具体的にはＡＩ・

ＩＴ、医療・介護分

野などの国内の成

長分野等における

中小企業・小規模

事業者が開発した

・タイ、ベトナム、インドネシア、マ

レーシア、シンガポール、インド、

フィリピン（以下海外７カ国と記

す）から航空機産業・宇宙産業分野、

産業ロボット分野の企業及び航空

分野関連協会等を招聘して、東京と

名古屋で開催。日本企業１４９社、

海外７カ国３２社、航空分野関連協

会等７団体が参加し、３８２件の商

談を実施。 
・参加募集資料に招聘企業の求める

具体的な製品・技術や取扱分野を詳

細に記載して提供することで、マッ

チング精度の向上を図った。また、

認証制度に精通した企業や機関に

よる相談コーナーを併設すること

で、航空機産業・宇宙産業分野、産

業ロボット分野向けにサポートを

充実させた。さらに、各国航空分野

関連協会等のテーブルを設置し、日

本の業界団体等からの連携につい

ての相談対応や、商談会に参加して

いない会員企業とのマッチングを

行った。また、東京ではビジネスセ

ミナーを開催し、各国航空分野関連

協会等の幹部が、自国の航空分野関

連市場や規制などの最新動向につ

いて講演（参加者５８名）。 
 
○新価値創造展２０１９と連携した

商談会及び展示会出展を開催（１１

月） 
・中小機構主催の新価値創造展２０

１９と連携し、商談会及び展示会出

展を実施。タイ、ベトナム、インド

ネシア、ミャンマー、台湾から新価

値創造展２０１９のテーマ（産業・

技術、健康・福祉、環境・社会）に

沿った業種・分野を４０社招聘。日

本企業１４９社が参加し、３５５件

の商談を実施。さらに、招聘に協力

いただいた団体による展示会出展
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優れた製品、技術、

サービス等を展示

し、販売先・業務提

携先などとのマッ

チングを促進する

「中小企業総合

展」等を実施する。

また、Ｗｅｂでの

バーチャル展示を

実施し、マッチン

グの促進を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

も実施し、各国の最新市場等の情報

提供も実施。 
 
〇マッチングイベントの実施 
・事業化や販路拡大等を目指す中小

企業に対して、販売先・業務提携先

等の開拓を支援するマッチングの

場として、中小企業総合展等を開

催。 
 
・新価値創造展２０１９（第１５回中

小企業総合展 東京）実施後、概ね

３ヶ月時点に具体的な成約に至っ

た割合（令和元年度開催） 
 …成約率２６．２％ 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
○新価値創造展２０１９（第１５回中

小企業総合展 東京） 
・会期：令和元年１１月２７日～２９

日 
・会場：東京ビッグサイト 南１・２

ホール 
・出展者数：３７５社・機関  
・来場者数：２１，１８７人（延べ人

数） 
・優れた製品・技術・サービスを保有

する中小企業のほか、中小企業支援

機関、中小企業の製品等開発の先進

事例企業などが出展。 
・コネクテッド・インダストリーズ、

未来投資戦略などの重点項目や要

素技術による分類を踏まえ、３テー

マの出展対象分野と２９のカテゴ

リーを設定して出展者を募り、より

効果的なマッチングを実現するた

め、会場内ゾーニングや、展示会特

設ウェブサイト等による情報提供

を実施。 
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＜３つの開催テーマ（２９カテゴリ

ー）＞ 
【生産技術、新素材、ＩｏＴ、ロボッ

ト】１２カテゴリー 
【健康、予防、医療、介護】７カテゴ

リー 
【環境、防災、社会・地域課題】１０

カテゴリー 
 
・会場内にて海外支援機関の相談ブ

ースを設け、会場と隣接する会議室

にて海外商談会（ＣＥＯ商談会）を

開催し、国内外企業のマッチング促

進活動を実施。 
・開催３分野のほか、テーマとして設

定した 生産性向上・ＳＤＧｓに関

連する最先端のビジネス傾向・課題

や将来展望、製品動向に関するメイ

ンセミナー（ＩｏＴ、ＡＩ、ビッグ

データ、ロボット、介護、創薬・医

療、生分解性バイオマスプラスチッ

ク、デジタルトランスフォーメーシ

ョン、ＳＤＧｓの企業実装など）を

開催。 
・出展者の製品・技術・サービスを展

示したほか、中小企業の事業展開の

参考となりうる先進的・革新的な事

業事例を紹介した体験型の特別展

示（生産性向上、ＳＤＧｓ）、機構及

び中小企業支援機関による施策紹

介と相談対応を併せて実施。 
 
○中小企業総合展 ｉｎ ＦＯＯＤ

ＥＸ ２０２０  
・会期：令和２年３月１０日～１３日

｛令和２年２月２６日開催中止｝ 
・会場：幕張メッセ １１ホール内

（ＦＯＯＤＥＸ ＪＡＰＡＮ ２

０２０［第４５回国際食品・飲料展］

主催：一般社団法人日本能率協会）

・出展者数：６３社（機構ゾーン内）

・食品・飲料に関する地域性豊かな優
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れた製品等を保有する中小企業が

出展対象。 
・展示会特設ウェブサイトを立ち上

げ、出展者や商品等の公開、前年度

出展者の成功事例の取材記事の公

開などを行った。 
・事前サポートメニューとして、ＶＭ

Ｄの事前相談、出展者説明会の開催

や、説明会の動画の提供、機構の他

事業で作成した動画から展示会に

役立つ動画を選定し、提供した。 
・機構ゾーンへの集客策として機構

独自のバイヤーズガイドを作成し、

展示会特設ウェブサイトに電子ブ

ックとして公開した。会場で配布を

予定していたが、開催中止に伴い、

招聘予定バイヤーへの郵送配付を

実施した。 
・また、会場にて、機構独自のバイヤ

ー招聘巡回商談、キッチンスタジオ

においてフードコーディネーター

による出展者商品を活かした試食

及びレシピの提供、機構専門家によ

る商品力巡回評価と国内外の販路

開拓支援アドバイスの実施、英語・

中国語・韓国語通訳の配置を予定し

ていたが開催中止に伴い実施に至

らなかった。 
※令和２年２月２６日付けで「ＦＯＯ

ＤＥＸ ＪＡＰＡＮ ２０２０」主

催者（一般社団法人日本能率協会）

が新型コロナウイルス感染症の感

染拡大を防止するため展示会開催

を中止したため、同展示会内で開催

する「中小企業総合展 ｉｎ ＦＯ

ＯＤＥＸ ２０２０」の開催も中止

とした。 
 
〇国内展示会への出展支援 
・海外販路開拓に取り組む中小企業

を支援するため、海外バイヤー等が

多数訪れる国内の展示会への出展
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・ＩＴやｅコマー

スを活用した中小

企業・小規模事業

者の経営力の充実

を図り、生産性向

上や国内外の販路

開拓の拡大を目指

すため、関係団体、

民間団体等と連携

を図り、中小企業・

小規模事業者向け

の相談・助言、セミ

ナー、ＩＴサービ

ス提供事業者等と

のマッチングイベ

ント等を実施す

る。 
 
 
 
 
 

支援を実施。 
・専門家のアドバイス等により、出展

前の準備段階から、出展時の展示会

場でのサポート、出展後の契約に向

けたフォローアップまで経営支援

の観点から一貫した支援を実施。事

務局や日本貿易振興機構、展示会主

催者が招聘した海外バイヤーと出

展企業との商談機会を提供。 
 
＜支援を実施した国内展示会(１展示

会）＞ 
東京インターナショナル・ギフト・シ

ョー２０１９（ＮＩＰＰＯＮ ＱＵＡ

ＬＩＴＹ） 
支援企業数 ３２社 
商談件数 ５０８件 
成約件数（含む見込み）２４１件 

 
 
〇ＩＴ・ＥＣ活用支援事業 
・幅広い層が使用している動画配信

インフラ「ＹｏｕＴｕｂｅ」や、中

小機構が運営しているｅｂｉｚな

どを活用し、中小企業・小規模事業

者が時間的制約なく、ＩＴの活用、

実践的なＥＣ製作ノウハウや越境

ＥＣについて学習できるオンライ

ン講座を実施。 
 講座配信数：１１５講座（累計） 
 視聴回数：２４６，４１２回 
 
〇セミナー・ワークショップ     

・無料でモールへの出店や自社サイ

トを構築することを最終ゴールに

置き、販売準備にかかわる基礎知識

や制作物の作成から販売開始まで

を支援する「ネットショップ出店プ

ログラム」を開催 
 開催回数：２４回 
 参加者数：３１９人 
 



72 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・日本全国の雑貨、

食品、素材等の商

品を有する中小企

業・小規模事業者

を登録し、特設Ｗ

ｅｂサイトにより

国内外の消費者や

バイヤー等に向け

て情報発信を行う

とともに、ＥＣサ

イトへの誘導等の

支援を行う。 
 
・競争力のある製

品、技術、サービス

等を活かした海外

展開を目指す中小

企業・小規模事業

者を支援するた

め、相談・助言、セ

〇マッチングイベント 
・民間ＥＣ支援事業者等（モール、カ

ートＡＳＰ（自社サイト）、物流、決

済、Ｗｅｂマーケティング、翻訳等）

と中小企業のマッチングイベント

を開催。 
 越境ＥＣ“まるごと”フェスティバ

ル２０１９ 
 （１）越境ＥＣ課題解決エリア 
  一般来場者：３１０名 
 （２）商談エリア 
  海外ＥＣバイヤー：６４１名 
 
〇ＥＣ活用支援パートナー制度 
・中小企業のＥＣ、ＩＴの導入等を推

進するには、支援する事業者の協力

が不可欠であることから、支援事業

者をＥＣ活用支援パートナー制度

として登録する。ＥＣ活用支援パー

トナー制度の令和元年年度末累計

登録者数１０７社 
 
・特設Ｗｅｂサイトにより国内外の

消費者やバイヤー等に向けて情報

発信を行い、ＥＣサイトへの誘導等

の支援を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇専門家による助言 
・海外投資や国際取引等の海外ビジ

ネスに悩みを持つ中小企業に対し

て豊富な実務経験等を有する海外

ビジネスの専門家が経営支援の観

点からアドバイスを実施。 
アドバイス件数  ４，５８３件 
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ミナーの開催、情

報提供等を行い、

海外進出や国際取

引等を行う上での

経営上の課題解決

に努める。事業の

実施に際しては、

従来の窓口型に加

えて、成功事例の

創出を意識した伴

走型の支援を行う

とともに、独立行

政法人日本貿易振

興機構、地域の中

小企業支援機関、

民間団体等との連

携・協働を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
・海外市場に活路

を見出そうとする

中小企業・小規模

事業者の海外への

情報発信及び海外

展開の実現可能性

の確認を支援する

ため、特設Ｗｅｂ

サイトによる情報

発信や海外現地の

市場環境・事業環

境の情報収集、現

地ビジネスパート

ナーの探索等を目

的とした海外現地

でのグループ調査

を行う。 
 

アドバイス企業数 ２，２３６社 
役立ち度  ９９．７％ 

 
〇都道府県等中小企業支援センター、

金融機関等との連携 
・国際取引や海外展開における留意

点等について、都道府県等中小企業

支援センター、金融機関等との共催

で海外展開セミナーを開催し、海外

展開を目指す中小企業等に対して

情報提供を実施。 
セミナー回数   １０６回 
参加人数   ２，８４２人 
役立ち度      ８８％ 

 
〇伴走型支援 
・国際化のプロジェクトについて、そ

の取組みを支援することで、他の中

小企業への波及効果が見込まれる

ものを数か月に渡る支援計画を策

定し、アドバイスを実施。 
実施企業数：５５社 

 うち現地同行支援社数：１８社 
 
〇ビジネスマッチング支援 
【グループ提案型】 
・海外展開を志向する中小企業等の

構成するグループに対し、特設Ｗｅ

ｂサイトを活用した海外企業への

情報発信や海外現地ミッション（調

査・商談等）を実施。 
支援先企業数   ３６社 
支援先グループ数 １４グループ 
商談件数     ４０５件 

【機構提案型】 
・タイ及びドイツに、医療機器関連企

業３４社（１社は両国参加）をミッ

ション派遣し、現地での商談会や展

示会視察、企業訪問等を実施。 
 海外企業の商談会等参加者数 
２７１社 
商談件数  ３７７件 
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・中小企業・小規模

事業者の海外展開

への取組を促進す

るため、海外展開

の検討開始段階の

企業から、計画策

定、現地パートナ

ー獲得等、各ステ

ージに応じた各種

支援ツールの積極

的活用を図り、海

外展開支援先数を

４，０００社以上

とする。 
 
・中小企業の海外

展開等に係る円滑

な事業環境作りに

向け、日本との間

で中小企業政策へ

の国際協力に関す

るニーズが高まっ

ている海外の中小

企業支援機関や国

際協力機関等に対

して、機構の支援

ノウハウの提供や

中小企業支援の仕

組み作りへの協力

などの連携・交流

を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

商談成約率 ２７．２％ 
 
〇中小企業・小規模事業者の海外展開

への取組を促進するため、海外ビジ

ネスの専門家によるアドバイス、海

外現地への同行支援など各種支援

ツールを提供し、５，２０２社の海

外展開支援を実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇中小企業の海外展開等に係る事業

環境の整備 
・日本台湾交流協会と台湾日本関係

協会との間で締結されている中小

企業協力に関する覚書に基づいて

元年１０月に機構が事務局となっ

て日台中小企業協力会合を開催し、

我が国の中小企業支援の取組み内

容についてプレゼンを実施。 
 
・中小企業支援に係る覚書を締結し

ているＣＩＩ（インド産業連盟）を

元年１１月に訪問し、連携強化に向

けた意見交換を実施。また、２年２

月にはＣＩＩが機構へ来訪し、連携

に関する具体的な協議を実施。 
 
・経済産業省とロシア連邦経済発展

省との間で締結されている中小企

業に関する協力覚書に基づいて元

年１２月に札幌市で開催された中

小企業協力日露会合に参加し、我が

国の中小企業支援の取組み内容に

ついてプレゼンを実施。 
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・タイ、シンガポール等の中小企業支

援機関や海外協力機関の訪日時の

受入を３３回（２０４名）実施した

ほか、（独）国際協力機構の企画す

る研修ミッションの受入に１５回

対応し、海外からの研修参加者のべ

１６４名に対して、我が国の中小企

業支援の取組み内容について説明。

 
・サウジアラビア企業の生産性向上

を目的として、品質管理をテーマと

した研修をサウジアラビア（ジェッ

ダ）で実施。 
 （２）新事業展開

による新たな市

場開拓等への支

援 
地域中核・成長企

業等が行う新事

業展開を支援す

る。特に、地域か

ら全国展開、更に

は海外展開を目

指すものや地域

経済への波及効

果が高いと考え

られるものなど

に注力する。支援

の実施に当たっ

ては、民間企業の

リソースを活用

し、事業計画の策

定等から販路開

拓まで一貫した

支援を行うとと

もに、機構の支援

ツールを組み合

わせた総合的な

支援を行う。 

（２）新事業展開

による新たな市

場開拓等への支

援 
地域中核・成長企

業等が行う新事

業展開を支援す

る。特に、地域か

ら全国展開、更に

は海外展開を目

指すものや地域

経済への波及効

果が高いと考え

られるもの、Ａ

Ｉ・ＩＴ、医療・

介護分野などの

国内の成長分野

に関連するもの

などに注力する。

支援の実施に当

たっては、民間企

業のリソースを

活用し、事業計画

の策定から販路

開拓まで一貫し

た支援を行うと

ともに、機構の支

援ツールを組み

合わせた総合的

（２）新事業展開

による新たな市場

開拓等への支援 
・地域中核・成長企

業等が行う新事業

展開を支援する。

特に、地域から全

国展開、更には海

外展開を目指す新

商品・新サービス

の開発や既存商品

の改良、着地型観

光・インバウンド

など地域経済への

波及効果が高いと

考えられるもの、

ＡＩ・ＩＴ、医療・

介護分野などの国

内の成長分野に資

する複数企業連携

によるものなどに

注力する。 
支援の実施に当た

っては、多岐にわ

たる分野の専門家

等の知見を活用

し、事業計画の策

定から実行まで一

貫した支援を行

 （２）新事業展開による新たな市場開

拓等への支援 
 
〇新連携支援事業、地域資源活用支援

事業、農商工連携支援事業及び地域

新商品・新サービス開発支援を通じ

て、新事業展開を行う支援先企業の

認定・採択から３年経過後の支援先

企業の売上高の伸び率：６．０％ 
 
※中小企業実態基本調査（中小企業庁

調べ）結果による中小企業（法人・

個人）の売上高等の状況（２８年度

調査と元年度調査の比較）売上高伸

び率 ０．７％ 
 
〇地域中小企業・成長企業等が行う新

事業展開への支援 
〇支援先事業への一貫した支援 
・本部及び地域本部等にマーケティ

ング等に精通した専門家を配置し、

新事業展開に取り組む中小企業に

対して、事業計画策定に係るブラッ

シュアップから、その実行段階にお

けるフォローアップまでの一貫し

た支援を実施。 
・新規事業採択件数１７３件（内訳：

新連携３５件、地域資源２８件、農

商工等連携１２件、地域新商品・新
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な支援を行う。 う。また、販路開拓

においては、支援

先企業に適した流

通チャネルを持つ

民間企業との連携

拡充を図り、機構

の支援ツールを組

み合わせた総合的

な支援を行う。 
これらの取組を通

じ、支援開始から

３年経過後の支援

先企業の会社売上

高の伸び率が中小

企業実態基本調査

のデータと比較し

て１割以上、上回

ることとする。 

サービス開発９８件） 
 
（支援事例） 
・唾液によるがん検査を、企業や自宅

等でも受けられるようにするための

キットを開発し、ＡＩを活用して大規

模な検体データを解析して医師レベ

ルの解釈が可能なシステムを構築す

る新規事業を支援。 
・営業展開、物流体制、検査体制、シ

ステム開発、広告・宣伝、知財など様々

な課題に対するアドバイスを実施。 
・多くのメディアから注目され始め

ており、取材を受ける度に提携機関が

増加中。 
※元年度末時点での新製品・サービス

の販売額累計 １７６百万円 
 
〇多岐にわたる専門家等の知見を活

用した支援 
・新事業展開を行う支援先企業の事

業遂行上の課題を解決するため、商

品企画・マーケティング、販売・営

業管理、情報システム・ＩＴ、知的

所有権などの知見を有したアドバ

イザーを派遣。 
派遣社数・回数 ６３社・１９２回

 
（支援事例） 
・複数の織物産地が連携し、互いの素

材や技術等を融合させた新たなアパ

レル商品を開発、ブランド構築を図

り、国内市場だけでなく海外市場への

展開を図ろうとする新規事業を支援。

・事業計画の策定に際して、ＷＥＢサ

イト、ＥＣサイトの見直しやさらに

は、海外マーケティングの進め方、海

外取引に関するアドバイスなど多岐

に亘るアドバイザーを派遣。地域にお

ける織物の歴史を踏まえたブランド

サイトと、商品の利用シーンを多用し

たＥＣサイトとに再構築し、ブランド
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イメージの向上と利用シーンの訴求

により売上好調。さらに海外向けのＥ

Ｃサイトの構築に向けて準備中。 
※元年度末での新商品・サービスの販

売額累計 １２２百万円 
 
〇機構の支援ツールを組合せた総合

的支援 
・新事業展開を行う支援先企業に対

して、ハンズオン支援との連携支援

を行い、企業の成長促進を図るため

の総合支援を実施。 
・ハンズオン支援ツール活用企業数

３８社（専門家継続派遣事業１３

社、販路開拓コーディネート事業１

０社、経営実務支援事業７社、戦略

的ＣＩО育成支援派遣事業８社） 
 
（支援事例） 
・道路等の劣化・損傷による陥没・空

洞化の課題に対して最新鋭の移動計

測装置と高速・高解像度地中レーダ装

置を搭載した計測車を用いて路面と

路面下を計測し、３次元図面の作成か

ら診断まで行うサービスを展開しよ

うとする新規事業を支援。 
・新規事業を円滑に進めることがで

きる経営基盤を固めるため、戦略的Ｃ

ＩО派遣事業を活用し、企業としての

経営課題・業務課題からＩＴ・セキュ

リティの課題を分析しあるべき姿を

アドバイス。情報セキュリティを担当

する新部署を立ち上げることで企業

全体のセキュリティ体制を確立させ

るとともに、多くの路面下データを収

集しビッグデータとして解析する新

規事業の対外的信頼度がさらに向上

するという相乗効果を発揮。 
※元年度末時点での新製品・サービス

の販売額累計 ２２３百万円 
 
○販路開拓における民間企業との連
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携拡充 
・大手百貨店、高級スーパー、大手食

品卸等の民間企業を「地域活性化パ

ートナー」として登録し、新商品・

新サービスの首都圏等における販

路開拓の機会（商談会・展示会の開

催等）を提供。商談会時には、商品

の合否だけでなく商品改良のアド

バイスも行う商品評価・ブラッシュ

アップを併せて実施。 
・地域活性化パートナー企業のバイ

ヤーに対し機構の活動や支援企業

の新商品・サービス開発の情報を直

接届けるため、これまでのＳＮＳに

よるオープンな情報発信に加えて

メールマガジンによる情報提供を

開始。定期的に地域活性化パートナ

ー限定の情報提供や企画提案募集

を行うことで、中小企業の新商品情

報提供依頼やマッチング企画提案

が寄せられるようになる等の連携

関係が深化。 
・元年度末地域活性化パートナー企

業登録数 １１３社 
・地域活性化パートナー活用による

支援事業 ２４件 
支援企業数 ２５９社 

 
（支援企画事例①） 
・食品と非食品の垣根を越えたクロ

スМＤの拡大といった小売流通の変

化に対応し、雑貨、加工食品・菓子の

新商品を展示する、地域活性化パート

ナー企業のバイヤー向けの展示会を

初めて開催。出展に係る負担を軽減す

るため、中小企業は商品の送付のみと

し、機構の専門家が商品説明を補う方

式で、機構支援企業８３社１８５点の

新商品を展示。地域活性化パートナー

のバイヤー等に限定して招待した結

果、民間のパートナー企業やマスコミ

など３１社５８名が来場し、実際に商
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品を手に取って評価。その場ですぐに

取引したいという商品が１０件以上

あったほか、商談希望やサンプル希望

は２５０件超。すべての出展企業に対

して、取扱いの可否に加えて、バイヤ

ー目線による商品改良に係るアドバ

イスシートを作成しフィードバック。

 
（支援企画事例②） 
・観光関連の民間パートナー企業等

１１社と、観光関連の新サービス開発

を行う中小企業等１３社との商談会

を開催。インバウンド、特に急増する

ＦＩＴ（個人による海外旅行）獲得の

ためにはプロモーションが重要であ

ることから、旅行会社のバイヤーに加

えて、観光関連メディアの編集者等を

招聘し、７５件の商談・アドバイスを

実施。翌年の春から夏にかけての旅行

ツアーとして商品化される案件が続

出。 
 
（活用企業事例①） 
・業務用キムチの製造で培った技術

をもとに初めて小売り向けの新たな

調味料・加工食品を開発する企業の販

路開拓を支援。 
・大手食品卸のプライベート展示会

内の機構コーナーへの出展、機構が主

催する高品質スーパーによる商談会

等の複数の販路開拓企画に参加する

なかで、本格的な韓国料理が手軽に家

庭で楽しめるという商品コンセプト

が「簡便・即食」といった市場トレン

ドに合致したことで注目を集め、複数

の大手食品卸と口座開設に至り、大手

量販店などの取引が拡大中。 
※元年度の新商品の売上 ３０百万

円 
 
（活用企業事例②） 
・自動車部品、産業用機械部品等の鋳
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物製造技術を活用して熱伝導のよい

一体成型のフライパンを開発し、Ｂｔ

оＢ市場からＢｔоＣ市場への進出

を目指す新事業展開を支援。 
・専門家だけでなく一般消費者の声

を聞きながら新商品をブラッシュア

ップする取組や機構の主催する雑貨

展示会などに参加しながら、自社で作

って自社で売るＤｔｏＣの売り方や

ＳＮＳによるＰＲ手法を向上。 
・鋳物製造の技と経験を生かした熱

伝導の良さで肉がおいしく焼け、無塗

装で安心安全という商品力の高さは

もとより、消費者ニーズを踏まえた新

たなサイズの商品の投入や肉とのセ

ット販売、さらには社長自らＳＮＳに

写真や動画を多用した投稿を頻回に

行うなど消費者への情報発信を強化

したこと等により、クラウドファンデ

ィングで２０百万円の資金を集める

大ヒット商品に成長。 
 
■指摘事項への対応 
・新事業展開を行う支援先企業の取

組や機構の支援を分析、新たなサー

ビスモデル開発に着目し成果事例

をとりまとめホームページで公開。

・マネジメントガイドの見直しを行

い、年度当初にマネジメントガイド

による支援を専門家・職員に対して

徹底。専門家等に対する研修におい

ては、成長分野や地域経済への波及

効果の高い案件組成に向け、地域本

部のモデル事例を発表し成功要因

をグループディスカッションで議

論するなど支援品質の向上を企図。

・新事業展開を行う支援先企業に対

して、ハンズオン支援との連携支援

を行い、企業の成長促進を図るため

の総合支援を実施。（再掲） 
・観光・インバウンドといった先進的

な取組を支援するため、観光商談会
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や富裕層インバウンド向けメール

マガジン配信支援等を実施。 
・地域活性化パートナー企業との連

携による支援企画数は２４件、支援

企業数は２５９社と前年度よりも

増加。また、住宅関連商材や商業店

舗デザイン・施工を行う民間企業と

のマッチング会を開催するなど、民

間パートナーの業種・分野を拡大。

・上記のような機構の支援ツールを

組合せた総合的支援や民間企業と

の連携拡充等を通じた認定企業に

対するきめ細やかな支援により、地

域資源認定企業の事業化率につい

ては、令和元年度に事業計画期間が

終了するもの１１８社のうち１１

１社が事業化（事業化率９４．１％）

を達成。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 （３）起業・創業・

成長支援 
日本の開業率の

向上や日本経済

を牽引するイノ

ベーションの担

い手であるベン

チャー企業の創

出に向けた貢献

を図るため、機構

は、中小企業・小

規模事業者、地域

中核企業等への

リスクマネー供

給を円滑化する

ための新たな成

長発展を目標と

する中小企業・小

規模事業者、地域

中核企業等に投

資を行うファン

（３）起業・創業・

成長支援 
日本の開業率の

向上や日本経済

を牽引するイノ

ベーションの担

い手であるベン

チャー企業の創

出に向けた貢献

を図るため、機構

は、具体的に以下

の取組を実施す

る。 
 
①中小企業・小規

模事業者・地域中

核企業等の成長

段階に応じたリ

スクマネー供給

の円滑化等（起業

支援ファンド、中

（３）起業・創業・

成長支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①中小企業・小規

模事業者・地域中

核企業等の成長段

階に応じたリスク

マネー供給の円滑

化等（起業支援フ

ァンド、中小企業

 （３）起業・創業・成長支援 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①中小企業・小規模事業者・地域中核

企業等の成長段階に応じたリスク

マネー供給の円滑化等（起業支援フ

ァンド、中小企業成長支援ファンド

の組成促進等） 
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ドの組成、機構が

保有するインキ

ュベーション施

設の入居企業に

対する成長分野

への参入及び新

事業創出に向け

た事業化の促進、

地域中核企業等

の創出のための

ベンチャー企業

等に対する支援

ネットワークの

構築と機構の多

様な支援ツール

等を活用した資

金調達及び事業

提携等の実現に

向けた支援を行

う。また、創業者

及び地域の創業

支援機関等に対

する支援施策・成

功事例等に関す

る情報提供、起業

の準備者へのＡ

Ｉ・ＩＴを活用し

た情報提供・助言

等を行う。 

小企業成長支援

ファンドの組成

促進等） 
成長初期段階の

ベンチャー企業

や成長分野の参

入等の新事業展

開、海外展開、健

康・医療分野の事

業展開など、新た

な成長発展を目

標とする中小企

業・小規模事業

者、地域中核企業

等に投資を行う

ファンドを組成

し、中小企業・小

規模事業者、地域

中核企業等への

リスクマネー供

給を円滑化する。

ファンドへの出

資に当たっては、

ファンド組成の

政策的意義とフ

ァンドの事業採

算性の確保に考

慮したファンド

出資を行う。ま

た、組成したファ

ンドに対しては、

ガバナンスを向

上させるため、出

資ファンドごと

の投資活動の実

態把握等による

継続的なモニタ

リングを徹底す

る。 
ファンドからの

投資後に投資先

企業のＩＰＯ達

成長支援ファンド

の組成促進等） 
・中小企業・小規模

事業者、地域中核

企業等へのリスク

マネー供給を円滑

化するため、新規

のファンドを運営

しようとする者等

に対し、制度説明

や活用事例に関す

る情報提供等を行

うことを通じて出

資先候補の発掘に

努めることによ

り、成長初期段階

のベンチャー企業

や成長分野への参

入等の新事業展

開、海外展開、健

康・医療分野の事

業展開など、新た

な成長発展を目標

とする中小企業・

小規模事業者、地

域中核企業等に投

資を行う政策的意

義の高いファンド

を８ファンド以上

組成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
〇ベンチャー・中小企業の成長を支援

するファンドの組成促進 
・「成長戦略」や「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」などの政策課題を踏

まえ、政策的意義の高いファンドの

組成に引き続き注力。１０件のファ

ンドへ新たに出資し、計２０５億円

の出資契約を実施。機構が呼び水と

なり民間資金の出資を促進（ファン

ド総額６４２億円を実現、約３倍の

効果）。ベンチャー・中小企業への

リスクマネー供給に貢献。 
 
○起業支援ファンド 
・ＩＴ分野、健康・医療分野等のシー

ド・アーリーステージを中心とする

スタートアップ・ベンチャー企業を

支援するファンド等（総額３９９億

円）に対して計１３３億円の出資契

約を実施。 
 
（エンジェル型ファンドの組成） 
・エンジェル投資家を中心としたベ

ンチャーエコシステムを活性化す

るため、エンジェル投資型ファンド

（総額７．９億円）に対して計３億

円の出資契約を実施。 
 
（健康・医療ファンドの組成） 
・医療・ライフサイエンス分野を中心

に、大学・研究機関の有する優れた

技術シーズをもとにしたシードス

テージのスタートアップへ投資す

るファンド（総額１２０億円）に対

して４０億円の出資契約を実施。 
 
○中小企業成長支援ファンド 
・アーリーステージからレイタース

テージまで幅広く対象とし、新事業

展開等により新たな成長・発展を目
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成状況、新規のフ

ァンド運営者へ

の出資状況、地域

ごとの企業への

投資状況及び投

資先の具体的成

果の調査・分析等

を行う。 
また、産業競争力

強化法（平成２５

年法律第９８号）

に規定する新た

な規制の特例措

置の適用を受け

て新事業活動を

行う者が必要と

する資金の借入

等、投資事業計画

の認定を受けた

ベンチャーファ

ンドの借入、地域

再生法（平成１７

年法律第２４号）

に規定する地方

活力向上地域等

特定業務施設整

備計画、中小企業

等経営強化法（平

成１１年法律第

１８号）に規定す

る経営力向上計

画並びに生産性

向上特別措置法

（平成３０年法

律第２５号）に規

定する新技術等

実証計画及び革

新的データ産業

活用計画の認定

を受けた事業者

の借入等に対す

る債務保証を行

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指す地域の中小企業等を支援する

ファンド等（総額２４３億円）に対

して計７２億円の出資契約を実施。

 
（「地域未来投資」を支援する取組み）

・地域経済を支える中小企業を主な

投資対象とし、「地域未来投資促進

法」に基づき、地域の特性を活かし

た成長性の高い新たな分野に挑戦

する取組（「地域未来投資」）を支援

するファンド（総額２０億円）に対

し６億円の出資契約を実施。 
 
■出資実績累計 
○起業支援ファンド 
・出資ファンド数累計 １１８ファ

ンド 
（うち清算結了済７４ファンド（組合

員の地位譲渡を含む）、清算手続中６

ファンド） 
・ファンド総額累計 ３，１３４億円

・機構出資契約額累計 １，０３５億

円 
・元年度投資先企業数 １６７社（累

計３，１９７社） 
・元年度投資金額（追加投資額も含

む）２３３億円（累計１，９４８億円）

・元年度公開企業数 ８社（累計１７

１社） 
 
○中小企業成長支援ファンド（事業承

継ファンドを除く） 
・出資ファンド数累計 １１５ファ

ンド 
（うち清算結了済３３ファンド（組合

員の地位譲渡を含む）、清算手続中２

ファンド） 
・ファンド総額累計 ８，４７５億円

・機構出資契約額累計 ２，３８３億

円 
・元年度投資先企業数 １６２社（累

計１，７１０社） 
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う。なお、金融機

関を中心に制度

の周知を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ファンドへの出

資に当たっては、

民間資金の呼び水

としての役割に徹

しつつリスク分散

を考慮し事業採算

性の確保を図るた

め、ファンド運営

者の投資実績、投

資先企業に対する

経営支援実績等を

重視したうえで外

部有識者等の意見

を踏まえた迅速か

・元年度投資金額（追加投資額も含

む）６７６億円（累計５，４３１億

円） 
・元年度公開企業数 １５社（累計８

３社）（※） 
（※）うち４社（累計では２１社）は

起業支援ファンドとの重複投資先 
 
○起業支援ファンド、中小企業成長支

援ファンド（事業承継ファンドを除

く） 合計 
・出資ファンド数累計 ２３３ファ

ンド 
（うち清算結了済１０７ファンド（組

合員の地位譲渡を含む）、清算手続中

８ファンド） 
・ファンド総額累計 １１，６０８億

円 
・機構出資契約額累計 ３，４１８億

円 
・元年度投資先企業数 ３２９社（累

計４，９０７社） 
・元年度投資金額（追加投資額も含

む）９１０億円（累計７，３７９億

円） 
・元年度公開企業数 １９社（累計２

３３社） 
 
〇外部有識者等の意見を踏まえた迅

速かつ適切な出資審査 
・２９年度に審査プロセスの見直し

を行い導入した事前審査（書面審

査）においては、要件の確認に加え、

外部専門家から意見を聴取し、提案

内容の妥当性等について審査を実

施するとともに、概ね１ヶ月で結果

の通知を実行。 
・事前審査通過者に対する本審査に

おいては、監査法人による現地調査

を行うとともに、外部有識者からな

る出資先候補評価委員会を開催（７

回／事業承継ファンド・再生ファン
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つ適切な審査を行

い、投資対象企業

の成長ステージ・

業種、ファンド運

営者の投資手法・

エグジット戦略、

組成時期などの面

で多様なファンド

に出資を行う。 
 
 
・組成後のファン

ドに対しては投資

委員会へのオブザ

ーバー参加やファ

ンド運営者との面

談等を通じて、投

資決定プロセスや

利益相反の確認、

投資先支援活動の

実態把握を行うな

ど、継続的なモニ

タリング等を徹底

するとともに、フ

ァンド運営者に対

して機構の支援ツ

ールや他の中小企

業支援機関等の有

効なツール等の情

報提供を行うこと

で、投資先企業の

事業成果の向上に

つなげる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ド含む）。出資提案を受けているフ

ァンド組成計画等について、出資決

定の参考とするための意見を聴取

し、出資を決定。 
 
 
 
 
 
 
 
〇出資後のモニタリング・フォローア

ップの強化（事業承継ファンドを除

く） 
○ファンド運営状況のモニタリング 
・既存全ファンドの組合員集会への

出席（９０回）のほか、投資委員会

へのオブザーバー参加や投資の事

前検討会への参加（３７２回）、そ

の他キーマンとの随時面談等を通

じファンドごとのモニタリングシ

ートを整備、運営状況を適時・的確

に把握。 
・ファンドからの投資報告により投

資状況を定期的に把握するととも

に、ファンドの決算資料より投資先

企業の財務状況等から企業の成長

段階を把握。必要に応じて地域本部

の経営支援を行う部署等と機構の

支援ツールの活用について情報交

換。 
 
○ファンドクローズに向けた具体的

な取組み 
・モニタリングシート（ファンドクロ

ーズ管理用）を活用し、終期の近い

ファンドについて、計画的なクロー

ズが行われるよう、半年毎のモニタ

リングを実施。 
・元年度中にベンチャーファンド３

件、地域中小企業応援ファンド１件

のファンドクローズ手続きを完了。
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〇ファンド運営者等に対する情報提

供等 
・機構が実施するＪａｐａｎ Ｖｅ

ｎｔｕｒｅ Ａｗａｒｄｓ や海

外企業とのビジネス商談会等の開

催情報、健康・医療分野の企業や大

学シーズ等とのビジネスマッチン

グ等の支援情報について、ファンド

運営者１３４社に対しメールマガ

ジンを配信（年間１５回）。 
・地域本部等中小機構の支援先企業

の情報や、日本政策金融公庫及び商

工組合中央金庫の支援策情報等を

提供。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
 
〇投資先事例の収集・発信 
・出資ファンドの投資先企業４社に

対しヒアリング調査を行い、成功事

例としてとりまとめ、ＨＰに公開

し、支援ノウハウを共有。 
 
〇投資先企業に対する支援 
・モニタリングを通じて投資先企業

の実態把握を強化。ファンド運営者

との投資先企業に係る情報共有と

連携支援への取組みを推進。  
 
・ファンド投資先における元年度専

門家継続派遣事業の活用企業１社、

販路開拓コーディネート事業の活

用企業２社。 
・「中小企業総合展」（「新価値創造展

２０１９」）に出展したファンド投

資先５社、「新価値創造ＮＡＶＩ」

に登録したファンド投資先２６社。

・機構が運営するインキュベーショ

ン施設に入居するファンド投資先
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・ファンドからの

投資後に投資先企

業のＩＰＯ達成状

況、新規のファン

ド運営者への出資

状況、地域毎の企

は３０社 
（いずれも清算結了済ファンドから

の投資先を除く）。 
 
（起業支援ファンドを活用した支援

事例） 
・独自のアルゴリズムを開発しビッ

グデータ解析ツールの提供やツール

を用いたコンサルティングを行うベ

ンチャー企業に、機構出資ファンドが

リードインベスターとして資金を提

供。当社は設立１年目から積極的に外

部からの資金調達を行い、解析ソフト

の開発に注力。ファンド運営会社は取

締役を派遣するとともに、同社のビジ

ョンづくりや人材獲得のサポートに

加え、海外拠点設立などのハンズオン

支援を実施。２０１８年にＩＰＯを果

たすまでに成長した。 
 
（中小企業成長支援ファンドを活用

した支援事例） 
・ブレーキの開発・製造や精密部品加

工等を行う中小企業の円滑な経営の

承継のため、機構出資ファンドが分散

していた株式を整理するための資本

面の支援を実施。また、ファンド運営

会社は月二回の経営会議や部課長会

議への出席を通じて事業計画の策定

や管理会計の導入などを支援するほ

か、次期社長の社員からの選出もサポ

ートし後継者候補の育成も行った。そ

の結果、計画よりも早期に事業承継が

実現するとともに、業績も大幅に拡大

した。 
 
〇投資先企業の成長 
・株式公開企業数（ＩＰＯ数）１９社

（累計２３３社） 
・元年度の国内新興市場ＩＰＯ企業

数は８６社となっており、そのう

ち、機構出資ファンドから投資を受
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業への投資状況な

どの調査・分析等

を行う。また、成果

目標として、ＩＰ

Ｏを達成した投資

先企業の上場時の

時価総額（公開価

格ベース）が５０

億円以上となる割

合が、新興市場全

体の同割合を２割

以上、上回ること

とする。ただし、Ｉ

ＰＯの達成状況や

上場時の時価総額

については経済状

況に大きく影響を

受けるため、前年

度の実績も含めた

２ヵ年度の実績に

より評価するもの

とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

けて上場を果たした企業数は１７

社。国内新興市場における機構出資

ファンドの投資先の割合は１９．

８％。 
 
（ＩＰＯ事例） 
・クラウド名刺管理サービスの運営

等を行うベンチャー企業に対し、更な

る事業拡大のための資金を機構出資

ファンドから提供。当社は調達資金に

より積極的なテレビＣＭ等の広告宣

伝を展開することで、法人向けサービ

スに加え個人向けサービスのユーザ

ーも獲得し、売り上げを急拡大。更に

営業職を中心に大幅な人材採用と、国

内にとどまらず海外展開も積極的に

行い、ユニコーン企業（未上場時の時

価総額１，０００億円超）に成長した。

元年６月に東証マザーズに上場。 
 
○地域毎の企業への投資状況 
・元年度の起業支援ファンド、中小企

業成長支援ファンド（事業承継ファ

ンドを除く）の投資先 合計 
・東京都  ２０１社（累計２，６４

０社） 
・関東地域（東京除く）２２社（累計

５６７社） 
・近畿地域  ２３社（累計５７９

社） 
・その他地域 ４６社（累計７９７

社） 
 
○「第５回日本ベンチャー大賞」にお

いて、機構出資ファンドの投資先

が、６賞のうち経済産業大臣賞を含

む４賞を受賞。 
 
○「大学発ベンチャー表彰２０１９」

では、機構出資ファンドの投資先企

業の代表者が、６賞のうち経済産業

大臣賞を含む３賞を受賞。 
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・産業競争力強化

法（平成２５年法

律第９８号）に規

定する新たな規制

の特例措置の適用

を受けて新事業活

動を行う者が必要

とする資金の借入

等、投資事業計画

の認定を受けたベ

ンチャーファンド

の借入、地域再生

法（平成１７年法

律第２４号）に規

定する地方活力向

上地域等特定業務

施設整備計画、中

小企業等経営強化

法に規定する経営

力向上計画並びに

生産性向上特別措

置法（平成３０年

法律第２５号）に

規定する新技術等

実証計画及び革新

的データ産業活用

計画の認定を受け

た事業者の借入等

 
○「Ｊａｐａｎ Ｖｅｎｔｕｒｅ Ａ

ｗａｒｄｓ ２０２０」において機

構の出資ファンド投資先企業の経

営者が中小企業庁長官賞を受賞し

たほか、計３者が各賞を受賞。 
 
（特に断りがない場合は、起業支援フ

ァンドには旧ベンチャーファンドを、

中小企業成長支援ファンドには、旧が

んばれ！中小企業ファンド・事業継続

ファンド・地域中小企業応援ファンド

をそれぞれ含む） 
 
〇債務保証業務 
・債務保証業務の周知を図るため、本

部及び地域本部において、債務保証

制度を利用する金融機関（都市銀

行、地方銀行、信用金庫等）を中心

に、延べ３０先に対して訪問、並び

に、延べ１１７先にパンフレットを

送付するなどの債務保証制度のＰ

Ｒ活動を実施。 
金融機関等への債務保証制度の説

明、業務ニーズ把握等情報収集（７

回）。 
機構主催のイベント・研修・勉強会

などの機会を捉えて周知活動（地域

本部の周知活動実績１９先、イベン

ト等でのパンフレット配布４件）。

・経済産業省と債務保証業務につい

て情報交換を実施。 
・事業者からの問合せ２件。新事業活

動円滑化債務保証、特定新事業開拓

投資事業円滑化債務保証、地方活力

向上地域等特定業務施設整備事業

円滑化債務保証、経営力向上促進債

務保証、新技術等実証円滑化債務保

証、及び革新的データ産業活用円滑

化債務保証の申込みなし。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映
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に対する債務保証

を行う。審査につ

いては、制度の政

策目的を踏まえつ

つ適切に行う。 

状況の公表] 

  ②インキュベー

ション施設にお

けるハイテクベ

ンチャー支援 
機構が保有する

インキュベーシ

ョン施設の入居

企業に対し、施設

に常駐するイン

キュベーション

マネージャーが

ベンチャーキャ

ピタル、大企業、

大学及び地域の

中小企業支援機

関等と連携し、資

金調達・人材・販

路・経営ノウハウ

等の経営課題解

決のために多様

な支援ツールを

活用した総合的

な支援を行い、成

長分野への参入

や新事業創出に

向けて、事業化の

促進を行う。 

②インキュベーシ

ョン施設における

ハイテクベンチャ

ー支援 
・機構が保有する

インキュベーショ

ン施設の入居企業

に対し、施設に常

駐するインキュベ

ーションマネージ

ャーがベンチャー

キャピタル、大企

業、大学及び地域

の中小企業支援機

関等と連携し、資

金調達・人材確保・

販路開拓・経営ノ

ウハウ等の経営課

題に対する相談・

助言、機構の持つ

多様な支援ツール

を活用した総合的

な支援を行い、成

長分野への参入や

新事業の創出等に

向けて、事業化の

促進を行う。 
地域のベンチャー

支援機関等と連携

しながら支援ネッ

トワークの強化す

ることにより、イ

ンキュベーション

施設におけるソフ

ト支援の一層の充

実を図る。 

 ②インキュベーション施設における

ハイテクベンチャー支援 
 
○インキュベーションマネージャー

による支援 
・施設数 ２９施設 
・入居者数 ４７５者 
・インキュベーション施設における

支援活動の一環としてセミナー、ワ

ークショップ、勉強会等を実施。 
 開催回数２６０回、延べ参加者数

８，１５９人 
・入居者等に対するコーディネート

支援を１，８０６件実施 
 
○機構の支援ツール等の活用 
・入居企業に対して、専門家派遣、機

構出資ファンドからの投資、マッチ

ングイベントへの出展等、機構の支

援ツールを活用して支援（専門家継

続派遣・経営実務支援・販路開拓コ

ーディネート事業の活用企業９社、

ファンドの投資先企業３０社、中小

企業総合展等ビジネスマッチング

イベントへの出展企業２１社）。 
 
○他機関と連携した支援 
・地方公共団体や地域支援機関等が

実施する展示会への出展、補助金・

助成金の獲得、大学研究者とのマッ

チング等を支援。 
・「ＢｉｏＪａｐａｎ２０１９」に、

「中小機構ブース」として入居企業

等２７社とともに出展。機構ブース

出展社全体で１，３７０件のマッチ

ング（名刺交換数）、商談引き合い
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これらの取組みを

通じ、退去企業の

施設退去時におけ

る売上計上率を７

０％以上とする。

また、施設退去後

２年経過後の支援

先の売上高及び従

業者数の増減率、

資本規模、地域へ

の定着状況等の調

査・分析等を行う。 

１６１件。 
 
○ベンチャー・新事業開拓への社会的

関心の創出・連携構築 
・年間のメディア掲載数６７７件。入

居企業の持つ技術力、新規製品への

注目向上に貢献。 
・ベンチャーキャピタルや事業会社

等の投資機関及びクラウドファン

ディング事業会社等の投資仲介機

関との連携により、投資受入金額

８，１２３百万円、銀行等の金融機

関との連携により、融資借入金額

１，０４３百万円の資金調達に貢

献。 
・入居企業３社が３１年度内に５億

円以上のエクイティでの大型資金

調達を実施し、ＩＰＯに向け事業を

加速。他にも、大学ファンド等、国

内外のベンチャーキャピタルや事

業会社から出資を受けるなど、入居

企業に多くの投資機関が注目。 
・令和元年度は、北大ビジネス・スプ

リングにおいて、開設１０周年の記

念イベント・セミナー等を開催（参

加者数計１４０人）。入居企業や卒

業企業の活動事例の発表等、インキ

ュベーション事業の成果報告を実

施。 
 
〇支援の質の向上に向けた取組 
・インキュベーションマネージャー

のスキル向上、情報・支援ノウハウ

の共有化、支援ネットワークの強化

等を図るため、ＢＩソフト支援会議

を計２回開催。 
 
〇他のベンチャー支援機関等とのネ

ットワーク強化 
・機構の広域ネットワークを活用し、

各地域で機構インキュベーション

施設をハブとして、特徴的な支援リ
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ソースを保有するベンチャー支援

機関等と連携した効果的・効率的な

支援、支援対象企業の拡大を実施。

 
（ネットワーク強化による支援事例）

・柏の葉地域に医療機器ベンチャー

創出エコシステムを形成するため、東

大柏ベンチャープラザがハブとなり、

医療機関の国立がん研究センター東

病院をはじめとした９機関と連携し、

医療機器関係者が日常的にマッチン

グの可能となるネットワークの構築

を目指してセミナーやベンチャーピ

ッチによるマッチングを実施（機構イ

ンキュベーション施設入居・卒業企業

３社を含む機構支援先企業６社が参

加者１２０人に向けてピッチ登壇。）。

・関東本部が米国発アクセラレータ

ーと連携し、第４次産業革命における

技術革新の更なる推進に向け、「ロボ

ット・ＡＩ・ＩｏＴ」をテーマとした

スタートアップ支援イベントを開催。

投資機関によるセミナーやセッショ

ン、ベンチャーピッチ等を実施（対象

分野となる関東のインキュベーショ

ン施設入居・卒業企業４社を含む機構

支援先企業５社が参加者４１名に向

けてピッチ登壇。）。 
・その他、千葉大亥鼻イノベーション

プラザが特定非営利団体のベンチャ

ーコミュニティやライフサイエンス

推進機関と連携して、それぞれ１回ず

つピッチイベントを開催、また、Ｄ－

ｅｇｇとクリエイション・コア東大阪

が京都府のインキュベーション施設

であるけいはんなオープンイノベー

ションセンター（ＫＩＣＫ）、京都府

けいはんなベンチャーセンター（けい

はんなプラザ）と連携し、ピッチイベ

ントを開催し、入居企業の資金調達を

支援。 
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〇売上計上化達成企業の輩出 
・売上計上化達成企業数８２社、売上

計上化率９１．１％ 
 
（入居企業に対する支援事例） 
・物理学を応用したセンシング技術

を開発する東北大学発ベンチャーに

対して、量産受注による販路拡大に向

けて、量産化対応におけるＳＣＭ整備

やＩＳＯ取得等の生産管理面、ターゲ

ットマーケティングによる市場戦略

支援やビジネスマッチング等による

販路面の両方向において、重点的に支

援。３１年に経済産業省のＪ－Ｓｔａ

ｒｔｕｐにも認定され、今後、新たな

価値を提供するベンチャーとして更

なる成長が期待できる。 
・空中映像技術を開発する（国）情報

通信研究機構発ベンチャーに対して、

中小機構専門家による資本政策を中

心とした事業計画のブラッシュアッ

プ支援を実施した結果、ピッチ登壇に

より、ビジネスパートナー（事業会社）

とマッチングし、資本提携における契

約内容のアドバイス等のフォローに

よりエクイティでの資金調達が実現。

今後、事業化に向けた国内外への販路

開拓においても支援を継続しており、

空間映像技術を生かした次世代の用

途開発が期待できる。 
 
（施設退去時と施設退去後２年経過

後の比較） 
・２８年度にインキュベーション施

設を退去した企業の売上高平均伸び

率は３４．７％、従業者数平均伸び率

は３．２％、資本金平均伸び率は１１．

８％（売上高平均５２２百万円→７０

３百万円、従業者数平均２６．７人→

２７．５人、資本金４５百万円→５０

百万円）、地域への定着率は６１．

４％） 



94 

 
（参考指標） 
・「中小企業実態基本調査」（中小企業

庁調べ）結果による中小企業（法人）

の売上高等の状況（２８年度調査と３

１年度調査の比較） 
売上高平均３１１百万円→３１２百

万円（０．３％増） 
従業者数平均１５．１人→１５．７人

（４．０％増） 
  ③ベンチャー支

援 
将来の地域中核

企業等の創出の

ため、地域のベン

チャー企業等に

対し、ベンチャー

キャピタル、アク

セラレーター、大

企業、成功起業

家、大学及び地域

の中小企業支援

機関等との支援

ネットワークを

構築するととも

に、機構の多様な

支援ツール等を

活用することに

より、資金調達及

び事業提携等の

実現に向けた支

援を行う。 

③ベンチャー支援 
・将来の地域中核

企業等の創出のた

め、ベンチャーキ

ャピタル、アクセ

ラレーター、大企

業、成功起業家、大

学及び地域の中小

企業支援機関等と

の支援ネットワー

クを構築する。地

域のベンチャー企

業等に対し、資金

調達及び事業提携

等の実現に向けた

経営課題の解決を

図るため、構築し

た支援ネットワー

クと機構の多様な

支援ツール等を組

み合わせた相談・

助言、セミナー、マ

ッチング等による

複合的な支援を行

う。 

 ③ベンチャー支援 
〇アクセラレーション事業（ＦＡＳＴ

ＡＲ） 
・将来のユニコーン及び上場ベンチ

ャーや、地域中核企業に成長し得る

ベンチャー及び中小企業を全国か

ら発掘し、短期間集中支援を行う事

業を実施。令和元年度は、一次公募・

二次公募併せて５２社の応募の中

から、２９社を採択とし、計１０５

回の支援を実施。 
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  ④創業に対する

情報提供・助言等 
創業者及び創業

を支援する地域

支援機関等に対

して、支援施策・

成功事例等に関

する情報提供を

行う。 
ＡＩ・ＩＴを活用

し、起業の準備者

への情報提供・助

言を行うととも

に、地域の創業支

援機関等を適切

に紹介するなど、

より効果的な起

業を促す。 
また、中小企業大

学校東京校を創

業者の育成を行

う地域の拠点と

し、創業者への施

設提供と企業経

営経験者等によ

る相談・助言等を

一体的に行う。 

④創業に対する情

報提供・助言等 
・起業事例として

模範的な経営者等

を発掘・表彰する

事業（Ｊａｐａｎ 

Ｖｅｎｔｕｒｅ 

Ａｗａｒｄｓ）を

行うとともに、創

業機運の向上やア

ントレプレナーシ

ップの醸成に向け

て、セミナー等に

より創業やベンチ

ャー企業の取組事

例を紹介する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ＡＩ・ＩＴを活用

し、起業の準備者

への情報提供・助

言を行うととも

に、地域の創業支

援機関等を適切に

紹介する。 
 
 
 
 
 

 ④創業に対する情報提供・助言等 
〇ＪＶＡ（Ｊａｐａｎ Ｖｅｎｔｕｒ

ｅ Ａｗａｒｄｓ） 
・創業の啓発と促進に向けて、モデル

となる起業家を表彰する「Ｊａｐａ

ｎ Ｖｅｎｔｕｒｅ Ａｗａｒｄ

ｓ ２０２０」を実施。応募１９１

人の中から、経済産業大臣賞、令和

元年度に新たに新設した科学技術

政策担当大臣賞及びＪＶＣＡ特別

奨励賞、中小企業庁長官賞、中小機

構理事長賞など、計９人のベンチャ

ー企業経営者を表彰。これに加え

て、平成２８年度に創設したベンチ

ャーキャピタリスト奨励賞を今年

度も引き続き表彰し、ベンチャー支

援に携わるキャピタリストについ

て応募者４人の中から２人を表彰。

・アントレプレナーシップの醸成、チ

ャレンジ精神の普及及びエンジェ

ル投資促進を目的に、ベンチャー企

業経営者によるプレゼンテーショ

ン、ベンチャー支援者によるパネル

ディスカッション、起業経験者によ

る講演を行うとともに、来場者との

交流を図るマッチングラウンジを

表彰式に併せて開設。 
参加者２３７人 
参加者の満足度１００％ 

 
〇ＡＩを活用した起業支援チャット

ボットによる情報提供 
・起業関連情報を学習したＡＩによ

る起業相談チャットボット「起業ラ

イダーマモル」をコミュニケーショ

ンアプリＬＩＮＥ上で運用を実施。

ＬＩＮＥの累計友だち登録者数３

２，２０７人（２年３月末）に対し

て、起業に関する情報提供や相談対

応（相談者数４５，９２１人）、事業

計画書作成支援（事業コンセプト作

成機能利用者数５，４３５名）を実
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・中小企業大学校

東京校施設の一部

を、創業者の育成

を行う地域の拠点

として運営し、支

援運営内容の充実

化を図り、創業者

への施設提供と企

業経営経験者等に

よる相談・助言等

を一体的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・２０１５年度ま

で機構が実施した

創業促進補助金に

係る事業に関し実

績管理等を行う。 

施。 
・登録者に対して、地域の創業支援機

関等の起業に関するセミナー・イベ

ント情報を配信し、参加を誘発。 
 
・中小企業大学校東京校施設の一部

で、創業者の育成を行う地域の拠点

（ＢｕｓｉＮｅｓｔ）を運営し、創

業者等への支援を実施。 
延べ会員数：４７６者 
スペース利用率：約５３％ 

・起業者等を招聘して、創業者支援・

会員支援のイベントを開催。昨年か

ら継続して、東京校と連携した創業

者支援イベントや会員を対象とし

たビジネススキルアップ講座（販路

開拓、ＩＴ活用、デザイン）の内容

を実施。 
・東京校と連携し都道府県や地域の

中小企業支援機関等の職員等に対

する創業支援研修を年２回実施。 
・ＩＴ活用やブランディング構築、広

告物等のデザイン制作を担う専門

家を配置することで入会希望者及

びイベント参加者の増加を図る体

制を構築。 
セミナー：１０１回 
個別相談会：１４３回 
交流会：１９回 

 
 

 【指標３－１】 
・中期目標期間

において、中小企

業・小規模事業者

と海外企業との

商談会終了後の

成約率（商談継続

【指標３－１】 
・中期目標期間

において、中小企

業・小規模事業者

と海外企業との

商談会終了後の

成約率（商談継続

【指標】 
・中小企業・小規模

事業者と海外企業

との商談会終了後

の成約率（商談継

続中を含む。）：１

６％以上【基幹目

 【指標】 
・中小企業・小規模事業者と海外企業

との商談会終了後の成約率（商談継

続中を含む。）：４０．１％以上【基

幹目標】 
 
 

■中小企業・小規模事業者と海外企業との商談

会終了後の成約率（基幹目標） 
■海外展開支援企業数 

Ｗｅｂマッチングサイト「Ｊ－ＧｏｏｄＴｅ

ｃｈ」により、優れた技術、製品、サービス等

を有する中小企業と海外企業とのビジネスマ

ッチングを推進するとともに、中小企業・小規
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中を含む。）を毎

年度６％以上増

加させ、最終年度

に成約率２０％

以上とする。【基

幹目標】（新規設

定） 
 
【指標３－２】 
・中期目標期間

において、海外展

開支援企業数を

２万社以上とす

る。（２０１５～

２０１７年度実

績：１．１万社） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標３－３】 
・機構が出資し

たファンドの投

資先の中期目標

期間における上

場時の時価総額

が５０億円以上

となる割合の平

均が、新興市場全

体の同割合を、２

割以上、上回るこ

ととする。（新規

設定）（［参考］２

０１４～２０１

７年平均：１．８

中を含む。）を毎

年度６％以上増

加させ、最終年度

に成約率２０％

以上とする。【基

幹目標】（新規設

定） 
 
【指標３－２】 
・中期目標期間

において、海外展

開支援企業数を

２万社以上とす

る。（２０１５～

２０１７年度実

績：１．１万社） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【指標３－３】 
・機構が出資し

たファンドの投

資先の中期目標

期間における上

場時の時価総額

が５０億円以上

となる割合の平

均が、新興市場全

体の同割合を、２

割以上、上回るこ

ととする。（新規

設定）（［参考］２

０１４～２０１

７年平均：１．８

標】 
 
 
 
 
 
 
 
・海外展開支援企

業数：４，０００社

以上 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域新事業創出

支援事業における

支援先企業の「売

上高」の伸び率：中

小企業実態基本調

査のデータを１割

以上、上回る 
 
・機構が出資した

ファンドの投資先

の上場時の時価総

額が５０億円以上

となる割合：新興

市場全体の同割合

を２割以上、上回

る 
 
・起業支援ファン

ド及び中小企業成

長支援ファンド新

規組成数（事業承

継ファンドを除

く。）：８本以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
・海外展開支援企業数：５，２０２社

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・地域新事業創出支援事業における

支援先企業の「売上高」の伸び率：

６．０％ 
 
 
 
 
 
・機構が出資したファンドの投資先

の上場時の時価総額が５０億円以

上となる割合：５．６割（但し、移

動平均方式採用） 
 
 
 
 
 
・起業支援ファンド、中小企業成長支

援ファンド（事業承継ファンドを除

く）の組成数：１０ファンド 
 
 
 

模事業者のパートナーとなりえる海外企業を

日本に招聘し、国内にいながら海外企業経営者

と商談できる機会(海外 CEO 商談会)を提供し

た。ジェトロ、ＪＩＣＡ等との連携を深め、海

外展開により関心の高い中小企業を発掘し、海

外展開支援先企業数は目標４，０００社以上に

対して５，２０２社（対数値目標１３０．１％）

を達成した。海外企業との商談会に際してはＷ

ｅｂ (ジェグテック) とリアル(海外CEO商談

会)の連動により成約率を向上。ジェグテック

を活用した面談候補企業の探索(逆指名)や、シ

ステム上での事前商談機能の活用を徹底し、商

談の確度を高めた結果、商談会終了後の成約率

は目標１６％以上に対して４０．１％(対数値

目標２５０．６％) という高い水準で目標を達

成。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■機構が出資したファンドの投資先の上場時

の時価総額が５０億円以上となる割合が新

興市場全体の同割合を２割以上、上回る 
■起業支援ファンド及び中小企業成長支援フ

ァンド新規組成数 
「成長戦略フォローアップ」（令和元年６月

２１日閣議決定）の「官民ファンドについては、

効率的かつ効果的な活用を進めつつ（略）具体

的な取組みを着実に進める」並びに、第２期「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和元年１

２月２０日閣議決定）に掲げられた「マーケッ

ト規模が十分でない地域や未来技術などによ

る新たなイノベーション創出を推進する地域

企業に対して、官民一体となったリスク性資金

の供給を促進」などの政策課題を踏まえ、新規
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割） 
 
【指標３－４】 
・中期目標期間

において、起業支

援ファンド及び

中小企業成長支

援ファンド新規

組成数（事業承継

フ ァ ン ド を 除

く。）を４０本以

上とする。（前中

期目標期間実績

（２０１７年度

末実績）：５３フ

ァンド（うち、第

４期中期目標期

間には対象とし

ない事業承継フ

ァンド１１本を

含む。）） 

割） 
 
【指標３－４】 
・中期目標期間

において、起業支

援ファンド及び

中小企業成長支

援ファンド新規

組成数（事業承継

フ ァ ン ド を 除

く。）を４０本以

上とする。（前中

期目標期間実績

（２０１７年度

末実績）：５３フ

ァンド（うち、第

４期中期目標期

間には対象とし

ない事業承継フ

ァンド１１本を

含む。）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・インキュベーシ

ョン施設の退去企

業の施設退去時に

おける売上計上

率：７０％以上 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・インキュベーション施設の退去企

業の施設退去時における売上計上

率：９１．１％ 

組成数８ファンド以上の年度目標に対し、ＩＴ 

分野、健康・医療などの成長分野及び地域の中

小企業を支援する政策的意義の高い１０ファ

ンドを新たに組成し、対数値目標１２５．０％

を達成。ファンド組成総額は６４２億円、うち

機構出資契約額は２０５億円（機構出資割合３

１．９％）で、ベンチャー・中小企業へのリス

クマネー供給の円滑化を図るための民間資金

の呼び水効果としての役割を発揮。ファンドか

らベンチャー企業等への投資額は９１０億円

（投資企業数３２９社） となった。また、機

構出資ファンドが成長性の高い企業に出資で

きたことにより、機構が出資したファンドの投

資先の中期目標期間における上場時の時価総

額が５０億円以上となる割合の平均が、新興市

場全体の同割合を上回る割合は５．６割（対数

値目標２８０％）という高い水準で目標を達成

した。 
 
 
■債務保証（財務省共管業務） 
債務保証業務の周知を図るため、本部及び地域

本部において、債務保証制度を利用する金融機

関（都市銀行、地方銀行、信用金庫等）を中心

に、延べ３０先に対して訪問、並びに、延べ１

１７先にパンフレットを送付するなどの債務

保証制度のＰＲ活動を着実に実施。 
 

        

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―４ 経営環境の変化への対応の円滑化 

業務に関連する政策・施

策 
将来の事業の廃止等に備えるための小規模企業共済制度及び連鎖

倒産の防止のためのセーフティネットである中小企業倒産防止共

済制度の確実な運営、自主的な努力だけでは対応が困難な状況にあ

る中小企業・小規模事業者の事業再生を促進する支援等を実施。 
東日本大震災及び大規模な自然災害等への対応については、国の政

策展開と連携しつつ、これまでの知見とノウハウを活用し機動的に

復興・再生を支援。 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 
独立行政法人中小企業基盤整備機構法第 15 条第 1 項第 1 号、2 号、3 号、

4 号、6 号、9 号、13 号、15 号、16 号、18 号、19 号 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
行政事業レビューシート番号 0390 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報   ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

指標等 達成目標 基準値 
（前中期目標

期間最終年度

値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

  元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

小規模企業共済制

度の在籍率 
【基幹目標】 

中期目標期間

終了時におい

て、前中期目

標期間終了時

より５％ポイ

ント以上向上 
令 和 元 年 度

１％ポイント

以上向上 

前期中期目

標期間末の

在 籍 率 ４

９．９％ 

３．３％      予算額（千円） 別紙３参

照 
    

小規模企業共済制

度の委託機関等へ

の支援件数 

中期目標期間

において、２

万件以上 
令 和 元 年 度

４，０００件

以上 

 ８，３１

９件 
     決算額（千円） 別紙３参

照 
    

         経常費用（千円） 別紙４参

照 
    

         経常利益（千円） 別紙４参

照 
    

         行政コスト（千円） 別紙５参     
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照 
         従事人員数 ７１５人

の内数 
    

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載                       注３）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

注４）上記以外に必要と考える情報があれば欄を追加して記載しても差し支えない 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 ４．経営環境の変

化への対応の円

滑化 
経営資源の確保

等が困難な中小

企業・小規模事業

者にとって、必ず

しも事業者の責

めに帰すること

のできない経済

的社会的環境の

変化が経営を著

しく不安定にす

るおそれがある。 
中小企業・小規模

事業者が経営環

境の変化に対し

円滑に対応し、経

営の安定が図ら

れるようにする

ため、機構は、将

来の事業の廃止

等に備えるため

の小規模企業共

済制度及び連鎖

倒産の防止のた

めのセーフティ

ネットである中

小企業倒産防止

共済制度の確実

な運営、両共済制

度の基幹システ

ムの大規模な改

修への着手、自主

４．経営環境の

変化への対応の

円滑化 
経営資源の確保

等が困難な中小

企業・小規模事

業者にとって、

必ずしも事業者

の責めに帰する

ことのできない

経済的社会的環

境の変化が経営

を著しく不安定

にするおそれが

ある。 
中小企業・小規

模事業者が経営

環境の変化に対

し円滑に対応

し、経営の安定

が図られるよう

にするため、機

構は、将来の事

業の廃止等に備

えるための小規

模企業共済制度

及び連鎖倒産の

防止のためのセ

ーフティネット

である中小企業

倒産防止共済制

度の確実な運

営、両共済制度

の基幹システム

４．経営環境の変

化への対応の円滑

化 

＜主な定量的指

標＞ 
 
【指標４－１】 
・中期目標期間

終了時において、

小規模企業共済

制度の在籍率を、

前中期目標期間

終了時より５％

ポイント以上向

上させる。【基幹

目標】（新規設定）

（ [参考 ]２０１

７年度末実績：４

６．８％） 
 
【指標４－２】 
・中期目標期間

において、小規模

企業共済制度の

委託機関等への

支援件数を２万

件以上とする。

（新規設定）（[参
考]前中期目標期

間実績（２０１７

年度末実績）：役

員等による委託

機関等への訪問

件数４７３件） 
 
＜目標水準の考

え方＞ 

４．経営環境の変化への対応の円滑化 ＜評定と根拠＞ 
評定： S 
根拠： 中期目標・中期計画上の指標に基づく

数値目標２項目いずれも達成率２００％以上

という高い水準で目標を上回っている。 
近年多発する大規模な自然災害による被害

や急激な経済環境の変化による経営困難を防

ぐことは経営の安定のための前提である。経営

環境の変化への対応の円滑化に関しては、将来

の事業の廃止等に備えるための小規模企業共

済制度及び連鎖倒産の防止のためのセーフテ

ィネットである中小企業倒産防止共済制度の

確実な運営、自主的な努力だけでは対応が困難

な状況にある中小企業・小規模事業者の事業再

生を促進する支援等を行った。また、東日本大

震災及び大規模な自然災害等への対応につい

ては、国の政策展開と連携しつつ、これまでの

知見とノウハウを活用し機動的に復興・再生を

支援した。また、元年度は近年の災害対応に加

え、新型コロナウイルス感染症対応として、コ

ロナ禍に苦しむ中小企業の支援を行った。さら

に、消費全税率変更に際して、軽減税率対策と

して新制度対応レジ等の導入を促進した。 
小規模企業共済制度及び中小企業倒産防止

共済制度の確実な運営に関しては、全国３０４

万の小規模事業者をターゲットとし、より多く

の小規模事業者に小規模企業共済を認知し活

用して貰うため、新規加入者の獲得に重点を置

いた。元年度 4 月に地域本部の組織を改革。職

員の多能工化を狙い「連携支援部」を創設。こ

れにより共済を扱う職員の幅が広がるととも

に、複数分野の案件を同時に金融機関等に持ち

込み、より相手方の関心を引きつけることに成

功。全国津々浦々まで届く組織的な制度普及及

評定  
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的な努力だけで

は対応が困難な

状況にある中小

企業・小規模事業

者の事業再生を

促進する支援等

を行う。 
また、東日本大震

災及び大規模な

自然災害等への

対応については、

国の政策展開と

連携しつつ、これ

までの知見とノ

ウハウを活用し

機動的に復興・再

生を支援する。 

の大規模な改修

への着手、自主

的な努力だけで

は対応が困難な

状況にある中小

企業・小規模事

業者の事業再生

を促進する支援

等を行う。 
また、東日本大

震災及び大規模

な自然災害等へ

の対応について

は、国の政策展

開と連携しつ

つ、これまでの

知見とノウハウ

を活用し機動的

に復興・再生を

支援する。 

○指標４－１に

ついて  
機構発足以降の

在籍率について、

対前年度比の増

減 率 が 年 平 均

１％ポイントで

あることを踏ま

え、毎年度１％ポ

イントずつ向上

させることを目

指す。なお、機構

が直接コントロ

ールできない 
脱退者数によっ

ても左右される

在籍率を一定割

合で向上させる

ことを目標とす

ることは困難を

伴うことから、達

成の難易度は高

い。 
○指標４－２に

ついて 
加入促進に当た

って、従来は、機

構の役員や地域

本部長による訪

問（トップセール

ス）を中心とし、

これを実績とし

て計上してきた

が、第４期中期目

標期間において

は、在籍率をさら

に向上させるた

め、職員等による

委託機関等への

訪問及び説明会

の開催、業界団体

等の新規チャネ

び加入促進活動を強力に展開。委託機関等への

支援件数は目標４，０００件に対して８，３１

９件(対数値目標２０８％) という高い水準で

目標を達成。また、小規模企業数が年間約１０

万社以上のペースで減少を続ける中、前年度を

上回る新規加入件数（１０４，００４件）を達

成し、在籍者数は機構発足以降で最大となっ

た。これにより、小規模企業共済の在籍率は、

５３．２％となり、前期中期目標期間末の在籍

率４９．９％から３．３％ポイント向上と、数

値目標である１％ポイント以上の向上を大き

く上回った。委託機関である地域金融機関等へ

の働きかけを目標の 2 倍に強化（アウトプッ

ト）することにより、新規加入の拡大につなが

り、在籍率（アウトカム）が向上。 
また、令和元年度は新型コロナウイルス感染

症で影響を受ける事業者に対していち早く支

援を実施。令和２年１月より開始した「中小企

業生産性革命推進事業」の３つの補助金制度を

活用し、補助金募集時期を前倒しの上、コロナ

対策を行う事業者やコロナ禍で売上が減少し

た事業者を優先採択した。また、日本政策金融

公庫等の貸付に対して利子補給を行い、実質無

利子化する取組みにも 3 月から着手した。 
令和元年東日本台風（台風第１９号等）に際

しては、発災翌日に特別相談窓口を設置した

り、復興支援アドバイザーを派遣（のべ１１５

地域、４３９社）するなど迅速に対応している。

災害翌週の情報処理技術者試験の会場浸水（多

摩川決壊）に対しては中小企業大学校東京校を

試験会場として急きょ提供した。 
元年１０月の消費税税率変更に際しては、軽

減税率対策として新制度対応レジ等の導入を

補助金制度により支援。集中的なテレビコマー

シャル等の広報により、元年度内に９．５万件

を支援。円滑な消費税率変更に寄与した。 
以上のように、コロナ対策、災害対応等、当

初想定していなかった業務が追加される中、通

常業務との両立に成功。基幹目標で達成率２０

０％を超え、各業務においても高い事業成果を

得ていることから、Ｓ評価と判断。 
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ルの発掘等の取

組もこの対象に

加えることとし、

新たに設定した。 
 
＜想定される外

部要因＞ 
想定される外部

要因として、初年

度を基準として、

事業遂行上必要

な政策資源が安

定的に確保され

ること、国内の政

治・経済及び世界

の政治・経済が安

定的に推移し、着

実に成長するこ

と、急激な株価や

為替の変動がな

いこと、不可抗力

によるアクシデ

ントが発生しな

いことなどを前

提とし、これら要

因に変化があっ

た場合には評価

において適切に

考慮する。 
 （１）小規模企業

共済制度及び中

小企業倒産防止

共済制度の確実

な運営 
将来の事業の廃

止等に備えるた

めの小規模企業

共済制度及び連

鎖倒産の防止の

ためのセーフテ

ィネットである

中小企業倒産防

（１）小規模企業

共済制度及び中

小企業倒産防止

共済制度の確実

な運営 
小規模企業共済

制度及び中小企

業倒産防止共済

制度の加入促進

については、加入

促進に特に重点

を置く地域や期

間を定めるとと

（１）小規模企業

共済制度及び中小

企業倒産防止共済

制度の確実な運営 
・小規模企業共済

制度の政策的な意

義及び安定的な運

営の観点から、２

０１９年度におけ

る在籍率につい

て、加入対象者数

及び脱退者数等を

踏まえたうえで、

 （１）小規模企業共済制度及び中小企

業倒産防止共済制度の確実な運営 
・平成３１年３月策定の「平成３１年

度加入促進計画」に基づき、関係省

庁地方公共団体、地域支援機関、中

小企業団体、金融機関等と連携、以

下の加入促進活動を実施した結果、

小規模企業共済制度・中小企業倒産

防止共済制度共に加入目標件数及

び前年度実績を上回る成果を達成。

小規模企業共済においては、令和元

年度末の在籍率は５３．２％とな

り、前期中期目標期間末の在籍率４
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止共済制度につ

いては、機構が毎

年度策定する加

入促進計画に基

づき、加入促進に

取り組む。特に、

小規模企業共済

制度は、より多く

の小規模事業者

に利用してもら

う政策的な意義

の観点や制度の

安定的な運営の

観点などから、加

入対象者数及び

脱退者数等を勘

案して前期中期

目標期間末の在

籍割合を第４期

中期目標期間末

において向上さ

せるために、新規

加入に重点を置

き、積極的に加入

促進を行うとと

もに、代理店・委

託団体等（以下

「委託機関等」と

いう。）に対し、新

規加入件数の増

加による在籍率

の向上に向けた

支援を行う。 
また、小規模企業

共済事業及び中

小企業倒産防止

共済事業運営の

基幹システムに

ついて、政策要請

への迅速な対応

等を含む事業継

続性の観点並び

もに、代理店・委

託団体等（以下

「委託機関等」と

いう。）の顧客特

性を踏まえた加

入促進計画を毎

年度策定し、これ

に基づいた活動

を着実に実施す

る。特に、小規模

企業共済制度は、

より多くの小規

模事業者に利用

してもらう政策

的な意義の観点

や制度の安定的

な運営の観点な

どから、加入対象

者数及び脱退者

数等を勘案して

前期中期目標期

間末の在籍割合

を第４期中期目

標期間末におい

て向上させるた

めに、新規加入に

重点を置き、積極

的に加入促進を

行う。委託機関等

に対し、制度の意

義、施策としての

重要性を普及さ

せるための説明

会等の開催や効

果的な加入促進

事例の情報提供

など新規加入件

数の増加による

在籍率の向上に

向けた支援を行

う。 
また、小規模企業

前期中期目標期間

末の在籍率を１％

ポイント以上向上

する。 
 
・小規模企業共済

制度及び中小企業

倒産防止共済制度

に係る２０１９年

度加入促進計画を

策定し、地方公共

団体、地域の中小

企業支援機関等の

協力の下、期間加

入促進運動（加入

促進強調月間、確

定申告期運動等）、

地域別加入促進運

動（モデル都道府

県運動、都市部運

動等）、代理店・委

託団体等（以下「委

託機関等」とい

う。）へのトップセ

ールスなどを実施

し、両共済制度の

普及及び加入促進

を図る。 
 
・小規模企業共済

制度の普及及び加

入促進による在籍

率の向上を図るた

め、委託機関、関係

機関等に対し、制

度説明会の開催や

効果的な加入促進

策の横展開等を積

極的に実施する。 
こうした取組を通

じ、小規模企業共

済制度の委託機関

９．９％を３．３％ポイント向上。

 
 
 
 
・全国加入促進強調月間運動（１０～

１１月）、確定申告期運動（２～３

月、青色申告会等への職員の訪問に

よる加入促進運動）、地元関係機関

等と連携した特定地域での加入促

進運動（小規模企業共済７県）、代

理店や委託団体別の加入促進動を

実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・加入促進にあたり、近時加入割合の

ウェイトが高まっている代理店、特

に信金・信組等地域金融機関を中心

に、地域本部長によるトップセール

スをはじめ積極的に制度普及等の

連携協力を働きかけた結果、委託機

関等への支援件数は、年度目標４，

０００件に対し８，３１９件を達

成。 
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に事務品質の向

上と顧客の利便

性向上及び運営

主体としての生

産性向上を目的

として、業務フロ

ーの見直しによ

り業務の効率化・

合理化を行うと

ともに、大規模な

システム改修に

着手する。 
具体的には、シス

テム化構想・計画

の策定を早急に

行い、業務フロー

及び業務・システ

ム要件の定義を

決定し、２０２３

年度末までにシ

ステム開発に着

手する。その際、

進捗段階に応じ

て妥当性、安全

性、効率性等を確

認する体制を構

築し、進めること

とする。 
また、小規模企業

共済事業の運営

に要する経費に

ついて、運営費交

付金に依拠しな

いことを基本と

する運営を行う

べく取組を進め

るとともに、中小

企業倒産防止共

済事業において

も同様の運営を

行えるか、その方

策も含めて検討

共済事業及び中

小企業倒産防止

共済事業運営の

基幹システムに

ついて、政策要請

への迅速な対応

等を含む事業継

続性の観点並び

に事務品質の向

上と顧客の利便

性向上及び運営

主体としての生

産性向上を目的

として、業務フロ

ーの見直しによ

り業務の効率化・

合理化を行うと

ともに、大規模な

システム改修に

着手する。 
具体的には、シス

テム化構想・計画

の策定を早急に

行い、業務フロー

及び業務・システ

ム要件の定義を

決定し、２０２３

年度末までにシ

ステム開発に着

手する。その際、

進捗段階に応じ

妥当性、安全性、

効率性等につい

て、機構外の専門

家による確認体

制を構築し、進め

ることとする。 
また、小規模企業

共済事業の運営

に要する経費に

ついて、運営費交

付金に依拠しな

等への支援件数を

４，０００件以上

とする。 
 
・加入者の認知媒

体調査等を実施

し、その結果を今

後の加入促進施策

の企画・立案、実施

の際に反映させる

ことで、より効率

的・効果的な加入

促進を実施する。 
 
 
・顧客層拡大のた

め、対象者が多い

業種に向け、加入

促進を実施する。 
・具体的には、会社

役員をターゲット

に作成した動画 
を活用して加入促

進を展開するとと

もに、農業者、飲食

サービス業等の者

に対しても積極的

な普及活動を行

う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・上記のほか、制度

の普及及び加入促

 
 
 
 
・より効率的・効果的な加入促進を実

施するため、平成２７年８月より加

入者への認知媒体調査を実施（Ｈ２

７：５２９件、Ｈ２８：１，０３０

件、Ｈ２９：１，７４４件、Ｈ３０：

１，８６２件、Ｒ１：１，７９４件）。

これに基づき、税理士・会計士の団

体との連携を強化。今後も継続して

データ収集及び分析をし、新たな加

入促進手法及び広報を検討。 
 
・農業者への加入促進活動を強化す

るため、農業従事者に直接制度説明

を実施するとともに、農業従事者と

接点の多いＪＡ職員等に制度説明

を実施。 
 
・また、新たな切り口として飲食業者

へのアプローチを試み、全国飲食業

生活衛生同業組合連合会（通称：全

飲連、会員数約８万）の地方ブロッ

ク会議等の席上で、小規模企業共済

の説明会を実施。 
 
・創業者や会社役員に向けて、「創業

したら小規模共済」や「還暦から始

める小規模共済」「会社の役員なら

小規模企業共済」など、キャッチー

なコピーを使用したチラシを作成

し、委託機関に配布。新たな切り口

での加入促進を提案。また従来より

活用している「マンガでわかる小規

模企業共済」パンフレットを一部リ

バイスする等、普及ツールの見直し

を行いさらなる活用推進を図った。

 
・制度の周知・普及については、パン

フレット等広報資料の関係機関へ
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を行っていく。 いことを基本と

する運営を行う

べく取組を進め、

機構の運営費交

付金の効果的な

施策への活用を

行うとともに、中

小企業倒産防止

共済事業におい

ても同様の運営

を行えるか、その

方策も含めて検

討を行っていく。 

進を図るため、パ

ンフレット等の配

布、関係機関等の

発行する広報誌や

専門誌、メールマ

ガジン等を活用し

た広報を積極的に

実施するととも

に、動画配信等イ

ンターネットを活

用した広報を実施

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・契約者等の利便

性の更なる向上及

び業務効率化・合

の配布、関係機関等の広報誌（紙）、

専門誌（紙）に両共済制度の紹介広

告や記事掲載を実施。 
・前年度より引き続き、３地域本部に

おいて、インターネット広告を実施

し、加入対象者に対する直接的な広

報活動を積極的に実施。 
 
（事例１） 
・具体的な加入促進策を策定し、積極

的に加入促進を実施する団体・金融機

関に対し、インセンティブを与える特

別手数料制度を引き続き実施。特別手

数料制度の周知により、特に積極的に

制度普及等の連携協力を働きかけた

信金・信組等金融機関によるエントリ

ーを推進。その結果、金融機関経由の

新規加入が大幅に伸長（平成３０年度

４９，３３６→令和元年度５４，９４

１） 
 
（事例２） 
・認知媒体調査の結果で「制度を知っ

たきっかけ」は、税理士・会計士から

の紹介（２５．８％）が多いことから、

ＴＫＣ等税務団体と連携を密にし、各

地域本部も巻き込み、推進委員会等の

共済制度を推進する場面に訪問し、制

度のＰＲを積極的に実施。 
 
・上記の活動により、令和元年度の実

績は、小規模企業共済制度の新規加入

件数が１０４，００４件、中小企業倒

産防止共済制度の加入件数が５３，５

５２件と、高い実績を達成。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
・システム化構想・計画の策定に着手

すべく政府調達を実施、令和２年度

から稼働する体制を整えた。 



106 

理化のため、業務

フローを見直すと

ともに、大規模な

システムの改修に

向け、システム化

構想・計画の策定

に着手する。 

 
・中小企業倒産防止共済貸付件数３

５３件、貸付額４５．６億円 
 
・小規模企業共済金等支給人数５５，

８８３件、共済金等支給額５，４９

６億円、掛金等収入６，９０６億円

 
○中小企業倒産防止共済チャットボ

ットの運用開始 
・中小企業倒産防止共済の新規加入

や掛金の増額等に関する問い合わ

せに対応するチャットボットの運

用を令和元年１１月から開始。２４

時間気軽に問い合わせができる新

たなチャネルを追加し、利用者の自

己解決の促進を図った。 
・メニューから質問項目を選択し、加

入申し込みや掛金の増額に関する

様式の記入方法について、グラフィ

カルに見本を示すことで、お客様の

利便性を向上させるとともに、様式

の不備により発生する事務コスト

を軽減。 
・コンタクトセンター営業時間外の

利用が約２割と、平日・日中に電話

をかけることが難しい契約者や加

入希望者の利便性向上につながっ

ている。 
利用者数８，４４２人（５ヶ月間）

 （２）中小企業・

小規模事業者の

事業再生等への

支援 
中小企業再生支

援全国本部とし

て、機構は、自主

的な努力だけで

は経営再建が困

難な状況にある

中小企業・小規模

事業者が適切な

（２）中小企業・

小規模事業者の

事業再生等への

支援 
①中小企業・小規

模事業者の再生

支援 
中小企業再生支

援全国本部とし

て、中小企業・小

規模事業者の事

業再生に貢献す

（２）中小企業・小

規模事業者の事業

再生等への支援 
①中小企業・小規

模事業者の再生支

援 
・中小企業再生支

援全国本部（以下

「再生支援全国本

部」という。）とし

て、全国の中小企

業再生支援協議会

 （２）中小企業・小規模事業者の事業

再生等への支援 
 
①中小企業・小規模事業者の再生支援

■中小企業再生支援協議会（以下「再

生支援協議会」という。）による中

小企業・小規模事業者への経営改

善・事業再生支援活動に対する中小

企業再生支援全国本部（以下「再生

支援全国本部」という。）による再

生支援協議会支援事業の実施 
○再生支援協議会に対する助言・支援
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事業再生等の支

援を受け、その活

力の再生が促進

されるよう事業

再生の支援体制

を強化する取組

を実施する。支援

に当たっては、中

小企業・小規模事

業者に対する一

義的な支援機関

である中小企業

再生支援協議会

（都道府県ごと

に設置）が個々の

中小企業・小規模

事業者を支援す

る上で、どのよう

な課題に直面し、

それに対応する

ために機構に対

してどのような

支援ニーズを持

っているかを把

握することが重

要である。具体的

には、取引金融機

関数が多数に上

るケース、株主と

の権利調整が難

航するケース、支

援対象がグルー

プ会社のケース

などの困難かつ

複雑な再生案件

が近年増加して

おり、これらに効

率的・効果的に対

応するため、各地

の中小企業再生

支援協議会が企

業の再生支援を

る。具体的には、

自主的な努力だ

けでは経営再建

が困難な状況に

ある中小企業・小

規模事業者が適

切な事業再生の

支援を受けられ

るようにするた

め、全国の中小企

業再生支援協議

会が行う中小企

業・小規模事業者

への事業再生支

援に対し、質の高

い相談・助言を実

施するほか、中小

企業再生支援協

議会に対し、専門

家の派遣、支援体

制のＰＤＣＡサ

イクル構築に関

する支援、先進事

例や案件情報の

収集・提供、統一

的な事業運営基

準の明示やＩＴ

を活用したネッ

トワークシステ

ムの提供と情報

分析等による支

援ノウハウの集

約・共有や業務の

効率化に関する

支援、中小企業再

生支援協議会の

支援能力を向上

させるための専

門家等に対する

研修を実施する。 
これらに加え、全

国の地域金融機

（以下「再生支援

協議会」という。）

に対して、質の高

い相談・助言、専門

家の派遣、支援体

制のＰＤＣＡサイ

クル構築に関する

支援、先進事例や

案件情報の収集・

提供など、再生支

援全国本部による

支援の中でニーズ

が高い、複雑化す

る再生案件に効率

的・効果的に対応

するための、具体

的な解決策の提案

などを行い、再生

支援協議会事業を

通じて、自主的な

努力だけでは経営

再建が困難な状況

にある中小企業・

小規模事業者が適

切な事業再生の支

援を受けられるよ

うにする。 
 
・再生支援全国本

部の再生支援協議

会に対する相談・

助言による再生支

援協議会の課題解

決率を７０％以上

とする。 
 
・再生支援協議会

の支援能力を向上

させるための専門

家等に対する研修

については、各支

援現場に戻った受

事業 
・再生支援全国本部は、複雑化する再

生案件に効率的・効果的に対応する

ための、具体的な解決策の提案など

を行い、自主的な努力だけでは経営

再建が困難な状況にある中小企業・

小規模事業者が適切な事業再生の

支援を受けられるよう１８名の高

度な実践的知識・経験等を有するプ

ロジェクトマネージャーを通じて、

全国４７再生支援協議会に対して、

相談・助言等による支援を実施。 
・再生支援協議会からの要請により、

高度な案件への対応として外部専

門家の派遣（１１案件２９３人日）

を実施。  
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・再生支援協議会の課題解決率９７．

９％ 
・延べ５，７２９件の助言等を実施。

また、２００案件の延べ４２２件に

ついては、より専門的な支援として

協働支援を実施。 
 
 
・再生支援協議会プロジェクトマネ

ージャー及びサブマネージャー等

へ、再生支援協議会が果たすべき役

割、協議会を取り巻く現状、個別案

件を基にした抜本再生計画策定の

演習や事業再生に係る知識につい
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通じて蓄積した

支援情報の相互

共有や法務・税制

面での高度な再

生手法に係る専

門的な助言が必

要とのニーズが

ある。これらを踏

まえ、中小企業再

生支援全国本部

は、全国の中小企

業再生支援協議

会が行う中小企

業・小規模事業者

への事業再生支

援に対し、質の高

い相談・助言を実

施するほか、中小

企業再生支援協

議会に対し、専門

家の派遣、支援体

制のＰＤＣＡサ

イクル構築に関

する支援、ＩＴを

活用したネット

ワークシステム

の提供と情報分

析等による支援

ノウハウの集約・

共有や業務の効

率化に関する支

援等を実施する。

加えて、全国の地

域金融機関等と

の対話を通じ、事

業再生等の支援

に係る普及・啓

発・連携・協働等

を行う。 
また、産業競争力

強化法（平成２５

年法律第９８号）

関、商工団体、士

業団体等との対

話を通じ、事業再

生等の支援に係

る普及・啓発・連

携・協働を行うと

ともに、中小企業

再生支援協議会

が他の関係支援

機関と積極的に

支援制度を相互

活用できるよう、

各関係支援機関

の全国組織等と

の意見交換や勉

強会を行う。ま

た、事業引継ぎ支

援センターへの

相談案件の一定

割合が経営改善・

事業再生を必要

としている現状

に鑑み、中小企業

再生支援全国本

部と中小企業事

業引継ぎ支援全

国本部の緊密な

連携が取れる体

制での事業マネ

ジメントを行う

とともに、各地域

において中小企

業再生支援協議

会が事業引継ぎ

支援センターと

連携・協働して中

小企業・小規模事

業者が抱える課

題の解決に寄与

するよう、双方の

一層の連携強化

を図る。 

講者が複雑化する

再生案件への対応

に役立つよう、実

践的な内容を取り

上げたものとす

る。 
 
・また、再生支援協

議会に対して、統

一的な事業運営基

準を明示し、ＩＴ

を活用したネット

ワークシステムを

提供することによ

り、情報分析等に

よる支援ノウハウ

の集約・共有や業

務の効率化に関す

る支援を強化す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ての確認テストの実施及び解説等、

実践的な研修を３回実施（受講者数

１９５人、役立ち度９８．８％〔５

段階〕）。 
 
 
 
・ＰＤＣＡサイクルを構築し、支援の

質の向上を図るため、窓口相談の一

次対応企業からアンケートハガキ

１１８６枚を回収した他、一次対応

企業、二次対応企業、金融機関、外

部専門家等に対して、再生支援協議

会事業に対する外部評価アンケー

トを実施して、全国４７再生支援協

議会の令和元年度の活動実績等の

集計・分析・評価を行い、中小企業

庁、各経済産業局、認定支援機関、

再生支援協議会にフィードバック

を実施。 
・二次対応の再生計画策定支援にお

いて、再生支援全国本部は再生支援

協議会による抜本的な再生支援へ

の取組みを推進。再生支援協議会に

おける再生計画策定件数は、１，０

３２件。うち抜本再生案件は１７４

件。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
・中小企業再生支援協議会事業にか

かる業務効率化システム（ＩＴを活

用したネットワークシステム）利用

の満足度は、７４．５％ 
・また、再生支援全国本部は再生支援

協議会による経営者保証ガイドラ

イン（以下「ガイドライン」という。）

に沿った保証債務の整理の支援へ

の取組みについても推進。再生支援

協議会におけるガイドラインを適

用した支援件数は、２１５件。  
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第１３４条第２

項に規定する認

定支援機関を通

じて中小企業・小

規模事業者によ

る経営改善・生産

性向上の取組を

支援する。 
さらに、地域金融

機関等と連携し

た再生ファンド

を組成すること

で、中小企業再生

支援協議会との

連携・協働による

中小企業・小規模

事業者の事業再

生の取組に貢献

する。 

 
・さらに、全国の地

域金融機関、商工

団体、士業団体等

への積極的な訪

問、アプローチに

よる対話を通じて

事業再生等の支援

に係る普及・啓発・

連携・協働を行う。

特に、２０１８年

９月から開始した

再チャレンジ支援

など弁護士による

支援が有効に実施

されるよう普及に

努める。 
・また、再生支援協

議会が他の関係支

援機関と積極的に

支援制度を相互活

用できるよう、各

関係支援機関の全

国組織等との意見

交換や勉強会を行

う。特に、経営改善

支援センターによ

る経営改善支援と

は一体的・協働的

な支援に注力する

とともに、事業引

継ぎ支援センター

との連携を促進

し、経営者が抱え

る事業再生以外の

課題の解決にも寄

与する。 

 
・再生支援協議会が他の関係支援機

関と積極的に支援制度を相互活用

できるよう、各関係支援機関の全国

組織等との意見交換等を行った。特

に、経営改善支援センターによる経

営改善支援とは一体的・協働的な支

援に注力するとともに、事業引継ぎ

支援センターとの連携を促進。ま

た、全国本部間で実務者会合等への

相互出席を徹底することとし、単な

る情報提供に留まらず、事業運営上

の課題の共有等を実施。 
・各地の再生支援協議会事業の円滑

化を図るため、全国４７再生支援協

議会の統括責任者が一同に会する

実務者会合を２回開催。全国の再生

支援協議会の活動状況等の実績や

新たな再生支援策の説明等を行い、

再生支援協議会事業の適切な運営

支援を実施。 
・再チャレンジ支援実績 １２５件 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表]   
 
○経済産業大臣への報告 
・産業競争力強化法に基づき、平成３

０年度再生支援協議会事業の評価

を実施、結果を取りまとめ、経済産

業大臣に報告。 
 
■セミナー・研修等の実施 
・再生支援協議会をはじめ、各機関、

専門家等による中小企業・小規模事

業者に対する再生に向けた取組み

を支援するため、次のようなセミナ

ー、研修等を実施。 
 
○中小企業再生支援セミナーの実施 
・金融機関、専門家、再生支援協議会

向けに、「中小企業再生支援協議会
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の次へのチャレンジ ～共存共栄

（地域の運命共同体である中小企

業と地域金融機関）～」をテーマと

したセミナーを東京・大阪で開催

（受講者数：東京５２６人・大阪２

７８人、計８０４人、役立ち度９６．

６％）。 
 
○金融機関への研修支援 
・中小企業・小規模事業者の事業再生

を進めるため、私的整理の理解を深

める等の目的で全国の金融機関に

対して、研修を実施（延べ３６回、

受講者１，８９５人）。 
  ②中小企業・小規

模事業者の経営

改善 
経営改善の取組

を必要とする中

小企業・小規模事

業者が行う経営

改善計画策定を

支援することに

より経営改善・生

産性向上の取組

を支援する。 

②中小企業・小規

模事業者の経営改

善 
・認定経営革新等

支援機関が中小企

業・小規模事業者

の依頼を受けて実

施する経営改善計

画策定支援事業及

び早期経営改善計

画策定支援事業の

利用申請受付け等

の業務を行う経営

改善支援センター

や経営革新等支援

機関等に対して、

統一的な判断に資

する事業運営基準

の整備、効率的な

業務運営方法の提

案、適切な助言・指

導等を行う。 

 ②中小企業・小規模事業者の経営改善

 
 
■経営改善計画策定支援事業 
・財務状況などに経営上の課題を抱

える企業から債務を抱えるものの

今後の飛躍のため事業改善を行い

たいという企業まで、様々なニーズ

の中小企業・小規模事業者の経営改

善を行うための施策として、機構が

各認定支援機関（各認定支援機関に

おいて、経営改善支援センター（以

下「センター」という。）を設置。）

への委託事業として実施。 
・全国４７センターや経営革新等支

援機関等からの質問・相談等延べ

１，２７９件に対して、回答・助言

等を実施。 
・本事業の利用推進を促すため、全国

の金融機関の本支店に対して、全協

議会で延べ３，５０１回の直接訪問

等による制度紹介、働きかけを実

施。（令和元年度全センターでの本

事業に係る利用申請受付１，６５０

件（累計１８，５２９件）。早期経営

改善計画策定支援事業に係る利用

申請受付１，７１４件（累計１１，

７９３件）。 
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[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 

  ③再生ファンド

による事業再生

支援等 
地域金融機関等

と連携して再生

ファンドを組成

し、中小企業再生

支援協議会との

連携・協働により

中小企業・小規模

事業者の事業再

生の取組に貢献

する。組成したフ

ァンドに対して

は、継続的なモニ

タリング等を通

じて運営面での

ガバナンスを向

上させるととも

に、各種情報や機

構支援ツールの

提供等を行うこ

とにより、投資先

企業の再生を支

援する。 
また、産業競争力

強化法に規定す

る事業再編や事

業再生を図るた

めの借入等、農業

競争力強化支援

法（平成２９年法

律第３５号）に規

定する事業再編

や事業参入を図

るための借入等

及び中小企業等

③再生ファンドに

よる事業再生支援

等 
・再生支援協議会

等との連携の下、

地域金融機関、信

用保証協会、ファ

ンド運営者に対し

て制度説明や先進

事例に関する情報

提供等を行うとと

もに、既存ファン

ドの投資進捗及び

新規ファンドに対

する事業再生ニー

ズの把握を踏ま

え、中小企業再生

ファンドの組成促

進を行い、中小企

業・小規模事業者

の事業再生の取組

に貢献する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ③再生ファンドによる事業再生支援

等 
 
■中小企業再生ファンドの組成促進 
・地域のニーズに応じた中小企業再

生ファンドの組成及び活用を促進。

地域の金融機関、信用保証協会、中

小企業再生支援協議会と連携した

中小企業再生ファンド（総額１６億

円）に対して８億円の出資契約を実

施。 
 
○組成及び活用の促進等のための地

域金融機関、都道府県、再生支援協

議会等への訪問数 
・地域金融機関等への個別訪問２件 
・ファンドの組成会議や組合員集会

における促進４件 
（出席機関数 合計１９） 
地域金融機関１９、再生支援協議会０

 
・出資ファンド数累計 ６１ファン

ド（うち清算結了済２２ファンド、

清算手続中４ファンド） 
 
・ファンド総額累計 １，８９８億円

・機構出資契約額累計 ８４５億円 
・元年度投資先企業数 ４９社（累計

５８４社） 
・元年度投資金額（追加投資額も含

む）１３１億円（累計１，２１６億

円） 
・元年度再生完了先企業 ６２社（累

計３８９社） 
（参考）再生完了企業の雇用者数 
４，０２０人（累計 ２２，６２６人）
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経営強化法に規

定する事業再編

投資計画の認定

を受けたファン

ドの借入に対す

る債務保証を行

う。なお、金融機

関を中心に制度

の周知を行う。 

・組成後のファン

ドに対しては投資

委員会へのオブザ

ーバー参加やファ

ンド運営者との面

談等を通じて、投

資決定プロセスや

利益相反の確認、

投資先支援活動の

実態把握を行うな

ど、継続的なモニ

タリング等を徹底

するとともに、フ

ァンド運営者に対

する再生事例の紹

介や機構支援ツー

ルの情報提供等を

通じて、事業成果

の向上につなげ

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ファンドに対するモニタリングと

情報提供 
○ファンド運営状況のモニタリング 
・既存全ファンドの組合員集会への

参加（１７回）のほか、ガバナンス

の強化のため、投資委員会にもオブ

ザーバー参加（８６回）するととも

に、キーマンとの随時面談等を通じ

ファンドごとのモニタリングシー

トを整備、運営状況を適時・的確に

把握。 
・ファンドからの投資報告により投

資状況を定期的に把握するととも

に、ファンドの決算資料より投資先

企業の財務状況等を把握。  
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
（支援事例） 
・直営及びＦＣ方式による回転寿司

チェーンの運営等を行う会社が、一時

は海外出店やＩＰＯを果たしたもの

の、競争激化で経営難となり、同業他

社の完全子会社となった後も株主の

変更が幾度も繰り返されたため、中長

期的な目線で経営を行えない状況が

続き、再び経営破綻寸前まで陥ってい

た。同社の再生のためメインバンクか

ら案件が持ち込まれ、機構出資ファン

ドがハンズオン支援を実施。ファンド

が前株主から全株買い受けるととも

に運転資金の手当てのために同社の

増資を引受。更にファンドから取締役

他を送り込み、経営全般にわたってフ

ォローする体制を構築した。加えて不

採算店舗の撤退や倉庫物流業務の見

直しによるコスト削減、同ファンド支

援先とのビジネスマッチングなどの

支援が奏功して経営の安定化が図ら

れた。 
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・これらの取組に

よる成果の目標

は、ファンドから

の投資先企業の存

続とし、その達成

状況を把握するた

め、投資先企業の

存続率等の調査・

分析を行う。 
 
 
 
・産業競争力強化

法に規定する事業

再編や事業再生を

図るための借入

○ファンドクローズに向けた具体的

な取組み 
・モニタリングシート（ファンドクロ

ーズ管理用）を活用し、終期の近い

ファンドについて、計画的なクロー

ズが行われるよう、半年毎のモニタ

リングを実施。 
・元年度中に中小企業再生ファンド

２件のファンドクローズ手続きを

完了。 
 
○ファンド運営者に対する情報提供

等 
・施策情報、支援事例等の情報・ノウ

ハウの共有化を図るため、再生ファ

ンド出資先連絡会を開催（１回、再

生ファンドの２４のＧＰ担当者等

５１人が出席）。 
・８つのファンドに対して、組合員集

会等において、「全国の中小企業再

生ファンドの概況」を情報提供。（合

計９４のＬＰが参加。） 
・かかる取組等により中小企業・小規

模事業者に対する支援の質の向上

に寄与。  
 
○投資先企業の存続状況 
・元年度期首での投資先企業１９９

社のうち期末での存続企業１９７

社（存続率９９．０％） 
 
○支援終了企業の雇用維持率 
・元年度支援終了企業６２社の雇用

維持率９８．８％ 
・元年度支援終了企業のうち雇用を

７割維持した企業数６２社（当該企

業の割合１００％） 
 
■債務保証業務 
・債務保証業務の周知を図るため、本

部及び地域本部において、債務保証

制度を利用する金融機関（都市銀
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等、農業競争力強

化支援法（平成２

９年法律第３５

号）に規定する事

業再編や事業参入

を図るための借入

等及び中小企業等

経営強化法に規定

する事業再編投資

計画の認定を受け

たファンドの借入

に対する債務保証

を行う。審査につ

いては制度の政策

目的を踏まえつつ

適切に行う。 

行、地方銀行、信用金庫等）を中心

に、延べ３０先に対して訪問、並び

に、延べ１１７先にパンフレットを

送付するなどの債務保証制度のＰ

Ｒ活動を実施。金融機関等への債務

保証制度の説明、業務ニーズ把握等

情報収集（７回）。機構主催のイベ

ント・研修・勉強会などの機会を捉

えて周知活動（地域本部の周知活動

実績１９先、イベント等でのパンフ

レット配布４件）。（再掲） 
・経済産業省と債務保証業務につい

て情報交換を実施。（再掲） 
・金融機関及び事業者からの問い合

わせが３件。産業競争力強化法に規

定する事業再編及び事業再生円滑

化債務保証、農業競争力強化支援法

に規定する事業再編及び事業参入

促進債務保証、並びに中小企業等経

営強化法に規定する事業再編投資

円滑化債務保証の申込みなし。 
[独立行政法人通則法第２８条の４に

基づく平成３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 （３）大規模な自

然災害等への機

動的な対応 
東日本大震災に

より被災した地

域について、機構

は、東日本大震災

に対処するため

の特別の財政援

助及び助成に関

する法律（平成２

３年法律第４０

号）などの関係法

令に基づく国の

政策展開と連携

して、その復興の

進捗に適合した

支援を行う。その

（３）大規模な自

然災害等への機

動的な対応 
①東日本大震災

の復興・再生支援 
東日本大震災に

より被災した地

域について、東日

本大震災に対処

するための特別

の財政援助及び

助成に関する法

律（平成２３年法

律第４０号）など

の関係法令に基

づく国の政策展

開と連携して、国

の復興・創生期間

（３）大規模な自

然災害等への機動

的な対応 
①東日本大震災の

復興・再生支援 
・東日本大震災の

発生から８年が経

過し、国の復興・創

生期間が残り２年

となる中、地域に

より復興の異なる

進捗状況に合わせ

機構の知見とノウ

ハウを最大限活用

し、被災した地域

及び中小企業・小

規模事業者の復興

と自立化に貢献す

 （３）大規模な自然災害等への機動的

な対応 
①東日本大震災の復興・再生支援 
〇東日本大震災で被災した中小企業

者への支援（継続中の措置） 
・小規模企業共済の災害時貸付けの

適用及び特例（令和３年３月末まで

延長） 
通常の災害時貸付けを適用すると

ともに、直接被害については、無利

子。無利子貸付 ０件  
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中でも特に原子

力災害により深

刻な被害を受け

た福島の復興・再

生について、引き

続きその求めら

れる役割を果た

し、中小企業・小

規模事業者等の

事業再開に貢献

する。 
また、大規模な自

然災害等が発生

した場合には、こ

れまでの知見と

ノウハウを活用

して、機動的に支

援を行う。 

での出口を目指

し、その復興の進

捗度と歩調を合

わせた支援を展

開する。 
その中でも特に

原子力災害で深

刻な被害を受け

た福島の復興・再

生について、機構

に求められる役

割を果たすこと

で、中小企業・小

規模事業者等の

事業再開に貢献

する。 

る。 
 
・東日本大震災に

対処するための特

別の財政援助及び

助成に関する法律

（平成２３年法律

第４０号）に基づ

き著しい被害を受

けた中小企業・小

規模事業者等のた

めの工場・事業場・

店舗等の仮設施設

については、福島

県の避難指示区域

等が設定された地

域等において引き

続き整備する。ま

た、機構が整備し

た仮設施設の有効

活用（移設・撤去

等）に係る支援を

一定の要件のもと

継続して行う。 
 
・十分な活動がで

きるようになった

地域支援機関を支

援することで間接

的により多くの東

日本大震災で被災

した岩手県・宮城

県・福島県の津波

浸水地域及び福島

県の避難指示区域

等の中小企業・小

規模事業者を支援

するために、これ

ら地域支援機関を

一層強力に支援す

る。 
・東日本大震災に

 
 
■仮設施設整備事業 
○仮設施設の整備状況（完成ベース）

・市町村 ５３市町村 
・案件数 累計６４８案件 
・区画数 累計３，６３９区画 
・面積 累計２３０，０６９㎡ 
・事業者数 ２４６事業者 
・従業員数 １，６２３人 
 
〇仮設施設有効活用等支援事業（助

成） 
・機構が整備し、市町村に譲渡した仮

設施設について、復興の促進と仮設

施設の有効活用を図るため、一定の

要件を満たした場合、市町村に対し

て仮設施設の移設、撤去等に係る費

用を助成。 
・支援実績（交付決定ベース） 
・撤去事業 １８事業 ５６０百万

円 
 
 
 
■震災復興支援アドバイザー派遣事

業 
○被災中小企業者等の経営課題に対

応した支援を実施 
・東日本大震災で被災した岩手県・宮

城県・福島県の津波浸水地域及び福

島県の避難指示区域等の被災中小

企業者等並びに被災地域の地方公

共団体及び支援機関に対して震災

復興支援アドバイザーを派遣し、被

災中小企業者等の経営課題等に対

する助言並びに地域経済の再生及

び復興まちづくりに向けた計画の

策定等の支援を１，２３６回実施。

 
 
○支援実績 
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より被災した岩手

県・宮城県・福島県

の津波浸水地域及

び福島県の避難指

示区域等の中小企

業・小規模事業者

等に対する専門家

の派遣等を通じた

相談・助言につい

ては、被災中小企

業・小規模事業者

からのニーズにも

応えつつ国の復

興・創生期間も見

据えて、地域支援

機関との連携や企

業グループ等への

支援強化など間接

的支援に重点を移

していく。また、ま

ちなか再生計画の

策定等に取組む地

方公共団体等への

商業復興支援も引

き続き行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・新規支援先数 １３５先 
・派遣回数 １，２３６回（被災中小

企業者等：７７８回、地方公共団体

等：４５８回） 
・派遣人日数 ９６６．５人日（被災

中小企業者等：３４６．０人日、地

方公共団体等：６２０．５人日） 
・役立ち度 ９２．９％ 
・震災に係る経営相談件数（出張相談

を含む） １，００３件（東北本部

１，００３件） 
 
（支援事例） 
・岩手県沿岸部で電気機械製造業を

営む事業者が、経営基盤強化を兼ねた

後継者育成に取り組むにあたり、震災

復興支援アドバイザーが後継者候補

に対して課した自社の業績把握、経営

資源の把握等などを通じて、後継者と

しての自覚の醸成やマネジメント能

力向上にむけた助言を実施。これによ

り、自ら行動計画を作成、実行するこ

とができるようになったほか、会社全

体のＰＤＣＡの定着と組織力向上に

寄与することとなった。 
・グループ補助金復興事業計画にお

ける共同事業として以前からＢＣＰ

策定に取り組んでいたが、事業者の動

機付けの不足等により策定が普及し

ていなかった。元年度に中小企業強靭

化法が施行されたことに伴い、職員と

震災復興支援アドバイザーが小規模

事業者でも策定できる実用的なＢＣ

Ｐのまとめ方を指導。これにより元年

度に３社の事業継続力強化計画の認

定を受けるに至った。 
 
○市町村等への支援内容 
・被災した商工会、商工会議所からの

要請に応じて、現地で定期的に出張

相談窓口を開設（派遣人日数１７

９．０人日、相談件数４２１件）。
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・特に事業再開し

たものの販路の新

たな開拓が課題と

されている小売業

を中心とした岩手

県・宮城県・福島県

の被災中小企業・

小規模事業者に対

して販路開拓支援

事業を実施するこ

とにより、被災地

の本格復興を支援

する。販路開拓支

援として、被災中

小企業・小規模事

業者が出展する展

示会を開催し、同

・その他地方公共団体及び支援機関

等が実施する経営相談会やセミナ

ー等への講師派遣等を実施。 
 
（支援事例） 
・売上が下降傾向にあった宮城県内

の塗料卸事業者に対し、金融機関担当

者同席のもと震災復興支援アドバイ

ザーが営業戦略構築とＰＤＣＡ実践

の支援を実施。金融機関担当者には、

震災復興支援アドバイザーがＰＤＣ

Ａ支援手法をレクチャー、ＯＪＴ的な

支援の実践により事業者への支援ス

キルアップに貢献した。 
 
○地方公共団体等への商業復興支援 
・地方公共団体及び支援機関等から

要請のあったいわき市、陸前高田市

等９市町の地方公共団体及び支援

機関等に対し、職員及び震災復興支

援アドバイザーが現地ヒアリング

等を行い、現状把握、課題の抽出、

商業復興の構想・計画・運営に対す

る支援を９５回実施。 
 
■被災地向け販路開拓支援事業 
○販路開拓イベントの実施 
・被災中小企業者等の販路回復や販

売力向上を目的とした催事販売会

を東京、横浜、京都の百貨店で開催。

・また、被災中小企業者等の商品力向

上を目的としたテストマーケティ

ング販売会を首都圏の既存店舗食

品売場等で開催。 
・さらに、被災中小企業者等の新たな

販路として、電子商取引（Ｅコマー

ス）に関する小売サイトバイヤーと

のマッチング商談会、実践セミナ

ー、体験型ワークショップ等を開

催。 
・これらの販路開拓イベント開催に

あたり、職員及び震災復興支援アド
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展示会に出展した

被災中小企業・小

規模事業者の５

０％以上が前年度

以上の売上を達成

するよう取組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・原子力災害によ

り被災した中小企

業・小規模事業者

の事業・生業の再

建、自立化を支援

するため、国・福島

県・民間で設置す

る福島相双復興官

民合同チームへ参

バイザーが出展・出品事業者へのヒ

アリング、助言を実施し、イベント

出展・出品に向けたブラッシュアッ

プと出展・出品後のフォローアップ

を順次実施。 
 
○支援実績 
・催事販売会 １２８者出展 
・テストマーケティング販売会 ６

４者出品 
・マッチング商談会 １７２者参加 
 
（支援事例） 
・美容関連商品の製造・販売を手掛け

る岩手県内の被災事業者が、新商品の

販売にあたって消費者に対し効果的

な商品ＰＲ方法を習得することを目

的に機構主催のテストマーケティン

グ販売会に出品。震災復興支援アドバ

イザーが他社類似商品との差別化や

自社商品の特徴を表現する販促ツー

ル作成について助言。この取組によ

り、消費者だけでなくバイヤーからも

高い評価を受け、より高価格帯の商品

を取り扱う他店舗への販路拡大の布

石となったとともに、Ｅコマースで販

売する試みをスタートさせた。 
 
○展示会に出展した被災中小企業・小

規模事業者のうち、前年度以上の売

上を上げた者の割合 ７８．０％

（元年度／３０年度比） 
 
■福島の産業復興の加速化への取組 
○福島相双復興官民合同チームへの

参画 
・国・福島県・民間からなる「福島相

双復興官民合同チーム」の創設に伴

い、機構は「国」の一員として同チ

ームの事業者支援グループに参画。

同チームは総勢約２８０名の体制

で福島県内（福島、南相馬、いわき）
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画し、被災中小企

業・小規模事業者

への個別訪問等を

通じて実態の把握

等を行うととも

に、これをきっか

けとして、事業再

開や自立化に向か

って再スタートを

果たそうとする意

欲のある被災中小

企業・小規模事業

者に対し、機構の

知見、ノウハウを

活かし多様な支援

策を提供していく

ことで福島の産業

復興の加速化に貢

献する。 
 
・このほか原子力

災害で深刻な被害

を受けた福島の復

興・再生について、

機構に求められる

役割を果たすこと

で、被災中小企業・

小規模事業者等の

事業再開と自立化

に貢献する。 
 
・これらの取組を

通じて、仮設施設

に入居していた被

災中小企業・小規

模事業者等が、恒

常的な店舗等での

事業継続に転換し

た割合を５０％以

上とする。 
 
・東日本大震災で

及び東京都内の計４支部に駐在し、

被災事業者に４，９７８回訪問。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○警戒区域等地域の復興に向けた賑

わい回復支援事業 
・原子力発電所事故に伴い、警戒区域

等に設定された福島県の１２市町

村を対象に、住民の帰還や賑わいの

回復を通じて、地元中小企業者等の

活性化を図るための復興イベント

を実施するために必要な経費を助

成（葛尾村、広野町、浪江町）（交付

決定ベース）。 
 
○これらの取組の結果、仮設施設に入

居していた被災中小企業・小規模事

業者等が、恒常的な店舗等での事業

継続に転換した割合 ７３．４％ 
 
 
 
 
 
 
■二重債務問題への対応 
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被害を受けた中小

企業・小規模事業

者等の二重債務問

題に対応するた

め、２０１１年度

に設立された産業

復興機構への出資

等を行う。加えて、

産業復興機構の運

営者に対する事務

経費の支援、産業

復興相談センター

の再生計画策定支

援・債権買取支援

を受けた被災中小

企業・小規模事業

者等に対して利子

補給を行う財団に

助成を行う基金の

運営を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○産業復興機構（ファンド）へ出資等

・東日本大震災で被害を受けた中小

企業等の二重債務問題に対応する

ため、県及び地域金融機関との共同

出資により５県（岩手・宮城・福島・

茨城・千葉）で設立した産業復興機

構に対し、３７０億円を出資。（機

構出資契約済額２９６億円） 
 
（債権買取実績） 
債権買取先数 ０先（累計３３５先）

債権買取額 ０億円（累計２０６億

円） 
 
・組合員集会への参加（４回）のほか、

ガバナンスの強化のため、投資委員

会にもオブザーバー参加（６回）す

るとともに、その他運営者との随時

面談等を通じ、運営状況を適時・的

確に把握。 
 
○各産業復興機構の運営者に対する

事務経費の支援 
・各産業復興機構の運営者に対する

事務経費の支援について、交付要領

に基づき助成を実施。 
助成件数  ２０件 
助成金額  ４１百万円 

 
○中小企業再生支援協議会の再生計

画策定支援等を受けた被災中小企

業者等に対して利子補給を行う基

金の運営 
・中小企業再生支援協議会（産業復興

相談センター）の支援を受けて事業

再生を図る被災中小企業者等に対

して、旧債務（再生計画等の対象と

なる債務）に係る利子の補てんを行

うための基金を創設し、その運営体

制を整備。 
 県の財団法人を経由して被災中小

企業者等に利子補給を実施。 
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・日本政策金融公

庫等の東日本大震

災復興特別貸付等

を受けた被災中小

企業・小規模事業

者等に対して利子

補給を行う財団等

に助成を行う基金

の運営を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・東日本大震災に

より被害を受けた

中小企業等を対象

とする被災道県が

実施する貸付制度

への支援を継続す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・原子力発電所事

故によって甚大な

・支援実績 
利子補給件数 ９件 

 利子補給額 ５５百万円 
 
■東日本大震災復興特別貸付等への

対応 
○利子補給を行う基金の運営 
・日本政策金融公庫及び商工組合中

央公庫が行う「東日本大震災復興特

別貸付」等の借入行う被災中小企業

者等のうち、事業所が全壊又は流

出、または計画区域等に事業所を有

していた被災中小企業者等や、一旦

廃業した事業者であって新たに事

業を開始する中小企業者等を対象

として、借入後３年間利子補給を行

うための基金を機構に創設し、その

運営体制を整備。 
 県の財団法人等を経由して被災中

小企業者等に利子補給を実施。 
・支援実績 
 利子補給件数 １，１６４件 
 利子補給額 ６百万円 
 
■被災中小企業施設・設備整備支援事

業（３セク貸付）の実施 
・被災６道県（北海道、青森県、岩手

県、宮城県、福島県、千葉県）に対

する２３年度から累計１３７９．５

億円の貸付。２４先の事業者に対

し、１５．２億円の貸付承認。 
・被災道県及び財団が実施する貸付

審査への助言協力を実施（対象県２

県、３先、３日計７人）。 
・東日本大震災で被害を受けた中小

企業等の復旧の支援のための貸付

割合の特例措置、貸付手続きの簡素

化、無条件の償還猶予などの措置を

継続して実施。 
 
■特定地域中小企業特別資金貸付（原

発事故対策）の実施 



122 

影響を被る中小企

業、小規模事業者

等を対象とする福

島県が実施する貸

付制度への支援を

継続する。 

・福島県に対して、同県の原発事故に

より甚大な影響を被る中小企業等

に対して、福島県内の移転先や避難

区域が解除された地域等での事業

継続・再開に必要な事業資金を貸し

付ける融資制度の財源の一部を貸

付（２３年度からの累計７０３億円

の貸付）。 
・３先の事業者に対し４０百万円の

貸付決定（２３年度からの累計９３

１先の事業者に対し、１５５．４億

円の貸付決定）。 
  ②大規模な自然

災害等への対応 
大規模な自然災

害等が発生した

場合には、機構の

知見とノウハウ

を結集し、中小企

業・小規模事業者

等への支援を国

の政策展開と連

携し機動的に行

う。 

②大規模な自然災

害等への対応 
・大規模な自然災

害等が発生した場

合には、関係機関

と連携をとり機構

の知見とノウハウ

を結集し、中小企

業・小規模事業者

等への支援を国の

政策展開と連携し

機動的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ②大規模な自然災害等への対応 
 
■特別相談窓口等の設置 
・以下の災害について、速やかに特別

相談窓口等を設置するなどして、被

災中小企業の要望に対処するため

の体制を整備し、相談を受け付ける

ほか、機構・関係各機関の災害支援

施策等の情報提供を実施。また、前

年度から引き続き設置している窓

口においても、相談等の対応を実

施。 
山形県沖を震源とする地震による

災害 
  ７／２ 東北本部、関東本部 
令和元年８月の前線に伴う大雨に

よる災害 
  ８／２８ 九州本部 
令和元年台風第１５号による災害 

  ９／１２ 関東本部 
 令和元年台風第１９号による災害 
  １０／１３ 東北本部、関東本部

  
【令和元年台風第１５号による災害

に係る特別相談窓口】 
令和元年度実績 ６件 
【令和元年台風第１９号による災害

に係る特別相談窓口】 
令和元年度実績 ５２件 
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■令和元年東日本台風（台風第１９号

等）災害の復興支援 
○復興支援アドバイザー派遣事業 
・被災中小企業・小規模事業者等の経

営課題に対して、東日本大震災等に

おける復興支援アドバイス支援の

実績を有する専門家を先駆的に活

用。 
・元年１１月から被災中小企業・小規

模事業者等に対して復興支援アド

バイザーを派遣し、被災中小企業・

小規模事業者の経営課題について

の助言の他、支援機関等からの派遣

要請に応じ補助金申請に伴う説明

会・勉強会・相談会等に対応。 
・支援実績 
 派遣人日数 １８９．０人日 
 
（支援事例） 
・宮城県北部で飲食店を営む事業者

が、台風第１９号の影響により売上が

減少、赤字決算に陥った。復興支援ア

ドバイザーとともに財務分析、商圏分

析等を行い、目標売上高や顧客ターゲ

ットの設定に関する助言を基に事業

の見直しを行ったことで、事業者の売

上回復につながる道筋をつけた。ま

た、今回の支援を通じて作成した事業

計画が、資金調達材料として活用され

ることとなった。 
・台風第１９号で甚大な被害を受け

た長野県北部の自動車部品等製造を

営む事業者が、復旧に際し多額の費用

を要することから、需要縮小が見込ま

れる一部の既存事業に代わる新たな

経営の柱となる新分野事業の検討に

あたり、復興支援アドバイザーが経営

計画の策定や組織づくりについて助

言。社内の課題を明確化し、生産性向

上や利益率向上を目的とした中期的

な経営方針・計画を定めるための道筋

を示した。現在、後継者候補を中心に
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・平成３０年７月

豪雨により被災し

た岡山県・広島県・

愛媛県の中小企

業・小規模事業者

等及び熊本地震に

より被災した熊本

県の中小企業・小

規模事業者等に対

して、復興の程度

社内で計画内容の検討を重ねており、

２年度も引き続き支援継続予定。 
 
○仮設施設整備支援事業（助成） 
・被災した地域において、被災中小企

業・小規模事業者等が早期の事業活

動再開を支援するため、複数の被災

中小企業・小規模事業者等が入居す

る仮設施設を整備する費用を助成

する事業を創設。 
・要請のあった自治体においては、個

別に職員を派遣し整備費用の助成

の概要説明だけではなく、これまで

の復興支援で蓄積した機構の知見

とノウハウを最大限活用し、職員に

よる被災中小企業・小規模事業者等

の事業活動再開に向けた助言、仮設

施設整備手法に係る助言による被

災自治体への支援協力を併せて提

案。 
 
○販路開拓支援 
・新価値創造展２０１９や中小企業

総合展 ｉｎ ＦＯＯＤＥＸ２０

２０において、出展料免除等の支援

を実施。 
 
○広報活動 
・機構の復興支援策をホームページ

やプレスリリースにより提供する

とともに特設サイトを公開。 
 
■平成３０年７月豪雨災害の復興支

援 
○復興支援アドバイザー派遣事業 
・被災中小企業・小規模事業者等の経

営課題に対して、熊本地震における

復興支援アドバイス支援の実績を

有する専門家を先駆的に活用。 
・被災中小企業・小規模事業者等に対

して復興支援アドバイザーを派遣

し、被災中小企業・小規模事業者の
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を勘案しながら、

専門家の派遣等を

通じた相談・助言

を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・平成３０年７月

豪雨により被災し

た中小企業・小規

模事業者等を対象

とする岡山県・広

島県・愛媛県が実

経営課題についての助言の他、支援

機関等からの派遣要請に応じ補助

金申請に伴う説明会・勉強会・相談

会等に対応。 
・支援実績 
 派遣人日数 １３９．０人日 
 
（支援事例） 
・グループ補助金復興事業計画にお

ける共同事業を実施する愛媛県内の

支援機関に対し、小規模事業者向けＢ

ＣＰ策定セミナーの講師として復興

支援アドバイザーを派遣。既存のＢＣ

Ｐ事例を参考とした演習形式により、

参加者が各自で考え、計画書を作成

し、フィードバックする実践的なセミ

ナーを開催。このセミナーを通じて支

援機関のスキルも向上し、支援機関に

よる被災事業者等へのＢＣＰ策定支

援が可能となった。 
・自社保有の大型バス、修理保全設備

が被災した愛媛県内の観光バス会社

に対し、復興支援アドバイザーによる

グループ補助金申請支援を実施。グル

ープ認定申請から概算・精算払い手続

きの助言を行うとともに、復旧後の営

業戦略、事業コストの見直しについて

助言し、事業継続に目途をつけること

ができた。 
 
○販路開拓支援 
・新価値創造展２０１９や中小企業

総合展 ｉｎ ＦＯＯＤＥＸ２０

２０において、出展料免除等の支援

を実施。 
 
■平成３０年７月豪雨に係る被災中

小企業施設・設備整備支援事業（３

セク貸付）の実施 
・被災３県（岡山県・広島県・愛媛県）

に対して２００．５億円を貸付。２

４先の事業者に対し、１２．６億円



126 

施する貸付制度へ

の支援を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・熊本地震により

被災した中小企

業・小規模事業者

等を対象とする熊

本県が実施する貸

付制度への支援を

継続する。 

の貸付承認。 
・被災３県及び財団が実施する貸付

審査への助言協力を実施（２県、３

先、４日計１１人） 
・令和元年台風第１５号及び台風第

１９号等により被災した中小企業・

小規模事業者等を対象とする宮城

県・福島県・栃木県が実施する貸付

制度創設への支援を行う。 
 
・令和元年台風第１５号及び台風第

１９号等により被災した中小企業・

小規模事業者等を対象とする宮城

県・福島県・栃木県が実施する貸付

制度創設への支援を行う。 
 
■熊本地震に係る被災中小企業施設・

設備整備支援事業（３セク貸付）の

実施 
・熊本県に対して３８５．４億円を貸

付。６９の事業者に対し、３６．９

億円の貸付承認。 
・熊本県及び財団が実施する貸付審

査への助言協力を実施（７先、５日

計２１人） 
 
■熊本地震で被災した中小企業者へ

の支援（継続中の措置） 
・小規模企業共済の災害時貸付けの

適用及び特例（令和３年３月末まで

延長） 
通常の災害時貸付けを適用すると

ともに、直接被害については、無利

子。 
無利子貸付 ３件 ７百万円 

 
■平成３０年７月豪雨で被災した中

小企業者への支援（継続中の措置）

・小規模企業共済の災害時貸付けの

適用及び特例（令和３年３月末まで

延長） 
通常の災害時貸付けを適用すると
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ともに、直接被害については、無利

子。 
無利子貸付 ６件 ２８百万円 

 
■ 令和元年台風第１９号で被災した

中小企業者への支援（継続中の措

置） 
・小規模企業共済の災害時貸付けの

適用及び特例（令和２年１１月１日

まで延長） 
通常の災害時貸付けを適用すると

ともに、直接被害については、無利

子。 
無利子貸付 １５６件 ９６６百

万円 
・小規模企業共済事業について、災害

緊急相談窓口で災害時貸付に係る

相談に対応するとともに、被災者の

緊急な資金需要に迅速に対応でき

るよう即日貸付を実施。 
小規模企業共済災害時貸付 １２

件、３４百万円 
 【指標４－１】 

・中期目標期間

終了時において、

小規模企業共済

制度の在籍率を、

前中期目標期間

終了時より５％

ポイント以上向

上させる。【基幹

目標】（新規設定）

（［参考］２０１

７年度末実績：４

６．８％） 
 
【指標４－２】 
・中期目標期間

において、小規模

企業共済制度の

委託機関等への

支援件数を２万

【指標４－１】 
・中期目標期間

終了時において、

小規模企業共済

制度の在籍率を、

前中期目標期間

終了時より５％

ポイント以上向

上させる。【基幹

目標】（新規設定）

（［参考］２０１

７年度末実績：４

６．８％） 
 
【指標４－２】 
・中期目標期間

において、小規模

企業共済制度の

委託機関等への

支援件数を２万

【指標】 
・小規模企業共済

制度の在籍率：前

中期目標期間終了

時より１％ポイン

ト以上向上【基幹

目標】 
 
・小規模企業共済

制度の委託機関等

への支援件数：４，

０００件以上 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【指標】 
・小規模企業共済制度の在籍率：３．

３％【基幹目標】 
 
 
 
 
 
・小規模企業共済制度の委託機関等

への支援件数：８，３１９件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【指標】 
■小規模企業共済制度の在籍率：前中期目標期

間終了時より１％ポイント以上向上（基幹目

標） 
■小規模企業共済制度の委託機関等への支援

件数 
全国３０４万の小規模事業者をターゲット

とし、より多くの小規模事業者に小規模企業共

済を認知し活用して貰うため、新規加入者の獲

得に重点を置いた。元年度 4 月に地域本部の組

織を改革。職員の多能工化を狙い「連携支援部」

を創設。これにより共済を扱う職員の幅が広が

るとともに、複数分野の案件を同時に金融機関

等に持ち込み、より相手方の関心を引きつける

ことに成功。全国津々浦々まで届く組織的な制

度普及及び加入促進活動を強力に展開。委託機

関等への支援件数は目標４，０００件に対して

８，３１９件(対数値目標２０８％) という高

い水準で目標を達成。前年度を上回る新規加入

件数（１０４，００４件）を達成し、在籍者数
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件以上とする。

（新規設定）（［参

考］前中期目標期

間実績（２０１７

年度末実績）：役

員等による委託

機関等への訪問

件数４７３件） 
 
 

件以上とする。

（新規設定）（［参

考］前中期目標期

間実績（２０１７

年度末実績）：役

員等による委託

機関等への訪問

件数４７３件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・再生支援全国本

部の再生支援協議

会に対する相談・

助言による再生支

援協議会の課題解

決率：７０％以上 
 
・仮設施設に入居

していた被災中小

企業・小規模事業

者等が、恒常的な

店舗等での事業継

続に転換した者の

割合：５０％以上 
 
・展示会に出展し

た被災中小企業・

小規模事業者のう

ち、前年度以上の

売上を上げた者の

割合：５０％以上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・再生支援全国本部の再生支援協議

会に対する相談・助言による再生支

援協議会の課題解決率：９７．９％

 
 
 
 
・仮設施設に入居していた被災中小

企業・小規模事業者等が、恒常的な

店舗等での事業継続に転換した者

の割合：７３．４％ 
 
 
 
 
・展示会に出展した被災中小企業・小

規模事業者のうち、前年度以上の売

上を上げた者の割合：７８．０％（元

年度／３０年度比） 

は機構発足以降で最大となった。これにより、

小規模企業共済の在籍率は、５３．２％となり、

前期中期目標期間末の在籍率４９．９％から

３．３％ポイント向上と、数値目標である１％

ポイント以上の向上を大きく上回った。 
 
 
 
 

■債務保証（財務省共管業務） 
債務保証業務の周知を図るため、本部及び地

域本部において、債務保証制度を利用する金融

機関（都市銀行、地方銀行、信用金庫等）を中

心に、延べ３０先に対して訪問、並びに、延べ

１１７先にパンフレットを送付するなどの債

務保証制度のＰＲ活動を着実に実施。（再掲） 
 
 
 
 
 
 
 
 

注５）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務運営の効率化に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
― 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
運営費交付金の効率

化 
毎年度平均で前年

度比１．０５％以上

の効率化 

 ▲３．５％      

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
 限りあるリソー

スのなか、以上に

述べた国民に対

して提供するサ

ービスを的確に

提供し、効率的か

つ着実に成果を

上げていくため

に、理事長による

リーダーシップ、

トップマネジメ

ントの下、以下の

取組を持続的に

推進していく。 

限りあるリソー

スのなか、以上に

述べた国民に対

して提供するサ

ービスを的確に

提供し、効率的か

つ着実に成果を

上げていくため

に、理事長による

リーダーシップ、

トップマネジメ

ントの下、以下の

取組を持続的に

推進していく。 

限りあるリソー

スのなか、以上に

述べた国民に対

して提供するサ

ービスを的確に

提供し、効率的か

つ着実に成果を

上げていくため

に、理事長による

リーダーシップ、

トップマネジメ

ントの下、以下の

取組を持続的に

推進していく。 

  ＜評定と根拠＞ 
評定： Ａ 
根拠： 顧客重視の支援を

推進すべく、元年 4 月に地

域本部を顧客（中小企業、支

援機関）別の組織に再編。同

じ属性の顧客に対して職員

が多能工として支援サービ

スを届けること等により、

業務の生産性向上と顧客サ

ービスの向上の両立を図り

つつ、支援の質の向上と量

的拡大を展開するための関

係機関との連携強化や情報

提供機能の強化に取り組む

一方、組織活性化や業務見

直しによる業務の新陳代

謝、AI・IT を活用した新た

な体制整備を行うなど高い

成果を実現。特に元年度は

評定  

＜評定に至った理由＞ 
 
＜今後の課題＞ 
（実績に対する課題及び改善方策など） 
 
 
＜その他事項＞ 
（有識者からの意見聴取等を行った場合には意見を記載するなど） 
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災害対応、生産性革命推進

事業(補正予算)、コロナ対策

等、当初想定していなかっ

た業務が追加される中、通

常業務との両立を達成した

ことからＡ評価と判断。 

 １．顧客重視 
（１）顧客重視の

業務運営 
・顧客重視を第

一とし、中小企

業・小規模事業者

や地域の中小企

業支援機関等が

時間・距離・コス

トの制約を越え

てアクセスでき

るようＡＩ・ＩＴ

を活用し、３５８

万の中小企業・小

規模事業者に対

する支援施策の

より一層の利用

促進と支援の質

の向上を図る。 
・業務運営の効

率化を図りつつ

実効性のある質

の高い支援を実

現するため、現場

主義を徹底し、現

場ニーズの吸い

上げを行い、不断

に制度・業務を改

善するとともに、

経済産業大臣等

に対し、現場の

「気付き」を迅速

に提言すること

１．顧客重視 
（１）顧客重視の

業務運営 
・中小企業・小規

模事業者や地域

の中小企業支援

機関等が時間・距

離・コストの制約

を越えてアクセ

スできるようＡ

Ｉ・ＩＴを活用

し、３５８万の中

小企業・小規模事

業者に対する支

援施策のより一

層の利用促進と

支援の質の向上

を図る。 
・支援現場にお

ける地域や中小

企業・小規模事業

者のニーズの吸

い上げを行い、顧

客視点で支援の

現場ニーズに即

した前例にとら

われない柔軟な

発想による取組

や支援施策への

反映を積極的に

推進することと

し、不断に制度・

業務を改善する

１．顧客重視 
（１）顧客重視の

業務運営 
・中小企業・小規

模事業者や地域

の中小企業支援

機関等が時間・距

離・コストの制約

を越えてアクセ

スできるようＡ

Ｉ・ＩＴを活用

し、３５８万の中

小企業・小規模事

業者に対する支

援施策のより一

層の利用促進と

支援の質の向上

を図る。 
 
・顧客視点で前

例にとらわれな

い柔軟な発想に

よる取組を積極

的に推進するこ

ととし、制度・業

務の改善や新た

な施策に反映す

るため、支援現場

における地域や

中小企業・小規模

事業者のニーズ

の吸い上げを行

う。 

 １．顧客重視 
（１）顧客重視の業務運

営 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■地域ニーズに対応した

事業展開（創意工夫に

よる地域本部独自の取

組み） 
・業務運営の効率化を進

めつつ、創意工夫によ

り地域ニーズに対して

質の高い支援を展開。

〇地域の総意を結集し、

新事業・新商品を創出

 
［北海道本部］ 
・北海道農業の高度化、

高付加価値化と新たな産

■顧客重視 
顧客重視の支援を推進す

べく、元年 4 月に地域本部

を顧客（中小企業、支援機

関）別の組織に再編。業務の

生産性向上と顧客サービス

の向上の両立を図りつつ、

支援の質の向上と量的拡大

を展開するための関係機関

との連携強化や情報提供機

能の強化に取り組んだ。地

域においても、機構事業へ

のパートナーを確保すべ

く、中小企業と地域の発展

に顕著に貢献した経営者や

支援者を「中小企業応援士」

として委嘱(現在 84 名)。災

害対応、生産性革命推進事

業(補正予算)、コロナ対策

等、当初想定していなかっ

た業務が追加される中、通

常業務との両立を達成。 
機構の認知度向上による

支援施策の利用促進につい

ては、中小企業・小規模事業

者及び地域の中小企業支援

機関等に機構の存在意義や

利用価値を浸透させ、支援

施策の利用促進を図るた

め、機構全体の情報発信力

を高めるとともに、マスメ

ディアやウェブメディア、

ソーシャルメディアといっ
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で施策の改善や

新たな施策への

反映を図る。 
・広域的な実施

体制を効果的か

つ効率的に運用

し、機構自らがカ

バーできていな

い中小企業・小規

模事業者への支

援の拡大やより

効果的・効率的な

支援の提供など

の観点から、引き

続き政府関係機

関、独立行政法

人、地方公共団

体、地域の中小企

業支援機関、民間

企業等と連携・協

働を図るととも

に、既存の連携先

のみならず、これ

らの中の新たな

機関との連携・協

働について模索

していくことで、

中小企業・小規模

事業者に対し機

動的な支援を行

う。 

とともに、経済産

業大臣等に対し、

現場の「気付き」

を迅速に提言す

ることで施策の

改善や新たな施

策への反映を図

り、実効性のある

質の高い支援の

実現を目指す。 
・顧客重視を第

一とし、地域本部

等をはじめとし

た広域的な実施

体制を、効果的か

つ効率的に運用

する。 
 
・機構自らがカ

バーできていな

い中小企業・小規

模事業者への支

援の拡大やより

効果的・効率的な

支援の提供など

の観点から、引き

続き政府関係機

関、独立行政法

人、地方公共団

体、地域の中小企

業支援機関、民間

企業等と連携・協

働を図るととも

に、既存の連携先

のみならず、これ

らの中の新たな

機関との連携・協

働について模索

することで多様

な支援の担い手

等とのネットワ

ークを強化し、機

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業形成のため、「スマート

農商工連携の促進」に関

する事業を展開。Ｊ－Ｇ

ｏｏｄ Ｔｅｃｈと連動

し異業種マッチング（８

社１２人参加）を実施。

また、スマート農業関連

のセミナー及び研修会等

（７回、延べ約３６０人

が参加）を実施。ＳＮＳ

による情報発信を行い、

農業と他の産業との連携

を促進。 
・「札幌モーターショー

２０２０」（延べ来場者９

０，５９９人）において、

２５年度から支援する

「北海道発ＥＶ 研究開

発・利活用プロジェクト」

の新試作車を展示。併せ

て北海道のものづくり企

業ＰＲのため、道内自動

車関連１８社・機関の出

展を支援。 
 
［東北本部］ 
・仙台と会津の２地域を

モデル地域とし、計１２

機関（仙台７機関、会津

５機関）が参画の下、両

地域において地域支援機

関のネットワーク構築支

援に取組み、地域支援機

関が相互補完支援しなが

ら支援する仕組み作りを

行った（連携会議、合同

イベント開催等）。また、

個別支援機関の連携ニー

ズに応じて機構の各種支

援施策（合同セミナー、

企業相談会、ハンズオン

支援（計画経営導入）等）

た様々なメディアを通じた

情報発信を強化。情報発信

に当たっては、３０年度に

一新したロゴデザイン及び

コミュニケーションワード

「Ｂｅ ａ Ｇｒｅａｔ

Ｓｍａｌｌ．」を用いた統一

的なコンセプトの下、機構

の組織名称と事業内容の一

体的な発信を実施。その結

果、メディア掲載件数は２，

９６２件と、前年度の２，０

５３件から４４．３％の大

幅な増加。また、機構の認知

度は４１．６％（前年度：３

８．９％）と、安定的に高い

水準の認知度を確保。機構

の認知度向上により、中小

企業・小規模事業者及び地

域の中小企業支援機関等に

機構のサービス周知。具体

的なメディア別での情報発

信においては、マスメディ

アを通じた情報発信では、

地域メディアを集めたメデ

ィア懇談会の開催に加え、

新聞記者を対象とした中小

企業支援施策に係る勉強会

の新たな開催、ローカルテ

レビとの関係構築等を通じ

て、機構が持つ役割や存在

意義を発信することにより

効果的な発信を実施。ウェ

ブメディアでは、中小企業

ビジネス支援サイト「Ｊ－

Ｎｅｔ２１」について、中小

企業庁の中小企業支援サイ

ト「ミラサポ（ミラサポｐｌ

ｕｓ）」との両サイト間のユ

ーザー導線の設定による利

便性の向上や、全面リニュ

ーアルによるユーザビリテ
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構はその専門的

な知見を活かし

て、中小企業・小

規模事業者に対

し機動的な支援

を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を提供する共同プロジェ

クトを１２機関とそれぞ

れ実施。これら取組みに

より支援機関間の情報共

有や施策ＰＲでの相互協

力、個別企業支援での連

携が進んだ。 
 
［関東本部］ 
・ＩＣＴを活用した支援

機関・金融機関等の支援

能力強化プログラムを通

じ、ＩＣＴ及びデータを

活用したビジネスマッチ

ングに係る支援人材育成

支援をＪ－Ｇｏｏｄ Ｔ

ｅｃｈと連動させて実

施。プログラムには１６

機関２２人（うち北陸地

域から３機関３人）が参

加。参加機関が既存商談

会等と連動した支援を展

開し、２，０００社がＪ

－Ｇｏｏｄ Ｔｅｃｈに

新規登録。企業間のＩＣ

Ｔを活用したマッチング

件数が３０年度下期月平

均１４０件から元年度下

期月平均５５０件へ４倍

増となった。 
 
［中部本部］ 
・三重県信用保証協会と

の共催により、県内大学

生・短大生を対象とした

「企業家育成経営塾」を

実施。参加学生に対し、

中小企業経営に対する興

味関心の醸成、地元中小

企業への幹部候補として

の就職、将来的な人材育

成バンク登録等による事

ィ向上を通じて、回遊率は

リニューアル後２．４７Ｐ

Ｖ／セッションと、リニュ

ーアル前の１．８８ＰＶ／

セッションから３１．４％

の大幅な向上。また、機構ホ

ームページ・特設サイトで

は、新たに７件の特設サイ

トの構築・全面リニューア

ルや機構ホームページのユ

ーザビリティ向上、ＩＴツ

ールの有効活用等を通じ

て、年間アクセス数は８０

８万セッションと、前年度

５０１万セッションから６

１．３％の大幅な増加につ

ながるなど、それぞれ確実

に成果が上がっている。ま

た、新型コロナウイルス感

染症による急激な環境変化

の中、公的機関としては早

期に、関係省庁や関係機関、

地方公共団体等の新型コロ

ナウイルス関連の支援情報

を横断的に集約し、元年２

月末にはＪ－Ｎｅｔ２１内

に特設ページを開設、３月

末には３０９の地方自治体

の支援情報を集約して掲

載。経済産業省の支援策パ

ンフレット「新型コロナウ

イルス感染症で影響を受け

る事業者の皆様へ」におい

ても地方自治体の総括的な

情報源として掲載。中小企

業・小規模事業者へのタイ

ムリーな情報発信を実施す

ることができた。 



133 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

業引継人材の顕在化を企

図。津市内でセミナー（参

加８０名、うち学生２５

名）を開催。また学生向

けに座学と経営者との意

見交換会による４回の集

中講義（１１名受講）を

実施。意欲的な学生囲い

込みと参加企業への優秀

な人材確保に向けた啓発

に寄与。 
 
［北陸本部］ 
・環境変化に対応し持続

的に成長する企業を育成

するため、企業競争力強

化のための経営手法のひ

とつである「デザイン経

営」の導入支援を実施。

具体的には、企業の後継

者や若手経営者を対象と

したデザイン経営の理解

を深めるためのセミナー

の開催や企業の将来像を

可視化させるビジョンマ

ップの設計、新たなニー

ズを探るツールとしての

ソーシャルメディアの活

用について支援。参加企

業にとっては「デザイン

経営」に取り組む契機と

なり、ＳＮＳフォロワー

が１．３倍になる等の具

体的な成果もあった。ま

た今回の支援内容を「成

果事例集」としてまとめ、

北陸地域の企業や支援機

関等へも共有。 
 
［近畿本部］ 
・地域経済への貢献が期

待される中小企業の発
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掘・成長支援と金融機関

職員の目利き力・経営支

援能力・現場力の向上の

ため、「地域の卓越企業発

掘＆育成プログラム」を

実施。２６年度から続け

ている取組みで、近畿経

済産業局、近畿財務局及

び機構の連携を深めなが

ら毎年プログラムを進化

させ推進。本年度は２月

に「金融機関と事業者が

一緒に取り組む後継者育

成」と題した中小企業の

持続力・成長力をアップ

するための同プログラム

と機構のハンズオン支援

の活用を促進する目的の

大規模な合同セミナーも

実施。中小企業支援に当

たっては、管内金融機関

から企業紹介を受け、合

同で支援を実施。中小企

業の経営課題や体制に合

わせ、個別相談、専門家

派遣、商談会・マッチン

グ機会、実践研修、マー

ケティング戦略策定等の

支援を実施。延べ８金融

機関と連携し、１６社の

紹介を受け、１４社に対

してはハンズオン支援に

より専門家を派遣。 
 
［中国本部］ 
・地域資源活用事業の認

定事業者とその連携事業

者を対象に、インバウン

ド誘客の実現に向けて、

４県（鳥取県、島根県、山

口県、岡山県）にまたが

る広域連携を通じた、海
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外セールス活動を支援。

香港の旅行代理店２社を

招聘したファムトリップ

や、シンガポールの旅行

代理店等９社を訪問する

セールスコールを実施。

参加企業のセールスノウ

ハウ獲得や、海外バイヤ

ーから商品化に向けた提

案を受ける等、実際の商

品化・インバウンド誘客

に向けた動きにつながっ

た。  
 
［四国本部］ 
・四国地域における機構

の認知度向上を図り、支

援施策浸透のため、同地

域の中小企業３，２０９

社を対象とした経営課題

の実態調査（回答率２３．

７％）を実施。同地域に

おける課題では、「人手不

足」、「事業承継・後継者

育成」が顕著と判明。一

方、「人材育成」に取り組

むことが企業の課題解消

につながる傾向にあるこ

とが明らかになった。調

査結果と四国本部の取組

みをメディアとの関係強

化（訪問１７社、懇談会

実施（２１社参加）、プレ

スリリース実施等）を図

り、地域内へ発信（記事

掲載５件）し、支援施策

を広めた。 
 
［九州本部］ 
・新事業展開に必要な支

援をワンストップで提供

するため、「新事業創出ビ
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・顧客重視を第

一とし、地域本部

等をはじめとし

た広域的な実施

体制を、効果的か

つ効率的に運用

し、必要に応じて

見直しを図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ジネスマッチングフェ

ア」（事業者や支援機関等

を含む計１８３名参加）

を開催。内容は、バイヤ

ー１０社を招いた商談会

（４０社参加、商談８０

件実施）、専門アドバイザ

ーによる各種テーマに関

する相談・アドバイス（３

４社参加、相談５２件対

応）等、計６種のプログ

ラムを実施。また本イベ

ントから４件のマッチン

グモデル事例が創出さ

れ、具体的な成果達成に

向け、フォローアップ中。

 
・顧客重視の支援体制と

するために、地域本部

の組織を事業別の組織

から支援ターゲット別

の組織に改編するとと

もに、地域本部の改編

に合わせて本部経営支

援部の組織も見直し

た。 
また、中小企業政策の

重要課題となっている

創業・ベンチャー支援

をより一層、充実・強化

するため、「創業・ベン

チャー支援部」を新設。

また、これまで事業承

継と再生支援の二つの

センターに分かれてい

たが、より一体的に事

業を推進するために二

つのセンターを統合

し、「事業承継・再生支

援部」を設置した。 
さらに、生産性向上の

強く推進するために追
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・政府関係機関、

独立行政法人、地

方公共団体、地域

の中小企業支援

機関、民間企業、

ＮＰＯ等の多様

な支援の担い手

等とのネットワ

ークを強化し、機

構はその専門的

な知見を活かし

て、これらの関係

機関との連携・協

働を一層強化す

る。 

加的に交付金が措置さ

れたことを受け、他の

事業とも連携し、全国

的に生産性向上に取り

組むべく企画部内に

「生産性革命推進事業

室」を設置した。 
 
■関係機関との連携・協

働の強化 
〇金融庁・金融機関との

連携強化 
・金融庁及び財務局との

連携を強化。具体的に

は、次のとおり、各財務

局長、財務局理財部長

及び財務事務所長への

機構業務説明を実施す

るとともに、連携の推

進を依頼。 
７月：新任財務局長業

務説明会 
（金融庁主催） 
９月：全国財務事務所

長会議（財務省主催）

１２月：財務局理財部

長会議（金融庁主催）

 
・金融機関の全国団体

（（一社）全国信用金庫

協会、（一社）全国信用

組合中央協会）との連

携を強化。具体的には、

次のとおり、中小機構

の施策情報を定期的に

提供。 
６月：消費税軽減税率

対策補助金、新価値創

造展２０１９出展者募

集、戦略的知財活用海

外展開補助金公募、Ｗ

ＥＢｅｅ Ｃａｍｐｕ
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ｓについて情報提供 
９月：ここからアプリ、

ビジネス用アプリ（ク

ラウド型）導入支援サ

ポートブック、Ｅ－Ｓ

ＯＤＡＮ、中小企業総

合展ｉｎ ＦＯＯＤＥ

Ｘ２０２０出展者募

集、先端企業ＣＥＯ商

談会＆セミナー参加者

募集、令和元年度事業

承継フォーラムについ

て情報提供 
１２月：ここからアプ

リ、Ｅ－ＳＯＤＡＮ、Ｗ

ＥＢｅｅ Ｃａｍｐｕ

ｓ新規研修、ＴＩＰ＊

Ｓ、医療機器ＣＥＯ商

談会＆セミナー、事業

承継パンフレットにつ

いて情報提供 
３月：起業ライダーマ

モル、ＴＩＰ＊Ｓ、よろ

ず支援拠点事例集公表

について情報提供 
 
・金融機関の金融機能と

機構の経営支援機能を

組み合わせて、中小企

業・小規模事業者に係

る重要な政策課題等

に、効果的かつ効率的

に対応するため、下記

の金融機関との間で業

務連携合意書を締結し

た。 
 
日本政策金融公庫中小企

業事業 
：元年９月２５日締結 
商工組合中央金庫 
：元年１２月１３日締結
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信金中央金庫 
：２年１月２８日締結 
日本政策金融公庫国民生

活事業 
：２年２月７日締結 
アルプス中央信用金庫 
：２年３月１２日締結 
 
・９月に業務連携合意書

を締結した日本政策金

融公庫中小業事業との

間では、２月にフォロ

ーアップ会合を実施

し、連携の進捗状況を

確認するとともに、今

後の方向性について議

論した。 
 
○業務提携の締結 
・元年度における新たな

業務提携締結機関６機

関 
 
金融機関等 ５機関 
（日本政策金融公庫（中

小事業本部、国民生活事

業本部）、商工組合中央金

庫、信金中央金庫、アル

プス中央信用金庫） 
 支援機関等 １機関 
（首都圏産業活性化協

会） 
 
・業務提携締結機関（累

計）３３５機関 
金融機関等２１１機関、

支援機関等７２機関、大

学１３大学、地方公共団

体２２機関、海外支援機

関等１７機関 
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 （２）機構の認知

度向上による支

援施策の利用促

進 
支援施策の利用

促進には、中小企

業・小規模事業者

にそれぞれの課

題や対応の必要

性に気付いても

らうことが前提

となる。その上

で、機構の提供す

るサービスを知

ってもらうこと

が必要となるが、

これには機構の

存在、利用価値を

含めた機構自身

の認知度向上を

図っていくこと

が不可欠である。

その情報発信に

は、中小企業・小

規模事業者に限

らず、その家族、

従業員、中小企

業・小規模事業者

を支援する者、中

小企業・小規模事

業者と取引をす

る者など幅広い

層を対象にして

いくことが重要

となる。 
第４期中期目標

期間においては、

ＳＮＳや動画配

信などのウェブ

メディアやロー

カルテレビなど

のマスメディア

（２）機構の認知

度向上による支

援施策の利用促

進 
支援施策の利用

促進には、中小企

業・小規模事業者

に生産性向上や

海外需要の獲得、

円滑な事業承継・

事業引継ぎなど

それぞれの課題

や対応の必要性

に気付いていた

だくことが前提

となる。その上

で、機構の提供す

るサービスを知

っていただくこ

とが必要となる

が、これには機構

の存在、利用価値

を含めた機構自

身の認知度向上

を図っていくこ

とが不可欠であ

る。また、情報・

メッセージの発

信は、中小企業・

小規模事業者に

限らず、その家

族、従業員、中小

企業・小規模事業

者を支援する者、

中小企業・小規模

事業者と取引を

する者など幅広

い層を対象にし

ていくことが重

要となる。 
こうした考えの

もと、機構では、

（２）機構の認知

度向上による支

援施策の利用促

進 
・機構の設立１

５周年となる２

０１９年に一新

したロゴデザイ

ン及びコミュニ

ケーションワー

ド「Ｂｅ ａ Ｇ

ｒｅａｔ Ｓｍ

ａｌｌ．」を基軸

とした発信を強

化し、中小企業・

小規模事業者及

び地域の中小企

業支援機関等に

機構の存在意義

や利用価値を浸

透させ、支援施策

の利用促進を図

る。 
・機構からの情

報・メッセージ

は、ＳＮＳや動画

配信等のウェブ

メディア及びロ

ーカルテレビ等

のマスメディア

活用やパブリシ

ティ活動等を通

じて、中小企業・

小規模事業者に

限らず、その家

族、従業員、中小

企業・小規模事業

者を支援する者、

中小企業・小規模

事業者と取引を

する者など幅広

い層を対象に発

 （２）機構の認知度向上

による支援施策の利用促

進 
 
■機構全体の情報発信力

の強化とメディアミッ

クスによる情報発信の

強化 
・中小企業・小規模事業

者及び地域の中小企業

支援機関等に機構の存

在意義や利用価値を浸

透させ、支援施策の利

用促進を図るため、後

述の通り、機構全体の

情報発信力を強化。 
・また、マスメディアや

ウェブメディア、ソー

シャルメディアといっ

た様々なメディアを通

じた情報発信を強化。

発信に当たっては、３

０年度に一新したロゴ

デザイン及びコミュニ

ケーションワード「Ｂ

ｅ ａ Ｇｒｅａｔ

Ｓｍａｌｌ．」を用いた

統一的なコンセプトの

下、機構の組織名称と

事業内容の一体的な発

信を実施。 
・その結果、メディア掲

載件数は２，９６２件

と、大幅な増加。また、

機構の認知度は４１．

６％と、安定的に高い

水準の認知度を確保。

 
■マスメディアを通じた

情報発信の強化 
〇効果的なパブリシティ

活動による情報発信の
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といった様々な

ツールや機会を

通じて周知啓発

を強化し、機構の

認知度に関する

アンケート調査

や支援施策の利

活用状況などに

より適切にその

効果を把握・検証

し、改善すること

により、支援施策

の普及展開を図

る。さらに、機構

ホームページ及

び中小企業ビジ

ネス支援サイト

「Ｊ－Ｎｅｔ２

１」などについ

て、それぞれの役

割、機能の見直し

を行いつつ、更な

る利便性向上と

内容の充実を図

り、中小企業庁の

「ミラサポ」をは

じめとする他機

関の中小企業・小

規模事業者支援

ポータルサイト

との一層の効果

的な連携を取り

ながら、事業者・

支援者等のユー

ザー目線に立っ

て最適な情報提

供を行う環境を

整備する。 
 

設立１５周年と

なる２０１９年

より、これまでの

ロゴデザインを

一新し、機構ブラ

ンドの確立を通

じた戦略的な認

知度向上に取り

組んでいるとこ

ろ。第４期中期目

標期間において

は、機構からの情

報やメッセージ

をＳＮＳや動画

配信などのウェ

ブメディアやロ

ーカルテレビな

どのマスメディ

アを通じて周知

するとともに、積

極的なパブリシ

ティ活動を展開

していく。これら

の取組を通じて

幅広く情報発信

するとともに、機

構の認知度に関

するアンケート

調査や支援施策

の利活用状況の

把握などにより

適切にその効果

を把握・検証し、

改善することに

より、支援施策の

普及展開を図る。

さらに、機構ホー

ムページ及び中

小企業ビジネス

支援サイト「Ｊ－

Ｎｅｔ２１」など

について、それぞ

信していく。 
・上記の取組に

ついては、その効

果を機構の認知

度に関するアン

ケート調査や支

援施策の利活用

状況の把握等に

より適切に把握・

検証して改善す

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

強化 
・機構全体で計１４２回

のプレスリリースに加

え、ブリーフィングも

多数実施することによ

り、マスメディアを通

じた情報発信を強化。

情報発信に当たって

は、地域本部での地域

メディアを集めたメデ

ィア懇談会の開催に加

えて、新聞記者を対象

とした中小企業支援施

策に係る勉強会を新た

に開催する等、支援施

策の社会的な背景や課

題も含めた効果的な発

信を実施することで、

前述の通り、メディア

掲載件数の大幅な増加

につながった。 
 
〇ローカルテレビを活用

した情報発信 
・中小企業・小規模事業

者等の先進的な事例や

支援事例を紹介するた

め、公益財団法人民間

放送教育協会「日本の

チカラ」や、北海道テレ

ビ「ＬＯＶＥ ＨＯＫ

ＫＡＩＤＯ」、山形テレ

ビ「やまがた発！ニッ

ポンものづくりの極

意」等への制作協力を

継続して実施。技術者

育成による生産性向上

やデジタル化・地域の

資源等を活用した新事

業展開等の取組を通じ

て、その重要性や課題

解決策を提案。 
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れの役割、機能の

見直しを行いつ

つ、更なる利便性

向上と内容の充

実を図り、中小企

業庁の「ミラサ

ポ」をはじめとす

る他機関の中小

企業・小規模事業

者ポータルサイ

トとの一層の効

果的な連携を取

りながら、事業

者・支援者等のユ

ーザー目線に立

って最適な情報

提供を行う環境

を整備する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・北海道本部や近畿本部

等においてローカルテ

レビも含めた地域メデ

ィアを集めた懇談会を

開催。加えて新たに四

国本部においてもメデ

ィア懇談会にローカル

テレビを集め、関係構

築を開始。 
 
■組織力向上による機構

全体の情報発信力の強

化 
・関係機関を通じた情報

発信を強化するため、

株式会社日本政策金融

公庫や株式会社商工組

合中央金庫、信金中央

金庫との業務提携の機

会を捉えて、各機関の

広報部門と連携し、記

者会見やプレスリリー

ス、ブリーフィング等

を共同で実施。 
 
・機構内の各事業部が実

施する情報発信の強化

のため、専門的知見を

有する人材を外部専門

家として活用する広報

活動支援アドバイザー

制度を新たに創設。効

果測定に基づく分析・

評価と発信方法に関す

るアドバイスを現場担

当者に実施、浸透させ

ることで、より効果的

な情報発信を実施。 
・元年６月より、本部及

び地域本部の日々の業

務活動における実績や

成果を、機構全体に週
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・中小企業ビジ

ネス支援サイト

「Ｊ－Ｎｅｔ２

１」のコンテンツ

を生産性向上や

海外需要の獲得、

事業承継・事業引

継ぎなど中小企

業・小規模事業者

の重点的な経営

課題の解決に役

立つものにする

とともに、ユーザ

ビリティのより

一層の向上を図

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２回『活動通信「機構ス

クエア」』として配信。

機構内における最新の

事業活動をタイムリー

に情報共有すること

で、職員一人一人の情

報発信の能力を向上。

 
■ウェブメディア（Ｊ－

Ｎｅｔ２１）を活用し

た情報発信の強化 
○Ｊ－Ｎｅｔ２１の全面

リニューアルによるユ

ーザビリティの向上等

・中小企業・小規模事業

者等の利用者の利便性

を高めるため、元年１

０月にＪ－Ｎｅｔ２１

の全面リニューアルを

実施。新着情報や注目

情報の視認性向上のた

め、トップページを中

心としたデザインを一

新するとともに、ユー

ザーが目的としたコン

テンツにたどり着きや

すくするため、古いコ

ンテンツを大幅に削減

し、課題別・目的別・キ

ーワード別にコンテン

ツ及び導線の整理を実

施。また、セキュリティ

対策の強化、全ページ

のスマートフォン表示

対応を完了。中小企業・

小規模事業者等が抱え

る多様な課題や関心事

に合致した情報に到達

しやすくなった。 
・Ｊ－Ｎｅｔ２１の年間

アクセス数は、コンテ

ンツ量を大幅に縮小し
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・機構のホーム

ページは、「Ｊ－

Ｎｅｔ２１」との

役割、機能の見直

しを行いつつ、コ

ーポレイトサイ

トとして必要な

情報発信を徹底

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

たことから、４１１万

セッション。リニュー

アル後は、アクセシビ

リティ改善によるユー

ザビリティ向上から、

ユーザーが１回のアク

セスでサイト内を何ペ

ージ閲覧したかを示す

回遊率がリニューアル

後２．４７ＰＶ／セッ

ションと、リニューア

ル前の１．８８ＰＶ／

セッションから３１．

４％の大幅な向上。 
・ユーザーに対する役立

ち度調査の結果は、５

段階中、上位２段階の

割合の合計が７２．

０％。 
[独立行政法人通則法第

２８条の４に基づく平成

３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
○Ｊ－Ｎｅｔ２１におけ

る掲載情報の刷新・質

的な拡充 
・社会課題や中小企業・

小規模事業者等が抱え

る喫緊の課題に対応し

た情報を発信するた

め、「事業承継・引き継

ぎはいま」や「備えあれ

ば憂いなし、ＢＣＰの

ススメ」「中小企業とＳ

ＤＧｓ」等の特集企画

などを掲載。また、「中

小タスクが行く！」で

は、これまで公的支援

を活用していない層を

ターゲットとして、漫

画で生産性向上や海外
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・機構の両サイ

トは、中小企業庁

の「ミラサポ」な

どの中小企業・小

規模事業者支援

ポータルサイト

との一層の効果

的な連携を取り

つつ、事業者・支

援者等のユーザ

ー目線に立って

最適な情報提供

を行う環境を整

備する。 

需要獲得など経営課題

解決の手法を紹介する

特集を掲載。更に、元年

２月末には新型コロナ

ウイルス感染症の特設

ページも開設（後述）。

・「支援情報ヘッドライ

ン」では、関係省庁や関

係機関、地方公共団体

等の補助金・助成金・融

資やセミナー・イベン

ト等の情報を毎日２７

１サイトより集約して

掲載。利用者の所在エ

リア・目的・支援施策種

別に合致した支援情報

が検索可能。また、スマ

ートフォン用のアプリ

でも提供しており、利

用者に合致した支援情

報をプッシュ型で配

信。掲載件数は、新型コ

ロナウイルス感染症関

連の支援情報を拡充し

たことで、年間２８，２

６０件と増加。 
 
○Ｊ－Ｎｅｔ２１とミラ

サポの両サイト間の円

滑なユーザー導線の設

定 
・「Ｊ－Ｎｅｔ２１」と中

小企業庁の中小企業支

援サイト「ミラサポ（ミ

ラサポｐｌｕｓ）」との

両サイトのそれぞれの

特長を活かした再編

と、両サイト間の円滑

なユーザー導線の設定

による利便性の向上を

図ることを目的に、３

０年度から中小企業庁
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と共同で「Ｊ－Ｎｅｔ

２１×ミラサポタスク

フォース」を設置して

おり、両サイトの全面

的なリニューアル実施

にあたり、元年度は計

５回開催。 
・具体的には、Ｊ－Ｎｅ

ｔ２１のコンテンツで

ある支援情報ヘッドラ

インによる全国の補助

金・助成金の横断的な

検索結果から、経済産

業省補助金申請システ

ム「Ｊグランツ」への導

線を実装したことで、

課題解決を急ぐ中小企

業のニーズに即応する

ことを可能とするな

ど、ユーザー目線で両

サイトの改修を実施。 
[独立行政法人通則法第

２８条の４に基づく平成

３０年度評価結果の反映

状況の公表] 
 
 
■ウェブメディア（機構

ホームページ・特設サ

イト）を活用した情報

発信の強化 
〇機構ホームページや特

設サイトによる情報発

信の強化 
・社会課題や中小企業・

小規模事業者等が抱え

る喫緊の課題に対応し

た機構の新たな支援情

報を発信するため、事

業部門とも連携し、生

産性向上や強靭化支援

等の特設サイトを７サ
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イト構築・全面リニュ

ーアルし、経営課題別

にその課題解決に導く

コンテンツや支援事例

等を拡充。機構ホーム

ページにおいても、台

風１９号豪雨災害に関

する特設ページを開設

する等、緊急的な対応

を実施。 
・また、機構ホームペー

ジでは、ユーザビリテ

ィ向上を実施するとと

もに、利用者が膨大な

共済制度では、事業部

門と連携し、ＡＩによ

るチャットボットを本

格稼働。その他、メール

マガジンやＦａｃｅｂ

ｏｏｋ・Ｔｗｉｔｔｅ

ｒ・インスタグラム等

のＳＮＳ、ＹｏｕＴｕ

ｂｅによる動画、電子

ブック等のＩＴツール

も有効活用し、積極的

な情報発信を実施。 
・働き方改革や生産性向

上の議論の契機になる

ことを目的として３０

年度に制作・公開した

動画「今日、部下が会社

を辞める。」は、公的機

関が柔軟な発想と刺激

的な表現を用い果敢に

問題提起を行ったと高

く評価され、一般社団

法人ＡＣＣが実施する

ＣＭアワード「２０１

９ ５９ｔｈ ＡＣＣ

ＴＯＫＹＯ ＣＲＥＡ

ＴＩＶＩＴＹ ＡＷＡ

ＲＤＳ」のフィルム部
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門（Ｂ）にて、多くの民

間企業のオンラインＣ

Ｍを上回る「ＡＣＣゴ

ールド」賞を受賞。 
・機構ホームページ及び

特設サイトの年間アク

セス数は８０８万セッ

ションと、前年度５０

１万セッションから６

１．３％の大幅な増加。

機構ホームページのユ

ーザビリティ向上やＩ

Ｔツールの有効活用等

（７０万セッション）

や、中小企業・小規模事

業者の生産性向上のた

めのＩＴプラットフォ

ーム「ここからアプリ」

特設サイトの新設（７

５万セッション）等が

大きく増加に寄与。 
 
■新型コロナウイルス感

染症に係る情報発信 
・新型コロナウイルス感

染症による急激な環境

変化の中、公的機関と

しては早期に、関係省

庁や関係機関、地方公

共団体等の新型コロナ

ウイルス関連の支援情

報を横断的に集約し、

元年２月末にはＪ－Ｎ

ｅｔ２１内に特設ペー

ジを開設、３月末には

３０９の地方自治体の

支援情報を集約して掲

載。経済産業省の支援

策パンフレット「新型

コロナウイルス感染症

で影響を受ける事業者

の皆様へ」においても
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地方自治体の総括的な

情報源として掲載。 
・ｅ－中小企業庁＆ネッ

トワーク推進協議会の

事務局として、「ｅ－中

小企業ネットマガジ

ン」を毎週１回配信、年

間計６８回配信（１回

の配信先数５９，４５

２件、新規登録者数２，

４６２件）。元年３月に

は、新型コロナウイル

ス感染症に係る臨時号

を１０回配信。急激な

環境変化により多くの

支援施策が創設される

中、中小企業・小規模事

業者及び地域の中小企

業支援機関等へのタイ

ムリーな情報発信を実

施。 
 ２．組織パフォー

マンス、組織力の

向上 
・行動指針を策

定し、研修等を通

じて浸透を図り、

各役職員のパフ

ォーマンス及び

機構の組織力の

向上を図り、顧客

の期待と信頼に

応え、質の高いサ

ービスを提供す

る。 
・業務効率を向

上し、組織を活性

化することによ

り顧客のニーズ

に一層迅速かつ

効果的に対応で

きる体制を構築

２．組織パフォー

マンス、組織力の

向上 
・行動指針を策

定し、研修等を通

じて浸透を図り、

各役職員のパフ

ォーマンス及び

機構の組織力の

向上を図り、顧客

の期待と信頼に

応え、質の高いサ

ービスを提供す

る。 
・業務効率を向

上し、組織を活性

化することによ

り顧客のニーズ

に一層、迅速かつ

効果的に対応で

きる体制を構築

２．組織パフォー

マンス、組織力の

向上 
・行動指針を策

定し、階層別研修

をはじめとした

職員研修等を通

じて浸透・徹底を

図り、各役職員の

パフォーマンス

及び機構の組織

力の向上により、

顧客の期待と信

頼に応え、質の高

いサービスを提

供する。 
 
 
 
 
 

 ２．組織パフォーマンス、

組織力の向上 
 
・階層別研修において、

「基本理念・行動指針」

を踏まえて、日常業務

遂行上心掛けているこ

と」「今後取組みたいこ

と」を各自で考え共有

し、職員として自身の

行動をどうすべきか、

組織全体としてどうあ

るべきかについて対話

による相互認識を深め

た。 
 
・「行動指針」については

経営陣との意見交換や

全役職員対象のパブコ

メ等を実施し、役職員

の意見を積極的に取り

■組織パフォーマンス、組

織力の向上 
 
機構組織が環境の変化に

対応する機動力を高め、継

続的に高度化・進化してい

くメカニズムとして、機構

能動化戦略と機構強靭化戦

略を策定。業務効率向上に

向けた取組みについては、

若手職員の残業時間短縮な

どに効果のあった負担軽減

の取組みとして「シェア会

議」を全機構に展開した。ま

た人事異動に伴う手続きや

庶務関係のマニュアルを集

約したリストを作成し、若

手職員の負担軽減に向けた

具体的な取組みを実施し

た。 
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する。 
・機構が保有す

る企業情報、支援

事例情報及びノ

ウハウ等（ナレッ

ジ）の組織横断的

共有、支援への効

果的・効率的な活

用などを図るた

め、企業情報デー

タベースを強化

するとともに、事

業者情報の秘匿

性も踏まえた情

報共有ルールに

基づき、企業情報

データベースを

中小企業庁や中

小企業支援機関

等とも連携させ、

事業者データを

活用した効果的

な支援施策の展

開可能性を検討

する。 
・職員に対する

業績評価制度を

適正に運用し、そ

の評価結果を処

遇に適正に反映

する。 
 

する。具体的に

は、必要に応じて

組織の柔軟かつ

機動的な見直し

を行うとともに、

組織内の情報共

有の強化、意思決

定の迅速化等を

強化する観点か

らＩＴを活用し

たシステムを構

築するなどの多

様な取組を行い、

業務の生産性向

上を図り、より働

きやすく働きが

いのある職場環

境を構築する。 
・機構が保有す

る企業情報、支援

事例情報及びノ

ウハウ等（ナレッ

ジ）の組織横断的

共有、支援への効

果的・効率的な活

用などを図るた

め、企業情報デー

タベースを強化

するとともに、事

業者情報の秘匿

性も踏まえた情

報共有ルールに

基づき、企業情報

データベースを

中小企業庁や中

小企業支援機関

等とも連携させ、

事業者データを

活用した効果的

な支援施策の展

開可能性を検討

する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・業務効率向上

と組織活性化の

ため、社内勉強会

の実施や業務改

善等を推進し、必

要に応じて組織

を見直す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

入れ１０月に策定し

た。策定後は各部署に

掲示を行うとともに、

行動指針策定の趣旨や

背景について全職員宛

のメールに記事配信

し、内容の周知及び理

解の深耕を図った。 
・新入職員の入構時職員

研修において、経営理

念を深めるためのワー

クショップを行った。

 
・業務効率向上に向けた

取組については、一部

署が自主的に取組み、

若手職員の業務量の把

握や残業時間短縮など

に効果のあった負担軽

減の取組みを全機構に

展開すべく、様式等を

作成し「シェア会議」と

して展開した。 
・若手職員に対してヒア

リングを実施し、要望

の多かった人事異動に

伴う手続きを集約した

マニュアルの整備、ま

た庶務関係のマニュア

ルを集約したリストを

作成した。 
・全役職員から意見募集

を行い、約３００件の

意見が寄せられた。こ

れらの意見を１１０件

の課題に分け担当部署

に対応策の検討を依頼

した。このうち早期に

着手可能な項目から、

担当部署と調整して実

施。中長期的に取り組

むものについても、２
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・職員に対する

業績評価制度は、

職員の自主性を

伸ばし、やりがい

や努力が報われ

るという観点か

ら、必要に応じて

改善を行うとと

もに、その評価結

果を賞与や昇給・

昇格等の処遇へ

反映させる。 

 
 
 
 
・情報共有の強

化、意志決定の迅

速化等を強化す

るため、電子決裁

システムを導入

する。 
 
 
 
・中小企業・小規

模事業者支援や

施策提供等の支

援ツールとして

運営する「小規模

事業者統合デー

タベース」につい

て、事業データの

拡充等により企

業情報データベ

ースとしての更

なる利便性向上

に努める。また、

他の関係機関と

の連携や事業者

データを活用し

た効果的な支援

施策展開につい

て可能性の検討

を行う。 
 
・人事評価制度

による２０１８

年度評価結果を

職員の賞与及び

昇給・昇格の処遇

に反映させる。 

年度から、順次具体的

な対応を進めることと

している。 
 
・情報共有の強化、意思

決定の迅速化等を強化

するため、元年度８月

から電子決裁可能な文

書管理システムを導入

し、電子決裁率は９０

パーセントを超えた。

 
 
・小規模事業者等統合デ

ータベースでは、定期

的な企業情報更新と、

利便性向上にむけた機

能改修を適宜すること

で、機構内のアクセス

件数・利用者数を増加

させた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・２０１８年度 に実施

した人事評価制度の評

価結果について、２０

１９年度 の職員の賞

与及び昇給の処遇に反

映させた。 
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 ３．業務改善と新

たなニーズへの

対応 
・ＰＤＣＡサイ

クルをより一層

徹底し、不断の業

務改善を推進し

ていくとともに、

新たなニーズに

対応した業務や

より効果の見込

まれる新たな手

法での業務に資

源を集中すべく、

歴史的使命を終

えた事業や成果

が十分に得られ

ていない事業、民

間企業・他の中小

企業支援機関等

との類似サービ

スについては改

善又は廃止を実

施する。 
・施策利用者等

の情報をもとに、

「企画」「実施」

「評価・検証」「事

業の再構築等」に

よる事業評価を

適切に行い、事業

成果を向上する。 
 

３．業務改善と新

たなニーズへの

対応 
・ＰＤＣＡサイ

クルをより一層

徹底し、不断の業

務改善を推進し

ていくとともに、

歴史的使命を終

えた事業や成果

が十分に得られ

ていない事業、民

間企業・他の中小

企業支援機関等

との類似のサー

ビスについては、

改善又は廃止し、

新たなニーズに

対応した事業や

より効果の見込

まれる新たな手

法での事業に資

源を集中する。 
・事業の進捗状

況を財務会計情

報や事業の評価

指標等の内部指

標により把握し、

日々の的確な経

営判断に活用す

る。業務遂行上の

問題は早期に発

見し、迅速に対応

する。 
・本計画におけ

る事業評価等は、

施策利用者等の

情報をもとに、

「企画」「実施」

「評価・検証」「事

業の再構築等」に

より適切に行い、

３．業務改善と新

たなニーズへの

対応 
・ＰＤＣＡサイ

クルをより一層

徹底し、不断の業

務改善を推進し

ていくとともに、

歴史的使命を終

えた事業や成果

が十分に得られ

ていない事業、民

間企業・他の中小

企業支援機関等

との類似のサー

ビスについては、

その必要性を検

討し、改善又は廃

止することで、新

たなニーズに対

応した事業やよ

り効果の見込ま

れる新たな手法

での事業に資源

を集中すること

を検討する。 
 
 
 
 
・業務遂行上の

問題を早期に発

見し、迅速に対応

することができ

るよう、四半期ご

との損益状況等

の確認や事業の

評価指標等の内

部指標により、事

業の進捗状況を

把握する。 
 

 ３．業務改善と新たなニ

ーズへの対応 
 
・「事業・予算管理システ

ム」の運用を開始。全機

構職員が予算の執行状

況や事業のKPIの進捗

状況を適時に確認可能

な状態にし、PDCA サ
イクルの更なる向上を

図った。 
・統廃合を含む事業見直

しや事務負担の軽減に

聖域なくメスを入れ、

業務の新陳代謝と効率

化を実現。全職員から

寄せられた全意見（各

３００件）を課題別に

分類し、担当部署にお

いて対応策の検討を行

った。これらを、早期に

着手可能なものと中長

期に取り組むものとに

分け、早期分について

は、元年度中に実施。中

長期分については、２

年度から、順次具体的

な対応を進めることと

している。 
 
・業務遂行上の問題を早

期に発見し、迅速に対

応することができるよ

う、四半期ごとの損益

状況等の確認や事業の

評価指標等の内部指標

により、事業の進捗状

況を把握した。 

■業務見直しによる業務の

新陳代謝と新たなニーズへ

の対応 
統廃合を含む事業見直し

や事務負担の軽減に聖域な

くメスを入れ、業務の新陳

代謝と効率化を実現。寄せ

られた全意見（各３００件）

を課題別に分類し、担当部

署において対応策の検討を

行った。これらを、早期に着

手可能なものと中長期に取

り組むものとに分け、早期

分については、元年度中に

実施。中長期分については、

２年度から、順次具体的な

対応を進めることとしてい

る。 
また、「事業・予算管理シ

ステム」の運用を開始。全機

構職員が予算の執行状況や

事業の KPI の進捗状況を適

時に確認可能な状態にし、

PDCA サイクルの更なる向

上を図った。 
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事業成果を向上

させる。 
 

・本計画におけ

る事業評価等は、

施策利用者等の

情報をもとに、

「企画」「実施」

「評価・検証」「事

業の再構築等」に

より適切に行い、

事業成果を向上

させる。 
 ４．業務経費等の

効率化 
・運営費交付金

を充当して行う

業務については、

一般管理費（退職

手当を除く）及び

業務経費（退職手

当を除く）の合計

について、新規追

加部分及び一般

勘定資産の国庫

納付に伴って当

該年度に新規に

運営費交付金で

手当される分を

除き、毎年度平均

で前年度比１．０

５％以上の効率

化を図る。 
・新規追加部分

及び一般勘定資

産の国庫納付に

伴って当該年度

に新規に運営費

交付金で手当さ

れる分は翌年度

から１．０５％以

上の効率化を図

ることとする。 
・国家公務員の

給与水準を考慮

４．業務経費等の

効率化 
・運営費交付金

を充当して行う

業務については、

第４期中期目標

期間中、一般管理

費（退職手当を除

く）及び業務経費

（退職手当を除

く）の合計につい

て、新規追加部分

及び一般勘定資

産の国庫納付に

伴って当該年度

に新規に運営費

交付金で手当さ

れる分を除き、毎

年度平均で前年

度比１．０５％以

上の効率化を図

る。 
・新規追加部分

及び一般勘定資

産の国庫納付に

伴って当該年度

に新規に運営費

交付金で手当さ

れる分は翌年度

から１．０５％以

上の効率化を図

ることとする。 

４．業務運営の効

率化 
・運営費交付金

を充当して行う

業務については、

第４期中期目標

期間中、一般管理

費（退職手当を除

く）及び業務経費

（退職手当を除

く）の合計につい

て、新規追加部分

及び一般勘定資

産の国庫納付に

伴って当該年度

に新規に運営費

交付金で手当さ

れる分を除き、毎

年度平均で前年

度比１．０５％以

上の効率化を図

る。  
 
・給与水準の適

正化に引き続き

取組み、その検証

や取組状況を公

表する。 
 
 
 
 

 ４．業務運営の効率化 
 
・運営費交付金を充当し

て行う業務について

は、３．５％の削減

（新規追加分等を除

く）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇給与水準の適正化とコ

スト削減に向けた改革

の取組み 
・地域手当の適用率を自

主的に抑制（国家公務

員は１級地（東京特別

区）２０％のところ１

２％とした）。 
・広域異動手当の適用率

■業務運営の効率化 
 
運営費交付金を充当して

行う業務については、第４

期中期目標期間の毎年度平

均（毎年度平均前年度比）で

１．０５％の目標に対し、

３．５％を削減（新規追加分

を除く。）。 
地域手当の適用率を自主

的に抑制（国家公務員は１

級地（東京特別区）２０％の

ところ機構は１２％）、広域

異動手当の適用率を自主的

に抑制（国家公務員は３０

０ｋｍ以上１０％のところ

機構は３％）等給与水準の

適正化とコスト削減に向け

た改革の取組みを行った。 
契約については、一者応札・

応募削減に向けた取組みを

はじめ、本部一括発注等に

よる調達の効率化、障害者

就労施設等への優先調達、

随意契約に関する内部統制

を確立し、適正化が図られ

るよう努めた。 
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し、手当も含めた

役員報酬、職員給

与のあり方につ

いて厳しく検証

した上で、その適

正化に計画的に

取り組むととも

に、検証結果や取

組状況を対外的

に公表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・独立行政法人

会計基準（平成１

２年２月１６日

独立行政法人会

計基準研究会策

定、平成３０年９

月３日改訂）等に

より、運営費交付

金の会計処理と

して、業務達成基

準による収益化

が原則とされた

ことを踏まえ、引

き続き収益化単

位の業務ごとに

予算と実績を管

理する。 
 
・「独立行政法人

における調達等

合理化の取組の

推進について」

・役職員の給与

水準については、

国家公務員及び

機構と就職希望

者が競合する業

種に属する民間

事業者等の給与

水準との比較な

どにより、手当も

含め厳しく検証

した上で、その適

正化に計画的に

取り組むととも

に、検証結果や取

組状況を対外的

に公表する。 
 
 
 
 
・「独立行政法人

会計基準」（平成

１２年２月１６

日独立行政法人

会計基準研究会

策定、平成３０年

９月３日改訂）等

により、運営費交

付金の会計処理

として、業務達成

基準による収益

化が原則とされ

たことを踏まえ、

引き続き収益化

単位の業務ごと

に予算と実績を

管理する。 
 
・「独立行政法人

における調達等

合理化の取組の

推進について」

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・「独立行政法人

会計基準」（平成

１２年２月１６

日独立行政法人

会計基準研究会

策定、平成３０年

９月３日改訂）等

により、運営費交

付金の会計処理

として、業務達成

基準による収益

化が原則とされ

たことを踏まえ、

引き続き収益化

単位の業務ごと

に予算と実績を

管理する。  
 
・平成３１年度

調達等合理化計

画に基づき、本年

度重点的に取り

を自主的に抑制（国家

公務員は３００ｋｍ以

上１０％のところ３％

とした）。 
・エリア限定職制度を継

続（２１年度創設）。 
・任期付職員制度を継続

（２２年度創設）。 
 
○対国家公務員給与比較

１１２．８ポイント（３

０年度１１３．６ポイ

ント） 
・地域勘案１０６．１ポ

イント 
・学歴勘案１１０．９ポ

イント 
・地域・学歴勘案１０４．

１ポイント 
 
・「独立行政法人会計基

準」（平成１２年２月１

６日独立行政法人会計

基準研究会策定、平成

３０年９月３日改訂）

等により、運営費交付

金の会計処理として、

業務達成基準による収

益化が原則とされたこ

とを踏まえ収益化単位

の業務ごとに予算と実

績を管理。  
 
 
 
 
 
 
・令和元年度調達等合理

化計画に基づき、競争

性のある契約における

一者応札・応募案件減
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（平成２７年５

月２５日付け総

務大臣決定）を踏

まえ、機構が定め

た「調達等合理化

計画」に基づく取

組を着実に実施

し、引き続き外部

有識者等からな

る契約監視委員

会による点検、主

務大臣からの評

価の「調達等合理

化計画」への反映

等により、適切か

つ効率的な調達

等の実施に努め

る。 

（平成２７年５

月２５日付け総

務大臣決定）を踏

まえ、毎年度策定

する「調達等合理

化計画」に掲げた

取組を着実に実

施し、引き続き外

部有識者等から

なる契約監視委

員会による点検、

主務大臣からの

評価の「調達等合

理化計画」への反

映等により、適切

かつ効率的な調

達等の実施に努

める。 
 

組む分野である

競争性のある契

約における一者

応札・応募案件回

避に向けた調達

の取組みとして、

複数回に亘り繰

り返し実施して

いる案件につい

ては、仕様書にて

前年度実績報告

書等をサンプル

として例示する

こととする。ま

た、企画書提出型

の調達において

は、類似の内容で

かつ調達時期の

近い案件は、調達

時期を調整する

ことにより競争

参加の機会を拡

大する。 
なお、契約事務実

務マニュアルに

あるチェックシ

ートの活用を徹

底することによ

り、発注担当者に

対して競争性の

確保に向けた意

識付けを行なう

こととする。 
 
障害者就労施設

等への優先調達

については、「障

害者就労施設等

からの物品等の

調達の推進に関

する基本方針」に

即して定めた同

少に向けた調達の改善

及び事務処理効率化等

を目的とした本部一括

発注等による調達の推

進を行った。 
 その結果、同計画に定

める評価指標に対する

実績は次のとおりであ

る。 
 
○一者応札・応募削減に

向けた取組 
複数の入札参加業者の

確保を図るため更なる

改善方針を追加し削減

に取り組んだ。 
＜元年度実績＞元年度の

新規競争契約における一

者応札件数は２８件。 
（参考） 
・元年度競争性のある契

約：１９１件に対して

２８件 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○障害者就労施設等への

優先調達 
【評価指標】前年度実績

額を上回ること 
＜元年度実績＞３１年度

調達方針を地域本部等と

共有したことにより当該

年度実績は１１８.８百
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計画の調達方針

に基づき前年度

実績を上回る調

達に努めるもの

とする。 
 
調達に関するガ

バナンスの徹底

の取組として、随

意契約に関する

内部統制の確立

のために新たに

随意契約を締結

する案件につい

ては、「入札・契約

手続委員会」で検

証を行うことと

する。 
 
 
 
不祥事の発生の

未然防止・再発防

止については、各

会計機関の契約

担当職員を対象

として、定期的に

研修を行うとと

もに、本部調達担

当者による指導

や情報交換を通

じて、契約担当職

員のスキルアッ

プを図る。さら

に、入札談合を未

然に防止するた

めに必要な知識、

法制度について、

役職員等を対象

とした研修を実

施し、不祥事の未

然防止等に努め

万円の調達となり、前年

度より１２.１百万円の

増加。 
 
 
 
○随意契約に関する内部

統制の確立 
【評価指標】入札・契約

手続委員会による点検の

実施 
＜元年度実績＞入札・契

約手続委員会で、新たに

随意契約を締結した案件

は１１件。 
（参考） 
・３０年度新たな随意契

約：６件 
・元年度新たな随意契

約：１１件 
 
○不祥事の発生の未然防

止・再発防止のための

取組 
【評価指標】研修等の実

施回数および各地域本部

等への訪問指導回数 
＜令和元年度実績＞各会

計機関の会計担当職員を

対象とした「契約担当者

会義」（９月）、各地域本

部等への訪問指導は、８

回実施（北海道・東北・

関東・中部・近畿・中

国・九州・東京校）。 
「官製談合防止法研修

会」を令和２年３月開催

予定としていたが、新型

コロナウイルス感染拡大

防止のため延期。 
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ることとする。 
 
一定基準以上の

案件の調達方針

については「入

札・契約手続委員

会」に事前に諮る

ことにより契約

手続きの適正性

を確保するとと

もに、事後評価に

ついては外部有

識者や監事を委

員とする「契約監

視委員会」におい

て点検を行う。契

約監視委員会等

で指摘された事

項については、実

効性等を検討し

その後の調達手

続きに反映する

など、契約手続き

の一層の改善に

向けた不断の見

直しに引き続き

取り組むととも

に、地域本部等の

契約担当職員へ

の周知徹底及び

情報共有を図る。

また、入札・契約

の適正な実施に

ついては、監事等

による監査を受

けるものとする。

なお、調達等合理

化計画及び自己

評価結果、契約監

視委員会審議概

要、関連法人との

契約等について

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・令和元年度調達等合理

化計画及び自己評価結
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は、機構のホーム

ページで公表す

る。 

果、契約監視委員会審

議概要、関連法人との

契約等については、機

構ホームページで公

表。 

 ５．業務の電子化

の推進 
・中小企業・小規

模事業者や地域

の中小企業支援

機関等が時間・距

離・コストの制約

を越えてアクセ

スできるようＡ

Ｉ・ＩＴを活用

し、デジタル・ガ

バメントの趣旨

を踏まえた各種

支援制度の利用

手続きの電子化

など支援業務の

ＩＴ化を進める

と同時に、データ

ベースに蓄積さ

れる事業者デー

タも活用し、３５

８万の中小企業・

小規模事業者に

対する支援施策

のより一層の利

用促進と支援の

質の向上を図る。 
・機構が保有す

る企業情報、支援

事例情報及びノ

ウハウ等（ナレッ

ジ）の組織横断的

共有、支援への効

果的・効率的な活

用などを図るた

め、企業情報デー

５．業務の電子化

の推進 
・中小企業・小規

模事業者や地域

の中小企業支援

機関等が時間・距

離・コストの制約

を越えてアクセ

スできるようＡ

Ｉ・ＩＴを活用す

るとともに、政府

が進めるデジタ

ル・ガバメントの

趣旨を踏まえた

各種支援制度の

利用手続きの電

子化など支援業

務のＩＴ化を進

めると同時に、デ

ータベースに蓄

積される事業者

データも活用し、

３５８万の中小

企業・小規模事業

者に対する支援

施策のより一層

の利用促進と利

便性・支援の質の

向上を図る。 
 
・機構が保有す

る企業情報、支援

事例情報及びノ

ウハウ等（ナレッ

ジ）の組織横断的

共有、支援への効

５．業務の電子化

の推進 
・中小企業・小規

模事業者や地域

の中小企業支援

機関等が時間・距

離・コストの制約

を越えてアクセ

スできるようＡ

Ｉ・ＩＴを活用

し、３５８万の中

小企業・小規模事

業者に対する支

援施策のより一

層の利用促進と

支援の質の向上

を図る。  
 
・新しいＩＴ技

術の活用により、

オンラインでの

支援提供を促進

するとともに、オ

フライン支援の

利用申請や決済

など手続きの電

子化を進める。 
 
 
 
・情報共有の強

化、意志決定の迅

速化等を強化す

るため、電子決裁

システムを導入

する。（再掲） 

 ５．業務の電子化の推進

 
〇Ｗｅｂインフラの統合

・Ｗｅｂサービスの安全

性の向上と高度化に向

け、サーバーインフラ

統合環境をクラウドに

構築。６台のサーバー

を移行、２台のサーバ

ーを新規配置。 
 
〇オンラインによる支援

提供のサポート 
・チャットボットの活用

や研修のＷｅｂ化など

各事業部のオンライン

支援の実現のサポート

を実施。申請や決済の

電子化については、次

期機構ＷＡＮ更改計画

と併せて検討中。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・情報共有の強化、意思

決定の迅速化等を強化

するため、元年度８月

から電子決裁可能な文

書管理システムを導入

し、電子決裁率は９０

■業務の電子化の推進 
 
サーバーインフラ統合環

境を構築し、サーバーを集

約することにより、ランニ

ングコストの削減や調達の

効率化を推進。 
小規模事業者等統合デー

タベースの利用は機構内、

外部公開いずれも伸びてい

る。 
RPA に関して、個別相談

会及び開発研修を開催。約

７割の事業部門が参加。開

発研修に参加した職員が、

実際に業務で利用するロボ

ットを開発するなど、一部

内製化による業務効率化を

実現。 
また、コミュニケーショ

ンやモバイルワークのため

の基盤インフラの改善等を

実施。30 年度までに既に導

入していたモバイル端末、

リモート接続環境、グルー

プウェア等に加え、Ｗｅｂ

会議システムを導入したこ

とにより、テレワークにお

いて、事務所とほぼ遜色な

く業務を実施できる環境を

実現。 
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タベースを強化

する。 
果的・効率的な活

用などを図るた

め、企業情報デー

タベースを強化

する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・定型業務を自

動化など事務業

務へのＩＴ技術

の積極的な活用

や、無線ＬＡＮ環

境、モバイルワー

ク環境などの業

務ネットワーク

インフラやＷｅ

ｂ会議などのコ

ミュニケーショ

ンインフラの利

活用により、業務

の更なる生産性

向上や効率化、ミ

スの防止を図る。 
 

 
 
 
 
・中小企業・小規

模事業者支援や

施策提供等の支

援ツールとして

運営する「小規模

事業者統合デー

タベース」につい

て、事業データの

拡充等により企

業情報データベ

ースとしての更

なる利便性向上

に努める。また、

他の関係機関と

の連携や事業者

データを活用し

た効果的な支援

施策展開につい

て可能性の検討

を行う。 
 
・ＲＰＡなどを

活用した定型業

務の自動化につ

いて一層の推進

を図るとともに、

ＯＣＲ、音声認識

などの技術を活

用した情報・経験

の収集・蓄積基盤

を整備する。コミ

ュニケーション

やモバイルワー

クのための基盤

インフラの改善

や更新、利活用促

進により、業務の

更なる生産性向

パーセントを超えた。

（再掲） 
 
 
・小規模事業者等統合デ

ータベースでは、定期

的な企業情報更新と、

利便性向上にむけた機

能改修を適宜すること

で、機構内のアクセス

件数・利用者数を増加

させた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇ＲＰＡの推進 
・よりＲＰＡの活用を促

進するため、内製化に

向けた取組として、個

別相談会を１０回（８

部門）、開発研修を２回

（２回目は実施中。計

８人が参加）を実施。

・既存のロボットを適宜

メンテナンスするとと

もに、新たにロボット

を３体作成。 
 
〇コミュニケーションや

モバイルワークのため

の基盤インフラの改善

等 
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上や効率化、ミス

の防止を図る。 
 

・テレワークの促進、生

産性向上及び業務効率

化のため、Ｗｅｂ会議

システムを導入。 
・機構内のシステム、ツ

ールの利活用を促進す

るため、機構ポータル

内に「ノウハウ共有サ

イト」を設け、適宜有用

な情報を更新。 
注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
― 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定： B 
根拠： 法人全体として、６

３．５億円の当期総利益を

計上。一般勘定のファンド

事業においては、新型コロ

ナウイルスによる内外株式

の下落の影響を受けたもの

の、元年度は 31 億円の利益

剰余金を計上。累積損益で

も２２７億円の累積利益を

確保。また、小規模共済事業

の累積損益の黒字を維持

し、安定した制度運営を確

保した。このほか、保有資産

の見直しについても、試作

開発型事業促進施設（テク

ノフロンティア）について

は、元年度は、テクノフロン

ティア熊本及びテクノフロ

ンティア東広島の２施設の

売却を実現。インキュベー

ション施設についても、か

評定  
＜評定に至った理由＞ 
 
＜今後の課題＞ 
（実績に対する課題及び改善方策など） 
 
 
＜その他事項＞ 
（有識者からの意見聴取等を行った場合には意見を記載するなど） 
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１．財務内容の改

善その他の財務

の健全性の確保

に関する取組 
・小規模企業共

済資産の運用に

おいては、小規模

企業共済法（昭和

４０年法律第１

０２号）第２５条

第１項に基づき、

機構が「基本方

針」を定めること

とされている。こ

の基本方針に沿

って安全かつ効

率的な運用を図

るとともに、定期

的に外部有識者

等で構成する「資

産運用委員会」の

評価・助言を受

け、必要に応じ、

基本ポートフォ

リオ（運用に係る

資産の構成）等の

見直しを行う。 
・施設整備等勘

定及び出資承継

勘定については、

収支を改善する

ための取組を着

実に実行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．財務内容の改

善その他の財務

の健全性の確保

に関する取組 
・小規模企業共

済資産の運用に

おいては、小規模

企業共済法（昭和

４０年法律第１

０２号）第９条に

基づき小規模企

業共済法施行令

第２条に定める

共済金等の支給

に必要な流動性

と、中期的に小規

模企業共済事業

の運営に必要な

利回り（予定利率

に従って増加す

る責任準備金等

の額及び業務経

費として必要な

額の合計の資産

に対する比率を

いう。）を勘案し

たうえで、安全か

つ効率的な運用

を図るよう定め

る「運用の基本方

針」に沿った運用

を行う。 
資産運用状況を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．財務内容の改

善その他の財務

の健全性の確保

に関する取組 
・小規模企業共

済資産の運用に

おいては、法令に

定める共済金等

の支給に必要な

流動性と、中期的

に小規模企業共

済事業の運営に

必要な利回りを

勘案しながら、安

全かつ効率的な

運用を図るため

に「運用の基本方

針」に沿って実施

する。 
資産運用状況に

ついては、基本ポ

ートフォリオの

効率性や自家運

用資産及び委託

運用資産に係る

収益率等につい

て検証・評価を行

い、定期的に外部

有識者等で構成

する「資産運用委

員会」に報告し、

評価を受けると

ともに、運用の基

 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．財務内容の改善その

他の財務の健全性の確保

に関する取組 
・運用の基本方針に基づ

き、共済制度を安定的

に運営していく上で必

要とされる収益を長期

的に確保するため、共

済金の支払いに必要な

流動性を十分に確保す

るとともに、安全かつ

効率的な運用を行っ

た。 
・平成３０年度の運用状

況を７月開催の資産運

用委員会に報告し、適

切な運用と評価を受け

た。また、元年度上期の

運用状況についても、

１１月開催の資産運用

委員会に報告した。 
・基本ポートフォリオに

ついては、１１月開催

の資産運用委員会で検

証を実施した他、３月

開催の資産運用委員会

で基本ポートフォリオ

を見直す場合の方針に

ついて協議を行い、外

部有識者の助言を受け

た。 
・委託運用機関構成の見

直しについては、平成

ずさバイオインキュベータ

新事業創出型事業施設を売

却。さらに、金融資産の使

途、保有の必要性の判断を

行うとともに会計検査院に

よる指摘等を踏まえ、国庫

納付を実施。 
以上の取組みを踏まえ、B

評価と判断。 
 
■財務内容の改善その他の

財務の健全性の確保に関す

る取組 
①一般勘定 
ファンド事業において、

新型コロナウイルスによる

内外株式の下落の影響を受

けたものの、元年度は年度

損益で３１億円の黒字、累

積損益でも２２７億円の累

積利益を確保。 
高度化事業の債権の回収

については、償還状況や完

済の見通しに基づく貸付先

の分類化を開始し、定期ヒ

アリング等を通じて、貸付

先ごとの分類を都道府県と

共有した上で、都道府県と

の回収方針の明確化を推し

進めた。併せて回収不能な

債権について、定期ヒアリ

ング等を通じて、不納欠損

も見据えた処理の働きかけ

を強めた結果、都道府県も

回収困難と判断し不納欠損

等の処理を進めたため、償

却処理できる案件が大幅に

増加した。 
 
②小規模企業共済勘定 
小規模企業共済勘定で行

う共済金の支給等の支出に
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・施設整備等勘

定については、必

要に応じ、賃貸施

設の賃貸料の見

直しを行うなど

により、自己収入

確保を図る。 
・出資承継勘定

のベンチャー企

業に対する出資

は、適切な配当を

求めるとともに、

必要に応じ、株式

処分の着実な実

行を図る。同勘定

の出資先法人（三

セク）に対する出

資は、毎年度の決

算の報告等を通

じて、適切に経営

状況の把握を行

うとともに、適切

な配当を求める。

必要に応じ、事業

運営の改善を求

めることや関係

省庁及び他の出

資者との協議に

よる早期の株式

処分等の対応を

図る。 
・その他の財務

の健全化を確保

すべき業務につ

いて、特にファン

ド出資事業では

ＧＰ（無限責任組

合員）に対する目

利きの強化に取

り組むなど、適切

な審査や債権管

理の徹底等を行

踏まえ、基本ポー

トフォリオの効

率性や自家運用

資産及び委託運

用資産に係る収

益率等について

検証・評価を行

い、定期的に外部

有識者等で構成

する「資産運用委

員会」に報告し、

評価を受けると

ともに、運用の基

本方針や基本ポ

ートフォリオな

ど重要事項につ

いて助言を受け、

必要に応じこれ

らの見直しを行

う。 
・中小企業倒産

防止共済制度に

係る共済貸付金

の回収は、着実な

債権回収を進め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本方針や基本ポ

ートフォリオな

ど重要事項につ

いて助言を受け

る。 
また、委託運用機

関の再構成など、

資産運用に係る

課題について整

理・検討し、必要

に応じて見直し

を行う。 
 
・中小企業倒産

防止共済制度に

係る共済貸付金

回収については、

回収専門人材の

活用及び専門的

なノウハウの導

入など回収管理

体制の強化を実

施し、着実な債権

回収を進める。 
特に、高額貸付者

に対する貸付直

後の現況確認の

実施や延滞発生

直後の早期対応、

継続的なモニタ

リングを徹底す

るなど、要回収債

権に係る管理措

置を確実に行う。

 
 
 
 
 
 
 
 

３０年度に検討着手し

ていた外国株式アクテ

ィブ・ファンドの見直

しが完了し、パフォー

マンス測定を開始し

た。更に、国内株式にお

いて、定量面・定性面の

評価を踏まえ、一部の

アクティブ・ファンド

を解約した。 
 
・運用受託機関と四半期

ごとにミーティングを

行うとともに、評価基

準に基づき運用状況に

ついて確認、的確に評

価し、モニタリングを

適切に実施。 
・資産間リバランス・ル

ールについて、許容乖

離幅の算出方法を変更

し、新たな許容乖離幅

に改定した。 
 
・運用利回り 令和元年

度 ▲０．０７％ 
・当期総利益 ９億円 
・利益剰余金 令和元年

度１，４７９億円 
［機構発足時繰越欠損金

９，３６３億円］ 
［平成２０年度繰越欠損

金 ９，９０３億円］

・中小企業倒産防止共済

制度における共済金貸

付回収については回収

専門の人材を活用し、

債権回収の専門的ノウ

ハウを導入した債権管

理体制を引き続き強

化。特に高額貸付者に

対する貸付後の現況確

対し、掛金収入等の収入の

収支差は約１，４０９億円

のプラスとなっており、安

定した財務状況が確保され

ている。 
また、小規模企業共済資

産の運用は、資産運用の基

本方針に基づき、法令に定

める共済金等の支給に必要

な流動性と、中期的に小規

模企業共済事業の運営に必

要な利回りを勘案しなが

ら、安全かつ効率的な運用

を行っている。 
この結果、令和元年度末

の利益剰余金は、１，４７９

億円となった。（参考：機構

発足時繰越欠損金９，３６

３億円、平成２０年度繰越

欠損金９，９０３億円※平

成２６年度に欠損金解消） 
 
③産業基盤整備勘定（財務

省共管業務） 
債務保証先に対しては、

その業況に応じた層別管理

を実施し、貸付金融機関と

連携して保証先の業況や返

済状況を確認するなど適切

に対応。また、三セクについ

ては、経営状況の把握及び

業務改善を求めることにつ

いては、適切に実施できた。

財務の健全性については、

１社において清算が完了

し、５社において配当収入

を計上できた。 
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うなど適切な措

置を講じる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・施設整備等勘

定及び出資承継

勘定については、

収支を改善する

ための取組を着

実に実行する。 
・施設整備等勘

定については、必

要に応じ、賃貸施

設の賃貸料の見

直しを行うなど

により、自己収入

確保を図る。 
 
・出資承継勘定

のベンチャー企

業に対する出資

は、適切な配当を

求めるとともに、

必要に応じ、株式

処分の着実な実

行を図る。同勘定

の出資先法人（三

セク）に対する出

資は、毎年度の決

算の報告等を通

じて、適切に経営

状況の把握を行

うとともに、適切

な配当を求める。

必要に応じ、事業

運営の改善を求

めることや関係

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・施設整備等勘

定及び出資承継

勘定については、

収支を改善する

ための取組を着

実に実行する。 
・施設整備等勘

定については、必

要に応じ、賃貸施

設の賃貸料の見

直しを行うなど

により、自己収入

確保を図る。 
 
・出資承継勘定

のベンチャー企

業に対する出資

は、投資先の経営

状況を把握し、適

切な配当を求め

るとともに、必要

に応じ、適正に評

価した価格での

売却を基本とし

た株式の処分を

目指して、投資先

企業等との協議

を行う。 
 
・産業投資特別

会計による出資

承継勘定の出資

先法人（三セク）

認、延滞発生直後の早

期対応、長期延滞者に

対する法的措置を実

施。また、債務者の状況

を的確に把握するため

の債務者訪問面談を徹

底するなど、引き続き

貸付債権の債権回収を

確実に実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・出資承継勘定のベンチ

ャー企業に対する出資

先１社について、当該

投資先企業との協議の

結果、株式の処分を完

了した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○出資事業（構造転換三

セク、繊維三セク） 
・旧構造転換法、旧繊維

法に基づき出資してい
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省庁及び他の出

資者との協議に

よる早期の株式

処分等の対応を

図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・高度化事業に

おける新規案件

については、事業

性評価を含め融

資先の返済能力

を踏まえた償還

可能性等につい

ての確実な審査

を行い、また、貸

付後については、

管理方法の改善

を通じた貸付先

の経営状況の適

切な把握に努め、

支援が必要な貸

付先については、

都道府県に働き

かけを行い、連携

して経営支援を

行うことで新た

な不良債権の発

に対する出資に

ついては、毎年度

の決算の報告等

を通じて、適切に

経営状況の把握

を行うとともに、

適切な配当を求

める。また、経営

健全化計画の実

行状況を管理す

るなど、事業運営

の改善を求める

ことや、関係省庁

及び他の出資者

とも協議の上、可

能な限り早期の

株式処分を図る。

 
 
 
 
・高度化事業に

おける新規の貸

付案件について

は、事業計画の根

拠を精緻に把握

し、実現可能性・

返済財源（キャッ

シュフロー）の妥

当性を精査する

などして、事業性

評価を含め貸付

先の返済能力を

踏まえた償還可

能性等について

の確実な審査を

行う。また、貸付

後は、都道府県と

連携して貸付先

の経営状況の実

態把握に努め、支

援が必要な貸付

る５社を管理した。 
・全社及び関係する地方

公共団体に対して株式

処分について協議を行

った。 
・株主総会への出席や、

決算時及び日常的なヒ

アリングを通じて、経

営状況を適切に把握し

適切な配当を求めると

ともに、経営健全化計

画の進捗状況の確認を

行うなど、適切な管理

を実施した。 
・繊維三セク１社におい

て株式譲渡を実施し

た。譲渡価額４百万円。

また、１社において配

当を実施。配当収入７

百万円。 
 
■高度化事業 
○都道府県に対する債権

管理、債権回収に係る

支援策の拡充 
・債権管理研究会を２回

開催し、債権管理アド

バイザーを本部に３７

人配置し、都道府県に

対して債権管理・回収

に係るアドバイスを実

施。 
・債権回収調査会社によ

る調査・アドバイザリ

ー業務を２２道県で３

１件、債権回収会社及

び弁護士法人による回

収委託支援業務を６県

で２８件実施。 
・償却は、３４件、約５２

億円実施。 
・回収委託業務の円滑化
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生を抑制すると

ともに、不良債権

の管理において

は不良債権の削

減を図るため、専

門家の派遣等に

より積極的に都

道府県に対して

関与・協力する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・債務保証業務

は、新規保証に係

る代位弁済率の

抑制を図るため

の確実な審査の

実施を行うとと

もに、債務保証先

の業況に応じた

適切な層別管理

の実施、求償権の

回収管理の徹底・

適切な償却処理

を行う。 
 
 
 
 
 

先については、都

道府県に働きか

けを行い、より適

切な経営支援を

行うことで新た

な不良債権の発

生を抑制する。 
・高度化事業に

おける貸付先の

債権管理におい

ては、都道府県に

対して、専門家の

派遣や回収委託

支援業務などに

よる債権回収業

務の支援を行い、

債権回収への早

期着手や回収促

進に向けて働き

かける。 
これらの取組を

通じて、不良債権

の削減を図る。 
 
・債務保証業務

の実施に当たっ

ては、各制度趣旨

に鑑み利用の促

進を行い、代位弁

済率が抑制され

るよう、確実な審

査を実施する。 
また、債務保証先

の業況に応じた

適切な層別管理

を実施するとと

もに、求償権の回

収管理の徹底を

図り、適切な償却

処理を行う。 
 
 

を図るため、連帯保証

人の側面調査及び対面

調査を９県で１２件実

施。 
・回収委託業務の早期化

は、条件変更先の回収

委託として１件実施。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○債務保証業務 
・新規保証相談先につい

ては、保証制度の概要

等を説明するなど適切

に対応。 
・債務保証先に対して

は、その業況に応じた

層別管理を実施し、貸

付金融機関と連携して

保証先の業況や返済状

況を確認するなど適切

に対応。 
・延滞先については、今

後の回収見込み等の状

況の把握に努めた。 
・自己査定を的確に実

施。 
・元年度の保証履行（代
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・その他出資事

業は、出資先の経

営状況を適切に

把握するととも

に、出資者とし

て、当該事業の政

策的意義、地域経

済への諸影響に

留意しつつ、業務

の改善を求める

ことや、出資先の

事業が機構の出

資を必要としな

い程度にまで達

成されるなど株

式を処分するこ

とが適当と認め

られる場合は、関

係省庁及び他の

出資者との協議

により、早期の株

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・その他出資事

業は、出資先の経

営状況を適切に

把握するととも

に、出資者とし

て、当該事業の政

策的意義、地域経

済への諸影響に

留意しつつ、業務

の改善を求める

ことや、出資先の

事業が機構の出

資を必要としな

い程度にまで達

成されるなど株

式を処分するこ

とが適当と認め

られる場合は、関

係省庁及び他の

出資者との協議

により、早期の株

位弁済）は１社、８６百

万円。 
※機構設立以降の新規保

証２７社／１３８億円

代位弁済１．９億円

代位弁済率１．４％ 
・求償権管理について

は、債権管理・回収の専

門的知識と経験を有す

る専門員を活用し、求

償先の状況把握を行

い、状況に応じた回収

及び償却を実施。 
元年度 求償権回収

額：４社３百万円 
元年度 求償権償却：

１社９百万円 
・債務保証料収入  
１百万円 

・求償権残高 １９億円

 
○出資事業（高度化三セ

ク、中心市街地三セク、

工配三セク）  
・旧中小企業総合事業団

法、改正前中心市街地

活性化法、旧地域公団

法に基づき出資してい

る４９社を管理した。

・出資目的に照らし、経

営状況、地方公共団体

等の支援状況等も踏ま

えて出資を継続する必

要性の有無について出

資三セクごとに判断。

・株主総会への出席や、

決算時及び日常的なヒ

アリングを通じて、経

営状況を適切に把握す

るとともに、事業の政

策的意義、地域経済へ

の諸影響に留意しつ
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式処分等の対応

を図る。 
 
・その他の財務

の健全化を確保

すべき業務につ

いて、特にファン

ド出資事業では

ＧＰ（無限責任組

合員）に対する目

利きの強化に取

り組むなど、適切

な審査や債権管

理の徹底等を行

うなど適切な措

置を講じる。 

式処分等の対応

を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

つ、業務の改善を求め

るなど、株主としての

権利を活用して適切に

対処した。 
・高度化三セク１社にお

いて清算が完了した。

また、１社において配

当を実施。配当収入０．

５百万円。 
 
○出資事業（ＦＡＺ三セ

ク）  
・旧輸入・対内投資法に

基づき出資している８

社を管理した。 
・出資目的に照らし、経

営状況、地方公共団体

等の支援状況等も踏ま

えて出資を継続する必

要性の有無について出

資三セクごとに判断。

・株主総会への出席や、

決算時及び日常的なヒ

アリングを通じて、経

営状況を適切に把握す

るとともに、事業の政

策的意義、地域経済へ

の諸影響に留意しつ

つ、業務の改善を求め

るなど、株主としての

権利を活用して適切に

対処した。 
・１社において株式の譲

渡をした。譲渡価額８

７３百万円。また、３社

において配当を実施。

配当収入２１．７百万

円。 
 
○出資事業（頭脳三セク

及びＯＡ三セク） 
・旧頭脳立地法及び地方
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拠点法に基づき出資し

ている１８社を管理し

た。 
・出資目的に照らし、経

営状況、地方公共団体

等の支援状況等も踏ま

えて出資を継続する必

要性の有無について出

資三セクごとに判断。

・株主総会への出席や、

決算時及び日常的なヒ

アリングを通じて、経

営状況を適切に把握す

るとともに、事業の政

策的意義、地域経済へ

の諸影響に留意しつ

つ、業務の改善を求め

るなど、株主の権利を

活用して適切に対処し

た。 
・頭脳三セク連絡会及び

ＯＡ三セク連絡会を各

１回ずつ開催。管理経

費節減や入居促進等に

かかる意見交換を行う

など、経営改善に向け

た取組みを実施した。

・頭脳三セク１社におい

て配当を実施。配当収

入２．０百万円。 
 
○出資事業（新事業三セ

ク） 
・旧新事業創出促進法に

基づき出資している４

社を管理した。 
・出資目的に照らし、経

営状況、地方公共団体

等の支援状況等も踏ま

えて出資を継続する必

要性の有無について出

資三セクごとに判断。
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・産業用地事業

における土地譲

渡割賦債権等に

ついては、債務者

の業況等のモニ

タリングを実施

し、個別債務者の

財務内容を分析

する等により、状

況に応じた適切

・株主総会への出席や、

決算時及び日常的なヒ

アリングを通じて、経

営状況を適切に把握す

るとともに、事業の政

策的意義、地域経済へ

の諸影響に留意しつ

つ、業務の改善を求め

るなど、株主の権利を

活用して適切に対処し

た。 
・１社において配当を実

施。配当収入１．１百万

円。 
 
■出資三セク事業（出資

承継勘定を含む）全体

のまとめ  
・機構が株式を保有する

第三セクターについて

は、平成３１年度期首

時点では８４社、令和

元年度期末時点では８

１社。 
・地方公共団体等との情

報交換や協議は本部担

当部と地域本部等とで

４９社に対して延べ１

４７回実施。経営改善

等協議を行ったものは

３１社で延べ４６回。

 
・個別債務先の財務内容

を分析することなどに

より、状況に応じた適

切な管理を実施すると

ともに、返済条件変更

に係る運用指針等に基

づき、中長期的な資金

収支等の検証を行い、

債権回収の最大化に注

力。 
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な措置を講じ、回

収を進める。 
・その他の財務

の健全化を確保

すべき業務につ

いて、特にファン

ド出資事業では

ＧＰ（無限責任組

合員）に対する目

利きの強化に取

り組むなど、適切

な審査や債権管

理の徹底等を行

うなど適切な措

置を講じる。 

・土地譲渡割賦債権等回

収額６億円 
・土地譲渡割賦債権等残

３５億円（貸倒引当金

１１億円）、うち破産更

生債権等１４億円（貸

倒引当金１０億円） 

 ２．保有資産の見

直し等 
・保有資産の見

直し等について、

その利用度のほ

か、本来業務に支

障のない範囲で

の有効利用可能

性、経済合理性と

いった観点に沿

って、その保有の

必要性について

不断の見直しを

行うとともに、既

往の閣議決定等

で示された政府

方針を踏まえた

措置を講じる。 
・一般勘定にお

いては、第２期中

期目標において

国庫納付するこ

ととした２，００

０億円（第３期目

標期間迄に９４

９億円国庫納付

済）について、残

２．保有資産の見

直し等 
・保有資産の見

直し等について、

その利用度のほ

か、本来業務に支

障のない範囲で

の有効利用可能

性、経済合理性と

いった観点に沿

って、その保有の

必要性について

不断の見直しを

行うとともに、既

往の閣議決定等

で示された政府

方針を踏まえた

措置を講じる。 
・一般勘定にお

いては、第２期中

期目標において

国庫納付するこ

ととした２，００

０億円（第３期目

標期間迄に９４

９億円国庫納付

済）について、残

２．保有資産の見

直し等 
・保有資産の見

直し等について、

その利用度のほ

か、本来業務に支

障のない範囲で

の有効利用可能

性、経済合理性と

いった観点に沿

って、その保有の

必要性について

不断の見直しを

行うとともに、既

往の閣議決定等

で示された政府

方針を踏まえた

措置を講じる。 
 
・２０１９年度

の一般勘定資産

の国庫納付の適

否及び金額につ

いては、今後、機

構全体が債務超

過に陥ったり、あ

るいは緊急の中

 ２．保有資産の見直し等

 
・試作開発型事業促進施

設（テクノフロンティア）

については、引き続き譲

渡に向けた取組みを実

施。元年度は、テクノフ

ロンティア熊本（譲渡額

合計３５４百万円）及び

テクノフロンティア東広

島（同６２９．８百万円）

の２施設の売却を実現。

 インキュベーション施

設についても、かずさバ

イオインキュベータ新事

業創出型事業施設を売却

（同４．６百万円）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■保有資産の見直し 
 
試作開発型事業促進施設

（テクノフロンティア）に

ついては、引き続き譲渡に

向けた取組みを実施。元年

度は、テクノフロンティア

熊本及びテクノフロンティ

ア東広島の 2 施設の売却を

実現。 
インキュベーション施設

についても、かずさバイオ

インキュベータ新事業創出

型事業施設を売却。 
第２種信用基金について

は、経過業務に係る債務保

証残高の減少に応じて基金

額の見直しを実施し、３月

に１８百万円を国庫納付。 
中小企業大学校について

は、研修棟に支障のない範

囲で、地域活性化や地域の

中小企業等の利用促進の取

組みを実施。 
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余額の納付を年

度ごとに検討す

る。その際、機構

全体の債務超過

や緊急の中小企

業・小規模事業者

対策等に必要な

資金の不足に陥

ることがないよ

う、財務の健全性

を確保すること

に留意するもの

とする。 
・産業基盤整備

勘定においては、

債務保証のニー

ズや実績等を踏

まえ、改めて適正

な事業規模、代位

弁済率を精査し、

本債務保証業務

に真に必要な金

額を割り出し、必

要額を超える部

分については、事

務費の確保に留

意しつつ第４期

中期目標期間中

に国庫返納する。 
・施設整備等勘

定においては、業

務運営等に必要

となる資産額の

検討を行い、償還

期限を迎えた保

有有価証券等の

うち、必要額を超

える分に係る政

府出資金につい

ては、国庫納付を

行うこととする。 
 

余額の納付を年

度ごとに検討す

る。その際、機構

全体の債務超過

や緊急の中小企

業・小規模事業者

対策等に必要な

資金の不足に陥

ることがないよ

う、財務の健全性

を確保すること

に留意するもの

とする。 
・産業基盤整備

勘定においては、

債務保証のニー

ズや実績等を踏

まえ、改めて適正

な事業規模、代位

弁済率を精査し、

本債務保証業務

に真に必要な金

額を割り出し、必

要額を超える部

分については、事

務費の確保に留

意しつつ第４期

中期目標期間中

に国庫返納する。 
・産業基盤整備

勘定の第２種信

用基金において

は、経過業務に係

る債務保証残高

の減少に応じて、

不要額が生じれ

ば随時国庫納付

する。 
・施設整備等勘

定においては、業

務運営等に必要

となる資産額の

小企業対策等に

必要な資金の不

足に陥ったりす

ることのないよ

う、主務省と協議

を行い、決定す

る。 
 
・産業基盤整備

勘定においては、

債務保証のニー

ズや実績等を踏

まえ、改めて適正

な事業規模、代位

弁済率を精査し、

本債務保証業務

に真に必要な金

額を割り出し、必

要額を超える部

分については、事

務費の確保に留

意しつつ国庫返

納する。  
 
・産業基盤整備

勘定の第２種信

用基金において

は、経過業務に係

る債務保証残高

の減少に応じて、

不要額が生じれ

ば随時国庫納付

する。 
 
・施設整備等勘

定においては、業

務運営等に必要

となる資産額の

検討を行い、償還

期限を迎えた保

有有価証券等の

うち、必要額を超

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・第２種信用基金につい

ては、経過業務に係る債

務保証残高の減少に応じ

て基金額の見直しを実施

し、３月に１８百万円を

国庫納付。 
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検討を行い、償還

期限を迎えた保

有有価証券等の

うち、必要額を超

える分に係る政

府出資金につい

ては、国庫納付を

行うこととする。 
・中小企業大学

校の施設は、研修

を実施すること

や、本来業務に支

障のない範囲で

の利用の促進に

向けた取組を実

施すること、ニー

ズに対応した改

修をすることに

より、有効利用を

図る。 
・中小企業大学

校東京校の土地

について、東京都

都市計画道路３・

４・１７号桜街道

線の整備に係る

一部土地の処分

に関し適切に対

応する。 
・中心市街地都

市型産業基盤施

設については、地

方公共団体等へ

の売却等に向け

た協議等を進め

る。 

える分に係る政

府出資金につい

ては、国庫納付を

行うこととする。

 
・中小企業大学

校の施設は、研修

を実施すること

や、本来業務に支

障のない範囲で

の利用の促進に

向けた取組を実

施すること、ニー

ズに対応した改

修をすることに

より、有効利用を

図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・中小企業大学

校東京校の土地

について、東京都

都市計画道路３・

４・１７号桜街道

線の整備に係る

一部土地の処分

に関し適切に対

応する。 
 
・中心市街地都

市型産業基盤施

設については、売

却等に向け地方

公共団体等と協

議等を進める。 

 
 
 
 
 
・中小企業大学校の施設

について、研修棟に支障

のない範囲で、地域活性

化や地域の中小企業等の

利用促進の取組を実施。

・地元地域のイベント

「工場の祭典」の開催に

合わせ、地元住民や中小

企業者向け無料セミナ

ー、施設見学会を実施。

（三条校） 
・地元地方公共団体との

連携等により、地域の産

業の魅力を発信する「の

おがたわくわーく」にお

いて地元住民や中小企業

者向け無料セミナーの開

催、施設の開放を実施。

（直方校） 
 
中小企業大学校東京校の

土地について、東京都都

市計画道路３・４・１７

号桜街道線の整備に係る

一部土地の処分に関し、

東大和市との具体的な交

渉を開始。 
 
 
 
・中心市街地都市型産業

基盤施設は、地方公共団

体（三鷹市）と売却又は

移管に向けた協議等を実

施。 
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注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 
１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ その他業務運営に関する重要事項 

当該項目の重要度、困難

度 
 関連する政策評価・行政事業

レビュー 
― 

注１）重点化の対象としない項目については、法人の業務管理に活用しやすい単位ごとに、複数の項目をまとめて作成することが可能 

２．主要な経年データ 
 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年

度値等） 

元 
年度 

２ 
年度 

３ 
年度 

４ 
年度 

５ 
年度 

（参考情報） 
当該年度までの累積値等、必要

な情報 
         

注２）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに主要な経年データを記載    

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定： B 
根拠： 機構全体としての

リスク対応計画を更新し、

内部統制委員会及びリスク

管理委員会において報告。

また、両委員会では、高度化

事業を含む金融関連業務に

関するリスク管理やコンプ

ライアンス・プログラムに

ついても審議するなど、内

部統制機能の強化に向けた

取組みを実施。 
職員のスキル向上に関し

ては、３１年度研修計画に

基づき、職員の適性や能力

開発段階に応じた育成を図

るため多様な研修制度を運

用。７１テーマ、研修回数１

０５回、受講者数延べ３，４

０２人。通信教育講座につ

いて、６０コース延べ８７

人が活用。 

評定  
＜評定に至った理由＞ 
 
＜今後の課題＞ 
（実績に対する課題及び改善方策など） 
 
 
＜その他事項＞ 
（有識者からの意見聴取等を行った場合には意見を記載するなど） 



176 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．内部統制の充

実及びコンプラ

イアンスの推進

等 
・「「独立行政法

人の業務の適正

を確保するため

の体制等の整備」

について」（平成

２６年１１月２

８日総務省行政

管理局長通知）に

基づき、業務方法

書に定めた事項

の運用を着実に

行うとともに、必

要に応じ、関連規

程等の見直しを

行う。 
・財務の健全性

及び適正な業務

運営のため、金融

業務に係る内部

ガバナンスの維

持・向上を図る。 
・公的使命を有

する組織として、

コンプライアン

スを徹底する体

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．内部統制の充

実及びコンプラ

イアンスの推進

等 
・内部統制につ

いては、その維

持・向上を図るた

め、「「独立行政法

人の業務の適正

を確保するため

の体制等の整備」

について」（平成

２６年１１月２

８日総務省行政

管理局長通知）を

踏まえた業務方

法書及び関連規

程等に定めた事

項に基づき着実

に運用するとと

もに、必要に応じ

て体制や規程等

の見直しを行う。 
 
・財務の健全性

及び適正な業務

運営の確保のた

め、金融業務に係

る内部ガバナン

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．内部統制の充

実及びコンプラ

イアンスの推進

等 
・内部統制の維

持・向上を図るた

め、引き続きリス

クの把握、評価及

び対応を行い、内

部統制委員会及

びリスク管理委

員会で報告する

とともに、必要に

応じて体制や規

程等の見直しを

行い、適正なガバ

ナンスを確保す

る。 
 
 
 
 
 
 
・金融業務に係

る内部ガバナン

スの維持・向上を

図るため、必要に

応じて関連規程

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１．内部統制の充実及び

コンプライアンスの推進

等 
 
・各部門におけるリスク

の把握、評価を促進。こ

れに基づき機構全体とし

てのリスク対応計画を更

新し、内部統制委員会及

びリスク管理委員会にお

いて報告。また、両委員

会でコンプライアンス・

プログラム、情報セキュ

リティについても審議す

るなど、内部統制の維持・

向上に向けた取組みを実

施。 
 
 
 
 
 
 
 
・金融業務に係る内部ガ

バナンスの維持・向上を

図るため、高度化事業等

リスク管理評価委員会を

開催し、高度化事業に係

情報セキュリティの確保

に関しては、新たな脅威等

に常に対応できるようＣＳ

ＩＲＴによる組織的対策を

継続して維持、標的型攻撃

メール訓練や定期的なセキ

ュリティ研修や自己点検を

実施した。 
以上の取組みを踏まえ、B

評価と判断。 
 
 
 
■行動指針の策定 
全役職員の意見を積極的

に取り入れながら、１０月

に「行動指針」を策定。策定

後は、全職員宛のメールで

の記事配信や各部署での掲

示等を行い内容の周知およ

び理解の深耕を図った。 
 
■内部統制の充実及びコン

プライアンスの推進等 
機構全体としてのリスク

対応計画を更新し、内部統

制委員会及びリスク管理委

員会において報告。また、両

委員会では、高度化事業を

含む金融関連業務に関する

リスク管理やコンプライア

ンス・プログラムについて

も審議するなど、内部統制

機能の強化に向けた取組み

を実施。 
機構役職員の更なるコン

プライアンス意識の醸成を

図り、２０１９年度コンプ

ライアンス・プログラムに

則って研修・啓発活動に取

り組んだ。継続実施の取組

みに加え、新たな取組みと
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制、諸規程、研修

メニュー等の更

なる充実を図り

着実に実行する。 
・その他、政府方

針に基づく取組

及び会計検査院

等の指摘を着実

に実施する。 

スについて維持・

向上を図る。具体

的には、金融業務

のリスクを的確

に管理するため

の内部規程等に

ついて必要に応

じた見直しを行

うとともに、外部

専門家等による

職員研修の充実、

事業別収支情報

等の情報公開を

行う。 
 
 
・内部監査は、法

令遵守に関する

監査の強化、業務

の一層の適正化・

効率化を行うた

め、監査計画を策

定の上、監事や会

計監査人との連

携を密に行いな

がら実施するも

のとし、監査結果

に基づく改善内

容について、モニ

タリングを適切

に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・コンプライア

等の見直しを行

うとともに、高度

化事業等リスク

管理委員会を開

催し、当該委員会

の意見や助言を

踏まえて適切な

業務運営を行う。

また、外部専門家

等を活用して職

員の能力向上を

図り、事業別収支

情報等について

は、引き続き情報

公開を行う。 
 
・内部監査は、法

令遵守に関する

監査の強化、業務

の一層の適正化・

効率化を行うた

め、リスクベース

に基づいた監査

テーマや監査対

象部署を選定し、

監査ポイントを

明確にした監査

計画を策定する

とともに、監事や

会計監査人との

情報共有など連

携を密に行い実

施する。また、監

査結果に基づく

改善内容の確実

な実施を確保す

るため、改善措置

状況のモニタリ

ングを適切に実

施する。 
 
・コンプライア

る信用リスク管理体制の

強化に向けた対応状況等

について審議し、その審

議結果及び高度化事業を

含む金融関連業務に関す

るリスク管理状況を内部

統制委員会及びリスク管

理委員会へ報告。各委員

会での意見や助言を踏ま

えて、適切な業務運営を

実施。 
 
 
 
 
 
内部監査は、法令遵守に

関する監査の強化、業務

の一層の適正化・効率化

を行うため、リスクベー

スに基づいた監査テーマ

や監査対象部署を選定

し、監査ポイントを明確

にした監査計画を策定す

るとともに、監事や会計

監査人との情報共有など

連携を密に行い実施。ま

た、監査結果に基づく改

善内容の確実な実施を確

保するため、改善措置状

況のモニタリングを適切

に実施。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・機構役職員が、法令・社

して、専門家向けｅラーニ

ング、役員・管理職員向け研

修を実施したほか、ｅラー

ニング内容の充実を図る等

の改善を行った。 
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ンスへの対応は、

単に法令遵守に

とどまらず、広く

ステークホルダ

ーとの関係にお

いて社会的使命

を果たすため、コ

ンプライアンス

を徹底する体制、

諸規程、研修メニ

ュー等の更なる

充実を図り着実

に実行する。機構

役職員は、法令・

社会理念はもと

より、機構の基本

理念・経営方針に

基づき積極的に

行動・実践する。 
 
・機構ＷＡＮ業

務は、ＩＴ技術の

積極的な導入、業

務ネットワーク

インフラ及びコ

ミュニケーショ

ンインフラの利

活用を図るため、

適切かつ安定的

な構成機器の運

用・保守、操作マ

ニュアル等の整

備・周知等に取り

組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 

ンスを徹底する

ため、２０１９年

度コンプライア

ンス・プログラム

を策定し、これに

基づき研修等を

実施する。機構役

職員は、法令・社

会理念はもとよ

り、機構の基本理

念・経営方針に基

づき積極的に行

動・実践する。 
 
 
 
 
 
 
 
・機構ＷＡＮ業

務は、ＩＴ技術の

積極的な導入、業

務ネットワーク

インフラ及びコ

ミュニケーショ

ンインフラの利

活用を図るため、

ヘルプデスクを

通じてのユーザ

ーからの要求対

応（ＰＣの設置な

ど）、監視システ

ムによるイベン

ト管理（状態の変

化の察知）、ＣＳ

ＩＲＴによるイ

ンシデント管理

を行うことで、適

切かつ安定的な

構成機器の運用・

保守を行うとと

会理念はもとより、機構

の基本理念・行動指針に

基づき、積極的に行動・

実践するよう、２０１９

年度コンプライアンス・

プログラムに則り、様々

な研修・啓発活動を実施。

具体的には、階層別研修

及び全役職員・専門家向

けｅラーニングを実施し

たほか、メールマガジン

を毎月配信。また、推進

月間を１１月に設定し、

メールマガジンの臨時配

信等、集中的にコンプラ

イアンスに係る啓発を行

い、役職員のコンプライ

アンス意識を醸成。 
 
 
・機構ＷＡＮ業務は、Ｉ

Ｔ技術の積極的な導入、

業務ネットワークインフ

ラ及びコミュニケーショ

ンインフラの利活用を図

るため、ヘルプデスクを

通じてのユーザーからの

要求対応（ＰＣの設置な

ど）、監視システムによる

イベント管理（状態の変

化の察知）、ＣＳＩＲＴに

よるインシデント管理を

行うことで、適切かつ安

定的な構成機器の運用・

保守を行うとともに、運

用標準などマニュアル等

の見直しや整備に取り組

んだ。 



179 

 
 
 
 
 
・その他、政府方

針に基づく取組

及び会計検査院

等の指摘を着実

に実施する。 

もに、運用標準な

どマニュアル等

の見直しや整備

に取り組む。 
 
・その他、政府方

針に基づく取組

及び会計検査院

等の指摘を着実

に実施する。 
 ２．様々な専門ス

キルを持った人

材の確保・育成 
機構がこれまで

に果たしてきた

中小企業・小規模

事業者に対する

創業から成長・発

展、事業再生、事

業引継ぎまでを

総合的に支援す

る役割、地域の中

小企業支援機関

等の支援機能の

向上・強化を支援

する役割につい

て、これらの役割

を果たしつつ、時

代の要請に応え

てメリハリの付

いた取組を行っ

ていく必要があ

る。 
こうした考えの

下、限りあるリソ

ースのなか、国民

に対して提供す

るサービスを的

確に提供し、効率

的かつ着実に成

果を上げていく

ため、内部人材の

２．様々な専門ス

キルを持った人

材の確保・育成 
・機構がこれま

でに果たしてき

た中小企業・小規

模事業者に対す

る創業から成長・

発展、事業再生、

事業引継ぎまで

を総合的に支援

する役割、地域の

中小企業支援機

関等の支援機能

の向上・強化を支

援する役割につ

いて、これらの役

割を果たしつつ、

時代の要請に応

えてメリハリの

付いた取組を行

っていく必要が

ある。こうした考

えのもと、限りあ

るリソースのな

か、国民に対して

提供するサービ

スを的確に提供

し、効率的かつ着

実に成果を上げ

ていくため、内部

人材の育成に関

２．様々な専門ス

キルを持った人

材の確保・育成 
・職員の専門性

の向上を図るた

め、オン・ザ・ジ

ョブ・トレーニン

グ、研修の実施及

び資格取得の支

援を行う。具体的

には、階層ごとに

求められる役割

を効果的に発揮

するための階層

別研修、事業部門

別人材育成体系

に定められた業

務遂行能力向上

のための各種研

修をはじめ、中小

企業診断士養成

課程、外部機関や

関係省庁が実施

する研修等への

派遣、通信教育、

ｅラーニングな

ど多様な手段を

講じ、人事グルー

プと事業部門が

連携して計画的

に職員の専門性

向上に努める。 

 ２．様々な専門スキルを

持った人材の確保・育成

・３１年度研修計画に基

づき、職員の適性や能力

開発段階に応じた育成を

図るため多様な研修制度

を運用。７１テーマ、研

修回数１０５回、受講者

数延べ３，４０２人。通

信教育講座について、６

０コース延べ８７人が活

用。 
・入構４年目の職員を対

象者とした「海外販路支

援」及び「ＡＩ・ＩＴ 活

用した支援」に必要な知

識を習得するための研修

を実施するほか、各階層

に求められる職務遂行能

力向上を図った。また、

新入職員の即戦力化に組

織的に取り組むため、２

６年度創設した「ＯＪＴ

トレーナー制度」のトレ

ーナーへの研修も実施し

た。 
・海外展開ニーズへの対

応力の向上および国際感

覚の更なる醸成のため、

海外来訪者対応現場体験

（１回）、タイ工業省研修

生研修（２人）を実施し

■様々な専門スキルを持っ

た人材の確保・育成 
３１年度研修計画に基づ

き、職員の適性や能力開発

段階に応じた育成を図るた

め多様な研修制度を運用。

７１テーマ、研修回数１０

５回、受講者数延べ３，４０

２人。通信教育講座につい

て、６０コース延べ８７人

が活用。 
入構４年目の職員を対象

者とした「海外販路支援」及

び「ＡＩ・ＩＴ 活用した支

援」に必要な知識を習得す

るための研修を実施するほ

か、各階層に求められる職

務遂行能力向上を図った。

また、新入職員の即戦力化

に組織的に取り組むため、

２６年度創設した「ＯＪＴ

トレーナー制度」のトレー

ナーへの研修も実施した。 
組織マネジメント力を向

上させることをねらいとし

て、役員・管理職２３３名を

対象にｅラーニングを実

施。また、女性職員のより活

躍しやすい環境作りの一環

として、女性職員を対象に

外部研修への派遣を実施

し、１２名が９コースを受
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育成に関する規

程に基づき、計画

的に人材を育成

し職員の専門性

の向上を図る。特

に中小企業・小規

模事業者の海外

展開ニーズへの

対応力を向上さ

せるため、職員の

国際感覚の更な

る醸成に努める。

また、高度な支援

施策の企画立案

や実効性のある

業務遂行を推進

していくため、機

構職員のプロジ

ェクトマネージ

ャーなどへの登

用に向けた専門

性向上やファン

ド出資事業にお

けるリスクマネ

ー管理に精通す

る人材の育成な

どに取り組む。さ

らに、定期の新卒

採用にこだわら

ない採用や民間

を含む地域の中

小企業支援機関

等との人事交流

を行うことによ

り、様々な専門ス

キルを持った人

材を確保・育成す

る。 
 

する規程に基づ

き、計画的に人材

育成し職員の専

門性の向上を図

る。 
・事業承継・事業

引継ぎ支援、生産

性向上支援、ＩＴ

化支援、人材育成

支援、販路開拓・

海外展開支援及

び起業・創業支援

などの業務で求

められる専門性

を高めるため、実

務 経 験 と 職 員

個々の適性や段

階に応じた研修

を通じ、専門性の

高い職員を計画

的に育成する。 
・特に中小企業・

小規模事業者の

海外展開ニーズ

への対応力を向

上させるため、職

員の国際対応能

力の向上、国際感

覚の更なる醸成

に努める。また、

高度な支援施策

の企画立案や実

効性のある業務

遂行を推進して

いくため、機構職

員のプロジェク

トマネージャー

などへの登用に

向けた専門性向

上やファンド出

資事業における

リスクマネー管

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・若手職員には

将来のキャリア

パスを描くため

の業務経験を積

ませ、中堅職員に

は専門性を磨か

せる人事に努め

る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・業務効率を向

上し、組織を活性

化することによ

りお客様のニー

ズに一層、迅速か

つ効果的に対応

できる体制を構

築する。具体的に

は、管理職層のマ

ネジメント力の

向上のための研

た。 
・職員の専門性向上、施

策や支援ノウハウ習得、

研修を通じたネットワー

ク構築や視野の拡充を図

るため、省庁や外部研修

機関が実施する新政策、

会計事務、内部監査、プ

ロジェクトマネジメン

ト、システム開発等の専

門分野の研修にのべ６９

人の職員を派遣。 
 
・若手職員に関しては、

将来の機構職員としての

キャリアパスが描きやす

くなるよう、在籍期間が

３年程度の者を選抜し、

各部門の体制を考慮した

うえで、機構職員に必要

な共通的・基盤的専門性

を習得できる様な配置換

えを進めた。一方、中堅

職員に関しては適材適所

の配置を踏まえて人事調

書をもとにした本人の意

向、職歴及び保有資格を

総合的に勘案し、各々の

専門性を高める人事異動

を進めた。 
 
・組織マネジメント力を

向上させることをねらい

として、役員・管理職２

３３名を対象にｅラーニ

ングを実施。また、女性

職員のより活躍しやすい

環境作りの一環として、

女性職員を対象に外部研

修への派遣を実施し、１

２名が９コースを受講。

 

講。 
職員の国際対応能力の向

上、国際感覚の更なる醸成

を図るため図るため、海外

留学制度、国内留学制度を

整備。 
金融機関等において機構

の事業ニーズに適合する実

務経験を有する人材を２４

名採用したほか、中小企業

支援機関へ職員を派遣する

ため、派遣予定先と調整し、

令和２年度からの派遣を確

定。 
高い専門性と支援意欲を

持つ外部専門家３，０４５

人を登用・活用し、機構全体

としての専門性・多様性の

確保・強化を行った。 
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理に精通する人

材の育成などに

取り組む。さら

に、定期の新卒採

用にこだわらな

い採用や民間を

含む地域の中小

企業支援機関等

との人事交流を

行うことにより、

様々な専門スキ

ルを持った人材

を確保・育成す

る。 
・ＡＩ・ＩＴ活

用、販路開拓・海

外展開、起業・創

業及び成長分野

など特定分野で

の高い専門性と

支援意欲を持つ

外部専門家を積

極的に登用・活用

し、機構全体とし

ての専門性・多様

性の確保・強化を

行うとともに、外

部専門家を適切

にマネジメント

することで機構

の組織力向上を

図る。 

修等を行う。ま

た、女性の職業生

活における活躍

の推進に関する

法律（平成２７年

法律第６４号）の

制定に伴い、女性

職員の意識やス

キルの向上のた

め、外部機関の研

修等を活用する

など、女性の能力

発揮の推進に取

り組む。 
 
・職員の国際対

応能力の向上、国

際感覚の更なる

醸成に努めるた

め、海外研修等の

機会を提供する。

 
・事業ニーズに

適合する高度な

専門性を有する

優秀な人材を確

保するため、新卒

採用にこだわら

ない採用や民間

を含む地域の中

小企業支援機関

等との人事交流

を行う。 
 
・特定分野での

高い専門性と支

援意欲を持つ外

部専門家を積極

的に登用・活用

し、機構全体とし

ての専門性・多様

性の確保・強化を

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・職員の国際対応能力の

向上、国際感覚の更なる

醸成を図るため図るた

め、海外留学制度、国内

留学制度を整備。 
 
 
・金融機関等において機

構の事業ニーズに適合す

る実務経験を有する人材

を２４名採用したほか、

中小企業支援機関へ職員

を派遣するため、派遣予

定先と調整し、令和２年

度からの派遣を確定。 
 
 
 
 
・高い専門性と支援意欲

を持つ外部専門家３，０

４５人を登用・活用し、

機構全体としての専門

性・多様性の確保・強化

を行った。 
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行うとともに、外

部専門家を適切

にマネジメント

することで機構

の組織力向上を

図る。 

 ３．情報公開によ

る透明性の確保 
組織・業務・財務

等に関する情報、

資産保有状況、入

札・契約に関する

情報、報酬・給与

等の水準その他

の報告事項を迅

速に分かりやす

く公表する。 
 

３．情報公開によ

る透明性の確保 
組織・業務・財務

等に関する情報、

資産保有状況、入

札・契約に関する

情報、報酬・給与

等の水準その他

の報告事項を迅

速に分かりやす

く公表する。 

３．情報公開によ

る透明性の確保 
・組織・業務・財

務等に関する情

報、資産保有状

況、入札・契約に

関する情報、報

酬・給与等の水準

その他の報告事

項を迅速に分か

りやすく公表す

る。 

 ３．情報公開による透明

性の確保 
・独立行政法人通則法に

基づく業務実績等報告書

を機構ＨＰに公表（元年

６月）。業務方法書を改

正した際には、独法通則

法に基づき認可後速やか

に機構ＨＰにおいて公表

（元年７月）。 
・その他法律や閣議決定

等に基づき、財務、監

査、入札・契約関連情

報、給与実態等の情報を

機構ＨＰにおいて迅速に

わかりやすく公表。 

■情報公開による透明性の

確保 
独立行政法人通則法に基

づく業務実績等報告書を機

構ＨＰに公表（元年６月）。

業務方法書を改正した際に

は、独法通則法に基づき認

可後速やかに機構ＨＰにお

いて公表（元年７月）。その

他法律や閣議決定等に基づ

き、財務、監査、入札・契約

関連情報、給与実態等の情

報を機構ＨＰにおいて迅速

にわかりやすく公表。 

 

 ４．情報セキュリ

ティの確保 
「サイバーセキ

ュリティ戦略」

（平成３０年７

月２７日閣議決

定）、「政府機関等

の情報セキュリ

ティ対策のため

の統一基準」等を

踏まえ、規程及び

マニュアル等を

適切に整備し、見

直すとともに、政

府・関係機関等と

情報を共有し、新

たな脅威等に常

４．情報セキュリ

ティの確保 
「サイバーセキ

ュリティ戦略」

（平成３０年７

月２７日閣議決

定）、「政府機関等

の情報セキュリ

ティ対策のため

の統一基準」等を

踏まえ、適切な情

報セキュリティ

対策を実施する。

具体的には、規

程、マニュアル及

び対策等を整備・

見直し、新たな脅

４．情報セキュリ

ティの確保 
・「サイバーセキ

ュリティ戦略」

（平成３０年７

月２７日閣議決

定）、「政府機関等

の情報セキュリ

ティ対策のため

の統一基準」等を

踏まえ、情報セキ

ュリティ管理規

程や関連する規

程・要領等を整

備・見直すととも

に、新たな脅威等

に常に対応でき

 ４．情報セキュリティの

確保 
・「サイバーセキュリテ

ィ戦略」（平成３０年７月

２７日閣議決定）、「政府

機関等の情報セキュリテ

ィ対策のための統一基

準」等を踏まえ、「情報セ

キュリティ管理規程」を

改定及び「情報セキュリ

ティ管理基準」を新規策

定した。新たな脅威等に

常に対応できるようＣＳ

ＩＲＴによる組織的対策

を継続して維持、標的型

攻撃メール訓練や定期的

なセキュリティ研修や自

■情報セキュリティの確保 
 
新たな脅威等に常に対応

できるようＣＳＩＲＴによ

る組織的対策を継続して維

持、標的型攻撃メール訓練

や定期的なセキュリティ研

修や自己点検を実施した。 
 
■コロナ禍中の組織機能の

維持 
コロナ禍前より職員の個

別ＰＣ端末から利用可能な

オンライン会議システムの

導入を計画。これに従来よ

り整備済みであった情報セ

キュリティを確保した上で
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に対応できるよ

うシステム面で

の対策、人的・組

織的対策を行う。 
 

威等に常に対応

できるようシス

テム面での対策、

人的・組織的対策

を行う。加えて、

研修等により、役

職員の情報セキ

ュリティ・情報管

理意識の維持・向

上を図る。 
 

るよう必要な場

合はシステム面

での対策、人的対

応、ＣＳＩＲＴに

よる組織的対策

を行う。加えて、

標的型攻撃メー

ル訓練や研修や

自己点検により、

役職員の情報セ

キュリティ・情報

管理意識の維持・

向上を図る。 

己点検を実施した。 の端末のモバイル利用と合

わせ、コロナ禍中の大幅な

テレワーク期間において

も、完全なテレワーク環境

の提供により、中小企業支

援機関として、通常とほぼ

遜色ない組織機能を維持し

た。 

注３）複数の項目をまとめて作成する場合には、適宜行を追加し、項目ごとに評定と評定に至った理由を明記。ただし、「主な評価指標」や「業務実績」欄については、複数の項目にまたがってまとめて記載することが可能 

４．その他参考情報 
 

 



別紙１

令和元年度予算計画・実績

＜一般勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　運営費交付金 971 824 △ 147 367,552 367,385 △ 167 4,260 4,551 291 517 1,072 555 1,302 1,301 △ 1 1,819 2,374 555 - - - 374,602 375,136 534

　 　　その他の補助金等 - - - - 7,415 7,415 308 243 △ 65 - 4,700 4,700 - - - - 4,700 4,700 - - - 308 12,358 12,050

　　借入金等 - - - 135 133 △ 2 - - - - - - - - - - - - - - - 135 133 △ 2

　　貸付等回収金 - - - 30,002 40,550 10,548 19,696 28,782 9,086 5,531 8,111 2,580 129 39 △ 90 5,661 8,150 2,489 - - - 55,359 77,483 22,124

　　貸付金利息 - - - 404 1,687 1,283 - - - - - - - - - - - - - - - 404 1,687 1,283

　　業務収入 1 - △ 1 1,401 1,410 9 1,031 964 △ 67 - - - - - - - - - - - - 2,433 2,375 △ 58

　　運用収入 - - - - 0 0 - 1 1 - - - 0 0 0 0 0 0 133 147 14 134 149 15

　　受託収入 - - - 224 220 △ 4 - 11 11 - - - - - - - - - - - - 224 231 7

　　その他収入 - 6 6 - 207 207 - 24 24 - 0 0 3 5 2 3 5 2 333 113 △ 220 336 358 22

計 971 831 △ 140 399,719 419,012 19,293 25,295 34,580 9,285 6,049 13,883 7,834 1,435 1,346 △ 89 7,483 15,230 7,747 466 261 △ 205 433,935 469,915 35,980

支出

　　業務経費 1,128 875 △ 253 424,490 48,002 △ 376,488 7,316 6,618 △ 698 4,474 3,371 △ 1,103 1,528 1,032 △ 496 6,002 4,403 △ 1,599 - - - 438,936 59,901 △ 379,035

　　貸付金 - - - 14,570 17,672 3,102 - - - - - - - - - - - - - - - 14,570 17,672 3,102

　　出資金 6,000 4,815 △ 1,185 - - - 28,156 25,136 △ 3,020 7,404 5,921 △ 1,483 - - - 7,404 5,921 △ 1,483 - - - 41,560 35,873 △ 5,687

　　受託経費 - - - 224 237 13 - 8 8 - - - - - - - - - - - - 224 245 21

　　借入金等償還 - - - 376 314 △ 62 - - - - - - - - - - - - - - - 376 314 △ 62

　　一般管理費 59 103 44 566 911 345 498 503 5 38 20 △ 18 65 74 9 103 95 △ 8 - - - 1,226 1,614 388

　　その他支出 - - - - - - - - - - 22,452 22,452 - 5,122 5,122 - 27,574 27,574 - 32,939 32,939 - 60,514 60,514

計 7,188 5,794 △ 1,394 440,226 67,138 △ 373,088 35,970 32,268 △ 3,702 11,915 31,766 19,851 1,593 6,229 4,636 13,509 37,995 24,486 - 32,939 32,939 496,893 176,136 △ 320,757

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

※令和元年度の一般勘定資産の国庫納付の適否及び金額については、今後、機構全体が債務超過に陥ったりあるいは緊急の中小企業対策等に必要な資金の不足に陥ったりすることのないよう、主務省と協議を行い、決定する。

（一般経理） （一般経理）区分
合計

備考

事業承継・引継ぎ促進業務 生産性向上業務

（一般経理）

新事業展開・創業支援業務

（一般経理） （一般経理） （復興特別経理）

共通経営環境変化対応業務

合計
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別紙１

令和元年度予算計画・実績

＜産業基盤整備勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　業務収入 3 897 894 2 0 △ 2 - - - 6 898 892

　　運用収入 - - - - - - 38 35 △ 3 38 35 △ 3

　　その他収入 - - - - - - 2 0 △ 2 2 0 △ 2

計 3 897 894 2 0 △ 2 40 36 △ 4 46 934 888

支出

　　業務経費 84 55 △ 29 52 22 △ 30 - - - 136 77 △ 59

　　代位弁済費 86 85 △ 1 - - - - - - 86 85 △ 1

　　一般管理費 12 15 3 7 6 △ 1 - - - 19 21 2

　  その他支出 - - - - - - 19 14,720 14,701 19 14,720 14,701

計 182 157 △ 25 59 28 △ 31 19 14,720 14,701 259 14,906 14,647

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

新事業展開・創業支援業務 経営環境変化対応業務 共通 合計
備考区分
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別紙１

令和元年度予算計画・実績

＜施設整備等勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

収入

　　貸付等回収金 55 3 △ 52

　　貸付金利息 0 1 1

　　業務収入 1,414 1,277 △ 137

　　運用収入 7 9 2

　　その他収入 4 993 989

計 1,479 2,284 805

支出

　　業務経費 973 1,024 51

　　一般管理費　 41 58 17

　　その他支出 - 451 451

計 1,014 1,535 521

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

新事業展開・創業支援業務
区分 備考
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別紙１

令和元年度予算計画・実績

＜小規模企業共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　運営費交付金 - - - - - - 3,055 3,055 - -             - - 3,055 3,055 - 

　　借入金等 - - - 541,398 703,706 162,308 - - - △ 391,398 △ 403,706 △ 12,308 150,000 300,000 150,000 

　　貸付等回収金 543,497 704,909 161,412 388,330 393,160 4,830 - - - △ 543,497 △ 704,909 △ 161,412 388,330 393,160 4,830

　　貸付金利息 2,612 1,925 △ 687 5,188 5,132 △ 56 - - - △ 2,612 △ 1,925 687 5,188 5,132 △ 56

　　業務収入 661,384 690,631 29,247 - - - - - - - - - 661,384 690,631 29,247

　　運用収入 84,226 83,342 △ 884 0 0 0 53 31 △ 22 - - - 84,278 83,374 △ 904

　　その他収入 1,401 1,813 412 1 1 0 7 7 0 - - - 1,409 1,822 413

　　他経理より受入 - - - - - - 2,403 2,492 89 △ 2,403 △ 2,492 △ 89 - - - 

計 1,293,119 1,482,621 189,502 934,918 1,102,000 167,082 5,517 5,587 70 △ 939,909 △ 1,113,033 △ 173,124 1,293,645 1,477,175 183,530

支出

　　業務経費 547,781 555,724 7,943 1,867 1,989 122 5,013 5,045 32 - -            -             554,662 562,759 8,097

　　貸付金 391,398 403,706 12,308 386,516 391,217 4,701 - - - △ 391,398 △ 403,706 △ 12,308 386,516 391,217 4,701

　　借入金等償還 - - - 543,497 704,909 161,412 - - - △ 543,497 △ 704,909 △ 161,412 - - - 

　　支払利息 - - - 2,989 2,501 △ 488 - - - △ 2,612 △ 1,925 687 378 575 197

　　一般管理費 - - - 24 33 9 126 163 37 - -            - 150 197 47

　　他経理へ繰入 2,403 2,492 89 - - - - - - △ 2,403 △ 2,492 △ 89 - - - 

計 941,582 961,923 20,341 934,893 1,100,649 165,756 5,139 5,209 70 △ 939,909 △ 1,113,033 △ 173,124 941,705 954,749 13,044

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

調整額業務等経理融資経理給付経理 合計区分

経営環境変化対応業務

備考
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別紙１

令和元年度予算計画・実績

＜中小企業倒産防止共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

収入

　　運営費交付金 - - - 1,342 1,342 - - - - 1,342 1,342 - 

　　貸付等回収金 56,217 58,743 2,526 - - - - - - 56,217 58,743 2,526

　　貸付金利息 835 1,030 195 - - - - - - 835 1,030 195

　　業務収入 321,917 325,525 3,608 - - - - - - 321,917 325,525 3,608

　　運用収入 2,198 1,952 △ 246 229 197 △ 32 - - - 2,427 2,149 △ 278

　　その他収入 78 98 20 6 7 1 - - - 85 106 21

　　他経理より受入 - - - 2,440 2,685 245 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 - - - 

計 381,246 387,351 6,105 4,018 4,232 214 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 382,823 388,898 6,075

支出

　　業務経費 133,398 131,952 △ 1,446 3,906 4,092 186 - - - 137,304 136,045 △ 1,259

　　貸付金 56,158 62,929 6,771 - - - - - - 56,158 62,929 6,771

　　他勘定貸付金 150,000 300,000 150,000   - - - - - - 150,000 300,000 150,000

　　一般管理費 - - - 110 155 45 - - - 110 155 45

　　他経理へ繰入 2,440 2,685 245        - - - △ 2,440 △ 2,685 △ 245 - - - 

　　その他支出 - - - - 31 31 - - - - 31 31

計 341,997 497,567 155,570 4,015 4,279 264 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 343,572 499,161 155,589

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

合計調整額業務等経理基金経理区分

経営環境変化対応業務

備考
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別紙１

令和元年度予算計画・実績

（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

収入

　　業務収入 7 26 19

　　運用収入 9 9 0

　　その他収入 0 0 0

計 16 36 20

支出

　　業務経費 8 6 △ 2

　　一般管理費 1 0 △ 1

計 9 7 △ 2

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

＜出資承継勘定＞

生産性向上業務
区分 備考
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別紙２

令和元年度収支計画・実績

＜一般勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 1,171 1,493 322 425,457 49,475 △ 375,982 8,264 7,461 △ 803 4,523 3,390 △ 1,133 1,715 1,252 △ 463 6,238 4,643 △ 1,595 4,608 4,648 40 445,739 67,722 △ 378,017

　　経常費用 1,171 1,493 322 425,457 49,180 △ 376,277 8,264 7,444 △ 820 4,523 3,390 △ 1,133 1,593 1,135 △ 458 6,116 4,526 △ 1,590 172 298 126 441,181 62,944 △ 378,237

　　　　業務経費 1,112 1,299 187 424,714 46,969 △ 377,745 7,316 5,877 △ 1,439 4,474 3,236 △ 1,238 1,528 980 △ 548 6,002 4,217 △ 1,785 - - - 439,144 58,363 △ 380,781

　　　　一般管理費 53 187 134 513 1,893 1,380 452 1,334 882 34 129 95 65 155 90 99 285 186 - - - 1,118 3,700 2,582

　　　　減価償却費 3 6 3 212 313 101 480 228 △ 252 14 24 10 0 0 0 14 24 10 172 298 126 882 871 △ 11

　　　　財務費用 1 0 △ 1 2 1 △ 1 2 1 △ 1 0 0 0 - - - 0 0 0 - - - 5 3 △ 2

　　　　その他の費用 2 0 △ 2 16 2 △ 14 14 3 △ 11 1 0 △ 1 0 0 0 1 0 △ 1 - - - 33 5 △ 28

　　臨時損失 - - - - 294 294 - 16 16 - - - 122 116 △ 6 122 116 △ 6 4,436 4,349 △ 87 4,558 4,778 220

　　　　固定資産除却損 - - - - 0 0 - 16 16 - - - - - - - - - - - - - 17 17

　　　　減損損失 - - - - 244 244 - - - - - - - - - - - - - - - - 244 244

　　　　関係会社株式処分損 - - - - 50 50 - - - - - - - - - - - - - - - - 50 50

　　　　会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 - - - - - - - - - - - - 26 25 △ 1 26 25 △ 1 340 345 5 367 371 4

　　　　会計基準改訂に伴う退職給付費用 - - - - - - - - - - - - 95 91 △ 4 95 91 △ 4 4,096 4,004 △ 92 4,191 4,095 △ 96

収益の部 1,274 844 △ 430 426,525 53,073 △ 373,452 6,810 9,071 2,261 4,630 3,768 △ 862 1,427 1,145 △ 282 6,057 4,913 △ 1,144 4,907 4,612 △ 295 445,574 72,516 △ 373,058

　　経常収益 1,274 844 △ 430 423,806 49,105 △ 374,701 6,810 9,071 2,261 4,630 3,768 △ 862 1,305 1,028 △ 277 5,935 4,796 △ 1,139 471 262 △ 209 438,297 64,081 △ 374,216

　　　　運営費交付金収益 940 778 △ 162 367,241 6,913 △ 360,328 4,065 4,239 174 507 515 8 1,260 965 △ 295 1,766 1,480 △ 286 - - - 374,012 13,411 △ 360,601

　　　　資産見返運営費交付金戻入 2 5 3 27 36 9 76 100 24 14 23 9 0 0 0 14 23 9 5 5 0 125 171 46

　　　　資産見返補助金等戻入 1 0 △ 1 113 115 2 161 161 0 - - - - - - - - - - - - 275 277 2

　　　　補助金等収益 - - - 54,541 38,666 △ 15,875 385 312 △ 73 3,768 2,654 △ 1,114 - - - 3,768 2,654 △ 1,114 - - - 58,693 41,634 △ 17,059

　　　　貸付金利息 - - - 404 1,687 1,283 - - - - - - - - - - - - - - - 404 1,687 1,283

　　　　出資金収益 299 - △ 299 - - - 928 3,032 2,104 332 562 230 - - - 332 562 230 - - - 1,559 3,595 2,036

　　　　事業収入 1 - △ 1 945 935 △ 10 1,000 927 △ 73 - - - - - - - - - - - - 1,946 1,862 △ 84

　　　　受託収入 - - - 224 220 △ 4 - 11 11 - - - - - - - - - - - - 224 231 7

　　　　賞与引当金見返に係る収益 19 23 4 196 195 △ 1 119 110 △ 9 7 4 △ 3 26 22 △ 4 33 26 △ 7 - - - 368 356 △ 12

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 11 30 19 115 272 157 76 152 76 4 6 2 16 35 19 20 41 21 - - - 222 497 275

　　　　財務収益 - - - - - - - - - - - - 0 0 0 0 0 0 133 147 14 134 147 13

　　　　その他の収益 - 6 6 - 61 61 - 24 24 - 0 0 3 5 2 3 5 2 333 109 △ 224 336 208 △ 128

　　臨時利益 - - - 2,718 3,968 1,250 - - - - - - 122 116 △ 6 122 116 △ 6 4,436 4,349 △ 87 7,276 8,435 1,159

　　　　貸倒引当金戻入益 - - - 2,718 3,821 1,103 - - - - - - - - - - - - - - - 2,718 3,821 1,103

　　　　償却債権取立益 - - - - 146 146 - - - - - - - - - - - - - - - - 146 146

　　　　賞与引当金見返に係る収益 - - - - - - - - - - - - 26 25 △ 1 26 25 △ 1 340 345 5 367 371 4

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 - - - - - - - - - - - - 95 91 △ 4 95 91 △ 4 4,096 4,004 △ 92 4,191 4,095 △ 96

純利益（△純損失） 102 △ 649 △ 751 1,068 3,598 2,530 △ 1,454 1,610 3,064 107 377 270 △ 288 △ 107 181 △ 181 269 450 299 △ 36 △ 335 △ 165 4,793 4,958

法人税等 - - - - - - - 63 63 - 256 256 - 3 3 - 259 259 - 29 29 - 352 352

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - 6 6 56 457 401 21 193 172 116 20 △ 96 291 26 △ 265 407 47 △ 360 96 223 127 579 929 350

総利益（△総損失） 102 △ 642 △ 744 1,124 4,055 2,931 △ 1,433 1,740 3,173 223 141 △ 82 4 △ 84 △ 88 226 57 △ 169 395 158 △ 237 414 5,369 4,955

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

合計
備考区分

事業承継・引継ぎ促進業務 生産性向上業務 新事業展開・創業支援業務

（一般経理） （一般経理）

経営環境変化対応業務

（一般経理） （復興特別経理）（一般経理） 合計

共通

（一般経理）
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別紙２

令和元年度収支計画・実績

＜産業基盤整備勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 137 92 △ 45 114 34 △ 80 - - - 251 127 △ 124

　　経常費用 137 92 △ 45 114 34 △ 80 - - - 251 127 △ 124

　　　　業務経費 84 62 △ 22 52 23 △ 29 - - - 136 85 △ 51

　　　　一般管理費 11 30 19 7 11 4 - - - 18 42 24

　　　　引当金繰入 41 - △ 41 55 - △ 55 - - - 96 - △ 96

　　　　その他の費用 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0

収益の部 3 32 29 2 0 △ 2 40 36 △ 4 46 69 23

　　経常収益 3 21 18 2 0 △ 2 40 36 △ 4 45 58 13

　　　　事業収入 3 21 18 2 0 △ 2 - - 0 5 22 17

　　　　財務収益 - - - - - - 38 35 △ 3 38 35 △ 3

　　　　その他の収益 - - - - - - 2 0 △ 2 2 0 △ 2

　　臨時利益 1 11 10 - - - - - 0 1 11 10

　　　　投資有価証券売却益 - 8 8 - - - - - - - 8 8

　　　　貸倒引当金戻入益 1 3 2 - - - - - - 1 3 2

純利益 （△純損失） △ 134 △ 60 74 △ 111 △ 34 77 40 36 △ 4 △ 205 △ 58 147

法人税等 - - - - - - - 0 0 - 0 0

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - 64 64 - 24 24 205 - △ 205 205 88 △ 117

総利益 （△総損失） △ 134 4 138 △ 111 △ 10 101 245 36 △ 209 - 30 30

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

新事業展開・創業支援業務 経営環境変化対応業務 共通
区分

合計
備考
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別紙２

令和元年度収支計画・実績

＜施設整備等勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

費用の部 1,292 1,442 150

　　経常費用 1,292 1,399 107

　　　　業務経費 938 1,249 311

　　　　一般管理費 39 150 111

　　　　減価償却費 313 - △ 313

　　　　その他の費用 2 0 △ 2

　　臨時損失 - 42 42

　　　　固定資産除却損 - 0 0

　　　　　　減損損失 - 42 42

収益の部 1,327 1,438 111

　　経常収益 1,284 1,188 △ 96

　　　　貸付金利息 0 1 1

　　　　事業収入 1,273 1,170 △ 103

　　　　財務収益 7 7 0

　　　　その他の収益 4 8 4

　　臨時利益 44 249 205

　　　　固定資産売却益 - 241 241

　　　　関係会社株式評価損戻入益 - 7 7

　　　　貸倒引当金戻入益 44 0 △ 44

純利益（△純損失） 36 △ 3 △ 39

法人税等 - 3 3

総利益（△総損失） 36 △ 7 △ 43

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

備考
新事業展開・創業支援業務

区分
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別紙２

令和元年度収支計画・実績

＜小規模企業共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 767,115 886,041 118,926 4,944 4,563 △ 381 6,516 6,445 △ 71 △ 5,014 △ 4,418 596 773,560 892,633 119,073

　　経常費用 767,115 886,041 118,926 4,944 4,563 △ 381 5,830 5,772 △ 58 △ 5,014 △ 4,418 596 772,874 891,959 119,085

　　　　業務経費 767,115 886,041 118,926 4,856 4,432 △ 424 5,011 4,750 △ 261 △ 5,014 △ 4,418 596 771,968 890,806 118,838

　　　　一般管理費 - - - 24 66 42 125 328 203 - - - 149 395 246

　　　　減価償却費 - - - 64 65 1 692 693 1 - - - 756 758 2

　　　　財務費用 - - - - - - 0 - 0 - - - 0 - 0

　　　　その他の費用 - - - 0 0 0 1 0 △ 1 - - - 1 0 △ 1

　　臨時損失 - - - - - - 686 673 △ 13 - - - 686 673 △ 13

　　　　会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 - - - - - - 47 47 - - - - 47 47 0

　　　　会計基準改訂に伴う退職給付費用 - - - - - - 639 625 △ 14 - - - 639 625 △ 14

収益の部 749,622 777,712 28,090 5,226 5,170 △ 56 6,516 6,452 △ 64 △ 5,014 △ 4,418 596 756,349 784,917 28,568

　　経常収益 749,622 777,712 28,090 5,226 5,170 △ 56 5,830 5,779 △ 51 △ 5,014 △ 4,418 596 755,663 784,244 28,581

　　　　運営費交付金収益 - - - - - - 2,981 2,817 △ 164 - - - 2,981 2,817 △ 164

　　　　資産見返運営費交付金戻入 - - - - - - 53 53 0 - - - 53 53 0

　　　　資産見返補助金等戻入 - - - 37 36 △ 1 259 259 0 - - - 296 295 △ 1

　　　　貸付金利息 2,612 1,925 △ 687 5,188 5,132 △ 56 - - - △ 2,612 △ 1,925 687 5,188 5,132 △ 56

　　　　事業収入 747,011 690,631 △ 56,380 - - - - - - - - - 747,011 690,631 △ 56,380

　　　　賞与引当金見返に係る収益 - - - - - - 47 45 △ 2 - - - 47 45 △ 2

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 - - - - - - 28 72 44 - - - 28 72 44

　　　　財務収益 - - - 0 0 0 53 31 △ 22 - - - 53 31 △ 22

　　　　その他の収益 - 85,155 85,155 1 1 0 2,410 2,499 89 △ 2,403 △ 2,492 △ 89 8 85,163 85,155

　　臨時利益 - - - - - - 686 673 △ 13 - - - 686 673 △ 13

　　　　賞与引当金見返に係る収益 - - - - - - 47 47 0 - - - 47 47 0

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 - - - - - - 639 625 △ 14 - - - 639 625 △ 14

純利益（△純損失） △ 17,492 △ 108,329 △ 90,837 281 607 326 - 6 6 - - - △ 17,211 △ 107,715 △ 90,504

法人税等 - - - - 0 0 - 0 0 - - - -            1 1

前中期目標期間繰越積立金取崩額 17,492 108,329 90,837 134 255 121 - - - - - - 17,627 108,585 90,958

総利益（△総損失） - - - 416 862 446 - 5 5 - - - 416 868 452

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

給付経理 融資経理 業務等経理 調整額区分

経営環境変化対応業務

備考合計
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別紙２

令和元年度収支計画・実績

＜中小企業倒産防止共済勘定＞
（単位：百万円）

年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減 年度計画 実績 増減

費用の部 325,303 329,211 3,908 4,778 4,907 129 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 327,640 331,433 3,793

　　経常費用 325,303 329,211 3,908 4,263 4,400 137 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 327,125 330,926 3,801

　　　　業務経費 324,876 329,211 4,335 3,904 3,853 △ 51 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 326,340 330,379 4,039

　　　　一般管理費 - - - 109 309 200 - - - 109 309 200

　　　　減価償却費 - - - 249 237 △ 12 - - - 249 237 △ 12

　　　　引当金繰入 426 - △ 426 - - - - - - 426 - △ 426

　　　　財務費用 - - - 0 - 0 - - - 0 - 0

　　　　その他の費用 - - - 1 0 △ 1 - - - 1 0 △ 1

　　臨時損失 - - - 515 506 △ 9 - - - 515 506 △ 9

　　　　固定資産除却損 - - - - 0 0 - - - - 0 0

　　　　会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 - - - 36 37 1 - - - 36 37 1

　　　　会計基準改訂に伴う退職給付費用 - - - 479 469 △ 10 - - - 479 469 △ 10

収益の部 325,303 329,211 3,908 4,540 4,746 206 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 327,402 331,272 3,870

　　経常収益 324,851 328,604 3,753 4,025 4,239 214 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 326,435 330,158 3,723

　　　　運営費交付金収益 - - - 1,285 1,243 △ 42 - - - 1,285 1,243 △ 42

　　　　資産見返運営費交付金戻入 - - - 7 7 0 - - - 7 7 0

　　　　資産見返補助金等戻入 - - - 0 0 0 - - - 0 0 0

　　　　貸付金利息 835 1,030 195 - - - - - - 835 1,030 195

　　　　事業収入 324,016 325,525 1,509 - - - - - - 324,016 325,525 1,509

　　　　賞与引当金見返に係る収益 - - - 36 38 2 - - - 36 38 2

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 - - - 21 61 40 - - - 21 61 40

　　　　財務収益 - - - 229 197 △ 32 - - - 229 197 △ 32

　　　　その他の収益 - 2,048 2,048 2,447 2,691 244 △ 2,440 △ 2,685 △ 245 6 2,054 2,048

　　臨時利益 452 606 154 515 506 △ 9 - - - 967 1,113 146

　　　　完済手当金準備基金戻入益 452 603 151 - - - - - - 452 603 151

　　　　償却債権取立益 - 3 3 - - - - - - - 3 3

　　　　賞与引当金見返に係る収益 - - - 36 37 1 - - - 36 37 1

　　　　退職給付引当金見返に係る収益 - - - 479 469 △ 10 - - - 479 469 △ 10

純利益（△純損失） - - - △ 238 △ 161 77 - - - △ 238 △ 161 77

法人税等 - - - - 0 0 - - - - 0 0

前中期目標期間繰越積立金取崩額 - - - 238 239 1 - - - 238 239 1

総利益（△総損失） - - - - 77 77 - - - - 77 77

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

基金経理 業務等経理 調整額 合計区分

経営環境変化対応業務

備考
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別紙２

令和元年度収支計画・実績

（単位：百万円）

年度計画 実績 増減

費用の部 9 7 △ 2

　　経常費用 9 7 △ 2

　　　　業務経費 8 6 △ 2

　　　　一般管理費 1 1 0

　　　　その他の費用 0 0 0

収益の部 16 20 4

　　経常収益 16 20 4

　　　　事業収入 7 10 3

　　　　財務収益 9 9 0

　　　　その他の収益 0 0 0

　　臨時利益 - 0 0

　　　　関係会社株式評価損戻入益 - 0 0

純利益（△純損失） 7 13 6

法人税等 - 0 0

総利益（△総損失） 7 13 6

※端数処理の関係で合計が合わないことがある。

備考
生産性向上業務

区分

＜出資承継勘定＞

195



（一般勘定） （単位：円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

　運営費交付金 970,936,000 824,701,305 △146,234,695 運営費交付金受入実績の減 367,552,144,000         367,385,644,477         △166,499,523 

　その他の補助金等 - - - - 7,415,361,631 7,415,361,631 補助金の受入実績の増

　借入金等 - - - 134,731,000 133,875,000 △856,000 

　貸付等回収金 - - - 30,002,484,000 40,550,293,742 10,547,809,742 高度化貸付金の回収実績の増

　貸付金利息 - - - 403,990,000 1,687,009,511 1,283,019,511 高度化運用益返還の増

　業務収入 562,000 - △562,000 業務収入の減 1,401,355,000 1,410,986,453 9,631,453 

　運用収入 - - - - 500,000 500,000 配当金の増

　受託収入 - - - 224,164,000 220,666,934 △3,497,066 

　その他収入 - 6,832,298 6,832,298 雑益の増 - 207,827,336 207,827,336 償却債権取立益の増

　計 971,498,000 831,533,603 △139,964,397 399,718,868,000         419,012,165,084         19,293,297,084 

支出

　業務経費 1,128,165,000 875,876,745 △252,288,255 交付金事業等の実績の減 424,489,698,000         48,002,835,773 △376,486,862,227      交付金事業等の実績の減

　貸付金 - - - 14,570,236,000 17,672,792,000 3,102,556,000 高度化貸付金の貸付実績の増

　出資金 6,000,000,000 4,815,089,377 △1,184,910,623         ファンド出資実績の減 - - - 

　受託経費 - - - 224,164,000 237,076,645 12,912,645 

　借入金等償還 - - - 376,454,000 314,369,477 △62,084,523 高度化貸付の借入金償還の減

　一般管理費 59,388,000 103,442,397 44,054,397 管理部門の経費負担の増 565,822,000 911,486,967 345,664,967 管理部門の経費負担の増

　その他支出 - - - - - - 

　計 7,187,553,000 5,794,408,519 △1,393,144,481         440,226,374,000         67,138,560,862 △373,087,813,138      

   （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

    （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

    （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

    （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しており ます。

令　 和　 元　 事　　業　　年　　度　
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書　
（自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日）

区　　　分
事業承継・引継ぎ促進業務（一般経理）  生産性向上業務（一般経理）

別紙３
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（一般勘定） （単位：円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

　運営費交付金 4,260,039,000 4,551,934,713 291,895,713 517,343,000 1,072,781,505 555,438,505 運営費交付金受入実績の増

　その他の補助金等 307,796,000 243,371,868 △64,424,132 補助金の受入実績の減 - 4,700,000,000 4,700,000,000 補助金の受入実績の増

　借入金等 - - - - - - 

　貸付等回収金 19,696,000,000 28,782,791,752 9,086,791,752 出資金の回収実績の増 5,531,203,000 8,111,101,765 2,579,898,765 出資金の回収実績の増

　貸付金利息 - - - - - - 

　業務収入 1,031,144,000 964,984,666 △66,159,334 - - - 

　運用収入 - 1,135,000 1,135,000 配当金の増 - - - 

　受託収入 - 11,071,404 11,071,404 受託収入の増 - - - 

　その他収入 - 24,853,402 24,853,402 雑益の増 - 1,820 1,820 雑益の増

　計 25,294,979,000 34,580,142,805 9,285,163,805 6,048,546,000 13,883,885,090 7,835,339,090 

支出

　業務経費 7,316,298,000 6,618,799,196 △697,498,804 交付金事業等の実績の減 4,473,977,000 3,371,645,305 △1,102,331,695         交付金事業等の実績の減

　貸付金 - - - - - - 

　出資金 28,156,000,000 25,136,692,076 △3,019,307,924         ファンド出資実績の減 7,404,000,000 5,921,495,728 △1,482,504,272         ファンド出資実績の減

　受託経費 - 8,605,208 8,605,208 受託経費の増 - - - 

　借入金等償還 - - - - - - 

　一般管理費 497,792,000 503,986,802 6,194,802 37,522,000 20,924,388 △16,597,612 管理部門の経費負担の減

　その他支出 - - - - 22,452,000,000 22,452,000,000 補助金（基金型）の返還による増

　計 35,970,090,000 32,268,083,282 △3,702,006,718         11,915,499,000 31,766,065,421 19,850,566,421 

   （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

    （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

    （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

    （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しており ます。

区　　　分

令　 和　 元　 事　　業　　年　　度　
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書　
（自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日）

新事業展開・創業支援業務（一般経理） 経営環境変化対応業務（一般経理）

別紙３
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（一般勘定） （単位：円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

　運営費交付金 1,301,690,000 1,301,690,000 - - - - 374,602,152,000         375,136,752,000         534,600,000 

　その他の補助金等 - - - - - - 307,796,000 12,358,733,499 12,050,937,499 補助金の受入実績の増

　借入金等 - - - - - - 134,731,000 133,875,000 △856,000 

　貸付等回収金 129,444,000 39,397,533 △90,046,467 高度化貸付金の回収実績の減 - - - 55,359,131,000 77,483,584,792 22,124,453,792 高度化貸付金及び出資金の回収実績の増

　貸付金利息 - - - - - - 403,990,000 1,687,009,511 1,283,019,511 高度化運用益返還の増

　業務収入 - - - - - - 2,433,061,000 2,375,971,119 △57,089,881 

　運用収入 293,000 127,887 △165,113 利息収入の減 133,253,000 147,465,244 14,212,244 利息収入の増 133,546,000 149,228,131 15,682,131 利息収入の増

　受託収入 - - - - - - 224,164,000 231,738,338 7,574,338 

　その他収入 3,471,000 5,619,742 2,148,742 雑益の増 332,588,000 113,780,776 △218,807,224 雑益の減 336,059,000 358,915,374 22,856,374 

　計 1,434,898,000 1,346,835,162 △88,062,838 465,841,000 261,246,020 △204,594,980 433,934,630,000         469,915,807,764         35,981,177,764 

支出

　業務経費 1,527,763,000 1,032,345,299 △495,417,701 交付金事業等の実績の減 - - - 438,935,901,000         59,901,502,318 △379,034,398,682      交付金事業等の実績の減

　貸付金 - - - - - - 14,570,236,000 17,672,792,000 3,102,556,000 高度化貸付金の貸付実績の増

　出資金 - - - - - - 41,560,000,000 35,873,277,181 △5,686,722,819         ファンド出資実績の減

　受託経費 - - - - - - 224,164,000 245,681,853 21,517,853 

　借入金等償還 - - - - - - 376,454,000 314,369,477 △62,084,523 高度化貸付の借入金償還の減

　一般管理費 65,350,000 74,574,085 9,224,085 管理部門の経費負担の増 - - - 1,225,874,000 1,614,414,639 388,540,639 管理部門の経費負担の増

　その他支出 - 5,122,552,890 5,122,552,890 前事業年度利益処分に係る国庫納付の増 - 32,939,930,482 32,939,930,482 前事業年度利益処分に係る国庫納付の増 - 60,514,483,372 60,514,483,372 前事業年度利益処分等に係る国庫納付の増

　計 1,593,113,000 6,229,472,274 4,636,359,274 - 32,939,930,482 32,939,930,482 496,892,629,000         176,136,520,840         △320,756,108,160      

   （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

    （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金等の当期減少額及び当期増加額であります。

    （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

    （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しており ます。

区　　　分

令　 和　 元　 事　　業　　年　　度
決　　　 算　　　 報　　　　告　　　　書

（自　平成３１年４月１日　至　令和２年３月３１日）

経営環境変化対応業務（復興特別経理） 共通 合計

別紙３
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（産業基盤整備勘定） （単位：円）

予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考 予算 決算 差額 備考

収入

　業務収入（注１） 3,154,000        897,987,796    894,833,796    （注４） 2,496,000        436,819          △2,059,181    （注７） - - - 5,650,000        898,424,615    892,774,615    （注１１）

　運用収入 - - - - - - 38,293,000      35,437,675          △2,855,325        38,293,000      35,437,675      △2,855,325    

　その他収入 - - - - - - 1,685,000        849,989 △835,011 （注９） 1,685,000        849,989          △835,011       （注１２）

　計 3,154,000        897,987,796    894,833,796    2,496,000        436,819          △2,059,181    39,978,000      36,287,664          △3,690,336        45,628,000      934,712,279    889,084,279    

支出

　業務経費 84,273,000      55,837,839      △28,435,161   （注５） 51,958,000      22,121,754      △29,836,246   （注８） - - - 136,231,000    77,959,593      △58,271,407   （注１３）

　代位弁済費（注２） 85,593,000      85,592,500      △500 - - - - - - 85,593,000      85,592,500      △500 

　一般管理費（注３） 11,655,000      15,755,497      4,100,497        （注６） 6,861,000        6,241,990        △619,010       - - - 18,516,000      21,997,487      3,481,487        （注１４）

　その他支出 - - - - - - 18,657,000      14,720,595,380    14,701,938,380    （注１０） 18,657,000      14,720,595,380 14,701,938,380 （注１５）

　計 181,521,000    157,185,836    △24,335,164   58,819,000      28,363,744      △30,455,256   18,657,000      14,720,595,380    14,701,938,380    258,997,000    14,906,144,960 14,647,147,960 

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

  （１）業務収入は、損益計算書の債務保証料収入額に求償権回収額と受取配当金を加算した額を記載しております。

  （２）代位弁済費は、保証債務の履行金額を記載しており、貸借対照表の求償権に記載しております。

  （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

  （４）出資事業収入の増によるものであります。

  （５）事業実績の減によるものであります。

  （６）管理部門の経費負担の増によるものであります。

  （７）債務保証料収入の減によるものであります。

  （８）事業実績の減によるものであります。

  （９）雑益の減によるものであります。

  （１０）不要財産等に係る国庫納付の増によるものであります。

  （１１）出資事業収入の増によるものであります。

  （１２）雑益の減によるものであります。

  （１３）事業実績の減によるものであります。

  （１４）管理部門の経費負担の増によるものであります。

  （１５）不要財産等に係る国庫納付の増によるものであります。

合計

決　　　算　　　報　　　告　　　書
令　和　元　事　業　年　度

（自　平成３１年４月１日　　至　令和２年３月３１日）

新事業展開・創業支援業務
区　　　分

経営環境変化対応業務 共通
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（施設整備等勘定） （単位：円）

収入

　貸付等回収金 54,750,000 3,000,000 △51,750,000 跡地見返資金貸付金の回収実績の減

　貸付金利息 398,000 1,552,546 1,154,546 跡地見返資金貸付金利息収入の回収実績の増

　業務収入 1,413,599,000 1,277,136,604 △136,462,396 施設賃貸収入の減及び販売用不動産の譲渡実績の減

　運用収入 6,664,000 9,928,416 3,264,416 配当による増

　その他収入 3,876,000 993,108,030 989,232,030 固定資産の売却による増

　計 1,479,287,000 2,284,725,596 805,438,596 

支出

　業務経費 973,126,000 1,024,922,816 51,796,816 　

　一般管理費 40,833,000 58,773,625 17,940,625 管理部門の経費負担の増

   その他支出 - 451,690,500 451,690,500 不要財産に係る国庫納付の増

　計 1,013,959,000 1,535,386,941 521,427,941 

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

　一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

令　和　元　事　業　年　度
決　　　算　　　報　　　告　　　書

（自　平成３１年４月１日　　至　令和２年３月３１日）

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考
区　　　分

新事業展開・創業支援業務
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令　 和　 元　 事　  業　 年　 度
決　　　 算　　　 報　 　　 告　　　 書

（自　平成３１年４月１日　　　　　　

（小規模企業共済勘定） （単位：円）

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 - - - 　運営費交付金 - - - 

　借入金等 - - - 　借入金等 △391,398,071,000      △403,706,002,439      △12,307,931,439        

　貸付等回収金 543,496,986,000         704,909,324,725         161,412,338,725         貸付等回収金の増 　貸付等回収金 △543,496,986,000      △704,909,324,725      △161,412,338,725      貸付等回収金の増

　貸付金利息 2,611,586,000 1,925,514,909 △686,071,091 貸付金利息収入の減 　貸付金利息 △2,611,586,000         △1,925,514,909         686,071,091 貸付金利息収入の減

　業務収入 661,384,239,000         690,631,059,150         29,246,820,150 　業務収入 - - - 

　運用収入 84,225,682,000 83,342,509,971 △883,172,029 　運用収入 - - - 

　その他収入 1,400,580,000 1,813,177,977 412,597,977 雑収入計上に伴う増 　その他収入 - - - 

　他経理より受入 - - - 　他経理より受入 △2,402,582,000         △2,492,683,164         △90,101,164 

　計 1,293,119,073,000       1,482,621,586,732       189,502,513,732         　計 △939,909,225,000      △1,113,033,525,237    △173,124,300,237      

支出 支出

　業務経費 547,781,467,000         555,724,934,173         7,943,467,173 　業務経費 - - - 

　貸付金 391,398,071,000         403,706,002,439         12,307,931,439 　貸付金 △391,398,071,000      △403,706,002,439      △12,307,931,439        

　借入金等償還 - - - 　借入金等償還 △543,496,986,000      △704,909,324,725      △161,412,338,725      借入金等の償還増による増

　支払利息 - - - 　支払利息 △2,611,586,000         △1,925,514,909         686,071,091 調達金利の低減による減

　一般管理費 - - - 　一般管理費 - - - 

　他経理へ繰入 2,402,582,000 2,492,683,164 90,101,164 　他経理へ繰入 △2,402,582,000         △2,492,683,164         △90,101,164 

　計 941,582,120,000         961,923,619,776         20,341,499,776 　計 △939,909,225,000      △1,113,033,525,237    △173,124,300,237      

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 - - - 　運営費交付金 3,055,117,000 3,055,117,000 - 

　借入金等 541,398,071,000         703,706,002,439         162,307,931,439         他勘定借入金実施に伴う増 　借入金等 150,000,000,000         300,000,000,000         150,000,000,000         他勘定借入金実施に伴う増

　貸付等回収金 388,330,487,000         393,160,172,000         4,829,685,000 　貸付等回収金 388,330,487,000         393,160,172,000         4,829,685,000 

　貸付金利息 5,187,744,000 5,132,538,225 △55,205,775 　貸付金利息 5,187,744,000 5,132,538,225 △55,205,775 

　業務収入 - - - 　業務収入 661,384,239,000         690,631,059,150         29,246,820,150 

　運用収入 1,000 287 △713 利息収入の減 　運用収入 84,278,437,000 83,374,267,878 △904,169,122 

　その他収入 1,318,000 1,563,999 245,999 消費税配分による還付額の増 　その他収入 1,408,832,000 1,822,492,180 413,660,180 雑収入計上に伴う増

　他経理より受入 - - - 　他経理より受入 - - - 

　計 934,917,621,000         1,102,000,276,950       167,082,655,950         　計 1,293,644,856,000       1,477,175,646,433       183,530,790,433         

支出 支出

　業務経費 1,866,865,000 1,989,110,316 122,245,316 　業務経費 554,661,612,000         562,759,386,468         8,097,774,468 

　貸付金 386,515,800,000         391,217,190,000         4,701,390,000 　貸付金 386,515,800,000         391,217,190,000         4,701,390,000 

　借入金等償還 543,496,986,000         704,909,324,725         161,412,338,725         借入金等の償還増による増 　借入金等償還 - - - 

　支払利息 2,989,099,000 2,501,306,520 △487,792,480 調達金利の低減による減 　支払利息 377,513,000 575,791,611 198,278,611 他勘定借入金実施に伴う支払利子の増

　一般管理費 24,390,000 33,052,245 8,662,245 管理部門の経費負担の増 　一般管理費 150,499,000 197,019,353 46,520,353 管理部門の経費負担の増

　他経理へ繰入 - - - 　他経理へ繰入 - - - 

　計 934,893,140,000         1,100,649,983,806       165,756,843,806         　計 941,705,424,000         954,749,387,432         13,043,963,432 

  （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考    （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金の当期減少額及び当期増加額であります。

収入    （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

　運営費交付金 3,055,117,000 3,055,117,000 -    （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

　借入金等 - - - 

　貸付等回収金 - - - 

　貸付金利息 - - - 

　業務収入 - - - 

　運用収入 52,754,000 31,757,620 △20,996,380 利息収入の減

　その他収入 6,934,000 7,750,204 816,204 消費税配分による還付額の増

　他経理より受入 2,402,582,000 2,492,683,164 90,101,164 

　計 5,517,387,000 5,587,307,988 69,920,988 

支出

　業務経費 5,013,280,000 5,045,341,979 32,061,979 

　貸付金 - - - 

　借入金等償還 - - - 

　支払利息 - - - 

　一般管理費 126,109,000 163,967,108 37,858,108 管理部門の経費負担の増

　他経理へ繰入 - - - 

　計 5,139,389,000 5,209,309,087 69,920,087 

区　　　分

経営環境変化対応業務

業務等経理

至　令和２年３月３１日）

給付経理 調整額

融資経理 合　計

経営環境変化対応業務

区　　　分

経営環境変化対応業務

区　　　分 区　　　分

経営環境変化対応業務 経営環境変化対応業務

区　　　分

別紙３

201



令　 和　 元　 事　  業　 年　 度
決　　　 算　　　 報　 　　 告　　　 書

（自　平成３１年４月１日　　　　　　

（中小企業倒産防止共済勘定） （単位：円）

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 - - - 　運営費交付金 - - - 

　貸付等回収金 56,217,010,000 58,743,421,248 2,526,411,248 　貸付等回収金 - - - 

　貸付金利息 835,102,000 1,030,331,666 195,229,666 事業貸付金の増及び他勘定貸付実施による利息収入の増 　貸付金利息 - - - 

　業務収入 321,917,132,000         325,525,973,580         3,608,841,580 　業務収入 - - - 

　運用収入 2,198,140,000 1,952,572,563 △245,567,437 利息収入の減 　運用収入 - - - 

　その他収入 78,365,000 98,888,629 20,523,629 雑収入計上に伴う増 　その他収入 - - - 

　基金経理より受入 - - - 　基金経理より受入 △2,440,398,000         △2,685,313,815         △244,915,815 資金融通に伴う業務等経理への繰入額の増

　計 381,245,749,000         387,351,187,686         6,105,438,686 　計 △2,440,398,000         △2,685,313,815         △244,915,815 

支出 支出

　業務経費 133,398,119,000         131,952,713,552         △1,445,405,448         　業務経費 - - - 

　貸付金 56,158,300,000 62,929,200,000 6,770,900,000 資金需要の増加に伴う増 　貸付金 - - - 

　他勘定貸付金 150,000,000,000         300,000,000,000         150,000,000,000         他勘定貸付の実施額を増加したことによる増 　他勘定貸付金 - - - 

　一般管理費 - - - 　一般管理費 - - - 

　業務等経理へ繰入 2,440,398,000 2,685,313,815 244,915,815 資金融通に伴う業務等経理への繰入額の増 　業務等経理へ繰入 △2,440,398,000         △2,685,313,815         △244,915,815 資金融通に伴う業務等経理への繰入額の増

　その他支出 - - - 　その他支出 - - - 

　計 341,996,817,000         497,567,227,367         155,570,410,367         　計 △2,440,398,000         △2,685,313,815         △244,915,815 

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考 予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考

収入 収入

　運営費交付金 1,342,157,000 1,342,157,000 - 　運営費交付金 1,342,157,000 1,342,157,000 - 

　貸付等回収金 - - - 　貸付等回収金 56,217,010,000 58,743,421,248 2,526,411,248 

　貸付金利息 - - - 　貸付金利息 835,102,000 1,030,331,666 195,229,666 事業貸付金の増及び他勘定貸付実施による利息収入の増

　業務収入 - - - 　業務収入 321,917,132,000         325,525,973,580         3,608,841,580 

　運用収入 229,000,000 197,350,300 △31,649,700 利息収入の減 　運用収入 2,427,140,000 2,149,922,863 △277,217,137 利息収入の減

　その他収入 6,187,000 7,484,005 1,297,005 消費税配分の還付による増 　その他収入 84,552,000 106,372,634 21,820,634 雑収入計上に伴う増及び消費税配分の還付による増

　基金経理より受入 2,440,398,000 2,685,313,815 244,915,815 資金融通に伴う基金経理からの受入額の増 　基金経理より受入 - - - 

　計 4,017,742,000 4,232,305,120 214,563,120 　計 382,823,093,000         388,898,178,991         6,075,085,991 

支出 支出

　業務経費 3,905,558,000 4,092,645,740 187,087,740 　業務経費 137,303,677,000         136,045,359,292         △1,258,317,708         

　貸付金 - - - 　貸付金 56,158,300,000 62,929,200,000 6,770,900,000 資金需要の増加に伴う増

　他勘定貸付金 - - - 　他勘定貸付金 150,000,000,000         300,000,000,000         150,000,000,000         他勘定貸付の実施額を増加したことによる増

　一般管理費 109,880,000 155,561,420 45,681,420 管理部門の経費負担の増 　一般管理費 109,880,000 155,561,420 45,681,420 管理部門の経費負担の増

　業務等経理へ繰入 - - - 　業務等経理へ繰入 - - - 

　その他支出 - 31,284,892 31,284,892 前事業年度利益処分に係る国庫納付の増 　その他支出 - 31,284,892 31,284,892 前事業年度利益処分に係る国庫納付の増

　計 4,015,438,000 4,279,492,052 264,054,052 　計 343,571,857,000         499,161,405,604         155,589,548,804         

  （注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

   （１）貸付等回収金及び貸付金は、貸借対照表の事業貸付金の当期減少額及び当期増加額であります。

   （２）運用収入は損益計算書上、資産運用収入及び財務収益に含めて表示しております。

   （３）一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

経営環境変化対応業務

業務等経理 合　計

至　令和２年３月３１日）

基金経理 調整額

経営環境変化対応業務

区　　　分 区　　　分

区　　　分 区　　　分

経営環境変化対応業務

経営環境変化対応業務
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（出資承継勘定） （単位：円）

収入

　業務収入 7,020,000 26,974,400 19,954,400 出資事業収入の増

　運用収入 9,365,000 9,752,465 387,465 

　その他収入 57,000 24,516 △32,484 雑益の減

　計 16,442,000 36,751,381 20,309,381 

支出

　業務経費 8,366,000 6,518,708 △1,847,292 事業実績の減

　一般管理費 749,000 554,546 △194,454 管理部門の経費負担の減

　計 9,115,000 7,073,254 △2,041,746 

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要

 一般管理費については、損益計算書上の一般管理費から地域本部企画調整課等に要した経費を除いた額を計上しております。

令　和　元　事　業　年　度
決　　　算　　　報　　　告　　　書

（自　平成３１年４月１日　　至　令和２年３月３１日）

予　算　額 決　算　額 差　　　額 備　　　考
区　　　分

生産性向上業務
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

経常費用

事業承継・引継ぎ促進業務費

出資金損失 532,880,317

役員給 3,129,502

給与賞与諸手当 193,962,043

法定福利費 27,182,413

賞与引当金繰入額 18,853,942

退職給付費用 30,167,448

減価償却費 6,254,961

業務委託費・報酬費 162,969,921

諸謝金 230,883,437

その他事業承継・引継ぎ促進業務費 99,672,852 1,305,956,836

生産性向上業務費

助成金 29,744,867,661

関係会社株式評価損 59,071,553

国庫返還金 5,872,680

役員給 25,172,365

給与賞与諸手当 1,873,766,532

法定福利費 284,887,203

賞与引当金繰入額 176,708,864

退職給付費用 305,751,581

減価償却費 313,578,647

業務委託費・報酬費 6,931,129,291

雑費 4,731,699,547

その他生産性向上業務費 2,837,008,042 47,289,513,966

新事業展開・創業支援業務費

助成金 4,551,000

不動産販売事業売上原価 112,377,085

不動産賃貸事業原価 1,676,456,010

貸倒引当金繰入 836,418

国庫返還金 14,634

役員給 20,326,614

給与賞与諸手当 1,407,067,306

法定福利費 201,995,459

賞与引当金繰入額 142,298,446

退職給付費用 243,396,917

減価償却費 228,531,302

業務委託費・報酬費 1,255,070,112

諸謝金 1,236,789,092

その他新事業展開・創業支援業務費 886,356,284 7,416,066,679

経営環境変化対応業務費（再生等）

助成金 214,234,993

利子補給金 61,326,971

国庫返還金 1,813,442

貸倒引当金繰入 13,922,037

役員給 4,358,053

給与賞与諸手当 323,144,462

法定福利費 47,838,306

賞与引当金繰入額 32,209,718

退職給付費用 55,681,290

減価償却費 24,053,435

業務委託費・報酬費 3,156,855,268

その他経営環境変化対応業務費（再生等） 329,149,624 4,264,587,599

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

経営環境変化対応業務費（共済）

共済金 523,401,877,170

解約手当金 156,720,807,796

信託運用損 91,365,037,847

責任準備金繰入 233,924,169,947

貸倒引当金繰入 1,299,559,582

倒産防止共済基金繰入 193,273,537,199

役員給 10,683,820

給与賞与諸手当 832,721,001

法定福利費 155,561,157

賞与引当金繰入額 78,283,815

退職給付費用 130,560,269

減価償却費 996,093,068

その他経営環境変化対応業務費（共済） 19,431,939,086 1,221,620,831,757

一般管理費

役員給 96,557,746

給与賞与諸手当 1,168,969,595

法定福利費 237,990,231

賞与引当金繰入額 123,997,442

退職給付費用 186,758,016

減価償却費 298,830,588

業務委託費・報酬費 865,330,405

賃借料 1,011,197,336

保守修繕費 296,941,605

その他一般管理費 565,971,968 4,852,544,932

財務費用

支払利息 3,372,067 3,372,067

雑損 5,509,250

経常費用合計 1,286,758,383,086

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

経常収益

運営費交付金収益 （注） 16,988,789,504

資産見返運営費交付金戻入 （注） 232,811,217

資産見返補助金等戻入 （注） 573,207,656

補助金等収益 （注） 41,634,276,353

貸付金利息収入 7,290,543,014

出資金収益 3,595,114,964

指導研修事業収入

大学校関係事業収入 856,247,595

その他指導研修事業収入 100,799,208 957,046,803

不動産関係事業収入

不動産販売事業収入 150,403,067

不動産賃貸事業収入 1,903,650,789

用地管理収入 18,695,040 2,072,748,896

受託収入

国又は地方公共団体からの受託収入 215,924,772

その他からの受託収入 15,813,566 231,738,338

債務保証料収入 586,104

共済事業掛金等収入 1,016,157,032,730

資産運用収入 85,327,439,534

雑収入 1,908,606,329

財源措置予定額収益 （注） 483,215,081

賞与引当金見返に係る収益 （注） 440,365,809

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 631,372,506

財務収益

受取利息 4,462,604

有価証券利息 425,317,290 429,779,894

雑益 185,305,432

経常収益合計 1,179,139,980,164

　　経常損失 107,618,402,922

臨時損失

固定資産除却損 17,107,978

減損損失 286,917,862

関係会社株式処分損 50,000,000

会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 （注） 455,929,950

会計基準改訂に伴う退職給付費用 （注） 5,190,831,352

臨時損失合計 6,000,787,142

臨時利益

固定資産売却益 241,680,064

投資有価証券売却益 11,620,590

関係会社株式評価損戻入益 7,803,153

貸倒引当金戻入益 3,825,964,832

完済手当金準備基金戻入益 603,357,710

償却債権取立益 149,927,402

賞与引当金見返に係る収益 （注） 455,929,950

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 5,190,831,352

臨時利益合計 10,487,115,053

税引前当期純損失 103,132,075,011

法人税、住民税及び事業税 358,568,100

当期純損失 103,490,643,111

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 109,842,584,638

当期総利益 6,351,941,527

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（一般勘定） （単位：円）

損益計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常費用
事業承継・引継ぎ促進業務費

出資金損失 532,880,317 
役員給 3,129,502 
給与賞与諸手当 193,962,043 
法定福利費 27,182,413 
賞与引当金繰入額 18,853,942 
退職給付費用 30,167,448 
減価償却費 6,254,961 
業務委託費・報酬費 162,969,921 
諸謝金 230,883,437 
その他事業承継・引継ぎ促進業務費 99,672,852 1,305,956,836 

生産性向上業務費
助成金 29,744,867,661         
関係会社株式評価損 59,071,553 
国庫返還金 5,872,680 
役員給 25,154,024 
給与賞与諸手当 1,872,146,017 
法定福利費 284,677,816 
賞与引当金繰入額 176,570,919 
退職給付費用 305,421,063 
減価償却費 313,578,647 
業務委託費・報酬費 6,927,783,644 
雑費 4,731,699,547 
その他生産性向上業務費 2,836,479,355 47,283,322,926         

新事業展開・創業支援業務費
助成金 4,551,000 
不動産賃貸事業原価 884,831,477 
貸倒引当金繰入 836,418 
国庫返還金 14,634 
役員給 17,936,849 
給与賞与諸手当 1,234,233,189 
法定福利費 175,472,983 
賞与引当金繰入額 126,374,737 
退職給付費用 216,183,989 
減価償却費 228,531,302 
業務委託費・報酬費 1,234,952,675 
諸謝金 1,236,772,427 
その他新事業展開・創業支援業務費 745,216,634 6,105,908,314 

経営環境変化対応業務費
助成金 214,234,993 
貸倒引当金繰入 13,922,037 
利子補給金 61,326,971 
国庫返還金 1,813,442 
役員給 4,166,864 
給与賞与諸手当 309,840,233 
法定福利費 45,982,870 
賞与引当金繰入額 31,160,836 
退職給付費用 52,984,217 
減価償却費 24,053,435 
業務委託費・報酬費 3,156,322,160 
その他経営環境変化対応業務費 325,403,977 4,241,212,035 

一般管理費
役員給 76,552,087 
給与賞与諸手当 950,583,092 
法定福利費 191,510,625 
賞与引当金繰入額 99,867,141 
退職給付費用 150,796,227 
減価償却費 298,830,588 
業務委託費・報酬費 695,207,119 
賃借料 838,609,277 
保守修繕費 240,725,373 
その他一般管理費 456,571,093 3,999,252,622 

財務費用
支払利息 3,223,924 3,223,924 

雑損 5,508,853 
経常費用合計 62,944,385,510         
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（一般勘定） （単位：円）

損益計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常収益
運営費交付金収益 （注） 13,411,254,074         
資産見返運営費交付金戻入 （注） 171,863,785 
資産見返補助金等戻入 （注） 277,267,867 
補助金等収益 （注） 41,634,276,353         
貸付金利息収入 1,687,009,511 
出資金収益 3,595,114,964 
指導研修事業収入

大学校関係事業収入 856,247,595 
その他指導研修事業収入 100,799,208 957,046,803 

不動産関係事業収入
不動産賃貸事業収入 885,222,258 
用地管理収入 18,695,040 903,917,298 

受託収入
国又は地方公共団体からの受託収入 215,924,772 
その他からの受託収入 15,813,566 231,738,338 

資産運用収入 1,635,000 
賞与引当金見返に係る収益 （注） 356,523,796 
退職給付引当金見返に係る収益 （注） 497,294,312 
財務収益

受取利息 3,617,249 
有価証券利息 143,975,882 147,593,131 

雑益 208,535,150 
経常収益合計 64,081,070,382         

経常利益 1,136,684,872 

臨時損失
固定資産除却損 17,090,649 
減損損失 244,401,243 
関係会社株式処分損 50,000,000 
会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 （注） 371,514,070 
会計基準改訂に伴う退職給付費用 （注） 4,095,279,686 
臨時損失合計 4,778,285,648 

臨時利益
貸倒引当金戻入益 3,821,978,526 
償却債権取立益 146,467,125 
賞与引当金見返に係る収益 （注） 371,514,070 
退職給付引当金見返に係る収益 （注） 4,095,279,686 
臨時利益合計 8,435,239,407 

税引前当期純利益 4,793,638,631 
法人税、住民税及び事業税 352,786,933 
当期純利益 4,440,851,698 
前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 929,105,946 
当期総利益 5,369,957,644 

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（産業基盤整備勘定）

経常費用

新事業展開・創業支援業務費

役員給 535,797

給与賞与諸手当 37,690,280

法定福利費 5,195,149

賞与引当金繰入額 2,867,791

退職給付費用 6,796,716

賃借料 5,066,159

その他新事業展開・創業支援業務費 4,112,263 62,264,155

経営環境変化対応業務費

役員給 191,189

給与賞与諸手当 13,304,229

法定福利費 1,855,436

賞与引当金繰入額 1,048,882

退職給付費用 2,697,073

賃借料 2,421,336

その他経営環境変化対応業務費 1,857,419 23,375,564

一般管理費

役員給 1,073,469

給与賞与諸手当 10,766,988

法定福利費 2,295,948

賞与引当金繰入額 803,986

退職給付費用 1,740,962

業務委託費・報酬費 7,959,588

賃借料 7,586,502

保守修繕費 2,684,390

雑費 2,755,120

その他一般管理費 4,558,671 42,225,624

雑損 19

経常費用合計 127,865,362

経常収益

債務保証料収入 586,104

資産運用収入 21,662,000

財務収益

受取利息 34,784

有価証券利息 35,402,891 35,437,675

雑益 849,989

経常収益合計 58,535,768

　　経常損失 69,329,594

臨時利益

投資有価証券売却益 8,061,800

貸倒引当金戻入益 3,114,711

臨時利益合計 11,176,511

税引前当期純損失 58,153,083

法人税、住民税及び事業税 120,400

当期純損失 58,273,483

前中期目標期間繰越積立金取崩額（注） 88,571,769

当期総利益 30,298,286

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損益計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

別紙４

209



（施設整備等勘定）

経常費用

新事業展開・創業支援業務費

不動産販売事業売上原価 112,377,085

不動産賃貸事業原価 791,624,533

役員給 1,853,968

給与賞与諸手当 135,143,837

法定福利費 21,327,327

賞与引当金繰入額 13,055,918

退職給付費用 20,416,212

租税公課 87,680,551

その他新事業展開・創業支援業務費 66,163,889 1,249,643,320

一般管理費

役員給 2,847,861

給与賞与諸手当 38,254,869

法定福利費 7,456,552

賞与引当金繰入額 4,073,275

退職給付費用 5,814,630

業務委託費･報酬費 26,659,369

賃借料 34,329,581

保守修繕費 7,791,002

雑費 7,694,893

その他一般管理費 15,190,187 150,112,219

雑損 53

経常費用合計 1,399,755,592

経常収益

貸付金利息収入 1,552,546

不動産関係事業収入

　 不動産販売事業収入 150,403,067

不動産賃貸事業収入 1,018,428,531 1,168,831,598

資産運用収入 2,040,000

財務収益

受取利息 280,963

有価証券利息 7,607,453 7,888,416

雑益 8,446,920

経常収益合計 1,188,759,480

　　経常損失 210,996,112

臨時損失

固定資産除却損 17,328

減損損失 42,516,619

臨時損失合計 42,533,947

臨時利益

固定資産売却益 241,680,064

関係会社株式評価損戻入益 7,315,084

貸倒引当金戻入益 871,595

臨時利益合計 249,866,743

税引前当期純損失 3,663,316

法人税、住民税及び事業税 3,656,191

当期純損失 7,319,507

当期総損失 7,319,507

損益計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

（単位：円）
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（小規模企業共済勘定）

経常費用

経営環境変化対応業務費

共済金 523,401,877,170

信託運用損 91,365,037,847

責任準備金繰入 233,924,169,947

役員給 6,033,316

給与賞与諸手当 461,111,738

法定福利費 78,037,185

賞与引当金繰入額 43,945,229

退職給付費用 73,554,212

減価償却費 758,302,005

その他経営環境変化対応業務費 41,452,759,848 891,564,828,497

一般管理費

役員給 9,067,399

給与賞与諸手当 95,648,160

法定福利費 20,622,093

賞与引当金繰入額 10,769,698

退職給付費用 15,856,017

業務委託費・報酬費 75,407,877

賃借料 73,530,115

保守修繕費 25,344,688

雑費 25,814,405

その他一般管理費 43,017,181 395,077,633

財務費用

支払利息 82,932 82,932

雑損 179

経常費用合計 891,959,989,241

経常収益

運営費交付金収益 （注） 2,620,249,061

資産見返運営費交付金戻入 （注） 53,533,471

資産見返補助金等戻入 （注） 295,938,986

貸付金利息収入 5,132,538,225

共済事業掛金等収入 690,631,059,150

資産運用収入 83,342,509,971

雑収入 1,813,177,977

財源措置予定額収益 （注） 197,091,510

賞与引当金見返に係る収益 （注） 45,373,787

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 72,972,174

財務収益

受取利息 63,867

有価証券利息 31,694,040 31,757,907

雑益 7,995,840

経常収益合計 784,244,198,059

　　経常損失 107,715,791,182

臨時損失

会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 （注） 47,078,086

会計基準改訂に伴う退職給付費用 （注） 625,964,653

臨時損失合計 673,042,739

臨時利益

賞与引当金見返に係る収益 （注） 47,078,086

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 625,964,653

臨時利益合計 673,042,739

税引前当期純損失 107,715,791,182

法人税、住民税及び事業税 1,169,395

当期純損失 107,716,960,577

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 108,585,685,937

当期総利益 868,725,360

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（中小企業倒産防止共済勘定）

経常費用

経営環境変化対応業務費

解約手当金 130,527,342,725

貸倒引当金繰入 1,299,559,582

倒産防止共済基金繰入 193,273,537,199

役員給 4,650,504

給与賞与諸手当 371,609,263

法定福利費 77,523,972

賞与引当金繰入額 34,338,586

退職給付費用 57,006,057

減価償却費 237,791,063

その他経営環境変化対応業務費 4,733,533,243 330,616,892,194

一般管理費

役員給 6,988,982

給与賞与諸手当 73,505,567

法定福利費 16,053,818

賞与引当金繰入額 8,459,957

退職給付費用 12,500,527

業務委託費・報酬費 59,883,670

賃借料 56,967,298

保守修繕費 20,320,154

雑費 20,711,778

その他一般管理費 34,186,111 309,577,862

財務費用

支払利息 65,211 65,211

雑損 145

経常費用合計 330,926,535,412

経常収益

運営費交付金収益 （注） 957,286,369

資産見返運営費交付金戻入 （注） 7,413,961

資産見返補助金等戻入 （注） 803

貸付金利息収入 1,030,331,666

共済事業掛金等収入 325,525,973,580

資産運用収入 1,952,572,563

雑収入 95,428,352

財源措置予定額収益 （注） 286,123,571

賞与引当金見返に係る収益 （注） 38,468,226

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 61,106,020

財務収益

受取利息 11,276

有価証券利息 197,339,024 197,350,300

雑益 6,437,930

経常収益合計 330,158,493,341

　　経常損失 768,042,071

臨時損失

固定資産除却損 1

会計基準改訂に伴う賞与引当金繰入 （注） 37,337,794

会計基準改訂に伴う退職給付費用 （注） 469,587,013

臨時損失合計 506,924,808

臨時利益

完済手当金準備基金戻入益 603,357,710

償却債権取立益 3,460,277

賞与引当金見返に係る収益 （注） 37,337,794

退職給付引当金見返に係る収益 （注） 469,587,013

臨時利益合計 1,113,742,794

税引前当期純損失 161,224,085

法人税、住民税及び事業税 834,041

当期純損失 162,058,126

前中期目標期間繰越積立金取崩額 （注） 239,220,986

当期総利益 77,162,860

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（出資承継勘定） （単位：円）

経常費用

生産性向上業務費

役員給 18,341

給与賞与諸手当 1,620,515

法定福利費 209,387

賞与引当金繰入額 137,945

退職給付費用 330,518

旅費交通費 706,078

業務委託費・報酬費 3,345,647

その他生産性向上業務費 326,342 6,694,773

一般管理費

役員給 27,948

給与賞与諸手当 210,919

法定福利費 51,195

賞与引当金繰入額 23,385

退職給付費用 49,653

業務委託費・報酬費 212,782

賃借料 174,563

保守修繕費 75,998

雑費 82,344

その他一般管理費 122,255 1,031,042

雑損 1

経常費用合計 7,725,816

経常収益

投資有価証券売却益 3,558,790

資産運用収入 7,020,000

財務収益

受取利息 454,465

有価証券利息 9,298,000 9,752,465

雑益 24,516

経常収益合計 20,355,771

　　経常利益 12,629,955

臨時利益

関係会社株式評価損戻入益 488,069

臨時利益合計 488,069

税引前当期純利益 13,118,024

法人税、住民税及び事業税 1,140

当期純利益 13,116,884

当期総利益 13,116,884

損　益　計　算　書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

別紙４
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（独立行政法人　中小企業基盤整備機構）

Ⅰ　損益計算書上の費用

事業承継・引継ぎ促進業務費 1,305,956,836

生産性向上業務費 47,289,513,966

新事業展開・創業支援業務費 7,416,066,679

経営環境変化対応業務費(再生等) 4,264,587,599

経営環境変化対応業務費(共済) 1,221,620,831,757

一般管理費 4,852,544,932

財務費用 3,372,067

雑損 5,509,250

臨時損失 6,000,787,142

法人税、住民税及び事業税 358,568,100

損益計算書上の費用合計 1,293,117,738,328

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額 427,356,339

減損損失相当額 131,106,086

除売却差額相当額 △ 210,942,855

その他行政コスト合計 347,519,570

Ⅲ　行政コスト 1,293,465,257,898

（単位：円）

行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

別紙５
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（一般勘定） （単位：円）

行政コスト計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

Ⅰ　損益計算書上の費用

事業承継・引継ぎ促進業務費 1,305,956,836 

生産性向上業務費 47,283,322,926    

新事業展開・創業支援業務費 6,105,908,314 

経営環境変化対応業務費 4,241,212,035 

一般管理費 3,999,252,622 

財務費用 3,223,924 

雑損 5,508,853 

臨時損失 4,778,285,648 

法人税、住民税及び事業税 352,786,933        

損益計算書上の費用合計 68,075,458,091    

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額 （注） 424,896,514        

除売却差額相当額 （注） 2,145 

　 その他行政コスト合計 424,898,659        

Ⅲ　行政コスト 68,500,356,750    

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

別紙５
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（産業基盤整備勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

新事業展開・創業支援業務費 62,264,155

経営環境変化対応業務費 23,375,564

一般管理費 42,225,624

雑損 19

法人税、住民税及び事業税 120,400

損益計算書上の費用合計 127,985,762

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額（注） 1,433

その他行政コスト合計 1,433

Ⅲ　行政コスト 127,987,195

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（施設整備等勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

新事業展開・創業支援業務費 1,249,643,320

一般管理費 150,112,219

雑損 53

臨時損失 42,533,947

法人税、住民税及び事業税 3,656,191

損益計算書上の費用合計 1,445,945,730

Ⅱ　その他行政コスト

減損損失相当額(注） 131,106,086

除売却差額相当額(注） △ 210,945,000

その他行政コスト合計 △ 79,838,914

Ⅲ　行政コスト 1,366,106,816

（注）これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（小規模企業共済勘定）

Ⅰ　業務費用　損益計算書上の費用

経営環境変化対応業務費 891,564,828,497

一般管理費 395,077,633

財務費用 82,932

雑損 179

臨時損失 673,042,739

法人税、住民税及び事業税 1,169,395

　　　損益計算書上の費用合計 892,634,201,375

Ⅱ　その他行政コスト

減価償却相当額 （注） 154,621

　　　その他行政コスト合計 154,621

Ⅲ　行政コスト 892,634,355,996

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（中小企業倒産防止共済勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

経営環境変化対応業務費 330,616,892,194

一般管理費 309,577,862

財務費用 65,211

雑損 145

臨時損失 506,924,808

法人税、住民税及び事業税 834,041

　　　損益計算書上の費用合計 331,434,294,261

Ⅱ　　その他行政コスト

減価償却相当額 （注） 2,303,771

　　　その他行政コスト合計 2,303,771

Ⅲ　行政コスト 331,436,598,032

（注）　これらは、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（単位：円）

行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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（出資承継勘定）

Ⅰ　損益計算書上の費用

生産性向上業務費 6,694,773

一般管理費 1,031,042

雑損 1

法人税、住民税及び事業税 1,140

損益計算書上の費用合計 7,726,956

Ⅱ　行政コスト 7,726,956

（単位：円）

行政コスト計算書
（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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別紙６

【一般勘定】 （単位：百万円、％）
平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

前期中(長)期目標期間繰越積立金 8,565 7,400 6,432 5,436 4,547 15,515
目的積立金 - - - - - -
積立金 10,073 18,790 12,091 19,848 34,241 0

うち経営努力認定相当額 - -
その他の積立金等 - - - - - -
運営費交付金債務 2,044 3,235 2,401 1,785 - 360,837
当期の運営費交付金交付額(a) 15,314 14,763 14,085 13,544 14,249 375,137

うち年度末残高(b) 2,044 1,191 0 0 - 360,837
当期運営費交付金残存率(b÷a) 13.3% 8.1% 0.0% 0.0% 0.0% 96.2%

【産業基盤整備勘定】 （単位：百万円、％）
平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

前期中(長)期目標期間繰越積立金 739 739 666 583 517 682
目的積立金 - - - - - -
積立金 - - 389 388 389 0

うち経営努力認定相当額 - -
その他の積立金等 - - - - - -
運営費交付金債務 - - - - - -
当期の運営費交付金交付額(a) - - - - - -

うち年度末残高(b) - - - - - -
当期運営費交付金残存率(b÷a) - - - - - -

【小規模企業共済勘定】 （単位：百万円、％）
平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

前期中(長)期目標期間繰越積立金 - - - - - 147,072
目的積立金 - - - - - -
積立金 75,890 4,108 122,497 261,136 0

うち経営努力認定相当額 - -
その他の積立金等 - - - - - -
運営費交付金債務 - - - - - -
当期の運営費交付金交付額(a) 4,234 4,137 3,774 3,694 3,663 3,055

うち年度末残高(b) - - - - - -
当期運営費交付金残存率(b÷a) 0% 0% 0% 0% 0% 0%

【中小企業倒産防止勘定】 （単位：百万円、％）
平成26年度末 平成27年度末 平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

前期中(長)期目標期間繰越積立金 552 382 250 192 143 499
目的積立金 - - - - - -
積立金 280 429 735 655 0

うち経営努力認定相当額 - -
その他の積立金等 - - - - - -
運営費交付金債務 - - - - - -
当期の運営費交付金交付額(a) 1,536 1,544 1,394 1,338 1,333 1,342

うち年度末残高(b) - - - - - -
当期運営費交付金残存率(b÷a) 0% 0% 0% 0% 0% 0%

(注１）｢独立行政法人における経営努力の促進とマネジメントの強化について」（平成30年3月30日総務省行政管理局）
　　に基づく目的積立金等の状況を示す資料である。
(注２）施設整備等勘定及び出資承継勘定については該当しないため記載していない。
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